
改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

第　１　編　

共　　通　　事　　項

共 通 一 般 仕 様

(a)　図は、形状及び構造の概要を示すもので、形状について多少の相違は差支

　 えない。また、補強方法、部品の形状等の詳細については、拘束しない。

(b)　図及び表に示す材厚は、加工前の標準厚さとし、図及び表の値以上とする。

(c)　寸法が範囲を示している場合は、その寸法範囲内であれば、どの寸法でも

　 よい。

(d)　寸法が記入されていない箇所は、寸法について特に拘束しない。

(e)　断面図、材質、成形法、施工法等で2以上記載されている場合は、そのいず

　 れでもよい。

公共建築設備工事標準図

（電気設備工事編）
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材　　質　　記　　号

記　　　号 名　　　　　　　　　　　　　　　　　称

ＳＰＣ

ＢＳＰ

Ａ2Ｓ

Ａ1Ｐ

ＦＣ

ＹＢＳＣ

ＺＤＣ

ＡＤＣ

ＳＴＫ

ＡＴ

ＰＭＭＡ

Ｐ

ＢＳＴ

ＳＴ

ＡＣ

ＧＦ

ＳＳ

ＧＡ

ＧＢ

ＵＦ

ＧＲ

ＧＦＲ

ＧＨ

ＧＤ

ＧＣ

Ｖ

ＰＳ

ＳＧＰ

ＳＭ

ＳＭＡ

ＳＴＫＲ

強化ガラス

溶接構造用圧延鋼材

一般構造用角型鋼管

配管用炭素鋼鋼管

溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材

色ガラス
一般構造用圧延鋼材

硬質ガラス

乳色ガラス（つや消し乳白ガラスを含む。）

透明ガラス

すりガラス

つや消し乳白ガラス

アルミニウム合金鋳物

合成樹脂（ＰＭＭＡ、ＰＳ、Ｖ、ＵＦ等の総称）

硬質塩化ビニル樹脂

ユリア樹脂

型板ガラス

ポリスチレン樹脂

メタクリル樹脂

アルミニウム管

鋼管

黄銅管

一般構造用炭素鋼鋼管

アルミニウム板

黄銅鋳物

鉄鋳物

亜鉛合金ダイカスト

アルミニウム押出材

アルミニウム合金ダイカスト

黄銅板

鋼板（ＳＰＨ、ＳＧＣ、ＳＥＣ、ＣＧＣ等を含む。）

備考　ＳＰＨ : 熱間圧延鋼板　　　　　ＳＧＣ : 溶融亜鉛めっき鋼板
　　　　ＳＥＣ : 電気亜鉛めっき鋼板　ＣＧＣ : 塗装溶融亜鉛めっき鋼板（塗装電気亜鉛めっき鋼板を含む。）

ＳＴＰＧ 圧力配管用炭素鋼鋼管

ＳＵＳ ステンレス板

材　　質　　記　　号

記　　　号 名　　　　　　　　　　　　　　　　　称

ＳＰＣ

ＢＳＰ

Ａ2Ｓ

Ａ1Ｐ

ＦＣ

ＹＢＳＣ

ＺＤＣ

ＡＤＣ

ＳＴＫ

ＡＴ

ＰＭＭＡ

Ｐ

ＢＳＴ

ＳＴ

ＡＣ

ＧＦ

ＳＳ

ＧＡ

ＧＢ

ＵＦ

ＧＲ

ＧＦＲ

ＧＨ

ＧＤ

ＧＣ

Ｖ

ＰＳ

ＳＧＰ

ＳＭ

ＳＭＡ

ＳＴＫＲ

強化ガラス

溶接構造用圧延鋼材

一般構造用角型鋼管

配管用炭素鋼鋼管

溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材

色ガラス
一般構造用圧延鋼材

硬質ガラス

乳色ガラス（つや消し乳白ガラスを含む。）

透明ガラス

すりガラス

つや消し乳白ガラス

アルミニウム合金鋳物

合成樹脂（ＰＭＭＡ、ＰＳ、Ｖ、ＵＦ等の総称）

硬質塩化ビニル樹脂

ユリア樹脂

型板ガラス

ポリスチレン樹脂

メタクリル樹脂

アルミニウム管

鋼管

黄銅管

一般構造用炭素鋼鋼管

アルミニウム板

黄銅鋳物

鉄鋳物

亜鉛合金ダイカスト

アルミニウム押出材

アルミニウム合金ダイカスト

黄銅板

鋼板（ＳＰＨ、ＳＧＣ、ＳＥＣ、ＣＧＣ等を含む。）

備考　ＳＰＨ : 熱間圧延鋼板　　　　　ＳＧＣ : 溶融亜鉛めっき鋼板
　　　　ＳＥＣ : 電気亜鉛めっき鋼板　ＣＧＣ : 塗装溶融亜鉛めっき鋼板（塗装電気亜鉛めっき鋼板を含む。）

ＳＴＰＧ 圧力配管用炭素鋼鋼管

ＳＵＳ ステンレス板
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ＥＭ-ＩＥ1.6×2本　 1種金属線ぴA型

ケーブルの防火区画貫通部

ケーブルの防火区画貫通部

ケーブルの防火区画貫通部

電線の入っていないＰＦ管(16)

ケーブルの防火区画貫通部

接地極

（立上り）

（素通し）

（引下げ）

立上り

素通し

引下げ

(ＰＦ16)

1.6(ＭＭ -A )1

接地の種別及び材料は、
傍記による。

び本数は、傍記による。
配管太さ、電線太さ及

電線管(17)
金属製可とう

ねじなし電線管

ＥＭ-ＥＥＦ2.0-3Ｃ （二重天井内配線）

ＥＭ-ＥＥＦ1.6-3Ｃ  ＰＦ管(16)

ＥＭ-ＩＥ1.6×3本　ＰＦ管(16)

ＥＭ-ＥＥＦ1.6-3Ｃ （二重天井内配線）

ＥＭ-ＩＥ1.6×3本

ＥＭ-ＩＥ1.6×2本
1.6(Ｅ19)

1.6(Ｆ17)

1.6(ＰＦ16)

Ｆ3(ＰＦ16)

2Ｆ3

（Ｅ19）

露出配線

床隠ぺい配線

天井隠ぺい配線

Ｆ3
一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

図　示　記　号

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

慮した床貫通部を示す。

電線太さ及び本数は、傍
ケーブルラックサイズ、

記による。
傍記Ｅは、延焼防止を考

示す。
電線管の太さは、一例を

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

　図示記号は、次によるほか、JＩＳ Ｃ 0303「構内電気設備の配線用図記号」による。

名　　　称 摘　　　要記　　　号

（配管配線）

ＥＭ-ＩＥ1.6×2本　 1種金属線ぴA型

ケーブルの防火区画貫通部

ケーブルの防火区画貫通部

ケーブルの防火区画貫通部

電線の入っていないＰＦ管(16)

ケーブルの防火区画貫通部

接地極

（立上り）

（素通し）

（引下げ）

立上り

素通し

引下げ

(ＰＦ16)

1.6(ＭＭ -A )1

接地の種別及び材料は、
傍記による。

び本数は、傍記による。
配管太さ、電線太さ及

電線管(17)
金属製可とう

ねじなし電線管

ＥＭ-ＥＥＦ2.0-3Ｃ （二重天井内配線）

ＥＭ-ＥＥＦ1.6-3Ｃ  ＰＦ管(16)

ＥＭ-ＩＥ1.6×3本　ＰＦ管(16)

ＥＭ-ＥＥＦ1.6-3Ｃ （二重天井内配線）

ＥＭ-ＩＥ1.6×3本

ＥＭ-ＩＥ1.6×2本
1.6(Ｅ19)

1.6(Ｆ17)

1.6(ＰＦ16)

Ｆ3(ＰＦ16)

2Ｆ3

（Ｅ19）

露出配線

床隠ぺい配線

天井隠ぺい配線

Ｆ3
一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

図　示　記　号

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

慮した床貫通部を示す。

電線太さ及び本数は、傍
ケーブルラックサイズ、

記による。
傍記Ｅは、延焼防止を考

示す。
電線管の太さは、一例を

一例を示す。
電線の太さ及び本数は、

　図示記号は、次によるほか、JＩＳ Ｃ 0303「構内電気設備の配線用図記号」による。

名　　　称 摘　　　要記　　　号

（配管配線）
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形式、寸法は、傍記による。

傍記ｔは、端子付を示す。

必要に応じ避難方向の矢印を

傍記する。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

プルボックス

ケーブル用ジョイントボックス

受電点、引込口

蛍光灯　角形天井付

ジョイントボックス

白熱灯 ･ ＨＩＤ灯　壁付

白熱灯 ･ ＨＩＤ灯　天井付

（発電機回路）
白熱灯 ･ ＨＩＤ灯　壁付

白熱灯 ･ ＨＩＤ灯　天井付
（発電機回路）

タンブラスイッチ
（連用大角形）
　　1Ｐ15Ａ×1

タンブラスイッチ
　　2Ｐ15Ａ×1

（連用大角形　2極）

　 3Ｗ15Ａ×1
タンブラスイッチ

（連用大角形　3路）

（電灯）

２Ｐ

３

摘　　　要名　　　称記　　　号

蛍光灯　壁付

蛍光灯　天井付

蛍光灯　天井付

蛍光灯　天井付

（発電機回路）

（非常用照明器具） 通路誘導灯との兼用器具を含む。

避難口誘導灯　通路誘導灯

白熱灯 （非常用照明器具） 傍記wは、壁付を示す。

形式、寸法は、傍記による。

傍記ｔは、端子付を示す。

必要に応じ避難方向の矢印を

傍記する。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

プルボックス

ケーブル用ジョイントボックス

受電点、引込口

蛍光灯　角形天井付

ジョイントボックス

白熱灯 ･ ＨＩＤ灯　壁付

白熱灯 ･ ＨＩＤ灯　天井付

（発電機回路）
白熱灯 ･ ＨＩＤ灯　壁付

白熱灯 ･ ＨＩＤ灯　天井付
（発電機回路）

タンブラスイッチ
（連用大角形）
　　1Ｐ15Ａ×1

タンブラスイッチ
　　2Ｐ15Ａ×1

（連用大角形　2極）

　 3Ｗ15Ａ×1
タンブラスイッチ

（連用大角形　3路）

（電灯）

２Ｐ

３

摘　　　要名　　　称記　　　号

蛍光灯　壁付

蛍光灯　天井付

蛍光灯　天井付

蛍光灯　天井付

（発電機回路）

（非常用照明器具） 通路誘導灯との兼用器具を含む。

避難口誘導灯　通路誘導灯

白熱灯 （非常用照明器具） 傍記wは、壁付を示す。
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　　4Ｗ15Ａ×1
15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

Ｈ
　　1Ｐ15Ａ×1

　 3Ｗ15Ａ×1
　 （連用大角形　3路）

Ｌ

4 　 （連用大角形　4路）

（連用大角形）

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

3Ｌ

3Ｈ

　　1Ｐ15Ａ×1
（連用大角形）

　 （連用大角形　3路）
　 3Ｗ15Ａ×1

（連用大角形）
　　1Ｐ15Ａ×1

ＷＰ
　　1Ｐ15Ａ×1

（防雨形）

　 （防爆形　2極）
　　2Ｐ15Ａ×1

ＥＸ

調光器 容量は、傍記による。

Ｈ

ＨＬ

3Ｌ

3

Ｌ

3Ｈ

　 （3路）
　3Ｗ15Ａ×1

　3Ｗ15Ａ×1
　 （3路）

　 （3路）
　3Ｗ15Ａ×1

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

4Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

10Ａ以外は、傍記による。

10Ａ以外は、傍記による。

Ｄ

ＤＦ

10Ａ以外は、傍記による。1Ｐ10Ａ×1
Ｔ

タンブラスイッチ

タンブラスイッチ
位置表示灯付

タンブラスイッチ
位置表示灯付

タンブラスイッチ
確認表示灯付

確認表示灯付
タンブラスイッチ

＋確認表示灯
タンブラスイッチ

タンブラスイッチ

タンブラスイッチ

　　　　1Ｐ15Ａ×1
ワイド形スイッチ
位置表示灯付

　　　　1Ｐ15Ａ×1
確認表示灯付
ワイド形スイッチ

　　　　1Ｐ4Ａ×1
位置表示灯付、確認表示灯付
ワイド形スイッチ

ワイド形スイッチ

ワイド形スイッチ
位置表示灯付

ワイド形スイッチ
確認表示灯付

遅延スイッチ　　　　　　　  1Ｐ10Ａ×1
　照明 ･ 換気扇用遅延時間可変

　遅延時間固定形　30秒

形 （0～5分）

タイマスイッチ
設定時間0～60分以上、連続ON付

ワイド形スイッチ　　　　　1Ｐ15Ａ×1

名　　　称記　　　号 摘　　　要

遅延スイッチ　　　　　　　  1Ｐ10Ａ×1

　　4Ｗ15Ａ×1
15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

Ｈ
　　1Ｐ15Ａ×1

　 3Ｗ15Ａ×1
　 （連用大角形　3路）

Ｌ

4 　 （連用大角形　4路）

（連用大角形）

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

3Ｌ

3Ｈ

　　1Ｐ15Ａ×1
（連用大角形）

　 （連用大角形　3路）
　 3Ｗ15Ａ×1

（連用大角形）
　　1Ｐ15Ａ×1

ＷＰ
　　1Ｐ15Ａ×1

（防雨形）

　 （防爆形　2極）
　　2Ｐ15Ａ×1

ＥＸ

調光器 容量は、傍記による。

Ｈ

ＨＬ

3Ｌ

3

Ｌ

3Ｈ

　 （3路）
　3Ｗ15Ａ×1

　3Ｗ15Ａ×1
　 （3路）

　 （3路）
　3Ｗ15Ａ×1

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

4Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

10Ａ以外は、傍記による。

10Ａ以外は、傍記による。

Ｄ

ＤＦ

10Ａ以外は、傍記による。1Ｐ10Ａ×1
Ｔ

タンブラスイッチ

タンブラスイッチ
位置表示灯付

タンブラスイッチ
位置表示灯付

タンブラスイッチ
確認表示灯付

確認表示灯付
タンブラスイッチ

＋確認表示灯
タンブラスイッチ

タンブラスイッチ

タンブラスイッチ

　　　　1Ｐ15Ａ×1
ワイド形スイッチ
位置表示灯付

　　　　1Ｐ15Ａ×1
確認表示灯付
ワイド形スイッチ

　　　　1Ｐ4Ａ×1
位置表示灯付、確認表示灯付
ワイド形スイッチ

ワイド形スイッチ

ワイド形スイッチ
位置表示灯付

ワイド形スイッチ
確認表示灯付

遅延スイッチ　　　　　　　  1Ｐ10Ａ×1
　照明 ･ 換気扇用遅延時間可変

　遅延時間固定形　30秒

形 （0～5分）

タイマスイッチ
設定時間0～60分以上、連続ON付

ワイド形スイッチ　　　　　1Ｐ15Ａ×1

名　　　称記　　　号 摘　　　要

遅延スイッチ　　　　　　　  1Ｐ10Ａ×1
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4ＨＬ 4Ａ以外は、傍記による。

容量は、傍記による。

4Ｌ

4Ｈ

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

4 15Ａ以外は、傍記による。

3Ａ以外は、傍記による。

3Ａ以外は、傍記による。

Ｄ

ＤＦ

Ｔ
10Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。3ＨＬ

Ｒ

回路数は、傍記による。

回路数は、傍記による。

回路数は、傍記による。

ＲＧ

ＲＰ

ＭＲ

Ａ 容量は、傍記による。

回路数は、傍記による。

回路数は、傍記による。

ＲＧ

ＲＰ

ＭＲ

　　4Ｗ4Ａ×1
　 （4路）位置表示灯付、確認表示灯付

ワイド形スイッチ

調光器（ワイド形）

確認表示灯付
ワイド形スイッチ

位置表示灯付
ワイド形スイッチ

　 （4路）
　　4Ｗ15Ａ×1

　　4Ｗ15Ａ×1
　 （4路）

　　4Ｗ15Ａ×1
ワイド形スイッチ

　 （4路）

1Ｐ3Ａ×1

　照明 ･ 換気扇用遅延時間可変
1Ｐ3Ａ×1

ワイド形遅延スイッチ

　遅延時間固定形　30秒

形 （0～5分）

ワイド形遅延スイッチ

ワイド形タイマスイッチ
設定時間0～60分以上、連続ON付

1Ｐ10Ａ×1

　　3Ｗ15Ａ×1
　 （3路）

ワイド形スイッチ

リモコンスイッチ

セレクタスイッチ

（パターン制御用）
リモコンスイッチ

（グループ制御用）
リモコンスイッチ

（多重伝送用）
リモコンスイッチ

自動点滅器

（パターン制御用）

（グループ制御用）

（多重伝送用）
ワイド形リモコンスイッチ

ワイド形リモコンスイッチ

ワイド形リモコンスイッチ

位置表示灯付、確認表示灯付

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

4ＨＬ 4Ａ以外は、傍記による。

容量は、傍記による。

4Ｌ

4Ｈ

15Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。

4 15Ａ以外は、傍記による。

3Ａ以外は、傍記による。

3Ａ以外は、傍記による。

Ｄ

ＤＦ

Ｔ
10Ａ以外は、傍記による。

15Ａ以外は、傍記による。3ＨＬ

Ｒ

回路数は、傍記による。

回路数は、傍記による。

回路数は、傍記による。

ＲＧ

ＲＰ

ＭＲ

Ａ 容量は、傍記による。

回路数は、傍記による。

回路数は、傍記による。

ＲＧ

ＲＰ

ＭＲ

　　4Ｗ4Ａ×1
　 （4路）位置表示灯付、確認表示灯付

ワイド形スイッチ

調光器（ワイド形）

確認表示灯付
ワイド形スイッチ

位置表示灯付
ワイド形スイッチ

　 （4路）
　　4Ｗ15Ａ×1

　　4Ｗ15Ａ×1
　 （4路）

　　4Ｗ15Ａ×1
ワイド形スイッチ

　 （4路）

1Ｐ3Ａ×1

　照明 ･ 換気扇用遅延時間可変
1Ｐ3Ａ×1

ワイド形遅延スイッチ

　遅延時間固定形　30秒

形 （0～5分）

ワイド形遅延スイッチ

ワイド形タイマスイッチ
設定時間0～60分以上、連続ON付

1Ｐ10Ａ×1

　　3Ｗ15Ａ×1
　 （3路）

ワイド形スイッチ

リモコンスイッチ

セレクタスイッチ

（パターン制御用）
リモコンスイッチ

（グループ制御用）
リモコンスイッチ

（多重伝送用）
リモコンスイッチ

自動点滅器

（パターン制御用）

（グループ制御用）

（多重伝送用）
ワイド形リモコンスイッチ

ワイド形リモコンスイッチ

ワイド形リモコンスイッチ

位置表示灯付、確認表示灯付

記　　　号 名　　　称 摘　　　要
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ＲＡ

 （最小30秒以内、最大3分以上）

の切替スイッチ付　動作保持時間 
　センサ別置形、ＯＦＦ・自動・連続

明るさセンサ内蔵形・連続調光タイプＳ

明るさセンサ・人感センサ内蔵形・
連続調光タイプ

Ｓ

A

AN

ＲＡＳ

熱線式自動スイッチ　　　　1Ｐ2Ａ×1
　センサ内蔵、ＯＦＦ・自動・連続の

切替スイッチ付　動作保持時間 

（最小30秒以内、最大3分以上）

熱線式自動スイッチ　　　　1Ｐ2Ａ×1

2Ａ以外は、傍記による。

2Ａ以外は、傍記による。

壁付コンセント　　

壁付コンセント　　　　　3Ｐ15Ａ×1

（抜止形）
　　　　　2Ｐ15Ａ×1

　　　　　2Ｐ15Ａ×1
（引掛形）

壁付コンセント　　

ファンコイル用 　　　　　3Ｐ15Ａ×1
（引掛形）

　　　　　2Ｐ15Ａ×1
   （接地極付）

壁付コンセント　　

　　　　　2Ｐ15Ａ×1
ＥＴ×1及び接地端子

壁付コンセント　　

壁付コンセント　　

3Ｐ

ＬＫ

ＦＣ

Ｅ

ＥＴ

Ｔ

プラグ付とする。
3極以上は、傍記による。

2個以上は、傍記による。

プラグ付とする。

1極は、接地極とする。

傍記による。
コンセントの2個以上は、

2個以上は、傍記による。

壁付コンセント　　　　　2Ｐ20Ａ×1
プラグ付とする。
20Ａ以上は、傍記による。

20Ａ

壁付コンセント　　　　　2Ｐ15Ａ×1
（連用形 ･ 複式）
2個以上は、傍記による。

多重伝送式リレー集合体
ターミナルユニット付

傍記による。
リレー数とその回路数は、

Ｔ/Ｕ

リモコンリレー

リモコンリレー集合体 リレー数は、傍記による。

Ｓ
N

Ｓ
NT

人感センサ内蔵形点滅タイプ

人感センサ内蔵形・段調光タイプ

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

ＲＡ

 （最小30秒以内、最大3分以上）

の切替スイッチ付　動作保持時間 
　センサ別置形、ＯＦＦ・自動・連続

照明制御装置
（明るさセンサ内蔵形・連続調光タイプ）

Ｓ

照明制御装置
（明るさセンサ・人感センサ内蔵形・
連続調光タイプ）

Ｓ

A

AN

ＲＡＳ

熱線式自動スイッチ　　　　1Ｐ2Ａ×1
　センサ内蔵、ＯＦＦ・自動・連続の

切替スイッチ付　動作保持時間 

（最小30秒以内、最大3分以上）

熱線式自動スイッチ　　　　1Ｐ2Ａ×1

2Ａ以外は、傍記による。

2Ａ以外は、傍記による。

壁付コンセント　　

壁付コンセント　　　　　3Ｐ15Ａ×1

（抜止形）
　　　　　2Ｐ15Ａ×1

　　　　　2Ｐ15Ａ×1
（引掛形）

壁付コンセント　　

ファンコイル用 　　　　　3Ｐ15Ａ×1
（引掛形）

　　　　　2Ｐ15Ａ×1
   （接地極付）

壁付コンセント　　

　　　　　2Ｐ15Ａ×1
ＥＴ×1及び接地端子

壁付コンセント　　

壁付コンセント　　

3Ｐ

ＬＫ

ＦＣ

Ｅ

ＥＴ

Ｔ

プラグ付とする。
3極以上は、傍記による。

2個以上は、傍記による。

プラグ付とする。

1極は、接地極とする。

傍記による。
コンセントの2個以上は、

2個以上は、傍記による。

壁付コンセント　　　　　2Ｐ20Ａ×1
プラグ付とする。
20Ａ以上は、傍記による。

20Ａ

壁付コンセント　　　　　2Ｐ15Ａ×1
（連用形 ･ 複式）
2個以上は、傍記による。

多重伝送式リレー集合体
ターミナルユニット付

傍記による。
リレー数とその回路数は、

Ｔ/Ｕ

リモコンリレー

リモコンリレー集合体 リレー数は、傍記による。

Ｓ
N

Ｓ
NT

照明制御装置
（人感センサ内蔵形点滅タイプ）

照明制御装置
（人感センサ内蔵形・段調光タイプ）

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

【P 009】

◎　標準仕様書の名称に
　合わせた。
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電話用通信コネクタ×1

壁付複合アウトレット　　　 2Ｐ15Ａ×2

壁付複合アウトレット　　　 2Ｐ15Ａ×2　
（1端子形直列ユニット、Ｆ形接栓）×1

（二重床用配線器具）

　2Ｐ15Ａ接地極付×1
二重床用コンセント

二重床用複合アウトレット
　2Ｐ15Ａ接地極付×2
電話用通信コネクタ×1

二重床用複合アウトレット
　2Ｐ15Ａ接地極付×2
（1端子形直列ユニット、Ｆ形接栓）×1

　2Ｐ15Ａ接地極付×2
二重床用複合アウトレット

情報用通信コネクタ×1

非常コンセント （消防法によるもの）

接地端子（連用形）

接地端子（医用）Ｈ

ＷＰ 壁付コンセント　　　　　　　2Ｐ15Ａ×1 形式は、傍記による。
（防雨形）

（防爆形）
　　　　　2Ｐ15Ａ×1壁付コンセント　　

床コンセント　　　　　　　　 2Ｐ15Ａ×1

（抜止形）
　　　　　2Ｐ15Ａ×1天井コンセント　　ＬＫ

ＥＸ プラグ付とする。

2個以上は、傍記による。

2個以上は、傍記による。

2個以上は、傍記による。

途は傍記による。
コンセントの2個以外及び用

類は傍記による。
通信コネクタ1個以外及び種

途は傍記による。Ｆ形接栓は、
プラグ付とする。

コンセントの2個以外及び用

示す。
傍記Ｒは、終端抵抗器付を

途は傍記による。
通信コネクタ1個以外及び種
類は傍記による。

コンセントの2個以外及び用

途は傍記による。
コンセントの2個以外及び用

通信コネクタの1個以外及び
種類は傍記による。

傍記Ｒは、終端抵抗器付を
Ｆ形接栓は、プラグ付とする。

コンセントの2個以外及び用
途は傍記による。

示す。

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

電話用通信コネクタ×1

壁付複合アウトレット　　　 2Ｐ15Ａ×2

壁付複合アウトレット　　　 2Ｐ15Ａ×2　
（1端子形直列ユニット、Ｆ形接栓）×1

（二重床用配線器具）

　2Ｐ15Ａ接地極付×1
二重床用コンセント

二重床用複合アウトレット
　2Ｐ15Ａ接地極付×2
電話用通信コネクタ×1

二重床用複合アウトレット
　2Ｐ15Ａ接地極付×2
（1端子形直列ユニット、Ｆ形接栓）×1

　2Ｐ15Ａ接地極付×2
二重床用複合アウトレット

情報用通信コネクタ×1

非常コンセント （消防法によるもの）

接地端子（連用形）

接地端子（医用）Ｈ

ＷＰ 壁付コンセント　　　　　　　2Ｐ15Ａ×1 形式は、傍記による。
（防雨形）

（防爆形）
　　　　　2Ｐ15Ａ×1壁付コンセント　　

床コンセント　　　　　　　　 2Ｐ15Ａ×1

（抜止形）
　　　　　2Ｐ15Ａ×1天井コンセント　　ＬＫ

ＥＸ プラグ付とする。

2個以上は、傍記による。

2個以上は、傍記による。

2個以上は、傍記による。

途は傍記による。
コンセントの2個以外及び用

類は傍記による。
通信コネクタ1個以外及び種

途は傍記による。Ｆ形接栓は、
プラグ付とする。

コンセントの2個以外及び用

示す。
傍記Ｒは、終端抵抗器付を

途は傍記による。
通信コネクタ1個以外及び種
類は傍記による。

コンセントの2個以外及び用

途は傍記による。
コンセントの2個以外及び用

通信コネクタの1個以外及び
種類は傍記による。

傍記Ｒは、終端抵抗器付を
Ｆ形接栓は、プラグ付とする。

コンセントの2個以外及び用
途は傍記による。

示す。

記　　　号 名　　　称 摘　　　要
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容量等は、傍記による。

容量等は、傍記による。

別途

別途

整流装置　

蓄電池

電磁弁

電動弁

開閉器箱

Ｃ

（機器）

Ｍ

Ｈ

Ｔ

Ｈ

ＥＱ

ＳＶ

Ｓ

ＭＶ

キャビネット形式は、傍記

による。

定格電流、定格遮断容量、

配線用遮断器等の種類、

接地プラグ付テーブルタップ

は、傍記による。

別途

別途

別途

別途

別途

ハーネスジョイントボックス

差込口付

2Ｐ＋接地極付

（接地プラグ付テーブルタップ用）

2Ｐ＋接地極付

電動機

電熱器

換気扇

サーモスタット

地震感知器

ヒューミディスタット

20Ａ×2

15Ａ×2

（電源×1、分岐×1）

二重床用
3分岐以外は、傍記による。

（電源×1、分岐×3）
2Ｐ＋接地極付
ハーネスジョイントボックス

 20Ａ×4

二重床用

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

別途

容量等は、傍記による。

容量等は、傍記による。

別途

別途

整流装置　

蓄電池

電磁弁

電動弁

開閉器箱

Ｃ

（機器）

Ｍ

Ｈ

Ｔ

Ｈ

ＥＱ

ＳＶ

Ｓ

ＭＶ

キャビネット形式は、傍記

による。

定格電流、定格遮断容量、

配線用遮断器等の種類、

接地プラグ付テーブルタップ

は、傍記による。

別途

別途

別途

別途

別途

ハーネスジョイントボックス

差込口付

2Ｐ＋接地極付

（接地プラグ付テーブルタップ用）

2Ｐ＋接地極付

電動機

電熱器

換気扇

サーモスタット

地震感知器

ヒューミディスタット

20Ａ×2

15Ａ×2

（電源×1、分岐×1）

二重床用
3分岐以外は、傍記による。

（電源×1、分岐×3）
2Ｐ＋接地極付
ハーネスジョイントボックス

 20Ａ×4

二重床用

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

別途
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別途

二重枠のものは、耐熱形分電

盤とする。

平面図用

遠隔油量指示計箱

フロートレススイッチ電極

圧力スイッチ

電力量計

漏電警報

分電盤

ＯＡ盤

実験盤

制御盤

接地端子箱

避雷針（突針）

水平導体、メッシュ導体

試験用接続端子箱

配電盤

警報盤

ＬＦ

ＲＯＭ

Ｗｈ

Ｐ

Ｇ

別途フロートスイッチＦ

示す。

傍記Ｌは、確認表示灯付を
電磁開閉器用押しボタンＢ

別途

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

（盤）

（雷保護設備）

別途

二重枠のものは、耐熱形分電

盤とする。

平面図用

遠隔油量指示計箱

フロートレススイッチ電極

圧力スイッチ

電力量計

漏電警報

分電盤

ＯＡ盤

実験盤

制御盤

接地端子箱

避雷針（突針）

水平導体、メッシュ導体

試験用接続端子箱

配電盤

警報盤

ＬＦ

ＲＯＭ

Ｗｈ

Ｐ

Ｇ

別途フロートスイッチＦ

示す。

傍記Ｌは、確認表示灯付を
電磁開閉器用押しボタンＢ

別途

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

（盤）

（雷保護設備）
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数）、形式は、傍記による。
対数（実装数／容量－列

対数(実装数／容量－列

回線数は、傍記による。

数）、形式は、傍記による。

対数(実装数／容量－列
数）、形式は、傍記による。

類は、傍記による。
通信コネクタ1個以外及び種

形式は、傍記による。

通信コネクタ1個以外及び種
類は、傍記による。

通信コネクタの種類は、傍記
による。

集合保安器箱

ボタン電話機

転換器又は接続器

端子盤

本配線盤

局線中継台

交換装置

ボタン電話主装置

通信コネクタ×1
情報用アウトレット

通信コネクタ×1
二重床用情報用アウトレット

床付電話用アウトレット

壁付電話用アウトレット

内線電話機

ＢＴ

ＭＤＦ

ＡＴＴ

ＰＢＸ

ＲＴ ルータ
ルータ以外の機器もこれに準じ

　　　内に機器名を記入する。

通信用ＳＰＤ
傍記Cは、カテゴリC、
傍記Dは、カテゴリD
を示す。

低圧用ＳＰＤ
傍記Ⅰは、クラスⅠ、
傍記Ⅱは、クラスⅡ
を示す。

名　　　称 摘　　　要記　　　号

形式は、傍記による。

形式は、傍記による。

（構内情報通信網装置）

（構内交換装置）

局線表示盤 局線数は、傍記による。

数）、形式は、傍記による。
対数（実装数／容量－列

対数(実装数／容量－列

回線数は、傍記による。

数）、形式は、傍記による。

対数(実装数／容量－列
数）、形式は、傍記による。

類は、傍記による。
通信コネクタ1個以外及び種

形式は、傍記による。

通信コネクタ1個以外及び種
類は、傍記による。

通信コネクタの種類は、傍記
による。

集合保安器箱

ボタン電話機

転換器又は接続器

端子盤

本配線盤

局線中継台

交換装置

ボタン電話主装置

通信コネクタ×1
情報用アウトレット

通信コネクタ×1
二重床用情報用アウトレット

床付電話用アウトレット

壁付電話用アウトレット

内線電話機

ＢＴ

ＭＤＦ

ＡＴＴ

ＰＢＸ

ＲＴ ルータ
ルータ以外の機器もこれに準じ

　　　内に機器名を記入する。

通信用ＳＰＤ
傍記Cは、カテゴリC、
傍記Dは、カテゴリD
を示す。

低圧用ＳＰＤ
傍記Ⅰは、クラスⅠ、
傍記Ⅱは、クラスⅡ
を示す。

名　　　称 摘　　　要記　　　号

形式は、傍記による。

形式は、傍記による。

（構内情報通信網装置）

（構内交換装置）

局線表示盤 局線数は、傍記による。

【P 009】

◎　改定した理由を記入
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ホーン形スピーカ

スピーカ

リモコンマイク

アッテネ一夕

増幅器

ラジオアンテナ

カラーモニタ ･ カラーテレビ

プロジェクタ

発信器

表示盤

種別は、傍記による。

ＡＭＰ

ＴＶ

Ｐ

ＲＭ

親時計

子時計

名　　　称 摘　　　要記　　　号

ｔ

ｔ 電話形インターホン子機

電話形インターホン親機

スピーカ形インターホン子機

トイレ等呼出表示器 窓数は、傍記による。

（映像・音響装置、拡声装置）

（情報表示装置）

（誘導支援装置）

ホーン形スピーカ

スピーカ

リモコンマイク

アッテネ一夕

増幅器

ラジオアンテナ

カラーモニタ ･ カラーテレビ

プロジェクタ

発信器

表示盤

種別は、傍記による。

ＡＭＰ

ＴＶ

Ｐ

ＲＭ

親時計

子時計

名　　　称 摘　　　要記　　　号

ｔ

ｔ 電話形インターホン子機

電話形インターホン親機

スピーカ形インターホン子機

トイレ等呼出表示器 窓数は、傍記による。

（映像・音響装置、拡声装置）

（情報表示装置）

（誘導支援装置）
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壁付呼出表示灯

卓上押しボタン

壁付押しボタン

ベル

傍記による。
2個以上のボタン数は、

2個以上のボタン数は、
傍記による。

増幅器

テレビアンテナ

チャイム

混合（分波）器

パラボラアンテナ

（テレビ共同受信装置）

1分岐器

種類は、傍記による。

種類は、傍記による。

種類は、傍記による。

種類は、傍記による。

2分岐器

ブザー

Ｌ
壁付呼出ボタン（確認灯付）

Ｒ
壁付復帰ボタン

傍記による。
自己保持機能付は、

名　　　称 摘　　　要記　　　号

4分岐器

2分配器

4分配器

壁付呼出表示灯

卓上押しボタン

壁付押しボタン

ベル

傍記による。
2個以上のボタン数は、

2個以上のボタン数は、
傍記による。

増幅器

テレビアンテナ

チャイム

混合（分波）器

パラボラアンテナ

（テレビ共同受信装置）

1分岐器

種類は、傍記による。

種類は、傍記による。

種類は、傍記による。

種類は、傍記による。

2分岐器

ブザー

Ｌ
壁付呼出ボタン（確認灯付）

Ｒ
壁付復帰ボタン

傍記による。
自己保持機能付は、

名　　　称 摘　　　要記　　　号

4分岐器

2分配器

4分配器
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傍記Rは終端抵抗器付、
1端子形直列ユニット
Ｆ形接栓

1端子形テレビ端子

機器収容箱

混合（分波）器

2分配器

4分配器

Ａ

Ａ

Ａ

線路増幅器

電源供給器

2分岐器

1分岐器

Ａ

Ａ
4分岐器

Ａ

幹線分岐増幅器
Ａ

Ａ

ＰＳ

6分配器

8分配器

傍記Ｗは2,602MHｚ対応
を示す。

傍記Sは上り信号カット機能付、
傍記Ｗは2,602MHｚ対応
を示す。

名　　　称記　　　号 摘　　　要

（テレビ電波障害防除装置）

傍記Rは終端抵抗器付、
1端子形直列ユニット
Ｆ形接栓

1端子形テレビ端子

機器収容箱

混合（分波）器

2分配器

4分配器

Ａ

Ａ

Ａ

線路増幅器

電源供給器

2分岐器

1分岐器

Ａ

Ａ
4分岐器

Ａ

幹線分岐増幅器
Ａ

Ａ

ＰＳ

6分配器

8分配器

傍記Ｗは2,602MHｚ対応
を示す。

傍記Sは上り信号カット機能付、
傍記Ｗは2,602MHｚ対応
を示す。

名　　　称記　　　号 摘　　　要

（テレビ電波障害防除装置）
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ループコイル

ループコイル式車両検知器

光線式検知器(発光器)

映像補償器

管制盤

カーゲート

警報灯

信号灯

発券機

カードリ一ダ

デジタルレコーダ

光線式検知器(受光器)

ＬＣ

Ｌ

Ｇ

ＩＮ

ＣＲ

ＧＴ

ＤＲ

カメラ

モニタＴＶＭ

ＣＣＴＶ 監視カメラ装置架

映像切換器ＡＶＳＷ

名　　　称記　　　号 摘　　　要

（駐車場管制装置）

（監視カメラ装置）

ループコイル

ループコイル式車両検知器

光線式検知器(発光器)

映像補償器

管制盤

カーゲート

警報灯

信号灯

発券機

カードリ一ダ

デジタルレコーダ

光線式検知器(受光器)

ＬＣ

Ｌ

Ｇ

ＩＮ

ＣＲ

ＧＴ

ＤＲ

カメラ

モニタＴＶＭ

ＣＣＴＶ 監視カメラ装置架

映像切換器ＡＶＳＷ

名　　　称記　　　号 摘　　　要

（駐車場管制装置）

（監視カメラ装置）
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制御装置

電気錠

副制御装置
Ｓ

電気錠制御盤
Ｌ

ＫＥＹ 鍵管理装置

ＰＲＴ プリンタ

Ｆ
認識部（指紋式）

検知器（磁気近接スイッチ）
Ｍ

検知器（リミットスイッチ）
Ｌ

検知器（シャッター検知器）
Ｓ

検知器（振動検知器）
Ｖ

検知器（ガラス破壊検知器）
Ｇ

Ｃ

Ｔ

Ｋ

認識部（カード式）

認識部（テンキー式）

認識部（キー式）

検知器（傾斜検知器）
Ｔ

検知器（空間検知器） 種類は、傍記による。

名　　　称 摘　　　要記　　　号

（防犯・入退室管理装置）

制御装置

電気錠

副制御装置
Ｓ

電気錠制御盤
Ｌ

ＫＥＹ 鍵管理装置

ＰＲＴ プリンタ

Ｆ
認識部（指紋式）

検知器（磁気近接スイッチ）
Ｍ

検知器（リミットスイッチ）
Ｌ

検知器（シャッター検知器）
Ｓ

検知器（振動検知器）
Ｖ

検知器（ガラス破壊検知器）
Ｇ

Ｃ

Ｔ

Ｋ

認識部（カード式）

認識部（テンキー式）

認識部（キー式）

検知器（傾斜検知器）
Ｔ

検知器（空間検知器） 種類は、傍記による。

名　　　称 摘　　　要記　　　号

（防犯・入退室管理装置）
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ＥＸ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ Ｓ

Ｓ

定温式スポット型感知器特種

定温式スポット型感知器1種

補償式スポット型感知器
熱複合式スポット型感知器

耐酸形
定温式スポット型感知器1種

定温式スポット型感知器1種
防水形

定温式スポット型感知器1種
耐アルカリ形

防爆形
定温式スポット型感知器1種

煙感知器2種　露出形

熱煙複号式スポット型感知器

煙感知器2種　埋込形

煙感知器2種　点検ボックス付

煙複合式スポット型感知器
2種 ･ 3種複合式　露出形

煙複合式スポット型感知器
2種 ･ 3種複合式　埋込形

光電式分離型感知器
（送光部、受光部）

炎感知器

差動式スポット型感知器2種

埋込形
差動式スポット型感知器2種

1種の場合は、傍記による。

特種の場合は、傍記による。

特種の場合は、傍記による。

特種の場合は、傍記による。

特種の場合は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

傍記による。
1種 ･ 2種複合式の場合は、

傍記による。
1種 ･ 2種複合式の場合は、

種別は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

名　　　称記　　　号 摘　　　要

（自動火災報知装置）

ＥＸ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ Ｓ

Ｓ

定温式スポット型感知器特種

定温式スポット型感知器1種

補償式スポット型感知器
熱複合式スポット型感知器

耐酸形
定温式スポット型感知器1種

定温式スポット型感知器1種
防水形

定温式スポット型感知器1種
耐アルカリ形

防爆形
定温式スポット型感知器1種

煙感知器2種　露出形

熱煙複号式スポット型感知器

煙感知器2種　埋込形

煙感知器2種　点検ボックス付

煙複合式スポット型感知器
2種 ･ 3種複合式　露出形

煙複合式スポット型感知器
2種 ･ 3種複合式　埋込形

光電式分離型感知器
（送光部、受光部）

炎感知器

差動式スポット型感知器2種

埋込形
差動式スポット型感知器2種

1種の場合は、傍記による。

特種の場合は、傍記による。

特種の場合は、傍記による。

特種の場合は、傍記による。

特種の場合は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

傍記による。
1種 ･ 2種複合式の場合は、

傍記による。
1種 ･ 2種複合式の場合は、

種別は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

1種の場合は、傍記による。

名　　　称記　　　号 摘　　　要

（自動火災報知装置）

2012-05-2417/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

級別は、傍記による。
傍記ＥＸは、防爆形を示す。

級別は、傍記による。

屋内消火栓箱組込

　　　　　　貫通箇所を示す。

種別は、傍記による。

個数は、傍記による。

Ｐ型発信機

Ｐ型発信機　屋外用

回路試験器

複合盤

受信機

警報ベル　屋外用

警報ベル

副受信機

中継器

機器収容箱

機器収容箱（屋外用）

表示灯

移報器（消火栓）

移報器

機器収容箱

差動式分布型感知器の検出部

差動式分布型感知器
（空気管式）

差動式分布型感知器
（熱電対式）

差動スポット試験器

終端抵抗器

Ｐ

Ｐ

Ｂ

Ｂ

R H

R G

Ｔ

Ω

自動火災報知装置、ガス漏れ
火災警報装置の受信機及び自

体としたものを示す。
動閉鎖装置の連動制御器を一

摘　　　要名　　　称記　　　号

級別は、傍記による。
傍記ＥＸは、防爆形を示す。

級別は、傍記による。

屋内消火栓箱組込

　　　　　　貫通箇所を示す。

種別は、傍記による。

個数は、傍記による。

Ｐ型発信機

Ｐ型発信機　屋外用

回路試験器

複合盤

受信機

警報ベル　屋外用

警報ベル

副受信機

中継器

機器収容箱

機器収容箱（屋外用）

表示灯

移報器（消火栓）

移報器

機器収容箱

差動式分布型感知器の検出部

差動式分布型感知器
（空気管式）

差動式分布型感知器
（熱電対式）

差動スポット試験器

終端抵抗器

Ｐ

Ｐ

Ｂ

Ｂ

R H

R G

Ｔ

Ω

自動火災報知装置、ガス漏れ
火災警報装置の受信機及び自

体としたものを示す。
動閉鎖装置の連動制御器を一

摘　　　要名　　　称記　　　号
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上部に必要事項、下部に警戒
区域番号を表す場合もある。

電源部別置

電源部内蔵

傍記ＥＸは、防爆形を示す。

例

例

例

Ｓ
C

例
C

Ｓ

Ｓ

C

C

火災報知設備警戒区域番号

火災報知設備警戒区域境界線

電源部（操作部）

非常ベル

非常電話機

起動装置

一体型

複合装置

表示灯

非常警報設備報知区域番号

非常警報設備報知区域境界線

起動ボタン

起動ボタン　屋外用

遠隔試験機能付

アナログ式

自動試験機能付

アナログ式自動試験機能付

No

F

ET

B

EP

Ｂ Ｆ

ＦＢ

ＮＯ

Ｅ

Ｅ

C

C

Ａ アドレス付 例 Ｓ
A

名　　　称 摘　　　要記　　　号

付属記号

（非常警報装置）

（消火設備）

上部に必要事項、下部に警戒
区域番号を表す場合もある。

電源部別置

電源部内蔵

傍記ＥＸは、防爆形を示す。

例

例

例

Ｓ
C

例
C

Ｓ

Ｓ

C

C

火災報知設備警戒区域番号

火災報知設備警戒区域境界線

電源部（操作部）

非常ベル

非常電話機

起動装置

一体型

複合装置

表示灯

非常警報設備報知区域番号

非常警報設備報知区域境界線

起動ボタン

起動ボタン　屋外用

遠隔試験機能付

アナログ式

自動試験機能付

アナログ式自動試験機能付

No

F

ET

B

EP

Ｂ Ｆ

ＦＢ

ＮＯ

Ｅ

Ｅ

C

C

Ａ アドレス付 例 Ｓ
A

名　　　称 摘　　　要記　　　号

付属記号

（非常警報装置）

（消火設備）
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種別は、傍記による。

別途

別途

別途

別途

多回線用

1回線用

窓数は、傍記による。

始動表示灯兼用形表示灯

表示灯

熱感知器（専用のもの）

（専用のもの）
煙感知器3種　露出形

自動閉鎖装置（防火戸）

煙感知器3種　埋込形
（専用のもの）

動作区域番号（防煙ダンパー）

自動閉鎖装置（防煙たれ壁）

連動制御器（連動制御盤）

自動開放装置（排煙口）

自動閉鎖装置（防煙ダンパー）

（防火シャッター）
自動閉鎖装置

（操作部を有するもの）
連動制御器（連動操作盤）

（防火戸 ・ シャッター）
動作区域番号

警報ブザー 

警報ベル 

制御盤

表示盤

Ｓ

（自動閉鎖装置）

Ｓ

ＥＲ
Ｄ

Ｎｏ

ＥＲ
ＳＳ

ＥＲ
Ｗ

ＥＲ
ＳＤ

ＥＲ
ＥＳ

Ｎｏ

Ｂ

ＢＺ

名　　　称記　　　号 摘　　　要

種別は、傍記による。

別途

別途

別途

別途

多回線用

1回線用

窓数は、傍記による。

始動表示灯兼用形表示灯

表示灯

熱感知器（専用のもの）

（専用のもの）
煙感知器3種　露出形

自動閉鎖装置（防火戸）

煙感知器3種　埋込形
（専用のもの）

動作区域番号（防煙ダンパー）

自動閉鎖装置（防煙たれ壁）

連動制御器（連動制御盤）

自動開放装置（排煙口）

自動閉鎖装置（防煙ダンパー）

（防火シャッター）
自動閉鎖装置

（操作部を有するもの）
連動制御器（連動操作盤）

（防火戸 ・ シャッター）
動作区域番号

警報ブザー 

警報ベル 

制御盤

表示盤

Ｓ

（自動閉鎖装置）

Ｓ

ＥＲ
Ｄ

Ｎｏ

ＥＲ
ＳＳ

ＥＲ
Ｗ

ＥＲ
ＳＤ

ＥＲ
ＥＳ

Ｎｏ

Ｂ

ＢＺ

名　　　称記　　　号 摘　　　要
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Ｇ

Ｇ

必要に応じ個数を傍記する。

種類、長さ、末口径及び設計
荷重は、傍記による。

太さは、傍記による。

条数及び保護材は、傍記によ
ケーブル種別、太さ、線心数、

る。

材質及び長さは、傍記による。

太さ、条数及び電線種別は、
傍記による。

必要に応じ個数を傍記する。

ガス漏れ表示灯

中継器　表示灯付

屋外灯

電柱

警戒区域境界線

警戒区域番号

支線

支柱

架空配線

地中配線

マンホール

ハンドホール

コンクリート製
埋設標（地中線）

鉄製
埋設標（地中線）

受信機

検知器　壁掛形

検知器

中継器

Ｌ

ＮＯ

Ｈ

Ｍ

名　　　称 摘　　　要記　　　号

（ガス漏れ火災警報装置）

（架空配線、地中配線）

Ｇ

Ｇ

必要に応じ個数を傍記する。

種類、長さ、末口径及び設計
荷重は、傍記による。

太さは、傍記による。

条数及び保護材は、傍記によ
ケーブル種別、太さ、線心数、

る。

材質及び長さは、傍記による。

太さ、条数及び電線種別は、
傍記による。

必要に応じ個数を傍記する。

ガス漏れ表示灯

中継器　表示灯付

屋外灯

電柱

警戒区域境界線

警戒区域番号

支線

支柱

架空配線

地中配線

マンホール

ハンドホール

コンクリート製
埋設標（地中線）

鉄製
埋設標（地中線）

受信機

検知器　壁掛形

検知器

中継器

Ｌ

ＮＯ

Ｈ

Ｍ

名　　　称 摘　　　要記　　　号

（ガス漏れ火災警報装置）

（架空配線、地中配線）
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ＭＭ１

ＭＭ２

ＳＧＰ

ＳＴＰＧ

Ｇ　 ＬＬ

ＰＬＰ

ＳＴＫ

ＢＳＴ

ＨＩＶＥ

ＦＥＰ

ＨＩＶＰ

ＶＰ

ＶＥ

Ｇ　 ＬＴ

（管類）

ＰＦ

ＣＤ

Ｆ

配管用炭素鋼鋼管

2種金属線ぴ

1種金属線ぴ

圧力配管用炭素鋼鋼管

一般構造用炭素鋼鋼管

ポリエチレン被覆鋼管

ケーブル保護用合成樹脂被覆鋼管

黄銅管

硬質ビニル管

耐衝撃性硬質塩化ビニル管

耐衝撃性硬質ビニル管

硬質塩化ビニル管

波付硬質合成樹脂管

ケーブル保護用合成樹脂被覆鋼管

ＣＤ管

金属製可とう電線管

ＰＦ管

黒管を示す。

厚鋼電線管の内外面を被覆
したものとし、　 は太さを示す。

外面一層形

厚鋼電線管の外面を被覆し、
内面を塗装したものとし、　 
は太さを示す。

ｎ

ｎ

ｎ

ｎ

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

単層管を示す。

ＭＭ１

ＭＭ２

ＳＧＰ

ＳＴＰＧ

Ｇ　 ＬＬ

ＰＬＰ

ＳＴＫ

ＢＳＴ

ＨＩＶＥ

ＦＥＰ

ＨＩＶＰ

ＶＰ

ＶＥ

Ｇ　 ＬＴ

（管類）

ＰＦ

ＣＤ

Ｆ

配管用炭素鋼鋼管

2種金属線ぴ

1種金属線ぴ

圧力配管用炭素鋼鋼管

一般構造用炭素鋼鋼管

ポリエチレン被覆鋼管

ケーブル保護用合成樹脂被覆鋼管

黄銅管

硬質ビニル管

耐衝撃性硬質塩化ビニル管

耐衝撃性硬質ビニル管

硬質塩化ビニル管

波付硬質合成樹脂管

ケーブル保護用合成樹脂被覆鋼管

ＣＤ管

金属製可とう電線管

ＰＦ管

黒管を示す。

厚鋼電線管の内外面を被覆
したものとし、　 は太さを示す。

外面一層形

厚鋼電線管の外面を被覆し、
内面を塗装したものとし、　 
は太さを示す。

ｎ

ｎ

ｎ

ｎ

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

単層管を示す。
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記　　　号 名　　　称 摘　　　要

（電線類）

ＥＭ-ＣＥＤ

ＥＭ-ＣＥＴ

ＥＭ-ＣＥＱ

ＥＭ-ＥＥＦ

ＥＭ-ＥＥ

ＥＭ-ＣＥＥ

ＥＭ-ＣＥＥ-Ｓ

ＥＭ-ＩＥ

ＥＭ-ＩＣ

ＥＭ-ＣＥ

EM-HP

EM-FP-C

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（600V  CE/F）（単心3個より）

600Ｖポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（平形）（600V  EEF/F）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（600V  CE/F）（単心4個より）

600Ｖポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（600V　EE/F）

制御用ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（CEE/F）

制御用ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（銅テープ遮へい付）

600Ｖ耐燃性ポリエチレン絶縁
電線（IE/F）

600Ｖ耐燃性架橋ポリエチレン
絶縁電線（IC/F）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（600V  CE/F）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（600V  CE/F）（単心2個より）

低圧耐火ケーブル
（FP-C）

小勢力回路用耐熱電線
（HP）

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

（電線類）

6 600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（6 600V  CE/F）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（6 600V  CE/F）（単心3個より）

６ｋV ＥＭ-ＣＥ

6kV ＥＭ-ＣＥT

6kV EM-FP-C
高圧耐火ケーブル
（6 600V  FP-C）

ＥＭ-ＣＥＤ

ＥＭ-ＣＥＴ

ＥＭ-ＣＥＱ

ＥＭ-ＥＥＦ

ＥＭ-ＥＥ

ＥＭ-ＩＥ

ＥＭ-ＩＣ

ＥＭ-ＣＥ

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（600V  CE/F）（単心3個より）

600Ｖポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（平形）（600V  EEF/F）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（600V  CE/F）（単心4個より）

600Ｖポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（600V　EE/F）

600Ｖ耐燃性ポリエチレン絶縁
電線（IE/F）

600Ｖ耐燃性架橋ポリエチレン
絶縁電線（IC/F）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（600V  CE/F）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（600V  CE/F）（単心2個より）

ＥＭ-ＣＥＥ

ＥＭ-ＣＥＥ-Ｓ

EM-FP-C

EM-HP
小勢力回路用耐熱電線
（HP）

制御用ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（銅テープ遮へい付）

制御用ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル
（CEE/F）

低圧耐火ケーブル
（FP-C）

ＩＶ 600Ｖビニル絶縁電線ＩＶ 600Ｖビニル絶縁電線

【P 025】

◎　標準仕様書に記載が
　あり、使用頻度が高い
　為追記した。
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摘　　　要名　　　称記　　　号

高圧引下げ線

引込用ビニル絶縁電線

屋外用架橋ポリエチレン絶縁電線

屋外用ポリエチレン絶縁電線

屋外用ビニル絶縁電線

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
ビニルシースケーブル
（600V  CV）（単心2個より）

600Ｖビニル絶縁ビニルシース
ケーブル（丸形）

6 600V架橋ポリエチレン絶縁
ビニルシースケーブル
（６ 600V CV）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
ビニルシースケーブル
（600V  CV）（単心4個より）

600Ｖビニル絶縁ビニルシース
ケーブル（平形）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
ビニルシースケーブル
（600V  CV）（単心3個より）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
ビニルシースケーブル
（600V  CV）

ＤＶ

ＰＤＣ

ＣＶ

ＣＶＤ

ＶＶＲ

6kV ＣＶ

ＣＶＱ

ＶＶＦ

ＣＶＴ

ＯＣ

ＯＥ

ＯＷ

摘　　　要名　　　称記　　　号

6kV CVT

ＣＶＶ
制御用ビニル絶縁ビニルシース
ケーブル

6 600Vトリプレックス形架橋ポリエチレン
絶縁ビニルシースケーブル
（６ 600V CVT）（単心3個より）

600Ｖ二種ビニル絶縁電線

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁電線

ＨＩＶ

ＩＣ

高圧引下げ線

引込用ビニル絶縁電線

屋外用架橋ポリエチレン絶縁電線

屋外用ポリエチレン絶縁電線

屋外用ビニル絶縁電線

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
ビニルシースケーブル
（600V  CV）（単心2個より）

600Ｖビニル絶縁ビニルシース
ケーブル（丸形）

600Ｖビニル絶縁ビニルシース
ケーブル（平形）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
ビニルシースケーブル
（600V  CV）（単心3個より）

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
ビニルシースケーブル
（600V  CV）

ＤＶ

ＰＤＣ

ＣＶ

ＣＶＤ

ＶＶＲ

ＣＶＱ

ＶＶＦ

ＣＶＴ

ＯＣ

ＯＥ

ＯＷ

ＣＶＶ
制御用ビニル絶縁ビニルシース
ケーブル

600Ｖ二種ビニル絶縁電線

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁電線

ＨＩＶ

ＩＣ

600Ｖ架橋ポリエチレン絶縁
ビニルシースケーブル
（600V  CV）（単心4個より）

◎　標準仕様書に記載が
　あり、使用頻度が高い
　為追記した。

【P 026】
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記　　　号 名　　　称 摘　　　要

　は特記による。ｎ

　は特記による。ｎ

記　　　号 名　　　称 摘　　　要

ＥＭ-　   Ｃ-2Ｅ

ＥＭ-ＦＣＰＥＥ

ｎ

ｎＥＭ-Ｓ-　   Ｃ-ＦＢ

ＥＭ-ＡＥ

ＥＭ-ＴＩＥＦ

ＥＭ-ＴＩＥＥ

ＥＭ-ＴＫＥＥ

ＥＭ-BTIEE

ＥＭ-EBT

着色識別ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル

テレビジョン受信用
耐燃性ポリエチレンシース
同軸ケーブル

耐燃性ポリエチレンシース
高周波同軸ケーブル

警報用ポリエチレン絶縁耐燃性
ポリエチレンシースケーブル

耐燃性ポリエチレンシース
屋内用ボタン電話ケーブル

耐燃性ポリエチレンシース
通信用構内ケーブル

電子ボタン電話用耐燃性ポリオレフィン
シースケーブル

耐燃性ポリエチレン絶縁
屋内用平形通信電線

ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレン
シース屋内用通信電線

NH-FP-C
低圧耐火ケーブル
（FP-C（NH））

小勢力回路用耐熱電線
（HP）

ＨＰ

ＦＰ-Ｃ
低圧耐火ケーブル
（FP-C）

NH-HP
小勢力回路用耐熱電線
（HP（NH））

ＣＶＶ-Ｓ
制御用ビニル絶縁ビニルシース
ケーブル（銅テープ遮へい付）

ＥＭ-　   Ｃ-2Ｅ

ＥＭ-ＦＣＰＥＥ

ｎ

ｎＥＭ-Ｓ-　   Ｃ-ＦＢ

ＥＭ-ＡＥ

ＥＭ-ＴＩＥＦ

ＥＭ-ＴＩＥＥ

ＥＭ-ＴＫＥＥ

ＥＭ-BTIEE

ＥＭ-EBT

着色識別ポリエチレン絶縁
耐燃性ポリエチレンシースケーブル

テレビジョン受信用
耐燃性ポリエチレンシース
同軸ケーブル

耐燃性ポリエチレンシース
高周波同軸ケーブル

警報用ポリエチレン絶縁耐燃性
ポリエチレンシースケーブル

耐燃性ポリエチレンシース
屋内用ボタン電話ケーブル

耐燃性ポリエチレンシース
通信用構内ケーブル

電子ボタン電話用ケーブル

耐燃性ポリエチレン絶縁
屋内用平形通信電線

ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレン
シース屋内用通信電線

NH-FP-C
低圧耐火ケーブル
（FP-C（NH））

小勢力回路用耐熱電線
（HP）

ＨＰ

ＦＰ-Ｃ
低圧耐火ケーブル
（FP-C）

NH-HP
小勢力回路用耐熱電線
（HP（NH））

ＣＶＶ-Ｓ
制御用ビニル絶縁ビニルシース
ケーブル（銅テープ遮へい付）

6kV NH-FP-C
高圧耐火ケーブル
（6 600V　FP-C（NH））

6kV ＦＰ-Ｃ
高圧耐火ケーブル
（6 600V　FP-C）

【P 027】

◎　標準仕様書に記載が
　あり、使用頻度が高い
　為、追記した。
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記　　　号 名　　　称 摘　　　要 記　　　号 名　　　称 摘　　　要

ＭＶＶＳ

ＳＤ

ｎＳ- 　 Ｃ-ＦＢ

Ｃ-2Ｖｎ

ＦＣＰＥＶ

ＡＥ

マイクロホン用ビニルコード

ＳＤワイヤ

テレビジョン受信用同軸ケーブル

高周波同軸ケーブル

着色識別ポリエチレン絶縁
ビニルシースケーブル

警報用ポリエチレン絶縁ケーブル

　は特記による。ｎ

　は特記による。ｎ

ＣＣＰ-P
着色識別ポリエチレン絶縁ポリエチ
レンシースケーブル

TOEV-SS

ＴＫＥＶ

ＢＴＩＥＶ

EBT

ＴＩFＶ 屋内用平形通信電線

屋外用通信電線

通信用構内ケーブル

屋内用ボタン電話ケーブル

電子ボタン電話用ケーブル

ＴＩＥＶ 屋内用通信電線

耐燃性ポリオレフィンシースLAN用
ツイストペアケーブル

ＥＭ-ＵＴＰ

ＭＶＶＳ

ＳＤ

ｎＳ- 　 Ｃ-ＦＢ

Ｃ-2Ｖｎ

ＦＣＰＥＶ

ＡＥ

マイクロホン用ビニルコード

ＳＤワイヤ

テレビジョン受信用同軸ケーブル

高周波同軸ケーブル

着色識別ポリエチレン絶縁
ビニルシースケーブル

警報用ポリエチレン絶縁ケーブル

　は特記による。ｎ

　は特記による。ｎ

ＣＣＰ-P
着色識別ポリエチレン絶縁ポリエチ
レンシースケーブル

TOEV-SS

ＴＫＥＶ

ＢＴＩＥＶ

EBT

ＴＩFＶ 屋内用平形通信電線

屋外用通信線

通信用構内ケーブル

屋内用ボタン電話ケーブル

電子ボタン電話用ケーブル

ＴＩＥＶ 屋内用通信電線

耐燃性ポリオレフィンシースLAN用
非シールドツイストペアケーブル
（UTP-CAT5E/F）

ＥＭ-ＵＴＰ

ＥＭ-MOOS
マイクロホン用耐燃性
ポリオレフィンコード

ＥＭ-MOOS
マイクロホン用耐燃性
ポリオレフィンコード

【P 028】

◎　製品規格が制定され
　た為、記号・名称を改
　訂。
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記　　　号 名　　　称 摘　　　要 記　　　号 名　　　称 摘　　　要

EM-ＯＰ-OM2

EM-ＯＰ-OM3

EM-ＯＰ-OS1

HP-ＯＰ 耐熱光ファイバケーブル

環境配慮形光ファイバケーブル
（ECO-OP/F）（マルチモード）

コア径：50又は62.5μm
帯域　850nm：500MHz･km、
       1,300nm：500MHz･km

環境配慮形光ファイバケーブル
（ECO-OP/F）（マルチモード）

コア径：50μm
帯域　850nm：1,500MHz･km、
       1,300nm：500MHz･km

環境配慮形光ファイバケーブル
（ECO-OP/F）（シングルモード）

EM-ＯＰ-OS1

EM-ＯＰ-OM2

EM-ＯＰ-OM3

HP-ＯＰ 耐熱光ファイバケーブル

環境配慮形光ファイバケーブル
（ECO-OP/F）（マルチモード）

環境配慮形光ファイバケーブル
（ECO-OP/F）（マルチモード）

環境配慮形光ファイバケーブル
（ECO-OP/F）（シングルモード）

コア径：50又は62.5μm
帯域　850nm：500MHz･km、
       1,300nm：500MHz･km

コア径：50μm
帯域　850nm：1,500MHz･km、
       1,300nm：500MHz･km

環境配慮形光ファイバケーブル
（ECO-OP/F）（マルチモード）

コア径：50又は62.5μm
帯域　850nm：200MHz･km、
       1,300nm：500MHz･km

EM-ＯＰ-OM1
環境配慮形光ファイバケーブル
（ECO-OP/F）（マルチモード）

コア径：50又は62.5μm
帯域　850nm：200MHz･km、
       1,300nm：500MHz･km

EM-ＯＰ-OM1

【P 028】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

機器等の図記号及び文字記号

無効電力継電器

欠相継電器

熱動継電器

過負荷継電器

不足電圧継電器

過電流継電器

短絡継電器

地絡過電圧継電器

過電圧継電器

短絡方向継電器

地絡方向継電器

比率差動継電器

地絡過電流継電器

ＳR

DＳR

OVR

OVGR

OLR

UVR

OCR

OCGR

PDＦR

DGR

Ｉ＞

　機器等の図記号及び文字記号は、次によるほか、JSIA 118「配電盤類の電気用図
記号と文字記号」による。

補助継電器

交互継電器 ALＴR

AXR

QR

OPR

THR

三相系統に
おける例
mは相数

Ｉ　＞

Ｉd/Ｉ＞

Ｓ

Ｉ　＞

Ｉ＞

Ｕ＞

Ｕ　＞

Ｕ＜

m＜3

Ｑ＞

AXR

ALＴR

名　　　　　　称 図　記　号 文字記号 備　　　考

機器等の図記号及び文字記号

無効電力継電器

欠相継電器

熱動継電器

過負荷継電器

不足電圧継電器

過電流継電器

短絡継電器

地絡過電圧継電器

過電圧継電器

短絡方向継電器

地絡方向継電器

比率差動継電器

地絡過電流継電器

ＳR

DＳR

OVR

OVGR

OLR

UVR

OCR

OCGR

PDＦR

DGR

Ｉ＞

　機器等の図記号及び文字記号は、次によるほか、JSIA 118-1「配電盤類の電気用
図記号と文字記号　第1部：図記号と文字記号」による。

補助継電器

交互継電器 ALＴR

AXR

QR

OPR

THR

三相系統に
おける例
mは相数

Ｉ　＞

Ｉd/Ｉ＞

Ｓ

Ｉ　＞

Ｉ＞

Ｕ＞

Ｕ　＞

Ｕ＜

m＜3

Ｑ＞

AXR

ALＴR

名　　　　　　称 図　記　号 文字記号 備　　　考

【P 029】

◎　JSIA 118-1に整合さ
　せた。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

名　　　　　　称 文字記号図　記　号 備　　　考

手動

切

入

限時継電器

漏電継電器

限流継電器

ＷＬＲ0

ＴＬＲ

ＣＬＲ

ＥＬＲ

ＣＬ

試験

自動 ＡＵＴ又はＡ

ＭＡ又はＭ

ＯＦＦ

遅緩動作形

遅緩復旧形

ＥＬ

Ｇ1

0Ｇ

Ｇ2

Ｇ3

Ｇ4

Ｇ5

ＷＬＲ1

ＷＬＲ2

ＷＬＲ3

ＷＬＲ4

ＷＬＲ5

ＯＮ

Ｔ

給水又は排水用液面継電器

空転防止又は高架水槽減水

警報付給水用液面継電器

満水警報付排水用液面

継電器

満減水警報付給水又は

排水用液面継電器

受水槽空転防止付満減水警報
及び高架水槽満減水警報付給
水用液面継電器

警報用液面継電器

名　　　　　　称 文字記号図　記　号 備　　　考

手動

切

入

限時継電器

漏電継電器

限流継電器

ＷＬＲ0

ＴＬＲ

ＣＬＲ

ＥＬＲ

ＣＬ

試験

自動 ＡＵＴ又はＡ

ＭＡ又はＭ

ＯＦＦ

遅緩動作形

遅緩復旧形

ＥＬ

Ｇ1

0Ｇ

Ｇ2

Ｇ3

Ｇ4

Ｇ5

ＷＬＲ1

ＷＬＲ2

ＷＬＲ3

ＷＬＲ4

ＷＬＲ5

ＯＮ

Ｔ

給水又は排水用液面継電器

空転防止又は高架水槽減水

警報付給水用液面継電器

満水警報付排水用液面

継電器

満減水警報付給水又は

排水用液面継電器

受水槽空転防止付満減水警報
及び高架水槽満減水警報付給
水用液面継電器

警報用液面継電器
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

コンデンサ形計器用変圧器

零相計器用変圧器

接地形計器用変圧器

零相変流器

発電機

スターデルタ始動

Ｍ

Ｒ

Ｇ

コンデンサ形
零相基準入力装置

ＺＶＴ

ＶＣＴ

ＶＴ

遠方

直入始動

変圧器

電動機

変流器

計器用変圧器

計器用変圧変流器

Ｍ

Ｌ

Ｙ

Ｇ

Ｔ

ＣＴ

ＧＶＴ

ＺＣＴ

ＶＣＴ

ＰＤ

ＺＰＤ

交流電源

ケーブルヘッド ＣＨ

図　記　号名　　　　　　称 文字記号 備　　　考

コンデンサ形計器用変圧器

零相計器用変圧器

接地形計器用変圧器

零相変流器

発電機

スターデルタ始動

Ｍ

Ｒ

Ｇ

コンデンサ形
零相基準入力装置

ＺＶＴ

ＶＣＴ

ＶＴ

遠方

直入始動

変圧器

電動機

変流器

計器用変圧器

計器用変圧変流器

Ｍ

Ｌ

Ｙ

Ｇ

Ｔ

ＣＴ

ＧＶＴ

ＺＣＴ

ＶＣＴ

ＰＤ

ＺＰＤ

交流電源

ケーブルヘッド ＣＨ

図　記　号名　　　　　　称 文字記号 備　　　考

2012-05-2430/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

ヒューズ

差込形断路器

双投形電磁接触器

電磁接触器

避雷器

電力用コンデンサ

ＡＰＦＣ

プラグヒューズ
（栓形ヒューズ）

ＡＰＦＣ自動力率制御装置

直列リアクトル

整流器

断路形避雷器

電池

ＳＲ

ＳＣ

ＬＡ

ＲＦ

ＭＣＤＴ

ＭＣ

Ｂ

Ｆ

ＥＦ

交流遮断器 ＣＢ

ＶＣＢ真空遮断器

ＬＡ

一般形を示す

交流遮断器の
総称をいう。

サージ防護デバイス SPD-Ⅰ・・・クラスⅠ
SPD-Ⅱ・・・クラスⅡ

高圧用

高圧用

ＳＰＤのクラスを示す場合
は、次の文字記号を記入
する。

低圧用

文字記号図　記　号名　　　　　　称 備　　　考

ヒューズ

差込形断路器

双投形電磁接触器

電磁接触器

避雷器

電力用コンデンサ

ＡＰＦＣ

プラグヒューズ
（栓形ヒューズ）

ＡＰＦＣ自動力率制御装置

直列リアクトル

整流器

断路形避雷器

電池

ＳＲ

ＳＣ

ＬＡ

ＲＦ

ＭＣＤＴ

ＭＣ

Ｂ

Ｆ

ＥＦ

交流遮断器 ＣＢ

ＶＣＢ真空遮断器

ＬＡ

一般形を示す

交流遮断器の
総称をいう。

サージ防護デバイス SPD-Ⅰ・・・クラスⅠ
SPD-Ⅱ・・・クラスⅡ

高圧用

高圧用

ＳＰＤのクラスを示す場合
は、次の文字記号を記入
する。

低圧用

文字記号図　記　号名　　　　　　称 備　　　考
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

限流ヒューズ

高圧
カットアウト

油遮断器

磁気遮断器

遮断器の種類を表す場合は

次の文字記号を記入する。

ＭＭＣＢ

交流遮断器（引出形）

ガス遮断器

配線用遮断器

気中遮断器

漏電遮断器

電動機保護用配線用遮断器

スイッチ、開閉器

ＧＣＢ

ＭＢＢ

ＯＣＢ

ＭＣＣＢ

ＰＣ

ＰＣ

Ｓ

ＰＦ

ＬＢＳ

ＡＳ高圧気中開閉器（箱入）

ＡＣＢ

ヒューズ付

ヒューズなし

固定形

断路形

高圧負荷開閉器

ヒューズなし

ヒューズ付

ＡＣＢ・・・気中

ＶＣＢ・・・真空

ＧＣＢ・・・ガス

ＥＬＣＢ

ＦＤＳ

ＬＢＳ

文字記号 備　　　考図　記　号名　　　　　　称

限流ヒューズ

高圧
カットアウト

油遮断器

磁気遮断器

遮断器の種類を表す場合は

次の文字記号を記入する。

ＭＭＣＢ

交流遮断器（引出形）

ガス遮断器

配線用遮断器

気中遮断器

漏電遮断器

電動機保護用配線用遮断器

スイッチ、開閉器

ＧＣＢ

ＭＢＢ

ＯＣＢ

ＭＣＣＢ

ＰＣ

ＰＣ

Ｓ

ＰＦ

ＬＢＳ

ＡＳ高圧気中開閉器（箱入）

ＡＣＢ

ヒューズ付

ヒューズなし

固定形

断路形

高圧負荷開閉器

ヒューズなし

ヒューズ付

ＡＣＢ・・・気中

ＶＣＢ・・・真空

ＧＣＢ・・・ガス

ＥＬＣＢ

ＦＤＳ

ＬＢＳ

文字記号 備　　　考図　記　号名　　　　　　称
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

手動操作

ＰＡＳ

高圧電磁接触器

動力操作

手動操作リンク機
構付

2ＥＲ

ＵＧＳ

ＡＭ

ＶＭ

ＷＨＭ電力量計

ＰＶＳ

3ＥＲ

ＷＭ

ＶＭＣ・・・真空
ＡＭＣ・・・気中

高圧真空開閉器（箱入） ＶＳ

高圧ガス開閉器（箱入） ＧＳ

断路器

3

過負荷と欠相を保護する
継電器

過負荷と欠相と反相を
保護する継電器

電流計

電圧計

電力計

2Ｅ

3Ｅ

Ａ

Ｖ

Ｗh

ＤＳ

Ｗ

Ｍ

無検定

高圧引込用負荷開閉器
気中開閉器（架空引込用）
（地絡保護装置付）

高圧引込用負荷開閉器
真空開閉器（架空引込用）
（地絡保護装置付）

高圧引込用負荷開閉器
ガス開閉器（地中引込用）
（地絡保護装置付）

遮断器の種類を表す場合は
次の文字記号を記入する。

図　記　号 文字記号 備　　　考名　　　　　　称

手動操作

ＰＡＳ

高圧電磁接触器

動力操作

手動操作リンク機
構付

2ＥＲ

ＵＧＳ

ＡＭ

ＶＭ

ＷＨＭ電力量計

ＰＶＳ

3ＥＲ

ＷＭ

ＶＭＣ・・・真空
ＡＭＣ・・・気中

高圧真空開閉器（箱入） ＶＳ

高圧ガス開閉器（箱入） ＧＳ

断路器

3

過負荷と欠相を保護する
継電器

過負荷と欠相と反相を
保護する継電器

電流計

電圧計

電力計

2Ｅ

3Ｅ

Ａ

Ｖ

Ｗh

ＤＳ

Ｗ

Ｍ

無検定

高圧引込用負荷開閉器
気中開閉器（架空引込用）
（地絡保護装置付）

高圧引込用負荷開閉器
真空開閉器（架空引込用）
（地絡保護装置付）

高圧引込用負荷開閉器
ガス開閉器（地中引込用）
（地絡保護装置付）

遮断器の種類を表す場合は
次の文字記号を記入する。

図　記　号 文字記号 備　　　考名　　　　　　称

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

Ｈ

ＶＡＲ

ＨＶ

電力量計

Ａo

ＶＡＲＨ

Ｗh

Ａo

Ｖo

Ｗ

var

varh

ＭＤＡ

ＭＤＷ

Ｈ

ＨＶ

Ｖo

ＲＷ

ＭＤＡ

ＭＤＷ

ＷＨＭ 検定付

Ｎ

ＡＳ

ＶＳ

ＨＲＭ

ＰＦcos

Ｈz

n

ＳＮ

Ｆ

sin

h

零相電流計

零相電圧計

記録電力計

無効電力量計

無効電力計

高調波電圧計

高調波計

力率計

時間計

回転計

周波数計

無効率計

電圧計切換スイッチ

電流計切換スイッチ

最大需要電流計（警報接点付）

最大需要電力計

図　記　号名　　　　　　称 文字記号 備　　　考

Ｈ

ＶＡＲ

ＨＶ

電力量計

Ａo

ＶＡＲＨ

Ｗh

Ａo

Ｖo

Ｗ

var

varh

ＭＤＡ

ＭＤＷ

Ｈ

ＨＶ

Ｖo

ＲＷ

ＭＤＡ

ＭＤＷ

ＷＨＭ 検定付

Ｎ

ＡＳ

ＶＳ

ＨＲＭ

ＰＦcos

Ｈz

n

ＳＮ

Ｆ

sin

h

零相電流計

零相電圧計

記録電力計

無効電力量計

無効電力計

高調波電圧計

高調波計

力率計

時間計

回転計

周波数計

無効率計

電圧計切換スイッチ

電流計切換スイッチ

最大需要電流計（警報接点付）

最大需要電力計

図　記　号名　　　　　　称 文字記号 備　　　考
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ＴＤ

ＴＳ

ＶＴＴ

ＣＴＴ

（ＺＣＴＴ）

ＥＴ

キープリレー ＫＲ

試験用電圧端子

フリッカリレー

パルス表示器

信号変換器

タイムスイッチ ＴＳ

ＦＣＲ

ＣＯ

試験用電流端子

接地端子

ダイヤル形スイッチ
（多段スイッチ）

Ｔ

ＤＳＷ

ＭＳ

ＩＮＶ ＩＮＶ

電磁開閉器

フィルタ

固定抵抗器

可変抵抗器

ＦＬＴ

Ｒ

ＶＲ

可変速運転用インバータ

遮へい付2巻線単相変圧器

フレーム接続

図　記　号 文字記号 備　　　考名　　　　　　称

ＴＤ

ＴＳ

ＶＴＴ

ＣＴＴ

（ＺＣＴＴ）

ＥＴ

キープリレー ＫＲ

試験用電圧端子

フリッカリレー

パルス表示器

信号変換器

タイムスイッチ ＴＳ

ＦＣＲ

ＣＯ

試験用電流端子

接地端子

ダイヤル形スイッチ
（多段スイッチ）

Ｔ

ＤＳＷ

ＭＳ

ＩＮＶ ＩＮＶ

電磁開閉器

フィルタ

固定抵抗器

可変抵抗器

ＦＬＴ

Ｒ

ＶＲ

可変速運転用インバータ

遮へい付2巻線単相変圧器

フレーム接続

図　記　号 文字記号 備　　　考名　　　　　　称
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ベル

表示灯(白）

表示灯(青）

表示灯(緑）

表示灯(黄）

ＢＬ

ＷＬ

ＢＬ

ＷＬ

ＢＬ

ＧＬ

ＹＬ

ＧＬ

ＹＬ

表示灯

表示灯(橙）

表示灯(赤）

盤内の外部配線端子

蛍光灯

接地

ＰＬ ＰＬ

ＲＬ

ＯＬ

ＲＬ

ＯＬ

ＦＬ ＦＬ

ＴＢ

接地の種類を表す場合は
次の文字記号を記入する。

ＥA：Ａ種
ＥB：Ｂ種
ＥC：Ｃ種
ＥＤ：Ｄ種
ＥLH：高圧避雷器用
Ｅt：交換装置用
ＥAt：通信用（10Ω）
ＥDt：通信用（100Ω）
ＥLt：電話引込口の保安器
Ｅ0：測定用

ブザー ＢＺ

図　記　号名　　　　　　称 文字記号 備　　　考

ベル

表示灯(白）

表示灯(青）

表示灯(緑）

表示灯(黄）

ＢＬ

ＷＬ

ＢＬ

ＷＬ

ＢＬ

ＧＬ

ＹＬ

ＧＬ

ＹＬ

表示灯

表示灯(橙）

表示灯(赤）

盤内の外部配線端子

蛍光灯

接地

ＰＬ ＰＬ

ＲＬ

ＯＬ

ＲＬ

ＯＬ

ＦＬ ＦＬ

ＴＢ

接地の種類を表す場合は
次の文字記号を記入する。

ＥA：Ａ種
ＥB：Ｂ種
ＥC：Ｃ種
ＥＤ：Ｄ種
ＥLH：高圧避雷器用
Ｅt：交換装置用
ＥAt：通信用（10Ω）
ＥDt：通信用（100Ω）
ＥLt：電話引込口の保安器
Ｅ0：測定用

ブザー ＢＺ

図　記　号名　　　　　　称 文字記号 備　　　考
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ＮＰ

ＢＳ

b接点

a接点

a接点

b接点

c接点

Ｐ

Ｐ

Ｐ

ＰＲＳ

ＦＬＴＳ

c接点

b接点

a接点

同一器具内の他の全ての
接点よりも早く動作する
a接点

同一器具内の他の全ての
接点よりも早く動作する
b接点

同一器具内の他の全ての
接点よりも遅く動作する
a接点

同一器具内の他の全ての
接点よりも遅く動作する
b接点

銘板又は名称板

ボタンスイッチ

圧力スイッチ

フロートスイッチ

a接点

b接点

c接点

オーバラップ接点

図　記　号名　　　　　　称 文字記号 備　　　考

ＮＰ

ＢＳ

b接点

a接点

a接点

b接点

c接点

Ｐ

Ｐ

Ｐ

ＰＲＳ

ＦＬＴＳ

c接点

b接点

a接点

同一器具内の他の全ての
接点よりも早く動作する
a接点

同一器具内の他の全ての
接点よりも早く動作する
b接点

同一器具内の他の全ての
接点よりも遅く動作する
a接点

同一器具内の他の全ての
接点よりも遅く動作する
b接点

銘板又は名称板

ボタンスイッチ

圧力スイッチ

フロートスイッチ

a接点

b接点

c接点

オーバラップ接点

図　記　号名　　　　　　称 文字記号 備　　　考
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

a接点

b接点

a接点

b接点

a接点

a接点

b接点

a接点

a接点

ＬＳ

c接点

b接点

ＣＯＳ

（ＯＦＦ）
Ａ Ｔ

（ＯＦＦ）
Ａ Ｍ

開路に限時の
ある接点

閉路に限時の
ある接点

b接点

機械的接点

手動復帰接点

自動復帰接点（b接点）

限時動作接点

限時復帰接点

手動操作自動
復帰接点

手動操作残留
接点

切換スイッチ

自動-試験切換スイッチ

自動-手動切換スイッチ

ＣＯＳ

ＣＯＳ

図　記　号名　　　　　　称 文字記号 備　　　考

a接点

b接点

a接点

b接点

a接点

a接点

b接点

a接点

a接点

ＬＳ

c接点

b接点

ＣＯＳ

（ＯＦＦ）
Ａ Ｔ

（ＯＦＦ）
Ａ Ｍ

開路に限時の
ある接点

閉路に限時の
ある接点

b接点

機械的接点

手動復帰接点

自動復帰接点（b接点）

限時動作接点

限時復帰接点

手動操作自動
復帰接点

手動操作残留
接点

切換スイッチ

自動-試験切換スイッチ

自動-手動切換スイッチ

ＣＯＳ

ＣＯＳ

図　記　号名　　　　　　称 文字記号 備　　　考
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

Ｎo.1，Ｎo.2自動交互
切換スイッチ

Ｎo.2
Ｎo.1 ＡＬＲ

ＲＲＹ

ソーラータイムスイッチ

Ｎo.1、Ｎo.2自動交互
切換スイッチ（非常用付）

現場-遠方切換スイッチ

遠方-試験切換スイッチ

リモコンリレー

リモコントランス

ニュートラルスイッチ

Ｐ Ｒ

ＥＭ　ＡＬＲ
Ｎo.1 Ｎo.2

（ＯＦＦ）
Ｒ Ｔ

Ｔ

ＮＳ

Ｒ

ＳＴＳ

ＲＴ

ＮＳ

ＳＴＳ

ＣＯＳ

ＣＯＳ

ＣＯＳ

ＣＯＳ

備考　同様の図記号で示す場合は、文字記号も併記する。

図　記　号 文字記号 備　　　考名　　　　　　称

Ｎo.1，Ｎo.2自動交互
切換スイッチ

Ｎo.2
Ｎo.1 ＡＬＲ

ＲＲＹ

ソーラータイムスイッチ

Ｎo.1、Ｎo.2自動交互
切換スイッチ（非常用付）

現場-遠方切換スイッチ

遠方-試験切換スイッチ

リモコンリレー

リモコントランス

ニュートラルスイッチ

Ｐ Ｒ

ＥＭ　ＡＬＲ
Ｎo.1 Ｎo.2

（ＯＦＦ）
Ｒ Ｔ

Ｔ

ＮＳ

Ｒ

ＳＴＳ

ＲＴ

ＮＳ

ＳＴＳ

ＣＯＳ

ＣＯＳ

ＣＯＳ

ＣＯＳ

備考　同様の図記号で示す場合は、文字記号も併記する。

図　記　号 文字記号 備　　　考名　　　　　　称
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

補機の運転用遮断器、スイッチ、接触器又は継電器

直流若しくは交流回路用断路器又は負荷開閉器

電圧をある範囲に調整する器具

制　 御 　器 　具　 番　 号

基本器具番号　 器　　具　　名　　称

2

3

5

6

10

12

14

27

28

29

30

33

42

43

80

72

67

64

62

59

57

52

51

89

88

87

84

90

始動若しくは閉路限時継電器又は

始動若しくは閉路遅延継電器

始動遮断器、スイッチ、接触器又は継電器

操作スイッチ

低速度スイッチ又は継電器

順序スイッチ又はプログラム制御器

過速度スイッチ又は継電器

停止スイッチ又は継電器

交流過電流継電器又は地絡過電流継電器

制御回路切換スイッチ、接触器又は継電器

機器の状態又は故障表示装置

位置検出スイッチ又は装置

運転遮断器、スイッチ又は接触器

警報装置

交流不足電圧継電器

消火装置

断路器又は負荷開閉器

補機用遮断器、スイッチ、接触器又は継電器

差動継電器

電圧継電器

直流不足電圧継電器

地絡過電圧継電器

停止若しくは開路遅延継電器

停止若しくは開路限時継電器又は

交流遮断器又は接触器

自動電流調整器又は電流継電器

交流過電圧継電器

直流遮断器又は接触器

交流電力方向継電器又は地絡方向継電器

自動電圧調整器又は自動電圧調整継電器

説　　　　　　　明

始動若しくは閉路開始前の時刻設定を行う継電器又は

始動若しくは閉路開始前に時間の余裕を与える継電器

機器を操作するスイッチ

機器を停止するスイッチ

機械をその始動回路に接続する器具

機器の始動又は停止の順序を定める器具

過速度で動作する器具

低速度で動作する器具

交流電圧が不足したとき動作する継電器

警報を出すとき動作する装置

消火を目的として動作する装置

機器の動作状態又は故障を表示する装置

位置と関連して開閉する器具

機械をその運転回路に接続する器具

自動から手動に移すなどのように制御回路を切り換える器具

交流の過電流又は地絡過電流で動作する継電器

交流回路を遮断・開閉する器具

電流をある範囲に調整する調整器又は予定電流で動作する継電器

交流の過電圧で動作する継電器

停止若しくは開路前の時刻設定を行う継電器又は

停止若しくは開路前に時間の余裕を与える継電器

地絡を電圧によって検出する継電器

交流回路の電力方向又は地絡方向によって動作する継電器

直流回路を遮断・開閉する器具

直流電圧が不足したとき動作する継電器

直流又は交流回路の予定電圧で動作する継電器

短絡又は地絡差電流によって動作する継電器

　制御器具番号は、次によるほか、JEM 1090「制御器具番号」による。

補機の運転用遮断器、スイッチ、接触器又は継電器

直流若しくは交流回路用断路器又は負荷開閉器

電圧をある範囲に調整する器具

制　 御 　器 　具　 番　 号

基本器具番号　 器　　具　　名　　称

2

3

5

6

10

12

14

27

28

29

30

33

42

43

80

72

67

64

62

59

57

52

51

89

88

87

84

90

始動若しくは閉路限時継電器又は

始動若しくは閉路遅延継電器

始動遮断器、スイッチ、接触器又は継電器

操作スイッチ

低速度スイッチ又は継電器

順序スイッチ又はプログラム制御器

過速度スイッチ又は継電器

停止スイッチ又は継電器

交流過電流継電器又は地絡過電流継電器

制御回路切換スイッチ、接触器又は継電器

機器の状態又は故障表示装置

位置検出スイッチ又は装置

運転遮断器、スイッチ又は接触器

警報装置

交流不足電圧継電器

消火装置

断路器又は負荷開閉器

補機用遮断器、スイッチ、接触器又は継電器

差動継電器

電圧継電器

直流不足電圧継電器

地絡過電圧継電器

停止若しくは開路遅延継電器

停止若しくは開路限時継電器又は

交流遮断器又は接触器

自動電流調整器又は電流継電器

交流過電圧継電器

直流遮断器又は接触器

交流電力方向継電器又は地絡方向継電器

自動電圧調整器又は自動電圧調整継電器

説　　　　　　　明

始動若しくは閉路開始前の時刻設定を行う継電器又は

始動若しくは閉路開始前に時間の余裕を与える継電器

機器を操作するスイッチ

機器を停止するスイッチ

機械をその始動回路に接続する器具

機器の始動又は停止の順序を定める器具

過速度で動作する器具

低速度で動作する器具

交流電圧が不足したとき動作する継電器

警報を出すとき動作する装置

消火を目的として動作する装置

機器の動作状態又は故障を表示する装置

位置と関連して開閉する器具

機械をその運転回路に接続する器具

自動から手動に移すなどのように制御回路を切り換える器具

交流の過電流又は地絡過電流で動作する継電器

交流回路を遮断・開閉する器具

電流をある範囲に調整する調整器又は予定電流で動作する継電器

交流の過電圧で動作する継電器

停止若しくは開路前の時刻設定を行う継電器又は

停止若しくは開路前に時間の余裕を与える継電器

地絡を電圧によって検出する継電器

交流回路の電力方向又は地絡方向によって動作する継電器

直流回路を遮断・開閉する器具

直流電圧が不足したとき動作する継電器

直流又は交流回路の予定電圧で動作する継電器

短絡又は地絡差電流によって動作する継電器

　制御器具番号は、次によるほか、JEM 1090「制御器具番号」による。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

第　２　編　

電　力　設　備　工　事

第　２　編　

電　力　設　備　工　事

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

照明器具の記号等１

(1)　ランプの種類、器具の形状

（a）　照明器具の記号

蛍光ランプ

ランプの種類

器具の形状種類 記号①

埋込天井灯(カバーなし)

埋込天井灯(カバー付、枠付)

埋込天井灯(ルーバ付)

直付天井灯(ルーバ付)

直付天井灯(カバーなし)

直付天井灯(反射がさ付)

直付天井灯(カバー付、枠付)

RS

RF

RL

SL

SS

SR
LEDモジュール L

HIDランプ H

ブラケット（カバーなし）

ブラケット（カバー付、枠付）

昇降装置

照明制御装置

器具の形

備考　(1)　器具の形にRPを付したものは、防雨形を示す。
　　　　(2)　器具の形にMPを付したものは、防湿形を示す。
　　　　(3)　器具の形にA、B等を付したものは、同一器具で基本形と一部仕様の異な
　　　　　 る場合を示す。
注　*　記号①を付さない場合がある。

記号②

SF

BS

BF

BC

PL

ST

SA

PJ

PT

F

ブラケット（カバー付き、枠なし）

標識又は表示灯

屋外灯（柱頭形、防雨形）

屋外灯（アーム付、防雨形）

投光器

ガーデンライト

DS*

ML*

器具の種類

記号③

1～n

白熱電球 I

照明器具の記号等１

(1)　ランプの種類、器具の形状

（a）　照明器具の記号

蛍光ランプ

ランプの種類

器具の形状種類 記号①

埋込天井灯(カバーなし)

埋込天井灯(カバー付、枠付)

埋込天井灯(ルーバ付)

直付天井灯(ルーバ付)

直付天井灯(カバーなし)

直付天井灯(反射がさ付)

直付天井灯(カバー付、枠付)

RS

RF

RL

SL

SS

SR
LEDモジュール L

HIDランプ H

ブラケット（カバーなし）

ブラケット（カバー付、枠付）

昇降装置

照明制御装置

器具の形

備考　(1)　器具の形にRPを付したものは、防雨形を示す。
　　　　(2)　器具の形にMPを付したものは、防湿形を示す。
　　　　(3)　器具の形にA、B等を付したものは、同一器具で基本形と一部仕様の異な
　　　　　 る場合を示す。
注　*　記号①を付さない場合がある。

記号②

SF

BS

BF

BC

PL

ST

SA

PJ

PT

F

ブラケット（カバー付き、枠なし）

標識又は表示灯

屋外灯（柱頭形、防雨形）

屋外灯（アーム付、防雨形）

投光器

ガーデンライト

DS*

ML*

器具の種類

記号③

1～n

白熱電球 I

電力２ 電力２
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

照明器具の記号等２

（2）　ルーバ及びカバーの形状

備考　形状記号L3にV又はG0を付したものは、グレア分類の性能記号を示す。

L3

L5

F1

ルｰバ

長方形の開口部を連

続的に配置した形状

複数の遮光板を平行

に組合わせた形状

平板形状

ルｰバ等の記号
器　具　の　形　状

照明

カバー
－

－

V

G0

形状記号④ 性能記号⑤

(3)　グレア分類の性能

グレア分類の性能記号⑤

V

G0

各鉛直角における最大輝度

 65°  75° 85°

200

3,000 2,000

備考　各鉛直角における最大輝度は、規定された鉛直角における光度を見かけの発光

　　　面積で除した値とする。

〔単位 cd/m2〕

照明器具の記号等２

（2）　ルーバ及びカバーの形状

備考　形状記号L3にV又はG0を付したものは、グレア分類の性能記号を示す。

L3

L5

F1

ルｰバ

長方形の開口部を連

続的に配置した形状

複数の遮光板を平行

に組合わせた形状

平板形状

ルｰバ等の記号
器　具　の　形　状

照明

カバー
－

－

V

G0

形状記号④ 性能記号⑤

(3)　グレア分類の性能

グレア分類の性能記号⑤

V

G0

各鉛直角における最大輝度

 65°  75° 85°

200

3,000 2,000

備考　各鉛直角における最大輝度は、規定された鉛直角における光度を見かけの発光

　　　面積で除した値とする。

〔単位 cd/m2〕

電力２ 電力２

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力 ２ 照明器具の記号等３照明器具の記号等３

(4)　ランプの種類と大きさ

直管形

Hf形

注　*　JIL 5501「非常用照明器具技術基準」附属書3「非常灯用電球」による。

Hf形

FHF16形 16/23ワット 16

蛍　

光　

ラ　

ン　

プ

FHF32形 32/45ワット 32

FHF86形 86ワット 86

FHP32形 32ワット P32

FHP45形 45ワット P45

24ワットFHT24形 H24

FHT32形 32ワット H32

FHT42形 42ワット H42

高圧ナトリウム
ランプ

コンパクト形メタル
ハライドランプ

メタルハライド
ランプ

Ｈ　

Ｉ　

Ｄ　

ラ　

ン　

プ

記号
⑥

定格ランプ
電力

70NH70ワット

75NH

110NH

180NH

220NH

270NH

360NH

660NH

940NH

75ワット

110ワット

180ワット

220ワット

270ワット

360ワット

660ワット

940ワット

70ワット 70CM

100CM100ワット

150CM150ワット

100M100ワット

250M250ワット

300M300ワット

400M400ワット

700M700ワット

1kM1000ワット

大きさ
の区分

定格ランプ
電力

記号
⑥

大きさ
の区分

定格ランプ
電力

記号
⑥

定格ランプ
電力

記号
⑥

定格ランプ
電力

記号
⑥

非
常
用
照
明
用

記号
⑥

40

定格ランプ
電力

40ワット

大きさ
の区分

定格ランプ
電力

記号
⑥

JE9形 9ワット JE9

ミニハロゲン電球*

JE13

JE30

13ワット

30ワット

JE13形

JE30形

ミニ電球*

（5）　ランプの灯数

灯　数

1灯

2灯

3灯

記号⑦

1

2

3

44灯

セラミックメタル
ハライドランプ

定格ランプ
電力

記号
⑥

150ワット

180～190ワット 190CML

230CML220～230ワット

270～290ワット

360～370ワット

290CML

370CML

150CML

コンパクト形

電力 ２ 照明器具の記号等３照明器具の記号等３

(4)　ランプの種類と大きさ

直管形

Hf形

注　*　JIL 5501「非常用照明器具技術基準」附属書3「非常灯用電球」による。

Hf形

FHF16形 16/23ワット 16

蛍　

光　

ラ　

ン　

プ

FHF32形 32/45ワット 32

FHF86形 86ワット 86

FHP32形 32ワット P32

FHP45形 45ワット P45

24ワットFHT24形 H24

FHT32形 32ワット H32

FHT42形 42ワット H42

高圧ナトリウム
ランプ

コンパクト形メタル
ハライドランプ

メタルハライド
ランプ

Ｈ　

Ｉ　

Ｄ　

ラ　

ン　

プ

記号
⑥

定格ランプ
電力

70NH70ワット

75NH

110NH

180NH

220NH

270NH

360NH

660NH

940NH

75ワット

110ワット

180ワット

220ワット

270ワット

360ワット

660ワット

940ワット

70ワット 70CM

100CM100ワット

150CM150ワット

100M100ワット

250M250ワット

300M300ワット

400M400ワット

700M700ワット

1kM1000ワット

大きさ
の区分

定格ランプ
電力

記号
⑥

大きさ
の区分

定格ランプ
電力

記号
⑥

定格ランプ
電力

記号
⑥

定格ランプ
電力

記号
⑥

非
常
用
照
明
用

記号
⑥

40

定格ランプ
電力

40ワット

大きさ
の区分

定格ランプ
電力

記号
⑥

JE9形 9ワット JE9

ミニハロゲン電球*

JE13

JE30

13ワット

30ワット

JE13形

JE30形

ミニ電球*

（5）　ランプの灯数

灯　数

1灯

2灯

3灯

記号⑦

1

2

3

44灯

セラミックメタル
ハライドランプ

定格ランプ
電力

記号
⑥

150ワット

180～190ワット 190CML

230CML220～230ワット

270～290ワット

360～370ワット

290CML

370CML

150CML

コンパクト形

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力 ２ 照明器具の記号等４照明器具の記号等４

備考　（1）　階段通路誘導灯には、点灯方式（PZ）を、適用しない。
　　　　（2）　連続調光電子安定器の調光下限値は、安定器の能力を示す。
　　　　（3）　ランプの種類に対応する安定器の種類は、次による。

安定器の種類 摘要

二重定格ランプにおいて高出力電力で点灯するもの

（ｲ）　蛍光灯安定器の種類

ランプに対応する安定器

初期
照度

補正形 定格出力

定格出力

連続調光形

記号⑧

PH

PK

PN

PJ

PR

PW

PX

PZ

二重定格ランプにおいて高出力電力で点灯したときの
光束の70％で点灯開始し、ランプ寿命時まで連続的に
出力を上げ、ほぼ一定の光束を保つもの

定格電力で点灯するもの

定格電力で点灯したときの光束の70％で点灯開始し、ラ
ンプ寿命時まで連続的に出力をあげ、ほぼ一定の光束
を保つもの

定格電力より少ない消費電力で点灯するもの

調光信号により連続的に出力を制御し、最大光束を100
％とした場合に調光下限値を60％以下とするもの
調光信号により連続的に出力を制御し、最大光束を100
％とした場合に調光下限値を35％以下とするもの
調光信号により連続的に出力を制御し、最大光束を100
％とした場合に調光下限値を5％以下とするもの

直管形

コンパクト形

ランプの種類 対応する安定器の種類

FHF16形

FHF32形

FHF86形

FHP32形

FHP45形

FHT24形、FHT32形、

PX、PH

PK、PJ、PX、PZ、PH、PN

PJ、PX、PN

PW、PX、PN、PR

PX、PN

PX、PN

FHT42形

一般形高力率形

低始動電流形
磁気回路式安定器

(ﾛ)　HID灯安定器の種類

安定器の種類 記号⑧

電子安定器 BP

BH

BC

高出力

省電力出力

一般形

高出力

(ﾊ)　LED制御装置の種類

LED制御装置の種類 摘要記号⑧

定格電力で点灯するものPN

PZ 調光信号により連続的に出力を制御し、最大光束を100
％とした場合に調光下限値を5％以下とするもの

一般形

連続調光形

（6）　安定器及びLED制御装置

電力 ２ 照明器具の記号等４照明器具の記号等４

備考　（1）　階段通路誘導灯には、点灯方式（PZ）を、適用しない。
　　　　（2）　連続調光電子安定器の調光下限値は、安定器の能力を示す。
　　　　（3）　ランプの種類に対応する安定器の種類は、次による。

安定器の種類 摘要

二重定格ランプにおいて高出力電力で点灯するもの

（ｲ）　蛍光灯安定器の種類

ランプに対応する安定器

初期
照度

補正形 定格出力

定格出力

連続調光形

記号⑧

PH

PK

PN

PJ

PR

PW

PX

PZ

二重定格ランプにおいて高出力電力で点灯したときの
光束の70％で点灯開始し、ランプ寿命時まで連続的に
出力を上げ、ほぼ一定の光束を保つもの

定格電力で点灯するもの

定格電力で点灯したときの光束の70％で点灯開始し、ラ
ンプ寿命時まで連続的に出力をあげ、ほぼ一定の光束
を保つもの

定格電力より少ない消費電力で点灯するもの

調光信号により連続的に出力を制御し、最大光束を100
％とした場合に調光下限値を60％以下とするもの
調光信号により連続的に出力を制御し、最大光束を100
％とした場合に調光下限値を35％以下とするもの
調光信号により連続的に出力を制御し、最大光束を100
％とした場合に調光下限値を5％以下とするもの

直管形

コンパクト形

ランプの種類 対応する安定器の種類

FHF16形

FHF32形

FHF86形

FHP32形

FHP45形

FHT24形、FHT32形、

PX、PH

PK、PJ、PX、PZ、PH、PN

PJ、PX、PN

PW、PX、PN、PR

PX、PN

PX、PN

FHT42形

一般形高力率形

低始動電流形
磁気回路式安定器

(ﾛ)　HID灯安定器の種類

安定器の種類 記号⑧

電子安定器 BP

BH

BC

高出力

省電力出力

一般形

高出力

(ﾊ)　LED制御装置の種類

LED制御装置の種類 摘要記号⑧

定格電力で点灯するものPN

PZ 調光信号により連続的に出力を制御し、最大光束を100
％とした場合に調光下限値を5％以下とするもの

一般形

連続調光形

（6）　安定器及びLED制御装置

【P 000】
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

電力２ 照明器具の記号等５照明器具の記号等５

100 1

200 2

120 3*1

230 4*2

100/200 9*3

周波数〔Hz〕 記号⑩

50 5

60 6

50/60

器具の種類
記号⑪

K0 K1非常用照明器具

－ ST1通路誘導灯

－ SH1避難口誘導灯

階段通路誘導灯と非常用照明器具を兼用する器具

(ｲ)　器具の種類と電源

(ⅰ)　定格入力電圧

(ﾆ)　定格入力電圧及び周波数

定格入力電圧〔V〕 記号⑨

(ⅱ)　周波数

5/6*

（7）　防災用照明器具に付する記号

備考　電子安定器の場合は、周波数の記号を省略する。
注　*　記号5/6は50Hz及び60Hz共用のものとする。

SK1

電源別置形 電池内蔵形

SK0

　　　　(4)　SK0及びSK1は、建築基準法関係法令による非常用照明器具及び消防法
　　　　　 関係法令による誘導灯を兼用したものとする。

注　*1　定格入力電圧が110V、115V及び120Vに対応するものとする。
　　 *2　定格入力電圧が230V、240V、242V、254V、265V等三相4線式400V級配電
　　　　を行った場合の電圧に対応するものとする。
　　 *3　ユニバーサル電圧（100～242V等）に対応するものとする。

電力２ 照明器具の記号等５照明器具の記号等５

100 1

200 2

120 3*1

230 4*2

100/200 9*3

周波数〔Hz〕 記号⑩

50 5

60 6

50/60

器具の種類
記号⑪

K0 K1非常用照明器具

－ ST1通路誘導灯

－ SH1避難口誘導灯

階段通路誘導灯と非常用照明器具を兼用する器具

(ｲ)　器具の種類と電源

(ⅰ)　定格入力電圧

(ﾆ)　定格入力電圧及び周波数

定格入力電圧〔V〕 記号⑨

(ⅱ)　周波数

5/6*

（7）　防災用照明器具に付する記号

備考　電子安定器の場合は、周波数の記号を省略する。
注　*　記号5/6は50Hz及び60Hz共用のものとする。

SK1

電源別置形 電池内蔵形

注　*1　定格入力電圧が110V、115V及び120Vに対応するものとする。
　　 *2　定格入力電圧が230V、240V、242V、254V、265V等三相4線式400V級配電
　　　　を行った場合の電圧に対応するものとする。
　　 *3　ユニバーサル電圧（100～242V等）に対応するものとする。

備考　(1)　蛍光灯器具に白熱電球を組込んで非常用照明器具とする場合は、照明器
　　　　　 具記号の前に表中の記号及び白熱灯の記号を付したものとする。
　　　　　 （例：K0-I40+FRS26-322PN9）
　　　　(2)　K0及びK1は、建築基準法関係法令による非常用照明器具とする。
　　　　　    K0は電源別置形とし、非常時は､ミニ電球1灯点灯とする。
　　　　　    K1は電池内蔵形とし、非常時は､蛍光灯器具の場合は蛍光ランプ1灯点
　　　　　 灯とし、白熱灯器具の場合は、白熱灯1灯点灯とする。
　　　　(3)　ST1及びSH1は、消防法関係法令による誘導灯とする。
　

備考　(1)　蛍光灯器具に白熱電球を組込んで非常用照明器具とする場合は、照明器
　　　　　 具記号の前に表中の記号及び白熱灯の記号を付したものとする。
　　　　　 （例：K0-I40+FRS26-322PN9）
　　　　(2)　K0及びK1は、建築基準法関係法令による非常用照明器具とする。
　　　　　    K0は電源別置形とし、非常時は､ミニ電球1灯点灯とする。
　　　　　    K1は電池内蔵形とし、非常時は､蛍光灯器具の場合は蛍光ランプ1灯点
　　　　　 灯とし、白熱灯器具の場合は、白熱灯1灯点灯とする。
　　　　(3)　ST1及びSH1は、消防法関係法令による誘導灯とする。
　　　　　(4)　SK1は、建築基準法関係法令による非常用照明器具及び消防法関係法
　　　　　 令による誘導灯を兼用したものとする。

－

【P 057】

◎　SK0タイプは、製品
　が存在しない為、削除
　した。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力 ２ 照明器具の記号等６照明器具の記号等６

形式及び機能 記号⑫

一般形 なし

パネル形 P

点滅形 F

点滅式誘導音付加形 AF

仕様 記号⑬

C級 C

Ｂ級ＢＬ形 BL

B級BH形 BH

A級 A

60分間定格 60

(ﾛ)　誘導灯の形式及び機能による区分

（8）　照明器具に内蔵する照明制御装置

(ﾊ)　誘導灯の仕様による区分

備考　(1)　末尾に60を付したものは、60分間定格のものを示す。ただし、非常用照明
　　　　　 器具と兼用形のものは、ランプＷ数・灯数の前に-60を付したものする。
 　　　 (2)　末尾にSを付したものは、集中制御方式自動点検機能付きを示す。
　　　　　 （例：SH1-FRF20P-C60S）

集中制御方式自動点検機能 S

照明制御装置の種類

人感センサ内蔵形・点滅タイプ

人感センサ内蔵形・調光タイプ* FDS2

FDS1

記号⑭

備考　(1)　人感センサは、人（熱線）を感知し、センサから直線距離2.5m以上感知で
　　　　　 きるものとする。
　　　　(2)　感知されなくなってから減光又は消灯するまでの時間を、1分から10分の
　　　　　 範囲内で設定が可能なものとし、設定時間の切替は、3以上できるものとす
　　　　　 る。
　　　　(3)　照明制御装置は、照明器具記号の前に、表中の記号を付したものとする。
　　　　　 （例：FDS1-FSS9-322PN9）
注　*　減光の設定は最大光束に対して内蔵された安定器の調光下限値まで調光が
　　　 可能であること。

電力 ２ 照明器具の記号等６照明器具の記号等６

形式及び機能 記号⑫

一般形 なし

パネル形 P

点滅形 F

点滅式誘導音付加形 AF

仕様 記号⑬

C級 C

Ｂ級ＢＬ形 BL

B級BH形 BH

A級 A

60分間定格 60

(ﾛ)　誘導灯の形式及び機能による区分

（8）　照明器具に内蔵する照明制御装置

(ﾊ)　誘導灯の仕様による区分

備考　(1)　末尾に60を付したものは、60分間定格のものを示す。ただし、非常用照明
　　　　　 器具と兼用形のものは、ランプＷ数・灯数の前に-60を付したものする。
 　　　 (2)　末尾にSを付したものは、集中制御方式自動点検機能付きを示す。
　　　　　 （例：SH1-FRF20P-C60S）

集中制御方式自動点検機能 S

照明制御装置の種類

人感センサ内蔵形・点滅タイプ

人感センサ内蔵形・調光タイプ* FDS2

FDS1

記号⑭

備考　(1)　人感センサは、人（熱線）を感知し、センサから直線距離2.5m以上感知で
　　　　　 きるものとする。
　　　　(2)　感知されなくなってから減光又は消灯するまでの時間を、1分から10分の
　　　　　 範囲内で設定が可能なものとし、設定時間の切替は、3以上できるものとす
　　　　　 る。
　　　　(3)　照明制御装置は、照明器具記号の前に、表中の記号を付したものとする。
　　　　　 （例：FDS1-FSS9-322PN9）
注　*　減光の設定は最大光束に対して内蔵された安定器の調光下限値まで調光が
　　　 可能であること。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力 ２ 照明器具の記号等７照明器具の記号等７

備考　(1)　ここで定める以外の穴又はノックアウトは、製造者の標準とする。

　　　　(2)　通線穴は、穴又はノックアウトとし、寸法は、φ20～35とする。

　　　　　 （図中●で示す。）

　　　　(3)　器具取付穴は、穴又はノックアウトとし､寸法は、φ20、12×20長穴（ダル

　　　　　 マ穴を含む。）とする。（図中○で示す。）

　　　　(4)　通線穴がノックアウトのときは、ゴムブッシング等を附属する。

　　　　(5)　取付穴は、大きなダルマ穴又は角穴とすることができる。ただし、通線穴と

　　　　　 の共用は不可とする。

　　　　(6)　PX、PZ、PWの電子安定器を使用する器具は、信号線の通線穴を別に設

　　　　　 ける。

　　　　(7)　電源別置形非常用照明器具（専用形を除く。）の場合は、常用及び非常

　　　　　 用の電源穴を別々に設ける。

　　　　(8)　FHF32形の背面形式は、B21又はB23のいずれでもよい。

背  　 面  　 図
背面

形式

適
用
ラ
ン
プ

器具取付穴
ボルト用（ニ）

B21

B23

ニ

ニ

（b）　背面形式

B44

〔単位 mm〕

通線穴

器具中心と取付穴
外れ半径70以内の
位置に1箇所

800

1,400

製造者の標準の位置

800

取付穴外れ半径70
以内の位置に1箇所

製造者の標準の位置
器具中心又は取付
穴外れの位置に1
箇所

FHF
32形

FHF
86形

FHF
16形

FHF
32形

FHP
32形

FHP
45形ニ

任意の
位置

半径
70以内

半径
70以内

電力 ２ 照明器具の記号等７照明器具の記号等７

備考　(1)　ここで定める以外の穴又はノックアウトは、製造者の標準とする。

　　　　(2)　通線穴は、穴又はノックアウトとし、寸法は、φ20～35とする。

　　　　　 （図中●で示す。）

　　　　(3)　器具取付穴は、穴又はノックアウトとし､寸法は、φ20、12×20長穴（ダル

　　　　　 マ穴を含む。）とする。（図中○で示す。）

　　　　(4)　通線穴がノックアウトのときは、ゴムブッシング等を附属する。

　　　　(5)　取付穴は、大きなダルマ穴又は角穴とすることができる。ただし、通線穴と

　　　　　 の共用は不可とする。

　　　　(6)　PX、PZ、PWの電子安定器を使用する器具は、信号線の通線穴を別に設

　　　　　 ける。

　　　　(7)　電源別置形非常用照明器具（専用形を除く。）の場合は、常用及び非常

　　　　　 用の電源穴を別々に設ける。

　　　　(8)　FHF32形の背面形式は、B21又はB23のいずれでもよい。

背  　 面  　 図
背面

形式

適
用
ラ
ン
プ

器具取付穴
ボルト用（ニ）

B21

B23

ニ

ニ

（b）　背面形式

B44

〔単位 mm〕

通線穴

器具中心と取付穴
外れ半径70以内の
位置に1箇所

800

1,400

製造者の標準の位置

800

取付穴外れ半径70
以内の位置に1箇所

製造者の標準の位置
器具中心又は取付
穴外れの位置に1
箇所

FHF
32形

FHF
86形

FHF
16形

FHF
32形

FHP
32形

FHP
45形ニ

任意の
位置

半径
70以内

半径
70以内

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力 ２ 照明器具の記号等８照明器具の記号等８

（c）　適用

(1)　図中の材厚は、加工前の標準厚さとし、最低値を示す。
(2)　図は、形状及び構造の一例を示すものである。
(3)　本体、反射板、エンドカバー、照明カバー、ソケット等の形状及び構造について
　 は、多少の差異は差支えない。
(4)　枠等の形状、開閉装置、補強方法、部品の形状・配置、調節装置等構造の詳細
　 については、製造者の標準とする。
(5)　照明器具の記号は、①から⑭の組合せにより示し、③の後（RP、MP、A、B、記号
　 ④、記号⑤等を付す場合にはその後）に「－」を付したものとする。
　 　（例：FRS15L3G0-322PZ2）
　 　防災用の器具は、⑪の記号を先に付し、その後に「－」、器具の記号を付したもの
　　 とする。
　　 （例：K1-FRL10-322PN2）
　 　また、K0の器具を一般用器具と組合せる場合は、「＋」を付したものとする。
　　 （例：K0-I40+FSS6-322PH2）
　 　照明器具に照明制御装置を内蔵する場合は、⑭の記号を先に付し、その後に
　　 「－」、器具の記号を付したものとする。
　　 （例：FDS1-FSS9-322PN9）

電力 ２ 照明器具の記号等８照明器具の記号等８

（c）　適用

(1)　図中の材厚は、加工前の標準厚さとし、最低値を示す。
(2)　図は、形状及び構造の一例を示すものである。
(3)　本体、反射板、エンドカバー、照明カバー、ソケット等の形状及び構造について
　 は、多少の差異は差支えない。
(4)　枠等の形状、開閉装置、補強方法、部品の形状・配置、調節装置等構造の詳細
　 については、製造者の標準とする。
(5)　照明器具の記号は、①から⑭の組合せにより示し、③の後（RP、MP、A、B、記号
　 ④、記号⑤等を付す場合にはその後）に「－」を付したものとする。
　 　（例：FRS15L3G0-322PZ2）
　 　防災用の器具は、⑪の記号を先に付し、その後に「－」、器具の記号を付したもの
　　 とする。
　　 （例：K1-FRL10-322PN2）
　 　また、K0の器具を一般用器具と組合せる場合は、「＋」を付したものとする。
　　 （例：K0-I40+FSS6-322PH2）
　 　照明器具に照明制御装置を内蔵する場合は、⑭の記号を先に付し、その後に
　　 「－」、器具の記号を付したものとする。
　　 （例：FDS1-FSS9-322PN9）

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力 ２ 照明器具の記号等９照明器具の記号等９

入力容量[VA](以下)

コンパクト形蛍光ランプ

52

全光束[lm] (以上)ランプの種類と大きさ

高出力
定格出力
高出力

FHF16形 16/23　ワット 28
37 71
50 97

2,100
3,520
4,950
9,200 92 184

FHF32形 32/45　ワット

FHF86形 86　ワット

2灯用1灯用

直管形蛍光ランプ

FHT24形 24　ワット
FHT32形 32　ワット
FHT42形 42　ワット

定格出力
省電力出力

1,800
2,400
3,200
2,900
2,600

59
72
98
73
63
100

30
36
49
37
32
514,350

FHP32形 32　ワット

FHP45形 45　ワット

コンパクト形メタルハライド
ランプ（透明形）

メタルハライドランプ
低始動電圧形点灯方式

（拡散形）

10670　ワット

200

135
300
370
470
850

1,200

100

5,500

105

11,250

147

7,500

240

22,000

290

25,500

350

42,000

454

64,000

830

87,000

1,190

5,600
6,400
10,600
19,000
25,000
31,500
45,000
90,500
130,000

高圧ナトリウムランプ
始動器内蔵形点灯方式

(拡散形)

150　ワット

100　ワット
250　ワット
300　ワット
400　ワット
700　ワット

1,000　ワット

70　ワット
75　ワット

110　ワット
180　ワット
220　ワット
270　ワット
360　ワット
660　ワット
940　ワット

-

　　　　

（d）　ランプ光束及び安定器の入力容量

　安定器の入力電圧と入力電流の積を入力容量とし、入力容量は、次の表の数値以
下とする。また、この入力容量に対して次の表の全光束（ランプ光束）以上とする。

備考　(1)　蛍光ランプの全光束は、周囲温度25±1℃において100時間経過後の値と
　　　　　 する。
　　　　(2)　FHP32形省電力出力の全光束は、安定器の高出力を示す。

セラミックメタルハライドランプ
始動器内蔵形点灯方式

（拡散形）

150　ワット
180～190　ワット
220～230　ワット

13,000 200
17,000 250
19,000 300
22,000 350
30,000 430

270～290　ワット
360～370　ワット

10,000 120100　ワット

電力 ２ 照明器具の記号等９照明器具の記号等９

入力容量[VA](以下)

コンパクト形蛍光ランプ

52

全光束[lm] (以上)ランプの種類と大きさ

高出力
定格出力
高出力

FHF16形 16/23　ワット 28
37 71
50 97

2,100
3,520
4,950
9,200 92 184

FHF32形 32/45　ワット

FHF86形 86　ワット

2灯用1灯用

直管形蛍光ランプ

FHT24形 24　ワット
FHT32形 32　ワット
FHT42形 42　ワット

定格出力
省電力出力

1,800
2,400
3,200
2,900
2,600

59
72
98
73
63
100

30
36
49
37
32
514,350

FHP32形 32　ワット

FHP45形 45　ワット

コンパクト形メタルハライド
ランプ（透明形）

メタルハライドランプ
低始動電圧形点灯方式

（拡散形）

10670　ワット

200

135
300
370
470
850

1,200

100

5,500

105

11,250

147

7,500

240

22,000

290

25,500

350

42,000

454

64,000

830

87,000

1,190

5,600
6,400
10,600
19,000
25,000
31,500
45,000
90,500
130,000

高圧ナトリウムランプ
始動器内蔵形点灯方式

(拡散形)

150　ワット

100　ワット
250　ワット
300　ワット
400　ワット
700　ワット

1,000　ワット

70　ワット
75　ワット

110　ワット
180　ワット
220　ワット
270　ワット
360　ワット
660　ワット
940　ワット

-

　　　　

（d）　ランプ光束及び安定器の入力容量

　安定器の入力電圧と入力電流の積を入力容量とし、入力容量は、次の表の数値以
下とする。また、この入力容量に対して次の表の全光束（ランプ光束）以上とする。

備考　(1)　蛍光ランプの全光束は、周囲温度25±1℃において100時間経過後の値と
　　　　　 する。
　　　　(2)　FHP32形省電力出力の全光束は、安定器の高出力を示す。

セラミックメタルハライドランプ
始動器内蔵形点灯方式

（拡散形）

150　ワット
180～190　ワット
220～230　ワット

13,000 200
17,000 250
19,000 300
22,000 350
30,000 430

270～290　ワット
360～370　ワット

10,000 120100　ワット

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

ＦＲＳ１５

Ｋ１－ＦＲＳ１５

背面ボックス

本  体

反射板
b

c d

a

背面ボックス
本  体

本  体本  体

反射板
b

c

a

埋込天井灯1蛍光灯
ＦＲＳ１５

Ｋ１－ＦＲＳ１５

背面ボックス

本  体

反射板
b

c d

a

背面ボックス
本  体

本  体本  体

反射板
b

c

a

埋込天井灯1蛍光灯電力 ３ 電力 ３

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

FRS15
K1-FRS15

a
器　　種

b c 本　体 ルーバ

背面
形式 幅 長さ

天井切込み寸法

626

材　質・材　厚寸　　法

220

1,300

FRS15-162*1

1,250
～

〔単位 mm〕

SPC0.4 SPC0.3

255

230
～

FRS15-321*1

FRS15-322*1

180

160
～

B21
B23

150

～
670

640

255

230
～

1,235

220

180

160
～

230
～

255

150

220

K1-FRS15-321

K1-FRS15-322

FRS15L3G0-321*1

FRS15L3V-321*1

FRS15L3V -162*1

FRS15L3G0-162*1

FRS15L5-162*1*2

FRS15L5-321*1*2

FRS15L5-322*1*2

K1-FRS15L5-321*2

K1-FRS15L5-322*2

FRS15F1-322*1*3

FRS15F1-321*1*3

110
以下

反射板

1,300

1,250
～

1,300

1,250
～

～
670

640

～
670

640

FRS15L3V-322*1

FRS15L3G0-322*1

K1-FRS15L3V-321

K1-FRS15L3G0-321

K1-FRS15L3V-322

K1-FRS15L3G0-322

230
～

255

160
～

180

230
～

255

～
160

180

230
～

255

～
230

255

160
～

180

～
230

255

160
～

180

230
～

255

160
～

180

230
～

255

B21
B23

B21
B23

B21
B23

-

SPC
A1P

SPC

PMMA

220

220

220

220

220

220

220

150

150

150

150

150

626

626

1,235

1,235

備考　反射面は、高反射塗装とする。
注　*1　ルーバ又は照明カバーが取付け又は交換できるものとする。
　　 *2　ルーバは白色仕上げとし、遮光角を15°以上とする。
　　 *3　照明カバーは、乳白色とする。

d

130
以下

-

130
以下

-

130
以下

-

130
以下

-

-

-

-

-

-

-

蛍光灯 埋込天井灯1
FRS15
K1-FRS15

a
器　　種

b c 本　体 ルーバ

背面
形式 幅 長さ

天井切込み寸法

626

材　質・材　厚寸　　法

220

1,300

FRS15-162*1

1,250
～

〔単位 mm〕

SPC0.4 SPC0.3

255

230
～

FRS15-321*1

FRS15-322*1

180

160
～

B21
B23

150

～
670

640

255

230
～

1,235

220

180

160
～

230
～

255

150

220

K1-FRS15-321

K1-FRS15-322

FRS15L3G0-321*1

FRS15L3V-321*1

FRS15L3V -162*1

FRS15L3G0-162*1

FRS15L5-162*1*2

FRS15L5-321*1*2

FRS15L5-322*1*2

K1-FRS15L5-321*2

K1-FRS15L5-322*2

FRS15F1-322*1*3

FRS15F1-321*1*3

110
以下

反射板

1,300

1,250
～

1,300

1,250
～

～
670

640

～
670

640

FRS15L3V-322*1

FRS15L3G0-322*1

K1-FRS15L3V-321

K1-FRS15L3G0-321

K1-FRS15L3V-322

K1-FRS15L3G0-322

230
～

255

160
～

180

230
～

255

～
160

180

230
～

255

～
230

255

160
～

180

～
230

255

160
～

180

230
～

255

160
～

180

230
～

255

B21
B23

B21
B23

B21
B23

-

SPC
A1P

SPC

PMMA

220

220

220

220

220

220

220

150

150

150

150

150

626

626

1,235

1,235

備考　反射面は、高反射塗装とする。
注　*1　ルーバ又は照明カバーが取付け又は交換できるものとする。
　　 *2　ルーバは白色仕上げとし、遮光角を15°以上とする。
　　 *3　照明カバーは、乳白色とする。

d

130
以下

-

130
以下

-

130
以下

-

130
以下

-

-

-

-

-

-

-

蛍光灯 埋込天井灯1電力 ３ 電力 ３

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

ＦＲＳ１７

（Ｔバー心間隔）

本  体

ｂ a

反射板

埋込天井灯2蛍光灯

〔単位 mm〕

a b 反射板本　体 ルーバ

寸　　法 材　　質
器　　種

1,220～1,300

220又は240

SPC
A1P

FRS17-321

FRS17L3V-321

FRS17L5-321*

FRS17L5-322*

120又は170

220又は240

120又は170

220又は240

120又は170

－FRS17-322

FRS17L3G0-321

FRS17L3V-322

FRS17L3G0-322

SPC

SPC

SPC

備考　(1)　システム天井用とする。
　　　　(2)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(3)　ルーバ又は照明カバーが取付け又は交換できるものとする。
注　*　ルーバは、白色仕上げとし、遮光角を15°以上とする。

ＦＲＳ１７

（Ｔバー心間隔）

本  体

ｂ a

反射板

埋込天井灯2蛍光灯

〔単位 mm〕

a b 反射板本　体 ルーバ

寸　　法 材　　質
器　　種

1,220～1,300

220又は240

SPC
A1P

FRS17-321

FRS17L3V-321

FRS17L5-321*

FRS17L5-322*

120又は170

220又は240

120又は170

220又は240

120又は170

－FRS17-322

FRS17L3G0-321

FRS17L3V-322

FRS17L3G0-322

SPC

SPC

SPC

備考　(1)　システム天井用とする。
　　　　(2)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(3)　ルーバ又は照明カバーが取付け又は交換できるものとする。
注　*　ルーバは、白色仕上げとし、遮光角を15°以上とする。

電力 ３電力 ４

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

ＦＲＳ１８

Ｋ１－ＦＲＳ１８

反射板

本  体

b a

c

〔単位 mm〕

a b 反射板本　体 ルーバ

寸　　法 材質・材厚
器　　種

FRS18F1-322*1*3

c

背面
形式

天井切込み寸法

幅 長さ

K1-FRS18L5-322*2

FRS18L5-322*1*2

Ｋ1-ＦＲＳ18Ｌ3G0-322

Ｋ1-ＦＲＳ18Ｌ3Ｖ-322

FRS18L3V-322*1

K1-FRS18-322

FRS18-322*1

1,300

～1,270

340

～320
150以下 SPC0.4 SPC0.3

B21
B23

-

300

SPC

PMMA

FRS18L3G0-322*1

-

SPC
A1P

-

-

B21
B23

B21
B23

B21
B23

備考　反射面は高反射塗装とする。
注　*1　ルーバ又は照明カバーが取付け又は交換できるものとする。
　　 *2　ルーバは白色仕上げとし、遮光角は15°以上とする。
　　 *3　照明カバーは乳白色とする。

埋込天井灯3蛍光灯

1,257

ＦＲＳ１８

Ｋ１－ＦＲＳ１８

反射板

本  体

b a

c

〔単位 mm〕

a b 反射板本　体 ルーバ

寸　　法 材質・材厚
器　　種

FRS18F1-322*1*3

c

背面
形式

天井切込み寸法

幅 長さ

K1-FRS18L5-322*2

FRS18L5-322*1*2

Ｋ1-ＦＲＳ18Ｌ3G0-322

Ｋ1-ＦＲＳ18Ｌ3Ｖ-322

FRS18L3V-322*1

K1-FRS18-322

FRS18-322*1

1,300

～1,270

340

～320
150以下 SPC0.4 SPC0.3

B21
B23

-

300

SPC

PMMA

FRS18L3G0-322*1

-

SPC
A1P

-

-

B21
B23

B21
B23

B21
B23

備考　反射面は高反射塗装とする。
注　*1　ルーバ又は照明カバーが取付け又は交換できるものとする。
　　 *2　ルーバは白色仕上げとし、遮光角は15°以上とする。
　　 *3　照明カバーは乳白色とする。

埋込天井灯3蛍光灯

1,257

電力 ５電力 ５

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

ＦＲＳ２４

ＦＲＳ２４Ａ

備考　(1)　主に黒板照明用に使用する。
　　　　(2)　反射面は、鏡面仕上げとする。
　　　　(3)　Aを付した器種は、反射板の角度調節ができるものとする。

本  体

反射板

SPC0.4 A1P0.4FRS24A-321 1,250～1,315 210～280 150以下

FRS24-321 1,250～1,290 220～280 120以下 SPC0.3 B21
B23

材　質・材　厚寸　　法
背面形式器　　種

cb 本　体 反射板a

〔単位 mm〕

c

b a

埋込天井灯4蛍光灯
ＦＲＳ２４

ＦＲＳ２４Ａ

備考　(1)　主に黒板照明用に使用する。
　　　　(2)　反射面は、鏡面仕上げとする。
　　　　(3)　Aを付した器種は、反射板の角度調節ができるものとする。

本  体

反射板

SPC0.4 A1P0.4FRS24A-321 1,250～1,315 210～280 150以下

FRS24-321 1,250～1,290 220～280 120以下 SPC0.3 B21
B23

材　質・材　厚寸　　法
背面形式器　　種

cb 本　体 反射板a

〔単位 mm〕

c

b a

埋込天井灯4蛍光灯 電力 ６電力 ６

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

ＦＲＳ２５

（Ｔバー心間隔）

本  体

ｂ a

反射板

A1P

FRS25L3V-322

1,220～1,300 320

FRS25-322

SPC

材　　質寸　　法
器　　種

b ルーバa

〔単位 mm〕

本　体 反射板

－

SPC SPC

SPCFRS25L5-322*

備考　(1)　システム天井用とする。
　　　　(2)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(3)　ルーバ又は照明カバーが取付け又は交換できるものとする。
注　 *　ルーバは、白色仕上げとし、遮光角を15°以上とする。

FRS25L3G0-322

埋込天井灯5蛍光灯ＦＲＳ２５

（Ｔバー心間隔）

本  体

ｂ a

反射板

A1P

FRS25L3V-322

1,220～1,300 320

FRS25-322

SPC

材　　質寸　　法
器　　種

b ルーバa

〔単位 mm〕

本　体 反射板

－

SPC SPC

SPCFRS25L5-322*

備考　(1)　システム天井用とする。
　　　　(2)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(3)　ルーバ又は照明カバーが取付け又は交換できるものとする。
注　 *　ルーバは、白色仕上げとし、遮光角を15°以上とする。

FRS25L3G0-322

埋込天井灯5蛍光灯 電力７電力７

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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a
器　　種

b ｃ 本　体 反射板

背面

形式 幅 長さ

天井切込み寸法材　質・材　厚寸　　法

670

640
～

B21
B23

〔単位 mm〕

SPC0.4SPC0.3
255

230～

26以下

FRS26-162

1,300

1,250
～

-

-

220

626

1,235

FRS26-322

K1-FRS26-322

K0-I40+FRS26-322

FDS1-FRS26-322
-

FDS2-FRS26-322

ＦＲＳ２６

Ｋ１－ＦＲＳ２６

Ｋ０－Ｉ４０＋ＦＲＳ２６

ＦＤＳ１－ＦＲＳ２６

ＦＤＳ２－ＦＲＳ２６

ｄ

100
以下

-

-

dc

本  体

反射板

b

背面ボックス
本  体

a

本  体

反射板

b

c

a

背面ボックス

埋込天井灯6蛍光灯

本  体

反射板

b

c

ミニ電球

a
器　　種

b ｃ 本　体 反射板

背面

形式 幅 長さ

天井切込み寸法材　質・材　厚寸　　法

670

640
～

B21
B23

〔単位 mm〕

SPC0.4SPC0.3
255

230～

26以下

FRS26-162

1,300

1,250
～

-

-

220

626

1,235

FRS26-322

K1-FRS26-322

K0-I40+FRS26-322

FDS1-FRS26-322
-

FDS2-FRS26-322

ＦＲＳ２６

Ｋ１－ＦＲＳ２６

Ｋ０－Ｉ４０＋ＦＲＳ２６

ＦＤＳ１－ＦＲＳ２６

ＦＤＳ２－ＦＲＳ２６

ｄ

100
以下

-

-

dc

本  体

反射板

b

背面ボックス
本  体

a

本  体

反射板

b

c

a

背面ボックス

埋込天井灯6蛍光灯

本  体

反射板

b

c

ミニ電球

電力 ８電力 ８

【P 000】
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

ＦＲＳ２７

ＦＲＳ２７ＭＰＡ

ＦＲＳ２７ＭＰＢ

Ｋ１－ＦＲＳ２７

ａ
器　　種

ｂ ｃ 本　体 反射板

背面

形式 幅 長さ

天井切込み寸法材　質・材　厚寸　　法

B21
B23

〔単位 mm〕

SPC0.3

FRS27-321

備考　(1)　FRS27-322及びK1-FRS27-322は、A断面（A-A方向）の遮光角を20°以上とする。
　　　　(2)　Aを付した器種は、反射板の仕上げをクリア塗装とする。
　　　　(3)　Bを付した器種は、反射板の仕上げを白色塗装とする。

1,300

1,250
～

-

150
1,235

FRS27-322

FRS27MPA-321

FRS27MPB-321

FRS27MPB-322

FRS27MPA-322

K1-FRS27-322 110以下

110以下

125以下

160～180

230～255

135～255

230～335

230～255

SPC0.3SPC0.3
220

220

-

1,235SPC0.3SPC0.3

-SUS0.3
SUS0.3

ｄ

-

130以下

b a

背面ボックス本  体
背面ボックス

反射板

反射板

本  体

本  体

c

本  体

c

b

反射板

a

d

埋込天井灯7蛍光灯

A断面

A A

A断面

A A

ＦＲＳ２７

ＦＲＳ２７ＭＰＡ

ＦＲＳ２７ＭＰＢ

Ｋ１－ＦＲＳ２７

ａ
器　　種

ｂ ｃ 本　体 反射板

背面

形式 幅 長さ

天井切込み寸法材　質・材　厚寸　　法

B21
B23

〔単位 mm〕

SPC0.3

FRS27-321

備考　(1)　FRS27-322及びK1-FRS27-322は、A断面（A-A方向）の遮光角を20°以上とする。
　　　　(2)　Aを付した器種は、反射板の仕上げをクリア塗装とする。
　　　　(3)　Bを付した器種は、反射板の仕上げを白色塗装とする。

1,300

1,250
～

-

150
1,235

FRS27-322

FRS27MPA-321

FRS27MPB-321

FRS27MPB-322

FRS27MPA-322

K1-FRS27-322 110以下

110以下

125以下

160～180

230～255

135～255

230～335

230～255

SPC0.3SPC0.3
220

220

-

1,235SPC0.3SPC0.3

-SUS0.3
SUS0.3

ｄ

-

130以下

b a

背面ボックス本  体
背面ボックス

反射板

反射板

本  体

本  体

c

本  体

c

b

反射板

a

d

埋込天井灯7蛍光灯

A断面

A A

A断面

A A

電力 ９電力 ９

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

ＦＲＳ２８Ｌ５

FRS28L5-P452

器　　種

600

ａ

寸　　法

SPC

材　　質

本　　体 反射板 ルーバ

SPC SPC

〔単位 mm〕

反射板 ルーバ

a

天井材、設備プレート等　（別途）

本体

a

天井材、設備プレート等　（別途）

蛍光灯 埋込天井灯8

備考　(1)　システム天井用とする。
　　　　(2)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(3)　ルーバは、白色仕上げとする。
　　　　(4)　遮光角は、15°以上とする。

ＦＲＳ２８Ｌ５

FRS28L5-P452

器　　種

600

ａ

寸　　法

SPC

材　　質

本　　体 反射板 ルーバ

SPC SPC

〔単位 mm〕

反射板 ルーバ

a

天井材、設備プレート等　（別途）

本体

a

天井材、設備プレート等　（別途）

蛍光灯 埋込天井灯8

備考　(1)　システム天井用とする。
　　　　(2)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(3)　ルーバは、白色仕上げとする。
　　　　(4)　遮光角は、15°以上とする。

電力 １０電力 １０

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

器　　種

照明カバー

本  体

枠

ＦＲＦ５蛍光灯 埋込天井灯9

備考　(1)　外観は、長円形とする。
　　　　(2)　照明カバーは、乳白色とする。

FRF5-321 SPC

天井切 込み 寸法

枠

材　　質

照明カバー

PMMA

幅

150

長さ

-

〔単位 mm〕

器　　種

照明カバー

本  体

枠

ＦＲＦ５蛍光灯 埋込天井灯9

備考　(1)　外観は、長円形とする。
　　　　(2)　照明カバーは、乳白色とする。

FRF5-321 SPC

天井切 込み 寸法

枠

材　　質

照明カバー

PMMA

幅

150

長さ

-

〔単位 mm〕

電力 １１電力 １１

【P 000】

◎　改定した理由を記入

2012-05-2460/252
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ＦＲＦ９

a
器　　種

b 本　体

天井切込み
寸法

材　質・材　厚寸　　法

照明カバー

PMMA

枠

□450FRF9-P323

〔単位 mm〕

SPC0.5SPC0.4

□600

150以下

備考　(1)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(2)　照明カバーは、乳白色とする。
　　　　(3)　本体の背面は、開口とすることができる。

FRF9-P454

470～510

610～650

a a

本  体

　枠　照明カバー反射板

b

背面
形式

B44

埋込天井灯10蛍光灯ＦＲＦ９

a
器　　種

b 本　体

天井切込み
寸法

材　質・材　厚寸　　法

照明カバー

PMMA

枠

□450FRF9-P323

〔単位 mm〕

SPC0.5SPC0.4

□600

150以下

備考　(1)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(2)　照明カバーは、乳白色とする。
　　　　(3)　本体の背面は、開口とすることができる。

FRF9-P454

470～510

610～650

a a

本  体

　枠　照明カバー反射板

b

背面
形式

B44

埋込天井灯10蛍光灯 電力 １２電力 １２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

Ｋ１－ＦＲＬ９

ＦＲＬ９

器　　種

〔単位 mm〕

a b 反射板本　体 ルーバ

寸　　法 材質・材厚

c

背面
形式

天井切込み寸法

幅 長さ

1,300

～1,250

190

～165
SPC0.4 SPC0.3

B21
B23

SPC
110
以下

150 1,235

備考　(1)　ルーバは、白色仕上げとし、形状は、L5に準ずる。
　　　　(2)　遮光角は、15°以上とする。

-K1-FRL9-321

FRL9-321

d

15
以下

e

-

130
以下

本  体

反射板

背面ボックス

本  体
背面ボックス

b a

c e
d

b

d
c

本  体

反射板

a

本  体

ルーバ

ルーバ

埋込天井灯11蛍光灯
Ｋ１－ＦＲＬ９

ＦＲＬ９

器　　種

〔単位 mm〕

a b 反射板本　体 ルーバ

寸　　法 材質・材厚

c

背面
形式

天井切込み寸法

幅 長さ

1,300

～1,250

190

～165
SPC0.4 SPC0.3

B21
B23

SPC
110
以下

150 1,235

備考　(1)　ルーバは、白色仕上げとし、形状は、L5に準ずる。
　　　　(2)　遮光角は、15°以上とする。

-K1-FRL9-321

FRL9-321

d

15
以下

e

-

130
以下

本  体

反射板

背面ボックス

本  体
背面ボックス

b a

c e
d

b

d
c

本  体

反射板

a

本  体

ルーバ

ルーバ

埋込天井灯11蛍光灯 電力 １３電力 １３

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

〔単位 mm〕

a b 反射板本　体 ルーバ

寸　　法 材質・材厚
器　　種

d

背面
形式

天井切込み寸法

幅 長さ

FRL10-162

1,300

～1,250 255

～230
SPC0.4 SPC0.4

B21
B23

-

SPC

35

～25
220

1,235

備考　(1)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(2)　ルーバは、白色仕上げとし、形状は、L5に準ずる。
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。

626

-K1-FRL10-322

FRL10-322

670

～640

c

26
以下

40
以下

～10

35

100
以下

-

e

b a

背面ボックス

反射板

e
d ルーバ

本  体本  体

c

背面ボックス

b a

反射板 d ルーバ

本  体本  体

c

蛍光灯 埋込天井灯12
K1-ＦＲＬ１０

ＦＲＬ１０

〔単位 mm〕

a b 反射板本　体 ルーバ

寸　　法 材質・材厚
器　　種

d

背面
形式

天井切込み寸法

幅 長さ

FRL10-162

1,300

～1,250 255

～230
SPC0.4 SPC0.4

B21
B23

-

SPC

35

～25
220

1,235

備考　(1)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(2)　ルーバは、白色仕上げとし、形状は、L5に準ずる。
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。

626

-K1-FRL10-322

FRL10-322

670

～640

c

26
以下

40
以下

～10

35

100
以下

-

e

b a

背面ボックス

反射板

e
d ルーバ

本  体本  体

c

背面ボックス

b a

反射板 d ルーバ

本  体本  体

c

蛍光灯 埋込天井灯12
K1-ＦＲＬ１０

ＦＲＬ１０
電力 １４電力 １４

【P 000】

2012-05-2463/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

a
器　　種

b 本　体

材　質・材　厚寸　　法

ルーバ

SPC
A1P
SUS

枠

□450
FRL11-P323

〔単位 mm〕

SPC0.5SPC0.4

□600

150以下

備考　(1)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(2)　ルーバは、白色仕上げとし、形状は、L3に準ずる。ただし、Aを付した器種
　　　　　 は、鏡面仕上げとする。　
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。
　　　　(4)　本体の背面は、開口とすることができる。

470～510

610～650

FRL11A-P323

FRL11-P454

FRL11A-P454

反射板 本  体

ルーバ 枠

a a

b

背面
形式

B44

天井切込み
寸法

蛍光灯 埋込天井灯13
ＦＲＬ１１Ａ

ＦＲＬ１１
電力１５

a
器　　種

b 本　体

材　質・材　厚寸　　法

ルーバ

SPC
A1P
SUS

枠

□450
FRL11-P323

〔単位 mm〕

SPC0.5SPC0.4

□600

150以下

備考　(1)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(2)　ルーバは、白色仕上げとし、形状は、L3に準ずる。ただし、Aを付した器種
　　　　　 は、鏡面仕上げとする。　
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。
　　　　(4)　本体の背面は、開口とすることができる。

470～510

610～650

FRL11A-P323

FRL11-P454

FRL11A-P454

反射板 本  体

ルーバ 枠

a a

b

背面
形式

B44

天井切込み
寸法

蛍光灯 埋込天井灯13
ＦＲＬ１１Ａ

ＦＲＬ１１
電力１５

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１６ ＦＲＬ１２埋込天井灯14蛍光灯

a
器　　種

b 本　体

材　質・材　厚寸　　法

ルーバ反射板

□450FRL12-P323

〔単位 mm〕

SPC
P

SPC0.5

□600

110以下

備考　(1)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(2)　ルーバは、白色仕上げとし、形状は、L5に準ずる。
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。
　　　　(4)　本体の背面は、開口とすることができる。

470～510

610～650FRL12-P454

本  体反射板

ルーバ

a a

b

SPC
P

背面
形式

B44

天井切込み
寸法

電力１６ ＦＲＬ１２埋込天井灯14蛍光灯

a
器　　種

b 本　体

材　質・材　厚寸　　法

ルーバ反射板

□450FRL12-P323

〔単位 mm〕

SPC
P

SPC0.5

□600

110以下

備考　(1)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(2)　ルーバは、白色仕上げとし、形状は、L5に準ずる。
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。
　　　　(4)　本体の背面は、開口とすることができる。

470～510

610～650FRL12-P454

本  体反射板

ルーバ

a a

b

SPC
P

背面
形式

B44

天井切込み
寸法

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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電力１７

b

a

本  体

反射板

枠

a
器　種

b 本　体 反射板

材　質・材　厚 天井切込み
寸　法

寸　　法

210以下

SPC0.5
P

枠

A1P
ADC

SPC0.3
P

A1P0.8
P

160～175

φ150

220以下

240以下

260以下

210以下

210～240

260～290

310～340

160～175

〔単位 mm〕

φ300

φ150

φ250

φ200

FRS21-H241

FRS21-H421*2

FRS21-H321*1

FRS21-H423*2

FRS21-H422*2

FRS21-H424*2

FDS2-FRS21-H241

FDS2-FRS21-H321

FDS2-FRS21-H421

備考　(1)　反射板は、鏡面仕上げとする。
　　　　(2)　安定器等で器具重心が偏心している場合においても、振動等によって、天
　　　　　 井面と器具枠との間に隙間の生じない取付構造とする。
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。
注　*1　ランプ記号Ｈ24及びＨ32のランプが点灯できるものとする。ただし、連続調光電
　　　　子安定器を使用した場合は、固有のランプとする。
　　 *2 　ランプ記号Ｈ24、Ｈ32及びＨ42のランプが点灯できるものとする。ただし、連続
　　　　調光電子安定器を使用した場合は、固有のランプとする。

蛍光灯 埋込天井灯15 ＦＲＳ２１
ＦＤＳ２－ＦＲＳ２１

230以下

230以下

電力１７

b

a

本  体

反射板

枠

a
器　種

b 本　体 反射板

材　質・材　厚 天井切込み
寸　法

寸　　法

210以下

SPC0.5
P

枠

A1P
ADC

SPC0.3
P

A1P0.8
P

160～175

φ150

220以下

240以下

260以下

210以下

210～240

260～290

310～340

160～175

〔単位 mm〕

φ300

φ150

φ250

φ200

FRS21-H241

FRS21-H421*2

FRS21-H321*1

FRS21-H423*2

FRS21-H422*2

FRS21-H424*2

FDS2-FRS21-H241

FDS2-FRS21-H321

FDS2-FRS21-H421

備考　(1)　反射板は、鏡面仕上げとする。
　　　　(2)　安定器等で器具重心が偏心している場合においても、振動等によって、天
　　　　　 井面と器具枠との間に隙間の生じない取付構造とする。
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。
注　*1　ランプ記号Ｈ24及びＨ32のランプが点灯できるものとする。ただし、連続調光電
　　　　子安定器を使用した場合は、固有のランプとする。
　　 *2 　ランプ記号Ｈ24、Ｈ32及びＨ42のランプが点灯できるものとする。ただし、連続
　　　　調光電子安定器を使用した場合は、固有のランプとする。

蛍光灯 埋込天井灯15 ＦＲＳ２１
ＦＤＳ２－ＦＲＳ２１

230以下

230以下

【P 000】
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電力１８

a
枠

反射板

本  体

bバッフル

a
器　　種

b 本　体 反射板

材　質・材　厚寸　　法

FRS22-H241

FRS22-H321*1

210以下

枠

FRS22-H421*2

160～175 φ150

〔単位 mm〕

SPC0.5
P

A1P
ADC

SPC0.3
P

A1P0.8
P

備考　(1)　反射板は、上方を鏡面仕上とし、下方をバッフルとする。
　　　　(2)　安定器等で器具重心が偏心している場合においても、振動等によって、天
　　　　　 井面と器具枠との間に隙間の生じない取付構造とする。
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。
注　*1　ランプ記号Ｈ24及びＨ32のランプが点灯できるものとする。ただし、連続調光電
　　　　子安定器を使用した場合は、固有のランプとする。
　　 *2　ランプ記号Ｈ24、Ｈ32及びＨ42のランプが点灯できるものとする。ただし、連続
　　　　調光電子安定器を使用した場合は、固有のランプとする。

埋込天井灯16蛍光灯

230以下

天井切込み
寸法

ＦＲＳ２２電力１８

a
枠

反射板

本  体

bバッフル

a
器　　種

b 本　体 反射板

材　質・材　厚寸　　法

FRS22-H241

FRS22-H321*1

210以下

枠

FRS22-H421*2

160～175 φ150

〔単位 mm〕

SPC0.5
P

A1P
ADC

SPC0.3
P

A1P0.8
P

備考　(1)　反射板は、上方を鏡面仕上とし、下方をバッフルとする。
　　　　(2)　安定器等で器具重心が偏心している場合においても、振動等によって、天
　　　　　 井面と器具枠との間に隙間の生じない取付構造とする。
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。
注　*1　ランプ記号Ｈ24及びＨ32のランプが点灯できるものとする。ただし、連続調光電
　　　　子安定器を使用した場合は、固有のランプとする。
　　 *2　ランプ記号Ｈ24、Ｈ32及びＨ42のランプが点灯できるものとする。ただし、連続
　　　　調光電子安定器を使用した場合は、固有のランプとする。

埋込天井灯16蛍光灯

230以下

天井切込み
寸法

ＦＲＳ２２

【P 000】
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電力１９

備考　(1)　反射板は、鏡面仕上げとする。
　　　　(2)　安定器等で器具重心が偏心している場合においても、振動等によって天井
　　　　　 面と器具枠との間に、隙間の生じない取付構造とする。
　　　　(3)　A断面（A-A方向）の遮光角は、15°以上とする。
　　　　(4)　連続調光電子安定器を使用する場合であっても、調光下限値は、45％以下
　　　　 　とする。
注　*1　ランプ記号H24及びH32のランプが点灯できるものとする。ただし、連続調光電
　　　　子安定器を使用した場合は固有のランプとする。
　　 *2　ランプ記号H24、H32及びH42のランプが点灯できるものとする。ただし、連続調
　　　　光電子安定器を使用した場合は固有のランプとする。　　 

FRS23-H421*2

FRS23-H321*1

FRS23-H241

a

b

本  体 反射板

枠

ａ ｂ

材　質・材　厚
器　　　種

寸　　　　法

本体 反射板枠

〔単位 mm〕

185～200
150以下

SPC0.5
P

A1P0.8
P

φ150A1P
ADC

SPC0.3
P

160～175

Ａ

Ａ

210～240FRS23-H422*2

φ175

φ200

蛍光灯 埋込天井灯17

天井切込み
寸法

A断面

ＦＲＳ２３電力１９

備考　(1)　反射板は、鏡面仕上げとする。
　　　　(2)　安定器等で器具重心が偏心している場合においても、振動等によって天井
　　　　　 面と器具枠との間に、隙間の生じない取付構造とする。
　　　　(3)　A断面（A-A方向）の遮光角は、15°以上とする。
　　　　(4)　連続調光電子安定器を使用する場合であっても、調光下限値は、45％以下
　　　　 　とする。
注　*1　ランプ記号H24及びH32のランプが点灯できるものとする。ただし、連続調光電
　　　　子安定器を使用した場合は固有のランプとする。
　　 *2　ランプ記号H24、H32及びH42のランプが点灯できるものとする。ただし、連続調
　　　　光電子安定器を使用した場合は固有のランプとする。　　 

FRS23-H421*2

FRS23-H321*1

FRS23-H241

a
b

本  体 反射板

枠

ａ ｂ

材　質・材　厚
器　　　種

寸　　　　法

本体 反射板枠

〔単位 mm〕

185～200
150以下

SPC0.5
P

A1P0.8
P

φ150A1P
ADC

SPC0.3
P

160～175

Ａ

Ａ

210～240FRS23-H422*2

φ175

φ200

蛍光灯 埋込天井灯17

天井切込み
寸法

A断面

ＦＲＳ２３

【P 000】
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電力２０

a b

材　　　質
器　　種

寸　　法

本体 反射板枠

〔単位 mm〕

150以下
SPC
SUS

A1P φ150

A1P
ADC
SPC
SUS
P

165～185

FRF8RP-H241

FRF8RP-H321*

照明カバー

GA
P

GF
GR

照明カバー

a

本  体

蛍光灯 埋込天井灯18 ＦＲＦ８ＲＰ

備考　(1)　反射板は、鏡面仕上げとする。 
　　　　(2)　安定器等で器具重心が偏心している場合においても、振動等によって天井
　　　　　 面と器具枠との間に隙間の生じない取付構造とする。
　　　　(3)　連続調光電子安定器（PX）を使用する場合であっても、調光下限値は、45％
　　　　　 以下とする。
注　*　ランプ記号H24及びH32のランプが点灯できるものとする。ただし、連続調光電子
　　　 安定器を使用した場合は固有のランプとする。　　　

照明カバー
枠

天井切込み
寸法

b

枠

反射板

電力２０

a b

材　　　質
器　　種

寸　　法

本体 反射板枠

〔単位 mm〕

150以下
SPC
SUS

A1P φ150

A1P
ADC
SPC
SUS
P

165～185

FRF8RP-H241

FRF8RP-H321*

照明カバー

GA
P

GF
GR

照明カバー

a

本  体

蛍光灯 埋込天井灯18 ＦＲＦ８ＲＰ

備考　(1)　反射板は、鏡面仕上げとする。 
　　　　(2)　安定器等で器具重心が偏心している場合においても、振動等によって天井
　　　　　 面と器具枠との間に隙間の生じない取付構造とする。
　　　　(3)　連続調光電子安定器（PX）を使用する場合であっても、調光下限値は、45％
　　　　　 以下とする。
注　*　ランプ記号H24及びH32のランプが点灯できるものとする。ただし、連続調光電子
　　　 安定器を使用した場合は固有のランプとする。　　　

照明カバー
枠

天井切込み
寸法

b

枠

反射板

【P 000】
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電力２１
ＦＳＳ６

Ｋ０－Ｉ４０＋ＦＳＳ６

ＦＤＳ１－ＦＳＳ６

ＦＤＳ２－ＦＳＳ６

本  体

ミニ電球

b a

c

〔単位 mm〕

b

c

反射板

a b c 反射板

材　質・材　厚寸　　法
器　　種

本　体

背面
形式

-630～660

K0-I40+FSS6-322

FDS2-FSS6-322

1,240～1,290

B21
B23

-FDS1-FSS6-322

FSS6-162

230～260 35～45

反射板

SPC0.5 SPC0.3

蛍光灯 直付天井灯1

FSS6-322

ＦＳＳ６

Ｋ０－Ｉ４０＋ＦＳＳ６

ＦＤＳ１－ＦＳＳ６

ＦＤＳ２－ＦＳＳ６

本  体

ミニ電球

b a

c

〔単位 mm〕

b

c

反射板

a b c 反射板

材　質・材　厚寸　　法
器　　種

本　体

背面
形式

-630～660

K0-I40+FSS6-322

FDS2-FSS6-322

1,240～1,290

B21
B23

-FDS1-FSS6-322

FSS6-162

230～260 35～45

反射板

SPC0.5 SPC0.3

蛍光灯 直付天井灯1

FSS6-322

電力２１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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電力２２

備考　(1)　天井面も照射する構造とする。
　　　　(2)　遮光角は、A断面（A-A方向）において20°以上とする。

SPC0.5FSS7-322 1,250～1,280 230～285 60～100 SPC0.3
B21
B23

材　質・材　厚寸　　法
背面形式器　　種

cb 本　体 反射板a

〔単位 mm〕

b

c

a

反射板

本  体

ＦＳＳ７直付天井灯2蛍光灯

A断面
A A

備考　(1)　天井面も照射する構造とする。
　　　　(2)　遮光角は、A断面（A-A方向）において20°以上とする。

SPC0.5FSS7-322 1,250～1,280 230～285 60～100 SPC0.3
B21
B23

材　質・材　厚寸　　法
背面形式器　　種

cb 本　体 反射板a

〔単位 mm〕

b

c

a

反射板

本  体

ＦＳＳ７直付天井灯2蛍光灯

A断面
A A

電力２２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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電力２３

ＦＳＳ８ＲＰＢ

ＦＳＳ８ＲＰＡ

ＦＳＳ８ＭＰＢ

ＦＳＳ８ＲＰ

ＦＳＳ８ＭＰＡ

ＦＳＳ８

ＦＳＳ８ＭＰ

本  体

反射板

c

b a

a b c 反射板

材　質・材　厚寸　　法
器　　種

本　体
背面形式

-

B21、B23

SUS0.3

B21
SPC0.3

35～60

40～95

45～7050～90

50～801,220～1,260

2,425～2,455

1,220～1,260

FSS8-321

FSS8MP-321

FSS8RP-321

FSS8MPA-321

FSS8RPA-321

FSS8-861

FSS8MPB-321

FSS8RPB-321

〔単位 mm〕

SPC0.3

SUS0.3

FSS8-161 610～650 B23

備考　(1)　Aを付した器種は、反射板の仕上げをクリア塗装とする。
　　　　(2)　Bを付した器種は、反射板の仕上げを白色塗装とする。

直付天井灯3蛍光灯

ＦＳＳ８ＲＰＢ

ＦＳＳ８ＲＰＡ

ＦＳＳ８ＭＰＢ

ＦＳＳ８ＲＰ

ＦＳＳ８ＭＰＡ

ＦＳＳ８

ＦＳＳ８ＭＰ

本  体

反射板

c

b a

a b c 反射板

材　質・材　厚寸　　法
器　　種

本　体
背面形式

-

B21、B23

SUS0.3

B21
SPC0.3

35～60

40～95

45～7050～90

50～801,220～1,260

2,425～2,455

1,220～1,260

FSS8-321

FSS8MP-321

FSS8RP-321

FSS8MPA-321

FSS8RPA-321

FSS8-861

FSS8MPB-321

FSS8RPB-321

〔単位 mm〕

SPC0.3

SUS0.3

FSS8-161 610～650 B23

備考　(1)　Aを付した器種は、反射板の仕上げをクリア塗装とする。
　　　　(2)　Bを付した器種は、反射板の仕上げを白色塗装とする。

直付天井灯3蛍光灯電力２３

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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電力２４

反射板

b

b

a

c

c

本　体

Ｋ０－Ｉ４０＋ＦＳＳ９

ＦＤＳ２－ＦＳＳ９

ＦＤＳ１－ＦＳＳ９

Ｋ１－ＦＳＳ９

ＦＳＳ9ＭＰＢ

ＦＳＳ９ＭＰＡ

ＦＳＳ９ＭＰ

ＦＳＳ９
直付天井灯4蛍光灯

反射板

b

b

a

c

c

本　体

Ｋ０－Ｉ４０＋ＦＳＳ９

ＦＤＳ２－ＦＳＳ９

ＦＤＳ１－ＦＳＳ９

Ｋ１－ＦＳＳ９

ＦＳＳ9ＭＰＢ

ＦＳＳ９ＭＰＡ

ＦＳＳ９ＭＰ

ＦＳＳ９
直付天井灯4蛍光灯電力２４

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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電力２４

備考　(1)　Aを付した器種は、反射板の仕上げをクリア塗装とする。
　　　　(2)　Bを付した器種は、反射板の仕上げを白色塗装とする。

a b c 反射板

材　質・材　厚寸　　法
器　　種

本　体

背面
形式

-

FSS9-161

SUS0.3

610～650

FSS9-322

FSS9MP-321

FSS9MPA-321

FSS9MPB-321

FSS9-162

FSS9-321

FSS9MP-322

FSS9MPB-322

FSS9MPA-322

K1-FSS9-321

K1-FSS9-322

K0-I40+FSS9-322

FDS1-FSS9-321

FDS1-FSS9-322

FDS2-FSS9-321

FDS2-FSS9-322

1,220～1,260

65～165

65～250

65～165

65～250

65～250

65～165

65～250

65～165

65～250

65～250

65～165

65～250

65～165

35～65

35～75

35～65

35～75

35～65

35～75

40～70

35～65

35～75

35～65

35～75

40～70

35～100

SPC0.3

B21
B23

SUS0.3

SPC0.3

SPC0.3 SPC0.3

B23

35～100

35～100

65～165

直付天井灯4蛍光灯

〔単位 mm〕

ＦＳＳ９

備考　(1)　Aを付した器種は、反射板の仕上げをクリア塗装とする。
　　　　(2)　Bを付した器種は、反射板の仕上げを白色塗装とする。

a b c 反射板

材　質・材　厚寸　　法
器　　種

本　体

背面
形式

-

FSS9-161

SUS0.3

610～650

FSS9-322

FSS9MP-321

FSS9MPA-321

FSS9MPB-321

FSS9-162

FSS9-321

FSS9MP-322

FSS9MPB-322

FSS9MPA-322

K1-FSS9-321

K1-FSS9-322

K0-I40+FSS9-322

FDS1-FSS9-321

FDS1-FSS9-322

FDS2-FSS9-321

FDS2-FSS9-322

1,220～1,260

65～165

65～250

65～165

65～250

65～250

65～165

65～250

65～165

65～250

65～250

65～165

65～250

65～165

35～65

35～75

35～65

35～75

35～65

35～75

40～70

35～65

35～75

35～65

35～75

40～70

35～100

SPC0.3

B21
B23

SUS0.3

SPC0.3

SPC0.3 SPC0.3

B23

35～100

35～100

65～165

〔単位 mm〕

電力２４ 蛍光灯 直付天井灯4 ＦＳＳ９

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力２５ＦＳＳ１０

本　体

反射板

直付天井灯5蛍光灯

器　　種

備考　光源口金部の重なり代を設けた構造とする。

FSS10-321 SPC

本　体

材　　質

反射板

SPC

ＦＳＳ１０

本　体

反射板

直付天井灯5蛍光灯

器　　種

備考　光源口金部の重なり代を設けた構造とする。

FSS10-321 SPC

本　体

材　　質

反射板

SPC

電力２５

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力２６

本  体

反射がさ

c

b

d

a

c

b

d

ＦＤＳ１－ＦＳＲ２
ＦＤＳ２－ＦＳＲ２

ＦＳＲ２ＭＰＡ
ＦＳＲ２ＲＰＡ
ＦＳＲ２ＭＰB
ＦＳＲ２ＲＰＢ

ＦＳＲ２ＭＰ
ＦＳＲ２ＲＰ

ＦＳＲ２
Ｋ１－ＦＳＲ２直付天井灯6蛍光灯

本  体

反射がさ

c

b

d

a

c

b

d

ＦＤＳ１－ＦＳＲ２
ＦＤＳ２－ＦＳＲ２

ＦＳＲ２ＭＰＡ
ＦＳＲ２ＲＰＡ
ＦＳＲ２ＭＰB
ＦＳＲ２ＲＰＢ

ＦＳＲ２ＭＰ
ＦＳＲ２ＲＰ

ＦＳＲ２
Ｋ１－ＦＳＲ２直付天井灯6蛍光灯電力２６

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力２６ ＦＲＳ２直付天井灯6蛍光灯ＦＲＳ２直付天井灯6蛍光灯電力２６

備考　(1)　Aを付した器種は、反射板の仕上げをクリア塗装とする。
　　　　(2)　Bを付した器種は、反射板の仕上げを白色塗装とする。

a b c 反射がさ

材　質・材　厚寸　　法
器　　種

本　体

-SUS0.3

B21
B23

SPC0.3

SPC0.3

SPC0.3

-

〔単位 mm〕

背面
形式d

50～80

50～140

50～80

50～140

50～90

50～170

50～90

50～170

50～170

50～90

50～80

50～140

50～80

50～140

35～60

35～70

35～60

35～70

40～65

40～80

40～65

40～80

40～80

40～65

35～60

35～70

35～60

35～70

130～185

150～260

130～185

150～260

145～220

180～290

145～220

180～290

145～220

180～290

130～185

150～260

130～185

150～260

～

650

610

～

1,260

1,220

FSR2-161

FSR2-321

FSR2-322

K1-FSR2-321

K1-FSR2-322

FDS1-FSR2-321

FDS1-FSR2-322

FDS2-FSR2-322

FDS2-FSR2-321

SUS0.3

SPC0.3

SPC0.3

SPC0.3

B23

FSR2MP-321

FSR2RP-321

FSR2MP-322

FSR2RP-322

FSR2MPA-321

FSR2RPA-321

FSR2MPA-322

FSR2RPA-322

FSR2MPB-321

FSR2RPB-321

FSR2MPB-322

FSR2RPB-322

備考　(1)　Aを付した器種は、反射板の仕上げをクリア塗装とする。
　　　　(2)　Bを付した器種は、反射板の仕上げを白色塗装とする。

a b c 反射がさ

材　質・材　厚寸　　法
器　　種

本　体

-SUS0.3

B21
B23

SPC0.3

SPC0.3

SPC0.3

-

〔単位 mm〕

背面
形式d

50～80

50～140

50～80

50～140

50～90

50～170

50～90

50～170

50～170

50～90

50～80

50～140

50～80

50～140

35～60

35～70

35～60

35～70

40～65

40～80

40～65

40～80

40～80

40～65

35～60

35～70

35～60

35～70

130～185

150～260

130～185

150～260

145～220

180～290

145～220

180～290

145～220

180～290

130～185

150～260

130～185

150～260

～

650

610

～

1,260

1,220

FSR2-161

FSR2-321

FSR2-322

K1-FSR2-321

K1-FSR2-322

FDS1-FSR2-321

FDS1-FSR2-322

FDS2-FSR2-322

FDS2-FSR2-321

SUS0.3

SPC0.3

SPC0.3

SPC0.3

B23

FSR2MP-321

FSR2RP-321

FSR2MP-322

FSR2RP-322

FSR2MPA-321

FSR2RPA-321

FSR2MPA-322

FSR2RPA-322

FSR2MPB-321

FSR2RPB-321

FSR2MPB-322

FSR2RPB-322

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力２７ ＦＳＲ１２直付天井灯7蛍光灯

備考　(1)　角度調整可能なものとする。
　　　　(2)　主に黒板照明用に使用する。
　　　　(3)　反射面は、鏡面仕上げとする。

SPC0.3FSR12-321 1,220～1,290
A1P0.4

B21
B23

材　質・材　厚寸　　法
背面形式器　　種

本　体 反射がさa

〔単位 mm〕

SPC0.4

a

本体

反射がさ

ＦＳＲ１２直付天井灯7蛍光灯

備考　(1)　角度調整可能なものとする。
　　　　(2)　主に黒板照明用に使用する。
　　　　(3)　反射面は、鏡面仕上げとする。

SPC0.3FSR12-321 1,220～1,290
A1P0.4

B21
B23

材　質・材　厚寸　　法
背面形式器　　種

本　体 反射がさa

〔単位 mm〕

SPC0.4

a

本体

反射がさ

電力２７

【P 000】

◎　改定した理由を記入

2012-05-2478/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力２８
ＦＳＬ１

Ｋ０－Ｉ４０＋ＦＳＬ１
直付天井灯8蛍光灯

〔単位 mm〕

ａ ｂ 反射板本　体 ルーバ

寸　　法 材　質・材　厚
器  　　種

c

背面
形式

FSL1-162

1,290

～1,240 260

～230
SPC0.5 SPC0.3

B21
B23

－

SPC

65

～40

備考　(1)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(2)　ルーバは、白色仕上げとし、形状はＬ5に準ずる。
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。

K0-I40+FSL1-322

FSL1-322

660

～630

A1P

b

c

a

反射板

b

c

本体

ルーバ

反射板

ミニ電球

－

電力２８
ＦＳＬ１

Ｋ０－Ｉ４０＋ＦＳＬ１
直付天井灯8蛍光灯

〔単位 mm〕

ａ ｂ 反射板本　体 ルーバ

寸　　法 材　質・材　厚
器  　　種

c

背面
形式

FSL1-162

1,290

～1,240 260

～230
SPC0.5 SPC0.3

B21
B23

－

SPC

65

～40

備考　(1)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(2)　ルーバは、白色仕上げとし、形状はＬ5に準ずる。
　　　　(3)　遮光角は、15°以上とする。

K0-I40+FSL1-322

FSL1-322

660

～630

A1P

b

c

a

反射板

b

c

本体

ルーバ

反射板

ミニ電球

－

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力２９
ＦＳＬ２

Ｋ１－ＦＳＬ２
直付天井灯9蛍光灯

-

備考　   　反射面は、高反射塗装とする。
注       *  ルーバの形状は、L3に準じ、VとG0のルーバが交換できるものとする。
　　　　　 

K1-FSL2V-322

1,240

～

1,300

220

290

65

80 A1P
SPCSPC0.5 SPC0.3～ ～

a b c

材　質・材　厚寸　　法
器　　種

本　体
背面形式

反射板 ルーバ

〔単位 mm〕

B21
B23

FSL2V-322*

FSL2G0-322*

K1-FSL2G0-322

b a

c

反射板 本  体

ルーバ

ＦＳＬ２

Ｋ１－ＦＳＬ２
直付天井灯9蛍光灯

-

備考　(1)　反射面は、高反射塗装とする。
　　　　(2)　ルーバの形状は、L3に準じ、VとG0のルーバが交換できるものとする。
　　　　　 

K1-FSL2V-322

1,240

～

1,300

220

290

65

80 A1P
SPCSPC0.5 SPC0.3～ ～

a b c

材　質・材　厚寸　　法
器　　種

本　体
背面形式

反射板 ルーバ

〔単位 mm〕

B21
B23

FSL2V-322

FSL2G0-322

K1-FSL2G0-322

b a

c

反射板 本  体

ルーバ

電力２９

【P 091】

◎　非常用照明器具は型
　式認定品であり、ルー
　バー等の交換は不可の
　為、記載を変更した。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力３０

SPC0.3 SPC0.3FBS5-321 50～80 40～60 90～155
B21
B23

寸　　法 材　質・材　厚
背面形式

c d 本　体 反射がさ
器　　種

a

1,220～

1,290

反射がさ本  体

b

c
d a

b

蛍光灯 ブラケット1 ＦＢＳ５

〔単位 mm〕

SPC0.3 SPC0.3FBS5-321 50～80 40～60 90～155
B21
B23

寸　　法 材　質・材　厚
背面形式

c d 本　体 反射がさ
器　　種

a

1,220～

1,290

反射がさ本  体

b

c
d a

b

蛍光灯 ブラケット1 ＦＢＳ５

〔単位 mm〕

電力３０

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力３１ ＦＢＳ６ブラケット2蛍光灯

本  体

反射板

器　　種

備考　壁付け専用又は、壁・天井付け兼用形とする。

FBS6-321 SPC

本　体

材　　質

反射板

SPC

ＦＢＳ６ブラケット2蛍光灯

本  体

反射板

器　　種

備考　壁付け専用又は、壁・天井付け兼用形とする。

FBS6-321 SPC

本　体

材　　質

反射板

SPC

電力３１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力３２
ＦＢＦ７

ＦＢＦ７ＲＰ

照明カバー

本  体

枠

ブラケット3蛍光灯

器　　種

FBF7-321 SPC
SUS

本　体

材　　質

FBF7RP-321

枠

SPC

照明カバー

PMMA
SUS

電力３２ 蛍光灯 ブラケット3

照明カバー

本  体

枠

器　　種

FBF7-321 SPC
SUS

本　体

材　　質

FBF7RP-321

枠

SPC

照明カバー

PMMA
SUS

ＦＢＦ７ＲＰ

ＦＢＦ７

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力３３

照明カバー

本  体

備考　(1)　SK1-FBF15は、階段に取付ける器具で、建築基準法関係法令による非常
　　　　　 用照明器具及び消防法関係法令による階段通路誘導灯を兼用すること。
　　　　 　　なお、この場合は階数を表示する。
　　　　(2)　非常灯は、蛍光ランプ1灯点灯とする。
　　　　(3)　ランプＷ数・灯数表示の前に-60を付した器種は60分間定格とする。
　       　　（例 ： K1-FBF15-60-321）
　　　　(4)　FDS1及びFDS2のセンサは、器具の端部に設ける。

器　　種
材　　　質

本　　体 照明カバー

SPC GC

K1-FBF15-321

SK1-FBF15-321

FDS1-K1-FBF15-321

FDS2-SK1-FBF15-321

K1-FBF15-322

SK1-FBF15-322

ＳＫ1－ＦＢＦ１５

Ｋ1－ＦＢＦ１５

ＦＤＳ１－Ｋ１－ＦＢＦ１５

ＦＤＳ２－ＳＫ１－ＦＢＦ１５

非常用ブラケット蛍光灯

照明カバー

本  体

備考　(1)　SK1-FBF15は、階段に取付ける器具で、建築基準法関係法令による非常
　　　　　 用照明器具及び消防法関係法令による階段通路誘導灯を兼用すること。
　　　　 　　なお、この場合は階数を表示する。
　　　　(2)　非常灯は、蛍光ランプ1灯点灯とする。
　　　　(3)　ランプＷ数・灯数表示の前に-60を付した器種は60分間定格とする。
　       　　（例 ： K1-FBF15-60-321）
　　　　(4)　FDS1及びFDS2のセンサは、器具の端部に設ける。

器　　種
材　　　質

本　　体 照明カバー

SPC GC

K1-FBF15-321

SK1-FBF15-321

FDS1-K1-FBF15-321

FDS2-SK1-FBF15-321

K1-FBF15-322

SK1-FBF15-322

ＳＫ1－ＦＢＦ１５

Ｋ1－ＦＢＦ１５

ＦＤＳ１－Ｋ１－ＦＢＦ１５

ＦＤＳ２－ＳＫ１－ＦＢＦ１５

非常用ブラケット蛍光灯電力３３

【P 000】

○　従前記載のあった「
SK1-FST15」については
、「SK1-FBF15」に記号
を改定した。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力３４ 誘導灯 避難口誘導灯1
ＳＨ１－ＦＲＦ２０Ｐ

ＳＨ１－ＦＲＦ２１Ｐ

器　　　　種 摘　　　　要

SH1-FRF20P　　  -C 1.　消防法関連法令による避難口誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.  表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　SH1-FRF20Pは、片面、天井埋込形とする。
6.　SH1-FRF21Pは、両面、天井埋込形とする。
7.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　Fは、点滅形とする。
　(2)　AFは、点滅式誘導音付加形とする。
　(3)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(4)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動
　　 点検機能付きとする。
　　 （例：SH1-FRF20P-C60S）

SH1-FRF20P　    -BL

SH1-FRF20P　    -BH

SH1-FRF20P　    -A

SH1-FRF21P　    -C

SH1-FRF21P　    -BL

SH1-FRF21P　    -BH

SH1-FRF21P　    -A

SH1-FRF20PF　  -BL

SH1-FRF20PF　  -BH

SH1-FRF21PF　  -BL

SH1-FRF21PF  　-BH

SH1-FRF20PAF　-BL

SH1-FRF20PAF　-BH

SH1-FRF21PAF　-BL

SH1-FRF21PAF　-BH

パネル形誘導灯

本  体

表示板

誘導灯 避難口誘導灯1
ＳＨ１－ＦＲＦ２０Ｐ

ＳＨ１－ＦＲＦ２１Ｐ

器　　　　種 摘　　　　要

SH1-FRF20P　　  -C 1.　消防法関連法令による避難口誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.  表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　SH1-FRF20Pは、片面、天井埋込形とする。
6.　SH1-FRF21Pは、両面、天井埋込形とする。
7.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　Fは、点滅形とする。
　(2)　AFは、点滅式誘導音付加形とする。
　(3)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(4)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動
　　 点検機能付きとする。
　　 （例：SH1-FRF20P-C60S）

SH1-FRF20P　    -BL

SH1-FRF20P　    -BH

SH1-FRF20P　    -A

SH1-FRF21P　    -C

SH1-FRF21P　    -BL

SH1-FRF21P　    -BH

SH1-FRF21P　    -A

SH1-FRF20PF　  -BL

SH1-FRF20PF　  -BH

SH1-FRF21PF　  -BL

SH1-FRF21PF  　-BH

SH1-FRF20PAF　-BL

SH1-FRF20PAF　-BH

SH1-FRF21PAF　-BL

SH1-FRF21PAF　-BH

パネル形誘導灯

本  体

表示板

電力３４

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力３５
ＳＨ１－ＦＳＦ２０

ＳＨ１－ＦＳＦ２１
避難口誘導灯2誘導灯

表示板

本  体

器　　　　種 摘　　　　要

SH1-FSF20      -C

SH1-FSF20　    -BL

SH1-FSF20      -BH

SH1-FSF20      -A

SH1-FSF21      -C

SH1-FSF21      -BL

SH1-FSF21      -BH

SH1-FSF21      -A

SH1-FSF20F    -BL

SH1-FSF20F    -BH

SH1-FSF21F    -BL

SH1-FSF21F    -BH

SH1-FSF20AF  -BL

SH1-FSF20AF  -BH

SH1-FSF21AF  -BH

SH1-FSF21AF  -BL

1.　消防法関連法令による避難口誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.　表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　SH1-FSF20は、片面、天井直付形とする。
6.　SH1-FSF21は、両面、天井直付形とする。
7.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　Fは、点滅形とする。
　(2)　AFは、点滅式誘導音付加形とする。
　(3)　末尾に60を付した場合は６０分間定格とする。
　(4)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：SH1-FSF20-C60S）

電力３５
ＳＨ１－ＦＳＦ２０

ＳＨ１－ＦＳＦ２１
避難口誘導灯2誘導灯

表示板

本  体

器　　　　種 摘　　　　要

SH1-FSF20      -C

SH1-FSF20　    -BL

SH1-FSF20      -BH

SH1-FSF20      -A

SH1-FSF21      -C

SH1-FSF21      -BL

SH1-FSF21      -BH

SH1-FSF21      -A

SH1-FSF20F    -BL

SH1-FSF20F    -BH

SH1-FSF21F    -BL

SH1-FSF21F    -BH

SH1-FSF20AF  -BL

SH1-FSF20AF  -BH

SH1-FSF21AF  -BH

SH1-FSF21AF  -BL

1.　消防法関連法令による避難口誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.　表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　SH1-FSF20は、片面、天井直付形とする。
6.　SH1-FSF21は、両面、天井直付形とする。
7.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　Fは、点滅形とする。
　(2)　AFは、点滅式誘導音付加形とする。
　(3)　末尾に60を付した場合は６０分間定格とする。
　(4)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：SH1-FSF20-C60S）

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力３６避難口誘導灯3誘導灯

器　　　　種 摘　　　　要

SH1-FBF20      -C

SH1-FBF20F    -BL

SH1-FBF20F    -BH

SH1-FBF20AF  -BL

SH1-FBF20AF  -BH

SH1-FBF20      -BL

SH1-FBF20      -BH

SH1-FBF20      -A

表示板
本  体

1.　消防法関連法令による避難口誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.　表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　片面、壁直付形とする。
6.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　Fは、点滅形とする。
　(2)　AFは、点滅式誘導音付加形とする。
　(3)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(4)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：SH1-FBF20-C60S）

ＳＨ１－ＦＢＦ２０ 避難口誘導灯3誘導灯

器　　　　種 摘　　　　要

SH1-FBF20      -C

SH1-FBF20F    -BL

SH1-FBF20F    -BH

SH1-FBF20AF  -BL

SH1-FBF20AF  -BH

SH1-FBF20      -BL

SH1-FBF20      -BH

SH1-FBF20      -A

表示板
本  体

1.　消防法関連法令による避難口誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.　表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　片面、壁直付形とする。
6.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　Fは、点滅形とする。
　(2)　AFは、点滅式誘導音付加形とする。
　(3)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(4)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：SH1-FBF20-C60S）

ＳＨ１－ＦＢＦ２０電力３６

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力３７ ＳＨ１－ＦＢＣ２０避難口誘導灯4誘導灯

表示板本  体

器　　　　種 摘　　　　要

SH1-FBC20      -C

SH1-FBC20F    -BL

SH1-FBC20AF  -BL

SH1-FBC20AF  -BH

SH1-FBC20      -BL

SH1-FBC20      -BH

SH1-FBC20      -A

1.　消防法関連法令による避難口誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.　表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　片面、壁埋込形とする。
6.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　Fは、点滅形とする。
　(2)　AFは、点滅式誘導音付加形とする。
　(3)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(4)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：SH1-FBC20-C60S）

SH1-FBC20F    -BH

ＳＨ１－ＦＢＣ２０避難口誘導灯4誘導灯

表示板本  体

器　　　　種 摘　　　　要

SH1-FBC20      -C

SH1-FBC20F    -BL

SH1-FBC20AF  -BL

SH1-FBC20AF  -BH

SH1-FBC20      -BL

SH1-FBC20      -BH

SH1-FBC20      -A

1.　消防法関連法令による避難口誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.　表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　片面、壁埋込形とする。
6.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　Fは、点滅形とする。
　(2)　AFは、点滅式誘導音付加形とする。
　(3)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(4)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：SH1-FBC20-C60S）

SH1-FBC20F    -BH

電力３７

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力３８
ＳＴ１－ＦＲＦ２２Ｐ

ＳＴ１－ＦＲＦ２３Ｐ
通路誘導灯1誘導灯

器　　　　種 摘　　　　要

本  体

表示板

パネル形誘導灯

1.  消防法関連法令による通路誘導灯とする。
2.  電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.  表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.  ST1-FRF22Pは、片面、天井埋込形とする。
6.  ST1-FRF23Pは、両面、天井埋込形とする。
7.  仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(2)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：ST1-FRF22P-C60S）

ST1-FRF22P  -C

ST1-FRF22P  -BL

ST1-FRF22P  -BH

ST1-FRF22P  -A

ST1-FRF23P  -C

ST1-FRF23P  -BL

ST1-FRF23P  -BH

ST1-FRF23P  -A

ＳＴ１－ＦＲＦ２２Ｐ

ＳＴ１－ＦＲＦ２３Ｐ
通路誘導灯1誘導灯

器　　　　種 摘　　　　要

本  体

表示板

パネル形誘導灯

1.  消防法関連法令による通路誘導灯とする。
2.  電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.  表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.  ST1-FRF22Pは、片面、天井埋込形とする。
6.  ST1-FRF23Pは、両面、天井埋込形とする。
7.  仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(2)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：ST1-FRF22P-C60S）

ST1-FRF22P  -C

ST1-FRF22P  -BL

ST1-FRF22P  -BH

ST1-FRF22P  -A

ST1-FRF23P  -C

ST1-FRF23P  -BL

ST1-FRF23P  -BH

ST1-FRF23P  -A

電力３８

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

電力３９ 通路誘導灯2誘導灯

器　　　　種 摘　　　　要

ST1-FSF22  -C

ST1-FSF22  -BL

ST1-FSF22  -BH

ST1-FSF22  -A

ST1-FSF23  -C

ST1-FSF23  -BL

ST1-FSF23  -BH

ST1-FSF23  -A

本  体

表示板

1.　消防法関連法令による通路誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.　表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　ST1-FSF22は、片面、天井直付形とする。
6.　ST1-FSF23は、両面、天井直付形とする。
7.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(2)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：ST1-FSF22-C60S）

ＳＴ１－ＦＳＦ２２

ＳＴ１－ＦＳＦ２３
通路誘導灯2誘導灯

器　　　　種 摘　　　　要

ST1-FSF22  -C

ST1-FSF22  -BL

ST1-FSF22  -BH

ST1-FSF22  -A

ST1-FSF23  -C

ST1-FSF23  -BL

ST1-FSF23  -BH

ST1-FSF23  -A

本  体

表示板

1.　消防法関連法令による通路誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.　表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　ST1-FSF22は、片面、天井直付形とする。
6.　ST1-FSF23は、両面、天井直付形とする。
7.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(2)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：ST1-FSF22-C60S）

ＳＴ１－ＦＳＦ２２

ＳＴ１－ＦＳＦ２３
電力３９

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

電力４０ＳＴ１－ＦＢＦ２２通路誘導灯3誘導灯

器　　　　種 摘　　　　要

ST1-FBF22  -C

ST1-FBF22  -BL

ST1-FBF22  -BH

ST1-FBF22  -A

本  体表示板

1.  消防法関連法令による通路誘導灯とする。
2.  電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.  表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.  片面、壁直付形とする。 
6.  仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(2)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：ST1-FBF22-C60S）

ＳＴ１－ＦＢＦ２２通路誘導灯3誘導灯

器　　　　種 摘　　　　要

ST1-FBF22  -C

ST1-FBF22  -BL

ST1-FBF22  -BH

ST1-FBF22  -A

本  体表示板

1.  消防法関連法令による通路誘導灯とする。
2.  電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.  表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.  片面、壁直付形とする。 
6.  仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(2)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：ST1-FBF22-C60S）

電力４０

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力４１ 誘導灯

器　　　　種

ST1-FBC22  -C

ST1-FBC22  -BL

ST1-FBC22  -BH

ST1-FBC22  -A

表示板本  体

摘　　　　要

本  体

通路誘導灯4

1.　消防法関連法令による通路誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.　表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　片面、壁埋込形とする。 
6.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(2)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：ST1-FBC22-C60S）

ＳＴ１－ＦＢＣ２２誘導灯

器　　　　種

ST1-FBC22  -C

ST1-FBC22  -BL

ST1-FBC22  -BH

ST1-FBC22  -A

表示板本  体

摘　　　　要

本  体

通路誘導灯4

1.　消防法関連法令による通路誘導灯とする。
2.　電池内蔵形とする。
3.　個別制御方式自動点検機能付きとする。ただし
　A級は除く。
4.　表示する文字及びシンボルは、打合せによる。
5.　片面、壁埋込形とする。 
6.　仕様による区分は次のとおりとする。
　(1)　末尾に60を付した場合は60分間定格とする。
　(2)　末尾にSを付した場合は集中制御方式自動点
　　 検機能付きとする。
　　 （例：ST1-FBC22-C60S）

ＳＴ１－ＦＢＣ２２電力４１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力４２ 非常用埋込天井灯1白熱灯

本体・反射板・枠

本  体

反射板・枠

バンドタイプ

器　　種

K0-IRS5-40 SPC

本　体

材　　質

枠 反射板

SPC
ZDC
ADC
A1P

SPC
ZDC
ADC
A1P

備考　(1)　ミニ電球の下面は、枠下面とほぼ同じとする。 
　　　　(2)　本体形状は、バンドタイプでもよい。
　　　　(3)　非常用光源は、通常時消灯、非常時点灯とする。

Ｋ０－ＩＲＳ５非常用埋込天井灯1白熱灯

本体・反射板・枠

本  体

反射板・枠

バンドタイプ

器　　種

K0-IRS5-40 SPC

本　体

材　　質

枠 反射板

SPC
ZDC
ADC
A1P

SPC
ZDC
ADC
A1P

備考　(1)　ミニ電球の下面は、枠下面とほぼ同じとする。 
　　　　(2)　本体形状は、バンドタイプでもよい。
　　　　(3)　非常用光源は、通常時消灯、非常時点灯とする。

Ｋ０－ＩＲＳ５電力４２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力４３ 非常用埋込天井灯2白熱灯

本  体

反射板

器　　種

K1-IRS4-JE13 SPC

本　体

材　　質

反射板

天井切込み
寸法

φ100
SPC
A1P

備考　非常用光源は、通常時消灯、非常時点灯とする。

〔単位 mm〕

K1-IRS4-JE9

K1-IRS4-JE30

Ｋ１－ＩＲＳ４非常用埋込天井灯2白熱灯

本  体

反射板

器　　種

K1-IRS4-JE13 SPC

本　体

材　　質

反射板

天井切込み
寸法

φ100
SPC
A1P

備考　非常用光源は、通常時消灯、非常時点灯とする。

〔単位 mm〕

K1-IRS4-JE9

K1-IRS4-JE30

Ｋ１－ＩＲＳ４電力４３

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力４４ 白熱灯 非常用直付天井灯1 Ｋ０－ＩＳＳ６

器　　種 摘　　　　要

 非常用光源は、通常時消灯、非常時点灯とする。K0-ISS6-40

反射板

本  体

白熱灯 非常用直付天井灯1 Ｋ０－ＩＳＳ６

器　　種 摘　　　　要

 非常用光源は、通常時消灯、非常時点灯とする。K0-ISS6-40

反射板

本  体

電力４４

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力４５ Ｋ１－ＩＳＳ４非常用直付天井灯2白熱灯

本  体

反射板

器　　種

K1-ISS4-JE13 SPC

本　体

材 　 　 質

反射板

SPC
A1P

備考　非常用光源は、通常時消灯、非常時点灯とする。

K1-ISS4-JE9

K1-ISS4-JE30

Ｋ１－ＩＳＳ４非常用直付天井灯2白熱灯

本  体

反射板

器　　種

K1-ISS4-JE13 SPC

本　体

材 　 　 質

反射板

SPC
A1P

備考　非常用光源は、通常時消灯、非常時点灯とする。

K1-ISS4-JE9

K1-ISS4-JE30

電力４５

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力４６ 非常用直付天井灯3白熱灯

本  体

グローブ

AC
ADC
A1P
SPC

本　体

材 　 　 質

グローブ

ガラス

備考　(1)　口出し線付又は端子台付とする。
　　　　(2)　天井付専用とする。
　　　　(3)　非常用光源は、通常時消灯、非常時点灯とする。

器　　種

K1-ISC14MP-JE30

K1-ISC14MP-JE13

Ｋ１－ＩＳＣ１４ＭＰ非常用直付天井灯3白熱灯

本  体

グローブ

AC
ADC
A1P
SPC

本　体

材 　 　 質

グローブ

ガラス

備考　(1)　口出し線付又は端子台付とする。
　　　　(2)　天井付専用とする。
　　　　(3)　非常用光源は、通常時消灯、非常時点灯とする。

器　　種

K1-ISC14MP-JE30

K1-ISC14MP-JE13

Ｋ１－ＩＳＣ１４ＭＰ電力４６

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力４７ ＨＲＳ３埋込天井灯1ＨＩＤ灯

a
器　　種

b 本　体
天井切込み寸法

材　質・材　厚寸　　法

反射板枠

HRS3-100M

〔単位 mm〕

180～230 180～300
SPC0.5
ADC    

φ250
φ300

260～350 290～390

SPC0.5
A1P0.6

SPC0.5
A1P0.6

a

b

本  体

反射板

枠

HRS3-190～250

(CML、M)

φ175
φ200

ＨＲＳ３埋込天井灯1ＨＩＤ灯

a
器　　種

b 本　体
天井切込み寸法

材　質・材　厚寸　　法

反射板枠

HRS3-100M

〔単位 mm〕

180～230 180～300
SPC0.5
ADC    

φ250
φ300

260～350 290～390

SPC0.5
A1P0.6

SPC0.5
A1P0.6

a

b

本  体

反射板

枠

HRS3-190～250

(CML、M)

φ175
φ200

電力４７

【P 000】

2012-05-2498/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力４８ＨＲＳ４埋込天井灯2ＨＩＤ灯

a
器　　種

b 本　体
天井切込み寸法

材　　質寸　　法

反射板枠

HRS4-70CM

〔単位 mm〕

165～230 170～255
SPC
ADC

A1PHRS4-100CM

HRS4-150CM

SPC
ADC
A1P

a

b

本  体

反射板

枠

備考　反射板は、鏡面仕上げとする。

φ150
φ175
φ200

ＨＲＳ４埋込天井灯2ＨＩＤ灯

a
器　　種

b 本　体
天井切込み寸法

材　　質寸　　法

反射板枠

HRS4-70CM

〔単位 mm〕

165～230 170～255
SPC
ADC

A1PHRS4-100CM

HRS4-150CM

SPC
ADC
A1P

a

b

本  体

反射板

枠

備考　反射板は、鏡面仕上げとする。

φ150
φ175
φ200

電力４８

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力４９
ＨＳＲ１Ｗ

直付天井灯ＨＩＤ灯

c

b

a

d

フランジ

ホルダ

反射がさ b
'

c

d

a

(B形)(A形)

a

材　質・材　厚
器　　　種

寸　　　　　法

(CML、M、NH)

(CML、M、NH)

90～100

反射がさホルダ・フランジ

A1P1.2

b(A形) b'(B形) c d

360～435

470～600

335～425

470～555 390～425

280～335

280～320

350～425

345～580

435～835

335～575

445～830

HSR1M-180～400

(M、NH)

(M、NH)

HSR1M-660～1k

HSR1W-660～1k

HSR1W-180～400

300～395

300～395

170～275

170～275

〔単位 mm〕

SPC0.8
AC

ADC
ZDC

備考　(1)　Mは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類30°以上、60°未満とする。
　　　　(2)　Wは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類60°以上とする。

ＨＳＲ１Ｗ
直付天井灯ＨＩＤ灯

c

b

a

d

フランジ

ホルダ

反射がさ b
'

c

d

a

(B形)(A形)

a

材　質・材　厚
器　　　種

寸　　　　　法

(CML、M、NH)

(CML、M、NH)

90～100

反射がさホルダ・フランジ

A1P1.2

b(A形) b'(B形) c d

360～435

470～600

335～425

470～555 390～425

280～335

280～320

350～425

345～580

435～835

335～575

445～830

HSR1M-180～400

(M、NH)

(M、NH)

HSR1M-660～1k

HSR1W-660～1k

HSR1W-180～400

300～395

300～395

170～275

170～275

〔単位 mm〕

SPC0.8
AC

ADC
ZDC

備考　(1)　Mは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類30°以上、60°未満とする。
　　　　(2)　Wは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類60°以上とする。

電力４９

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力５０
ＨＰＪ１Ｎ

ＨＰＪ１Ｍ

ＨＰＪ１Ｗ

投光器1ＨＩＤ灯

c

d取付部

a

材　質・材　厚
器　　　　種

寸　　　法

反射板本　体 取付部 前面ガラス

A1P1.0

A1P1.2

〔単位 mm〕

(CML、M、NH)
～

380

470

b c d

～
350

440
～

250

360
～

180

275

～
490

600
～

510

590

290
～

420
～

180

325

b

a

本  体

反射板

前面ガラス

備考　(1)　口出線付とする。
　　　　(2)　Nは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類30°未満とする。
　　　　(3)　Mは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類30°以上、60°未満とする。
　　　　(4)　Wは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類60°以上とする。

HPJ1M-180～400

(CML、M、NH)

HPJ1N-180～400

(CML、M、NH)

HPJ1W-180～400

(M、NH)

HPJ1N-660～１ｋ

(M、NH)

HPJ1M-660～１ｋ

(M、NH)

HPJ1W-660～１ｋ

AC
ADC

A1P1.2
SPC1.0

AC
ADC

A1P1.0
SPC0.8

FC
AC

ADC
SS

SPH

GH
GR

ＨＰＪ１Ｎ

ＨＰＪ１Ｍ

ＨＰＪ１Ｗ

投光器1ＨＩＤ灯

c

d取付部

a

材　質・材　厚
器　　　　種

寸　　　法

反射板本　体 取付部 前面ガラス

A1P1.0

A1P1.2

〔単位 mm〕

(CML、M、NH)
～

380

470

b c d

～
350

440
～

250

360
～

180

275

～
490

600
～

510

590

290
～

420
～

180

325

b

a

本  体

反射板

前面ガラス

備考　(1)　口出線付とする。
　　　　(2)　Nは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類30°未満とする。
　　　　(3)　Mは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類30°以上、60°未満とする。
　　　　(4)　Wは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類60°以上とする。

HPJ1M-180～400

(CML、M、NH)

HPJ1N-180～400

(CML、M、NH)

HPJ1W-180～400

(M、NH)

HPJ1N-660～１ｋ

(M、NH)

HPJ1M-660～１ｋ

(M、NH)

HPJ1W-660～１ｋ

AC
ADC

A1P1.2
SPC1.0

AC
ADC

A1P1.0
SPC0.8

FC
AC

ADC
SS

SPH

GH
GR

電力５０

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力５１
ＨＰＪ２Ｎ

ＨＰＪ２Ｍ

ＨＰＪ２Ｗ

投光器2ＨＩＤ灯

本  体

反射鏡 前面ガラス

取付脚

HPJ2N-70～75(NH)

HPJ2N-110～400

HPJ2M-70～75(NH)

HPJ2M-110～400

HPJ2W-110～400

(CML、M、NH)

(CML、M、NH)

(CML、M、NH)

器　　　　種
材　質・材　厚

本　体 反射板 取付部 前面ガラス

AC
ADC
A1P

A1P
ADC
SPH

GH
GR

備考　(1)　110ワットは、NHのみとする。
　　　　(2)　取付脚（部）の形状は問わない。
　　　　(3)　Nは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類30°未満とする。
　　　　(4)　Mは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類30°以上、60°未満とする。
　　　　(5)　Wは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類60°以上とする。

ＨＰＪ２Ｎ

ＨＰＪ２Ｍ

ＨＰＪ２Ｗ

投光器2ＨＩＤ灯

本  体

反射鏡 前面ガラス

取付脚

HPJ2N-70～75(NH)

HPJ2N-110～400

HPJ2M-70～75(NH)

HPJ2M-110～400

HPJ2W-110～400

(CML、M、NH)

(CML、M、NH)

(CML、M、NH)

器　　　　種
材　質・材　厚

本　体 反射板 取付部 前面ガラス

AC
ADC
A1P

A1P
ADC
SPH

GH
GR

備考　(1)　110ワットは、NHのみとする。
　　　　(2)　取付脚（部）の形状は問わない。
　　　　(3)　Nは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類30°未満とする。
　　　　(4)　Mは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類30°以上、60°未満とする。
　　　　(5)　Wは、JIS C 8113「投光器」の配光性能の分類60°以上とする。

電力５１

【P 000】

2012-05-24102/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力５２
ＭＬ１

ＭＬ２
昇降装置ＨＩＤ灯

摘　　　　要

ML1

器　　種 昇降可能質量 昇降可能高さ

15m

5ｋｇ

1．昇降用の操作盤は、別途とする。
2．昇降可能質量とは装置に取付ける照明器
　具、ランプ等の総質量をいう。
3． ML2は、昇降可能質量の範囲内で安定器
　併置形照明器具を取付けることができる。

ML2 10ｋｇ

電動昇降装置

照明器具

安定器併置形

ＭＬ１

ＭＬ２
昇降装置ＨＩＤ灯

摘　　　　要

ML1

器　　種 昇降可能質量 昇降可能高さ

15m

5ｋｇ

1．昇降用の操作盤は、別途とする。
2．昇降可能質量とは装置に取付ける照明器
　具、ランプ等の総質量をいう。
3． ML2は、昇降可能質量の範囲内で安定器
　併置形照明器具を取付けることができる。

ML2 10ｋｇ

電動昇降装置

照明器具

安定器併置形

電力５２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

ＨＩＤ灯 昇降装置付埋込天井灯
ＨＭＬ４

ＨＭＬ３

材　　　質
器　　種

HML3

本　体

SPC

枠 反射板
適合ランプ昇降可能高さ天井切込み寸法

備考　(1)　昇降用の操作盤は、別途とする。
　　　　(2)　HML4は、安定器内蔵形とし、安定器は、200Vの一般形高力率形とする。

〔単位 mm〕

HML4

SPC
ADC

A1P 15m
190～370CML
200～400M
110～360NH

HML3 HML4

本  体

電動昇降装置

枠

反射板

電動昇降装置

安定器

本  体

枠

反射板

φ350～

φ450

電力５３

【P 115】

◎　高天井用ＬＥＤダウ
　ンライトを追加する為
　削除した。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力５３

ａ

ｂ

本体

ＬＲＳ１ＲＰ

ＬＲＳ１
埋込天井灯1ＬＥＤ 器具

発光部

枠ａ

ｂ
本体

ＬＲＳ１ＲＰ

ＬＲＳ１
埋込天井灯ＬＥＤ 灯

発光部

枠

電力５４

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力５３

備考　(1)　LEDの寿命は、初期全光束の70％に低下するまでの時間と し、40,000時間
　　　　　 以上とする。
　　　　(2)　光源色は、相関色温度4,000～5,500K（白色相当）とする。
　　　　(3)　平均演色評価数（Ra）は、65以上とする。
　　　　(4)　消費電力が25Wを超える器具の力率は、85％以上とする。
注　*1　最大光度の1/2に等しい値になる左右2方向の広がり角度のこと
　　 *2　LED制御装置は、連続調光形（PZ）は除く。

〔単位 mm〕

ａ ｂ

寸法

LRS1RP
-350LM*2

LRS1
-1300LM

LRS1
-800LM

LRS1
-400LM*2

400lm
以上

LRS1
-1800LM

LRS1RP
-700LM

消費
電力

入力
容量

定格
入力
電圧

800lm
以上

1,300lm
以上

1,800lm
以上

350lm
以上

700lm
以上

10W
以下

20W
以下

25W
以下

30W
以下

10W
以下

20W
以下

20VA
以下

40VA
以下

20VA
以下

40VA
以下

100V
200V

100V

100V

160
以下

145

～110

185

～135

145

～95

185

～135

185

～160

器　　種
材　　質 天　井

切込み
寸　法本体 枠

SPC
ADC
A1P

SPC
A1P
ADC

P

SPC
A1P
ADC

P
SUS

φ100
φ125

φ125
φ150

φ150

φ85
φ100
φ125

φ125
φ150

器具
光束

ビーム
の開き*1

100度

～40

埋込天井灯ＬＥＤ 灯

50VA
以下

ＬＲＳ１ＲＰ

ＬＲＳ１

備考　(1)　LEDの寿命は、初期全光束の70％に低下するまでの時間と し、40,000時間
　　　　　 以上とする。
　　　　(2)　光源色は、相関色温度4,000～5,500K（白色相当）とする。
　　　　(3)　平均演色評価数（Ra）は、65以上とする。
　　　　(4)　消費電力が25Wを超える器具の力率は、85％以上とする。
注　*1　最大光度の1/2に等しい値になる左右2方向の広がり角度のこと
　　 *2　LED制御装置は、連続調光形（PZ）は除く。

〔単位 mm〕

ａ ｂ

寸法

LRS1RP
-350LM*2

LRS1
-1300LM

LRS1
-800LM

LRS1
-400LM*2

400lm
以上

LRS1
-1800LM

LRS1RP
-700LM

消費
電力

入力
容量

定格
入力
電圧

800lm
以上

1,300lm
以上

1,800lm
以上

350lm
以上

700lm
以上

10W
以下

20W
以下

25W
以下

30W
以下

10W
以下

20W
以下

20VA
以下

40VA
以下

20VA
以下

40VA
以下

100V
200V

100V

100V

160
以下

145

～110

185

～135

145

～95

185

～135

185

～160

器　　種
材　　質 天　井

切込み
寸　法本体 枠

SPC
ADC
A1P

SPC
A1P
ADC

P

SPC
A1P
ADC

P
SUS

φ100
φ125

φ125
φ150

φ150

φ85
φ100
φ125

φ125
φ150

器具
光束

ビーム
の開き*1

100度
～40

埋込天井灯1ＬＥＤ 器具

50VA
以下

ＬＲＳ１ＲＰ

ＬＲＳ１
電力５４

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力５３

備考　(1)　LEDモジュールの設計寿命は、40,000時間以上とする。
　　　　(2)　光源色は、相関色温度4,600～5,500K（昼白色）とする。
　　　　(3)　平均演色評価数（Ra）は、70以上とする。
　　　　(4)  従来の白熱ランプと構造的に互換性を有するものは対象外とする。
　　　　(5)  図の構成及び構造は一例を示し、ＬＥＤ制御装置を内蔵又は別置きとする。
　　　　(6)　消費電力が25Wを超える器具の力率は、85％以上とする。
　　　　(7)  連続調光形制御装置を使用したものは、照明制御装置（DS1及びDS2)で動作
　　　　　　可能なこと。ただし、点滅タイプ(N)は除く。
　　　　(8)　LED制御装置は、一般形（PN）又は連続調光形（PZ）とする。

注　*1　最大光度の1/2に等しい値になる左右2方向の広がり角度のこと
　
　 

〔単位 mm〕

ａ ｂ

寸法

LRS1
-11000LM

LRS1
-6900LM

LRS1
-5000LM

LRS1
-3300LM

3,300lm
以上

LRS1
-7800LM

LRS1
-18000LM

消費
電力

入力
容量

定格
入力
電圧

5,000lm
以上

6,900lm
以上

7,800lm
以上

11,000lm
以上

45W
以下

70W
以下

90W
以下

125W
以下

200W
以下

250W
以下

53VA
以下

70VA
以下

235VA
以下

294VA
以下

100V
200V

160
以下

185

～160

580
以下

280

～160

器　　種
材　　質 天　井

切込み
寸　法本体 枠

SPC
ADC
A1P

SPC
A1P
ADC

P

SPC
A1P
ADC

P
SUS

φ150

φ400

φ540

器具
光束

ビーム
の開き*1

～35

59度

埋込天井灯1ＬＥＤ 器具
ＬＲＳ１ＲＰ

ＬＲＳ１

LRS1RP
-1,200LM

LRS1RP
-1,700LM

18,000lm
以上

1,200lm
以上

1,700lm
以上

25W
以下

30W
以下

25VA
以下

25VA
以下

165
以下

135VA
以下

105VA
以下

250
以下

φ150
φ200
φ250

100V
200V

160

185

～

515
以下

160
以下

φ150

～60

100度

～

【P 000】

◎　高天井用ＬＥＤダウ
　ンライト増加に伴い追
　加した。数値について
　は調整中
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

ＬRＳ２埋込天井灯２ＬＥＤ 器具

備考　(1)　LEDモジュールの設計寿命は、40,000時間以上とする。
　　　　(2)　光源色は、相関色温度4,600～5,500K（昼白色）とする。
　　　　(3)　平均演色評価数（Ra）は、80以上とする。
　　　　(4)　従来の蛍光ランプと構造的に互換性を有するものは対象外
　　　　　　とする。
　　　　(5)　グレア分類はG1b以上とする。
　　　　(6)　連続調光形制御装置を使用したものは、照明制御装置
　　　　　　（DS1及びDS2)で動作可能なこと。
　　　　(7)　設計器具光束（器具光束に保守率を掛け合わせたもの）は
　　　　　　4,800ｌｍ以上とする。
　　　　(8)  ＬＥＤ制御装置は、初期照度補正形（ＰJ）と連続調光形（ＰX）
　　　　　　もしくは、兼用型（ＰＪＫ）とする。

a b c 本　体

背面
形式

材　質寸　　法

枠

1,250

1,300

110
以下

B21
B23

器　　種

LRS2G1
-6000LM

器具
光束

5500lm
以上

消費
電力

80VA
以下

～
SPC
ADC
A1P

入力
容量

78Ｗ
以下

SPC
ADC
A1P
P

〔単位 mm〕

入力
電圧

100V
200V

230

255
～ 220 1,235

長さ幅

天井切込み寸法

電力５４

【P 000】

◎　ＬＥＤベースライト
　増加に伴い追加した。
　記載内容は調整中
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

ＬＲＳ３埋込天井灯３ＬＥＤ 器具

反射板 ルーバ

a

天井材、設備プレート等　（別途）

本体

a

天井材、設備プレート等　（別途）

備考　(1)　LEDモジュールの設計寿命は、40,000時間以上とする。
　　　　(2)　光源色は、相関色温度4,600～5,500K（昼白色）とする。
　　　　(3)　平均演色評価数（Ra）は、80以上とする。
　　　　(4)　従来の蛍光ランプと構造的に互換性を有するものは
　　　　　　対象外とする。
　　　　(5)　グレア分類はG1b以上とする。
　　　　(6)　連続調光形制御装置を使用したものは、照明制御装置
　　　　　　（DS1及びDS2)で動作可能なこと。
　　　　(7)　設計器具光束（器具光束に保守率を掛け合わせたもの）
　　　　　　は2,500ｌｍ以上とする。
　　　　(8)  ＬＥＤ制御装置は、初期照度補正形（ＰJ）と連続調光形（ＰX）
　　　　　　もしくは、兼用型（ＰＪＫ）とする。

本　体

材　質

ａ 反射板
器　　種

LRS3G1
-2700LM

器具
光束

2700lm
以上

消費
電力

50VA
以下

SPC

入力
容量

57Ｗ
以下

SPC

入力
電圧

100V
200V

〔単位 mm〕

寸　　法

600

ルーバ

SPC

電力５５

【P 000】

◎　ＬＥＤベースライト
　増加に伴い追加した。
　記載内容は調整中
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成25年版（案）

ＬＳＳ１直付天井灯１ＬＥＤ 器具

備考　(1)　LEDモジュールの設計寿命は、40,000時間以上とする。
　　　　(2)　光源色は、相関色温度4,600～5,500K（昼白色）とする。
　　　　(3)　平均演色評価数（Ra）は、80以上とする。
　　　　(4)　従来の蛍光ランプと構造的に互換性を有するものは対象外
　　　　　　とする。
　　　　(5)　グレア分類はG1b以上とする。
　　　　(6)　連続調光形制御装置を使用したものは、照明制御装置
　　　　　　（DS1及びDS2)で動作可能なこと。
　　　　(7)　設計器具光束（器具光束に保守率を掛け合わせたもの）は
　　　　　　4,800ｌｍ以上とする。
　　　　(8)  ＬＥＤ制御装置は、初期照度補正形（ＰJ）と連続調光形（ＰX）
　　　　　　もしくは、兼用型（ＰＪＫ）とする。

a b c 本　体

背面
形式

材　質寸　　法

枠

1,140

1,250

65
以下

B21
B23

器　　種

LSS1G1
-6000LM

器具
光束

5500lm
以上

消費
電力

80VA
以下

～
SPC
ADC
A1P

入力
容量

78Ｗ
以下

250
以下

SPC
ADC
A1P
P

〔単位 mm〕

入力
電圧

100V
200V

電力５６

【P 000】

◎　ＬＥＤベースライト
　増加に伴い追加した。
　姿図、記載内容は調整
　中
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

ＬＳＳ2直付天井灯2ＬＥＤ器具

備考　(1)　LEDモジュールの設計寿命は、40,000時間以上とする。
　　　　(2)　光源色は、相関色温度4,600～5,500K（昼白色）とする。
　　　　(3)　平均演色評価数（Ra）は、80以上とする。
　　　　(4)　従来の蛍光ランプと構造的に互換性を有するものは
　　　　　　対象外とする。
　　　　(5)　グレア分類はG1b以上とする。
　　　　(6)　連続調光形制御装置を使用したものは、照明制御装置
　　　　　　（DS1及びDS2)で動作可能なこと。
　　　　(7)　設計器具光束（器具光束に保守率を掛け合わせたもの）は
　　　　　　4,800ｌｍ以上とする。
　　　　(8)  ＬＥＤ制御装置は、初期照度補正形（ＰJ）と連続調光形（ＰX）
　　　　　　もしくは、兼用型（ＰＪＫ）とする。

a b 本　体

背面
形式

材　質寸　　法

枠

550

650
B44

器　　種

LSS2G1
-6000LM

器具
光束

5500lm
以上

消費
電力

80VA
以下

～
SPC
ADC
A1P

入力
容量

78Ｗ
以下

50
以下

SPC
ADC
A1P
P

入力
電圧

100V
200V

〔単位 mm〕

電力５７

【P 000】

◎　ＬＥＤベースライト
　増加に伴い追加した。
　記載内容は調整中
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力５８

本体
照明カバー

ＬＢＦ１

備考　(1)　器具光束は、25lm以上とし、消費電力は、LED制御装置を含めて3W以下、
　　　　 　入力容量は6VA以下とする。
　　　　(2)　LEDの寿命は、初期全光束の70％に低下するまでの時間とし、40,000時間
　　　　　 以上とする。
　　　　(3)　光源色は、相関色温度4,000～5,500K（白色相当）とする。
　　　　(4)　平均演色評価数（Ra）は、65以上とする。
　　　　(5)　発光部は、容易に交換できない構造でもよい。
　　　　(6)　LED制御装置を内蔵する。
　　　　(7)　LED制御装置は、連続調光形（PZ）は除く。

LBF1

器　　種

100～130

ａ

寸　　法

ｂ

60以下 ＳＵＳ
ＳＵＳ
Ａ１Ｐ
ＡＤＣ

P

材　　　質

本　　体 枠

ｂ

ａ

カバー

〔単位 mm〕

枠

ブラケットＬＥＤ 灯

本体
照明カバー

ＬＢＦ１

備考　(1)　器具光束は、25lm以上とし、消費電力は、LED制御装置を含めて3W以下、
　　　　 　入力容量は6VA以下とする。
　　　　(2)　LEDの寿命は、初期全光束の70％に低下するまでの時間とし、40,000時間
　　　　　 以上とする。
　　　　(3)　光源色は、相関色温度4,000～5,500K（白色相当）とする。
　　　　(4)　平均演色評価数（Ra）は、65以上とする。
　　　　(5)　発光部は、容易に交換できない構造でもよい。
　　　　(6)　LED制御装置を内蔵する。
　　　　(7)　LED制御装置は、連続調光形（PZ）は除く。

LBF1

器　　種

100～130

ａ

寸　　法

ｂ

60以下 ＳＵＳ
ＳＵＳ
Ａ１Ｐ
ＡＤＣ

P

材　　　質

本　　体 枠

ｂ

ａ

カバー

〔単位 mm〕

枠

ブラケットＬＥＤ 器具電力５５

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力５９ ＨＳＴ５Ａ屋外灯1ＨＩＤ灯

a b

材　質・材　厚寸　　　法
器　　　　種

本　体
適合ポール

T(B)4.5、T(B)5
T(B)5.5

T(B)3.5
T(B)4

グローブ

GH
P

AC
ADC

SPC0.8
FC
STK

300～400

400～520

330～535

500～650

HST5A-70CM～150CM

HST5A-180～300
（CML、M、NH）

備考　上方光束比は、15％以下とする。

〔単位 mm〕

a

b

反射ミラー

グローブ

本　体

ＨＳＴ５Ａ屋外灯1ＨＩＤ灯

a b

材　質・材　厚寸　　　法
器　　　　種

本　体
適合ポール

T(B)4.5、T(B)5
T(B)5.5

T(B)3.5
T(B)4

グローブ

GH
P

AC
ADC

SPC0.8
FC
STK

300～400

400～520

330～535

500～650

HST5A-70CM～150CM

HST5A-180～300
（CML、M、NH）

備考　上方光束比は、15％以下とする。

〔単位 mm〕

a

b

反射ミラー

グローブ

本　体

電力５６

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力６０

器　　　　種

HST9-110～250（CML、M、NH）

HST9-70CM～150CM

本　体

照明カバー

本　体

照明カバー

b

a

寸　　　法

ａ ｂ

400～700

Ｔ（Ｂ）3.5
Ｔ（Ｂ）4
Ｔ（Ｂ）4.5
Ｔ（Ｂ）5

435～700

適合ポール

備考　(1)　上方光束比は、5％以下とする。
　　　　(2)　配光は、全方向配光とする。

〔単位 mm〕

ＨＩＤ灯 屋外灯2 ＨＳＴ９

器　　　　種

HST9-110～250（CML、M、NH）

HST9-70CM～150CM

本　体

照明カバー

本　体

照明カバー

b

a

寸　　　法

ａ ｂ

400～700

Ｔ（Ｂ）3.5
Ｔ（Ｂ）4
Ｔ（Ｂ）4.5
Ｔ（Ｂ）5

435～700

適合ポール

備考　(1)　上方光束比は、5％以下とする。
　　　　(2)　配光は、全方向配光とする。

〔単位 mm〕

ＨＩＤ灯 屋外灯2 ＨＳＴ９電力５７

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力６１

器　　　　種

HSA8-110～250（CML、M、NH）

本　体

照明カバー

HSA8A-110～250（CML、M、NH）

HSA8-70CM～150CM

HSA8A-70CM～150CM

寸　　　　　法

ａ ｂ
適合ポール

a

b

160～260

90～260

400～560

備考　(1)　上方光束比は、5％以下とする。　
　　　　(2)　Ａを付した器種は、上方光束比0％とする。
　　　　(3)　灯具の形状は、丸形又は角形とする。

〔単位 mm〕

ＨＩＤ灯 屋外灯3
ＨＳＡ８Ａ

ＨＳＡ８

Ｔ（Ｂ）3.5
Ｔ（Ｂ）4
Ｔ（Ｂ）4.5
Ｔ（Ｂ）5

器　　　　種

HSA8-110～250（CML、M、NH）

本　体

照明カバー

HSA8A-110～250（CML、M、NH）

HSA8-70CM～150CM

HSA8A-70CM～150CM

寸　　　　　法

ａ ｂ
適合ポール

a

b

160～260

90～260

400～560

備考　(1)　上方光束比は、5％以下とする。　
　　　　(2)　Ａを付した器種は、上方光束比0％とする。
　　　　(3)　灯具の形状は、丸形又は角形とする。

〔単位 mm〕

ＨＩＤ灯 屋外灯3
ＨＳＡ８Ａ

ＨＳＡ８

Ｔ（Ｂ）3.5
Ｔ（Ｂ）4
Ｔ（Ｂ）4.5
Ｔ（Ｂ）5

電力５８

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力６２ ＬＳＡ１

蓄電池ボックス

コンクリート基礎

器　　　種 摘　　　　要

3,
00
0以

上

LSA1

1．器具光束は300lm以上、LEDモジュールの消費電力は15W以下とする。
2. LEDの寿命は初期全光束の70%に低下するまでの時間とし、　40,000時間以上とする。
3. 光源色は、相関色温度4,000～5,500K（白色相当）とする。
4. 平均演色性評価数（Ra）は65以上とする。
5．日中太陽電池の発電で充電した内蔵蓄電池により、日没を検出後点灯し、タイマで設定
 した時間に消灯できるものとする。
6．タイマによる点灯時間は、製造者が定める標準日射量地域で1日5時間以上とする。
7．日照不足時、製造者が定める標準日射量地域及び製造者の標準仕様点灯時間で、5日
 間以上点灯できるものとする。
8．太陽電池の向きは、灯具の向きに関係なく設置できるものとする。
9．ポールは、ベースプレート式とする。
10．コンクリート基礎は、JIL 1003「照明用ポール強度計算基準」による基礎の寸法とする。
11．LED制御装置は、連続調光形（PZ）は除く。

太陽電池

〔単位 mm〕

LED照明器具

ＬＥＤ 器具 屋外灯ＬＳＡ１

蓄電池ボックス

コンクリート基礎

器　　　種 摘　　　　要

3,
00
0以

上

LSA1

1．器具光束は300lm以上、LEDモジュールの消費電力は15W以下とする。
2. LEDの寿命は初期全光束の70%に低下するまでの時間とし、　40,000時間以上とする。
3. 光源色は、相関色温度4,000～5,500K（白色相当）とする。
4. 平均演色性評価数（Ra）は65以上とする。
5．日中太陽電池の発電で充電した内蔵蓄電池により、日没を検出後点灯し、タイマで設定
 した時間に消灯できるものとする。
6．タイマによる点灯時間は、製造者が定める標準日射量地域で1日5時間以上とする。
7．日照不足時、製造者が定める標準日射量地域及び製造者の標準仕様点灯時間で、5日
 間以上点灯できるものとする。
8．太陽電池の向きは、灯具の向きに関係なく設置できるものとする。
9．ポールは、ベースプレート式とする。
10．コンクリート基礎は、JIL 1003「照明用ポール強度計算基準」による基礎の寸法とする。
11．LED制御装置は、連続調光形（PZ）は除く。

太陽電池

〔単位 mm〕

LED照明器具

ＬＥＤ 灯 屋外灯電力５９

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力６３

摘　　　　要

1．器具光束は100lm以上、消費電力はLED制御装置を
 含め10W以下、入力容量20VA以下とする。
2．LEDの寿命は初期全光束の70%に低下するまでの時
 間とし、40,000時間以上とする。
3．光源色は、相関色温度4,000～5,500K（白色相当）と
 する。
4．平均演色性評価数（Ra）は65以上とする。
5．定格入力電圧は100Vとする。
6．照明カバーの材質は、ガラス又は合成樹脂とする。
7．埋込式又はベースプレート式とする。
8．コンクリート基礎の形状及び寸法は特記による。
9．LED制御装置は、連続調光形（PZ）は除く。

ａ

灯具

照明カバー

本体

ｂ

1,100以下

寸　　法

コンクリート基礎 コンクリート基礎

埋込式の場合 ベースプレート式の場合

ａ ａ

b b

器　　種

200以下LPT1

〔単位 mm〕

ガーデンライトＬＥＤ 器具 LＰＴ１

摘　　　　要

1．器具光束は100lm以上、消費電力はLED制御装置を
 含め10W以下、入力容量20VA以下とする。
2．LEDの寿命は初期全光束の70%に低下するまでの時
 間とし、40,000時間以上とする。
3．光源色は、相関色温度4,000～5,500K（白色相当）と
 する。
4．平均演色性評価数（Ra）は65以上とする。
5．定格入力電圧は100Vとする。
6．照明カバーの材質は、ガラス又は合成樹脂とする。
7．埋込式又はベースプレート式とする。
8．コンクリート基礎の形状及び寸法は特記による。
9．LED制御装置は、連続調光形（PZ）は除く。

ａ

灯具

照明カバー

本体

ｂ

1,100以下

寸　　法

コンクリート基礎 コンクリート基礎

埋込式の場合 ベースプレート式の場合

ａ ａ

b b

器　　種

200以下LPT1

〔単位 mm〕

ガーデンライトＬＥＤ 灯 LＰＴ１電力６０

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力６４ 屋外灯 ポ　ー　ル
Ｔ

ＴＢ

器　　種 材　　　　質

T3.5

T4

T4.5

T5

T5.5

埋込式(T) ベースプレート式(TB)

ベースプレート詳細

h h

〔単位 m〕

備考　(1)　接地端子内蔵のものとする。
　　　　(2)　ベースプレートを使用する場合は、Tの後
　　　　　 にBを付記する。
　　　　　 （例:TB3.5）
　　　　(3)　T(B)の後の数値は、hを示す。

SS400
STK400
SM490

SMA490
SGP

屋外灯 ポ　ー　ル
Ｔ

ＴＢ

器　　種 材　　　　質

T3.5

T4

T4.5

T5

T5.5

埋込式(T) ベースプレート式(TB)

ベースプレート詳細

h h

〔単位 m〕

備考　(1)　接地端子内蔵のものとする。
　　　　(2)　ベースプレートを使用する場合は、Tの後
　　　　　 にBを付記する。
　　　　　 （例:TB3.5）
　　　　(3)　T(B)の後の数値は、hを示す。

SS400
STK400
SM490

SMA490
SGP

電力６１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力６５

B
C

C

A

B

C

C

A
表面モルタル仕上げ
（水勾配をとる。）

アンカーボルト
M16以上-4本

ベースプレート式の場合

砂利地業

埋込式の場合

砂利地業

屋外灯 基　　　礎

器　　種 (ポール) 適　合　器　具
BA C

T(B)

T(B)

HST5A-180～300(CML、M、NH)

HST5A-180～300(CML、M、NH)

基礎の 寸法

4.5

5、5.5

HSA8-110～250(CML、M、NH)
HSA8-70CM～150CM

3.5～5T(B)
HSA8A-110～250(CML、M、NH)
HSA8A-70CM～150CM

T(B) 4.5、5
HST9-110～250(CML、M、NH)
HST9-70CM～150CM

1001,100
400×400
又はφ500

600×600
又はφ700

1,300 100

 備考　　(1)　図は、一例を示す。
　　　　　 (2)　表以外の器種（ポール）、適合器具を組合せる場合及び設置場所の耐
　　　　　　　風速が40m/sを超えることが予想される場合は、JIL 1003「照明用ポール
　　　　　　　強度計算基準」による基礎の寸法とする。

〔単位 mm〕

HST9-110～250(CML、M、NH)
HST9-70CM～150CM

3.5T(B)

3.5、4T(B) HST5A-70CM～150CM

B
C

C

A

B

C

C

A
表面モルタル仕上げ
（水勾配をとる。）

アンカーボルト
M16以上-4本

ベースプレート式の場合

砂利地業

埋込式の場合

砂利地業

屋外灯 基　　　礎

器　　種 (ポール) 適　合　器　具
BA C

T(B)

T(B)

HST5A-180～300(CML、M、NH)

HST5A-180～300(CML、M、NH)

基礎の 寸法

4.5

5、5.5

HSA8-110～250(CML、M、NH)
HSA8-70CM～150CM

3.5～5T(B)
HSA8A-110～250(CML、M、NH)
HSA8A-70CM～150CM

T(B) 4.5、5
HST9-110～250(CML、M、NH)
HST9-70CM～150CM

1001,100
400×400
又はφ500

600×600
又はφ700

1,300 100

 備考　　(1)　図は、一例を示す。
　　　　　 (2)　表以外の器種（ポール）、適合器具を組合せる場合及び設置場所の耐
　　　　　　　風速が40m/sを超えることが予想される場合は、JIL 1003「照明用ポール
　　　　　　　強度計算基準」による基礎の寸法とする。

〔単位 mm〕

HST9-110～250(CML、M、NH)
HST9-70CM～150CM

3.5T(B)

3.5、4T(B) HST5A-70CM～150CM

電力６２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力６６
ＤＳ１

ＤＳ２

DS1

DS2

照明制御装置照明制御
ＤＳ１

ＤＳ２

DS1

DS2

照明制御装置照明制御電力６３

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力６６
ＤＳ１

ＤＳ２

器種
制御方式 センサ 照明制御部

摘　　　　要

制御台数等

A
明るさセンサ
内蔵形・連続
調光タイプ

明るさセンサ
・人感センサ
内蔵形・連続
調光タイプ

AN

人感センサ内
蔵形・段調光
タイプ

NT

N
人感センサ内
蔵形・点滅タ
イプ

DS1-
DS2-

感知後100％又は初期照度
補正の明るさで点灯し、感知
されなくなってから、設定され
た時間後に消灯するものとす
る。

照明器具へ、
電源送りが4A
以上できるも
のとする。

調光信号を
送出し、25台
以上の照明
器具の制御
ができるもの
とする。

備考　DS1は、天井埋込形とし、DS2は、天井直付形とする。

明るさセンサ

明るさセンサ
人感センサ

人感センサ

感知後100％で点灯し、感知
されなくなってから、設定され
た時間後に減光するものとす
る。
減光の設定は、最大光束に
対して内蔵された安定器等
の調光下限値まで調光がで
きるものとする。 

明るさセンサが感知した光量
に応じて調光ができるものと
する。
調光の設定は、最大光束に
対して内蔵された安定器等
の調光下限値まで調光がで
きるものとする。 

人感センサが、設定された明
るさ以上で点灯し、明るさセ
ンサが感知した光量に応じ
て調光ができるものとする。
人感センサが、感知されなく
なってから設定された時間後
に減光するものとする。
減光の設定は、最大光束に
対して内蔵された安定器等
の調光下限値まで調光がで
きるものとする。 

照明制御装置照明制御
ＤＳ１

ＤＳ２

器種
制御方式 センサ 照明制御部

摘　　　　要

制御台数等

A
明るさセンサ
内蔵形・連続
調光タイプ

明るさセンサ
・人感センサ
内蔵形・連続
調光タイプ

AN

人感センサ内
蔵形・段調光
タイプ

NT

N
人感センサ内
蔵形・点滅タ
イプ

DS1-
DS2-

感知後100％又は初期照度
補正の明るさで点灯し、感知
されなくなってから、設定され
た時間後に消灯するものとす
る。

照明器具へ、
電源送りが4A
以上できるも
のとする。

調光信号を
送出し、25台
以上の照明
器具の制御
ができるもの
とする。

備考　DS1は、天井埋込形とし、DS2は、天井直付形とする。

明るさセンサ

明るさセンサ
人感センサ

人感センサ

感知後100％で点灯し、感知
されなくなってから、設定され
た時間後に減光するものとす
る。
減光の設定は、最大光束に
対して内蔵された安定器等
の調光下限値まで調光がで
きるものとする。 

明るさセンサが感知した光量
に応じて調光ができるものと
する。
調光の設定は、最大光束に
対して内蔵された安定器等
の調光下限値まで調光がで
きるものとする。 

人感センサが、設定された明
るさ以上で点灯し、明るさセ
ンサが感知した光量に応じ
て調光ができるものとする。
人感センサが、感知されなく
なってから設定された時間後
に減光するものとする。
減光の設定は、最大光束に
対して内蔵された安定器等
の調光下限値まで調光がで
きるものとする。 

照明制御装置照明制御電力６３

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力６７

備考　（1）　図は、一例を示す。
　　　　（2）　器具用の天井開口及び開口部補強は、別途工事とする。
　　　　（3）　断熱材打込み等の場合は、これに適するインサートを用いる。

照明器具

呼び径9mm以上
つりボルト

インサート

止具 電線管

EM-EEFケーブル
アウトレットボックス
（ブランクカバー付）

止具 EM-EEFケーブル

EM-EEFケーブル

止具

照明器具

EM-EEFケーブル

（接続点に近い
箇所で支持）

インサート

つりボルト
インサート調整金具

照明器具

電線管配線の場合

ケーブル配線（送り接続）の場合

ケーブル配線の場合

呼び径9mm以上
つりボルト

インサート

インサート

つりボルト
呼び径9mm以上

アウトレットボックス
（ブランクカバー付）

インサート位置がずれた場合

照明器具の取付と配線１ 埋　込　器　具

備考　（1）　図は、一例を示す。
　　　　（2）　器具用の天井開口及び開口部補強は、別途工事とする。
　　　　（3）　断熱材打込み等の場合は、これに適するインサートを用いる。

照明器具

呼び径9mm以上
つりボルト

インサート

止具 電線管

EM-EEFケーブル
アウトレットボックス
（ブランクカバー付）

止具 EM-EEFケーブル

EM-EEFケーブル

止具

照明器具

EM-EEFケーブル

（接続点に近い
箇所で支持）

インサート

つりボルト
インサート調整金具

照明器具

電線管配線の場合

ケーブル配線（送り接続）の場合

ケーブル配線の場合

呼び径9mm以上
つりボルト

インサート

インサート

つりボルト
呼び径9mm以上

アウトレットボックス
（ブランクカバー付）

インサート位置がずれた場合

照明器具の取付と配線１ 埋　込　器　具電力６４

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力６８ 照明器具の取付と配線２ 直　付　器　具

コンクリートボックスインサート

２種金属線ぴ
つりボルト

呼び径9mm以上

ボックス

金属管

カバー

カバー止金物
照明器具

つりボルト

つり金物

2種金属線ぴ

照明器具

備考　図は、一例を示す。

照明器具の取付と配線２ 直　付　器　具

コンクリートボックスインサート

２種金属線ぴ
つりボルト

呼び径9mm以上

ボックス

金属管

カバー

カバー止金物
照明器具

つりボルト

つり金物

2種金属線ぴ

照明器具

備考　図は、一例を示す。

電力６５

【P 000】

◎　改定した理由を記入

スラブへの取付

金属線ぴへの取付（１）

金属線ぴへの取付（２）

スラブへの取付

金属線ぴへの取付（１）

金属線ぴへの取付（２）
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力６９

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　天井は、二重張りの場合を示す。

注　*　器具取付金物は、バネ構造、Ｌ形構造等とする。

電線管

（ブランクカバー付）
アウトレットボックス

EM-EEFケーブル

器具取付金物＊

つりボルト
呼び径9mm以上

器具質量が3k g超過の場合

EM-EEFケーブル

器具質量が1 . 5 k g以下の場合

（器具取付金物を兼ねる。）

金具による場合 チェーン等による場合

　脱落防止金具　　　　　　　
脱落防止チェーン

器具質量が1 . 5 k g超過、3k g以下の場合（脱落防止処置）

野縁受等に固定

照明器具の取付と配線３ ダウンライト器具

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　天井は、二重張りの場合を示す。

注　*　器具取付金物は、バネ構造、Ｌ形構造等とする。

電線管

（ブランクカバー付）
アウトレットボックス

EM-EEFケーブル

器具取付金物＊

つりボルト
呼び径9mm以上

器具質量が3k g超過の場合

EM-EEFケーブル

器具質量が1 . 5 k g以下の場合

（器具取付金物を兼ねる。）

金具による場合 チェーン等による場合

　脱落防止金具　　　　　　　
脱落防止チェーン

器具質量が1 . 5 k g超過、3 k g以下の場合（脱落防止処置）

野縁受等に固定

照明器具の取付と配線３ ダウンライト器具電力６６

【P 130】

◎　実情にあわせてミニ
ハロゲン電球に変えた。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力７０

耐熱シール材

モルタル

ロックウール保温材

モルタル

金属ダクト
（鋼板製） 耐熱シール材

ロックウール保温材

繊維混入けい酸
カルシウム板　　

50以上

配管類１ 金属ダクトの防火区画貫通例

〔単位　mm〕

備考　ロックウール保温材の密度は、150ｋｇ/m3以上、繊維混入けい酸カルシウム板
　　　の厚さは、25ｍｍ以上とする。

繊維混入けい酸
カルシウム板　　

50以上

耐熱シール材

モルタル

ロックウール保温材

モルタル

金属ダクト
（鋼板製） 耐熱シール材

ロックウール保温材

繊維混入けい酸
カルシウム板　　

50以上

配管類１ 金属ダクトの防火区画貫通例

〔単位　mm〕

備考　ロックウール保温材の密度は、150ｋｇ/m3以上、繊維混入けい酸カルシウム板
　　　の厚さは、25ｍｍ以上とする。

繊維混入けい酸
カルシウム板　　

50以上

電力６７

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力７１

備考　(1)　繊維混入けい酸カルシウム板の厚さは、２５ｍｍ以上とする。
　　　　(2)　増設用予備配管は、両側に１ｍ以上突出し、管端は金属製のふた
　　 　　　で閉そくするか又は耐熱シール材を充てんする。
　　　　(3)　増設用予備配管の太さ及び本数は、特記による。
　　　　(4)　金属ダクト及びバスダクトの場合も本図に準ずる。

ケーブルラック ケーブル

耐熱シール材

繊維混入けい酸カルシウム板

鋼板スリーブt1.6以上

5
0以

上

50以上

5
0以

上

配管類２ 延焼防止を考慮したケーブル等の
床貫通部例

〔単位　mm〕

備考　(1)　繊維混入けい酸カルシウム板の厚さは、２５ｍｍ以上とする。
　　　　(2)　増設用予備配管は、両側に１ｍ以上突出し、管端は金属製のふた
　　 　　　で閉そくするか又は耐熱シール材を充てんする。
　　　　(3)　増設用予備配管の太さ及び本数は、特記による。
　　　　(4)　金属ダクト及びバスダクトの場合も本図に準ずる。

ケーブルラック ケーブル

耐熱シール材

繊維混入けい酸カルシウム板

鋼板スリーブt1.6以上

5
0以

上

50以上

5
0以

上

配管類２ 延焼防止を考慮したケーブル等の
床貫通部例

〔単位　mm〕

電力６８

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力７２配管類３ ちょう架配線例

ハンガ・　

バインド線等　

アイボルト

ターンバックル

ワイヤクリップ

A部

A部詳細図

亜鉛めっき鋼より線等

亜鉛めっき鋼より線等

15以下

0.5以下

ケーブル

保護管

〔単位　m〕

配管類３ ちょう架配線例

ハンガ・　

バインド線等　

アイボルト

ターンバックル

ワイヤクリップ

A部

A部詳細図

亜鉛めっき鋼より線等

亜鉛めっき鋼より線等

15以下

0.5以下

ケーブル

保護管

〔単位　m〕

電力６９

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力７３

つりボルト

C部

アウトレットボックス
A部

B部

ころがし配線 照明器具

2以下

Ａ部詳細図 Ｃ部詳細図Ｂ部詳細図

保護管配線

スイッチ等

2以下 ケーブル
ケーブル

ケーブル

配管類４ 二重天井内配線例

備考　ケーブル支持材の形状は、一例を示す。　

保護管

結束帯
結束帯

結束帯

ケーブル支持材

ケーブル支持材
ケーブル支持材

〔単位　m〕

つりボルト

C部

アウトレットボックス
A部

B部

ころがし配線 照明器具

2以下

Ａ部詳細図 Ｃ部詳細図Ｂ部詳細図

保護管配線

スイッチ等

2以下 ケーブル
ケーブル

ケーブル

配管類４ 二重天井内配線例

備考　ケーブル支持材の形状は、一例を示す。　

保護管

結束帯
結束帯

結束帯

ケーブル支持材

ケーブル支持材
ケーブル支持材

〔単位　m〕

電力７０

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力７４

A部

A部詳細図(2)

A部詳細図(1)

A部

正  面  図 側  面  図

1
0
0

100 10

プーリングアイ方式

ワイヤグリップ方式

振止支持

プーリングアイ

分岐スリーブ
絶縁キャップ
エポキシ樹脂
幹線

丸鋼

スラブ鉄筋に溶接

ワイヤグリップ

バインド線

保護テープ

分岐部

分岐線

幹線

インサート

溝形鋼

ケーブル

保護材

サドル

保護管

山形鋼

支持金具(C形チャンネル)

アンカーボルト

山形鋼

支持金具

ロックウール

Uボルト

3
0

4
0

3
0

アンカーボルト

〔単位　mm〕

配管類５ 垂直幹線ケーブルの一点支持例

A部

A部詳細図(2)

A部詳細図(1)

A部

正  面  図 側  面  図

1
0
0

100 10

プーリングアイ方式

ワイヤグリップ方式

振止支持

プーリングアイ

分岐スリーブ
絶縁キャップ
エポキシ樹脂
幹線

丸鋼

スラブ鉄筋に溶接

ワイヤグリップ

バインド線

保護テープ

分岐部

分岐線

幹線

インサート

溝形鋼

ケーブル

保護材

サドル

保護管

山形鋼

支持金具(C形チャンネル)

アンカーボルト

山形鋼

支持金具

ロックウール

Uボルト

3
0

4
0

3
0

アンカーボルト

〔単位　mm〕

配管類５ 垂直幹線ケーブルの一点支持例電力７１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

電力７５ 配管類６ 電動機への配線例

備考　金属管配線の場合、電動機の接地は、金属管のボンディングを 利用し、
　　　電動機端子箱の外部接地端子に接続した場合を示す。

パイプハンガ等

架台（フレームパイプ等）

金属管

アースクランプ

外部接地端子

金属製可とう電線管

接地線

ケーブルラック

ケーブルラック支持材

アースクランプケーブル及び接地線

金属製可とう電線管

つりボルト

架台（形鋼）

金属管配線の場合 ケーブル配線の場合

金属管

ボンド線

配管類６ 電動機への配線例

備考　金属管配線の場合、電動機の接地は、金属管のボンディングを 利用し、
　　　電動機端子箱の外部接地端子に接続した場合を示す。

パイプハンガ等

架台（フレームパイプ等）

金属管

アースクランプ

外部接地端子

金属製可とう電線管

接地線

ケーブルラック

ケーブルラック支持材

アースクランプケーブル及び接地線

金属製可とう電線管

つりボルト

架台（形鋼）

金属管配線の場合 ケーブル配線の場合

金属管

ボンド線

電力７２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力７６配管類７ 電極棒への配線例

〔単位　mm〕

備考　(1)　管端は、シール材等で密閉する。
　　　　(2)　ボックス内配線は、テープ巻きをするか又はビニルチューブに収める。

露出ボックス200×150×高さ200 t2.3以上

溶接

スリーブ70φ以上

鋼板ボックスの場合

鋳鉄製ボックスの場合

16
0

200φ

配管類７ 電極棒への配線例

〔単位　mm〕

備考　(1)　管端は、シール材等で密閉する。
　　　　(2)　ボックス内配線は、テープ巻きをするか又はビニルチューブに収める。

露出ボックス200×150×高さ200 t2.3以上

溶接

スリーブ70φ以上

鋼板ボックスの場合

鋳鉄製ボックスの場合

16
0

200φ

電力７３

【P 000】

◎　改定した理由を記入

2012-05-24131/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力７７

斜材は、つり材と同等以上の部材とする。

Ｂ種耐震支持の例（はりや天井スラブよりつり下げる方法）

Ａ種耐震支持の例

モルタル等で
充てん

a) はり・壁等の貫通部 b) ブラケット支持する方法

c) 柱・壁等を利用する方法 d) はりや天井スラブより
    つり下げる方法

つり材

配管用はり材(形鋼)

つり材

つり材
斜材

1以上
2

つり材

斜材

パイプ

パイプクランプ

水、油配管の場合

つり材

斜材

ターン
バックル

1以上
2(斜材取付角度)

耐震支持

横方向

軸方向

軸方向の耐震支持の例

配管類８ 耐震支持例

斜材は、つり材と同等以上の部材とする。

Ｂ種耐震支持の例（はりや天井スラブよりつり下げる方法）

Ａ種耐震支持の例

モルタル等で
充てん

a) はり・壁等の貫通部 b) ブラケット支持する方法

c) 柱・壁等を利用する方法 d) はりや天井スラブより
    つり下げる方法

つり材

配管用はり材(形鋼)

つり材

つり材
斜材

1以上
2

つり材

斜材

パイプ

パイプクランプ

水、油配管の場合

つり材

斜材

ターン
バックル

1以上
2(斜材取付角度)

耐震支持

横方向

軸方向

軸方向の耐震支持の例

配管類８ 耐震支持例電力７４

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力７８

断　面　図

建
物
側

地
中
側

G L

マンホール又は、
ハンドホール

伸縮管

可とう管

備考　マンホール・ハンドホール内では、配線に余長を見込む。

配管類９ 配管引込部の地盤変位への対応例
（電気配管）

想定
沈下量

小規模

中規模

大規模

0.2m

0.6m

1.0m

建
物
側

地
中
側

建
物
側

地
中
側

建
物
側

地
中
側

建
物
側

地
中
側

建
物
側

地
中
側

建
物
側

地
中
側

緩衝パイプ
又は緩衝防護管

鋼製可とう管

伸縮管

鋼製可とう管

異種管接続材
（鋼管／波付硬質合成樹脂管）

可動部又は可とう管

鋼管

伸縮管

可とう管

可とう管

鋼管

伸縮管

可とう管

可とう管

以下

以下

以下

記号

ＦＳ

波付硬質合成樹脂管の場合 鋼管の場合記号

ＰＳ

ＦＭ ＰＭ

ＦＬ ＰＬ

異種管接続材
（鋼管／波付硬質合成樹脂管）

断　面　図

建
物
側

地
中
側

G L

マンホール又は、
ハンドホール

伸縮管

可とう管

備考　マンホール・ハンドホール内では、配線に余長を見込む。

配管類９ 配管引込部の地盤変位への対応例
（電気配管）

想定
沈下量

小規模

中規模

大規模

0.2m

0.6m

1.0m

建
物
側

地
中
側

建
物
側

地
中
側

建
物
側

地
中
側

建
物
側

地
中
側

建
物
側

地
中
側

建
物
側

地
中
側

緩衝パイプ
又は緩衝防護管

鋼製可とう管

伸縮管

鋼製可とう管

異種管接続材
（鋼管／波付硬質合成樹脂管）

可動部又は可とう管

鋼管

伸縮管

可とう管

可とう管

鋼管

伸縮管

可とう管

可とう管

以下

以下

以下

記号

ＦＳ

波付硬質合成樹脂管の場合 鋼管の場合記号

ＰＳ

ＦＭ ＰＭ

ＦＬ ＰＬ

異種管接続材
（鋼管／波付硬質合成樹脂管）

電力７５

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力７９配管類１０ 免震建物導入部の引込配線例

（断面）

（平面） （断面）

（断面）

波付硬質合成樹脂管 金属管

金属管

免震ゴム

異種管接続材

建物側

地中側

波付硬質合成樹脂管

防水鋳鉄管

金属製可とう電線管

金属管

配線（金属管）
自重支持

波付硬質合成樹脂管

プルボックス

（上部建屋に固定）

すべり支承

プルボックス（床に固定）

上部建屋

クリート

シール材

金属管

波付硬質合成樹脂管

地中側 建物側

配管類１０ 免震建物導入部の引込配線例

（断面）

（平面） （断面）

（断面）

波付硬質合成樹脂管 金属管

金属管

免震ゴム

異種管接続材

建物側

地中側

波付硬質合成樹脂管

防水鋳鉄管

金属製可とう電線管

金属管

配線（金属管）
自重支持

波付硬質合成樹脂管

プルボックス

（上部建屋に固定）

すべり支承

プルボックス（床に固定）

上部建屋

クリート

シール材

金属管

波付硬質合成樹脂管

地中側 建物側

電力７６

【P 000】
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

電力８０ 配管類１１ エキスパンションジョイント部の配線例

電線管工事の場合 ケーブル工事の場合

ケーブルラックは
接続しない。

ケーブルを固定する。プルボックス

(平面)

支持金物

支持金物 支持金物

プルボックス

金属製可とう
電線管又はPF管

ケーブルは
たるみをもたせる。

金属製可とう
電線管又はPF管支持金物

(断面)(断面)

備考　プルボックスは、特記による。

(平面)

配管類１１ エキスパンションジョイント部の配線例

電線管工事の場合 ケーブル工事の場合

ケーブルラックは
接続しない。

ケーブルを固定する。プルボックス

(平面)

支持金物

支持金物 支持金物

プルボックス

金属製可とう
電線管又はPF管

ケーブルは
たるみをもたせる。

金属製可とう
電線管又はPF管支持金物

(断面)(断面)

備考　プルボックスは、特記による。

(平面)

電力７７

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力８１

埋込形
Ｇ・１Ｇ・１Ｈ・２Ｇ Ｔ・１Ｔ・２Ｔ

露出形 露出形
Ｄ

記号 形　式 備　　　　　　　考

G

T

D

1G

1H

1T

2G

2T

一般形

一種

二種

耐熱形

耐熱形 露出形

露出形

露出形

埋込形

埋込形

埋込形

ドアのある構造

ドアのない構造
（ただし、電源別置形非常用照明回路部分は除く。）

コンクリート壁等又はこれと同等の耐熱処理を施した壁に
埋込むもの

耐熱処理が施されていない壁に埋込むもの

備考　耐熱形分電盤は、関係法令に適合したものとする。

種　別

備考　図は、一例を示し、前面枠の取付方法、枠幅の大小、周囲又は上下に枠のない
　　　もの、両開き等の形状の詳細は拘束しない。

分電盤１

(1)　記　号

(2)　形　式

形　　　式

埋込形
Ｇ・１Ｈ・２H Ｔ・１Ｔ・２Ｔ

露出形 露出形
Ｄ

記号 形　式 備　　　　　　　考

G

T

D

1H

1T

2H

2T

一般形

一種

二種

耐熱形

耐熱形 露出形

露出形

露出形

埋込形

埋込形

ドアのある構造

ドアのない構造
（ただし、電源別置形非常用照明回路部分は除く。）

備考　耐熱形分電盤は、関係法令に適合したものとする。

種　別

備考　図は、一例を示し、前面枠の取付方法、枠幅の大小、周囲又は上下に枠のない
　　　もの、両開き等の形状の詳細は拘束しない。

分電盤１

(1)　記　号

(2)　形　式

形　　　式電力７８

埋込形

【P 142】

◎　日本配電制御システ
　ム工業会の記号に整合
　させた。
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

電力８２

c c
b

a

b
'

分電盤２ ガタースペースの寸法

種　　別

　　　　(2)　b’は、ニュートラルスイッチの取付がない場合に適用する。

幹線方向

位置
太さ（mm2）
幹線

5.5

8

14

22

38

60

100

150

200

250

EM-IE、HIV等

上

a

75

75

100

100

140

150

225

250

275

300

cb (b')

50 (50)

75(75)

75(75)

100(100)

100(100)

140(100)

150(100)

200(125)

200(150)

200(150)

25

50

50

75

80

100

100

125

150

150

a

100

cb又はb’

25

50

50

75

80

100

100

125

150

150

75

75

100

100

125

140

200

225

250

275

50

75

75

125

140

150

200

200

250

下

EM-EE、EM-CE、EM-CET、NH-FP-C等

上

a cb (b')

50(50)

75(75)

75(75)

100(100)

100(100)

140(100)

150(100)

200(125)

200(150)

200(150)

25

50

50

75

80

100

100

125

150

150

ａ cb又はb’

25

50

50

75

80

100

100

125

150

150

50

75

75

250

下

100

125

150

200

225

250

350

425

450

525

150

175

200

200

225

225

100

125

150

200

225

250

350

400

425

500

以下

以下

以下

以下

以下

以下

以下

以下

以下

以下

〔単位 mm〕

分電盤２ ガタースペースの寸法

種　　別

幹線方向

位置
太さ（mm2）
幹線

5.5

8

14

22

38

60

100

150

200

250

EM-IE、HIV等

上

a

75

75

100

100

140

150

225

250

275

300

c

75

75

100

125

150

25

50

50

75

80

100

100

125

150

150

100

25

50

50

75

80

100

100

125

150

150

75

75

100

100

125

140

200

225

250

275

50

75

75

125

140

150

200

200

250

下

EM-EE、EM-CE、EM-CET、NH-FP-C等

50

75

75

250

100

125

150

200

225

250

350

425

450

525

150

175

200

200

225

225

100

125

150

200

225

250

350

400

425

500

以下

以下

以下

以下

以下

以下

以下

以下

以下

以下

〔単位 mm〕

電力７９

備考　(1)　表の値は、最小値を示す。
　　　

備考　   　表の値は、最小値を示す。
　　　

b

100

100

100

150

50

a b c a b c

50

75

75

100

100

100

100

125

150

150

25

50

75

50

80

100

100

125

150

150

上

a b c

下

25

50

50

80

75

100

100

125

150

150

c c

b

a

【P 143】

◎　ニュートラルスイッ
　チを採用実績が少なく
　なり、形状を変更した
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力８３ ＯＡ盤 形　　　式

（分電盤部）

（端子盤部）

二重天井仕上面

TOA形

端子盤部

二重床仕上面

分電盤部

DOA形

分電盤部と端子盤部は、上下に配置する。
分電盤部は、ドアのある構造とする。
配線スペースを、上部及び下部に設ける。

分電盤部と端子盤部は、左右に配置する。
分電盤部は、ドアのない構造とする。
配線スペースを、下部に設ける。

備　　　　　　　考

TOA

露出形

DOA

形　式記　号

備考　図は、一例を示す。

(1)　記　号

(2)　形　式

ＯＡ盤 形　　　式

（分電盤部）

（端子盤部）

二重天井仕上面

TOA形

端子盤部

二重床仕上面

分電盤部

DOA形

分電盤部と端子盤部は、上下に配置する。
分電盤部は、ドアのある構造とする。
配線スペースを、上部及び下部に設ける。

分電盤部と端子盤部は、左右に配置する。
分電盤部は、ドアのない構造とする。
配線スペースを、下部に設ける。

備　　　　　　　考

TOA

露出形

DOA

形　式記　号

備考　図は、一例を示す。

(1)　記　号

(2)　形　式

電力８０

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力８４

（負荷接続端子収容部）

Ｔ Ｊ - D 形

（負荷接続端子収容部）

Ｄ Ｊ - D 形

ＮＰ ＮＰ

負荷接続端子が下部にあるもの

負荷接続端子が下部にあるもの

負荷接続端子が上部にあるもの

負荷接続端子が上部にあるもの

ドアのある構造

ドアのある構造
負荷接続端子収容部のみ

露出形

TJ-U

TJ-D

DJ-D

DJ-U

備　考　1記　号 備　考　2形　式

実験盤 形　　　式

備考　図は、一例を示し、前面枠の取付方法、枠幅の大小、周囲又は上下に枠のない
　　　もの、両開き等の形状の詳細は拘束しない。

(2)　形　式

(1)　記　号

（負荷接続端子収容部）

Ｔ Ｊ - D 形

（負荷接続端子収容部）

Ｄ Ｊ - D 形

ＮＰ ＮＰ

負荷接続端子が下部にあるもの

負荷接続端子が下部にあるもの

負荷接続端子が上部にあるもの

負荷接続端子が上部にあるもの

ドアのある構造

ドアのある構造
負荷接続端子収容部のみ

露出形

TJ-U

TJ-D

DJ-D

DJ-U

備　考　1記　号 備　考　2形　式

実験盤 形　　　式

備考　図は、一例を示し、前面枠の取付方法、枠幅の大小、周囲又は上下に枠のない
　　　もの、両開き等の形状の詳細は拘束しない。

(2)　形　式

(1)　記　号

電力８１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力８５ 形　　　式

埋込形
G

備考　図は、一例を示し、前面枠の取付方法、枠幅の大小、周囲又は上下に枠のない
　　　もの、両開き等の形状の詳細は拘束しない。

開閉器箱

露出形
T

(1)　記　号

埋込形Ｇ

記号 形　　式 備　　考記号

屋内形

屋外形

－

ＷＰ

(2)　形　式

Ｔ 露出形

屋外形
T（WP）

電力８２ 形　　　式

埋込形
G

備考　図は、一例を示し、前面枠の取付方法、枠幅の大小、周囲又は上下に枠のない
　　　もの、両開き等の形状の詳細は拘束しない。

開閉器箱

露出形
T

(1)　記　号

埋込形Ｇ

記号 形　　式 備　　考記号

屋内形

屋外形

－

ＷＰ

(2)　形　式

Ｔ 露出形

屋外形
T（WP）

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力８６制御盤１ キャビネット形式及び単位装置の記号

（１）　キャビネット形式

記　　号 形　　　　式
自立形

壁掛形

Ｖ

Ｗ

（２）　単位装置の記号＊1

　　（イ）　始動方式

記　号 方　　　　　　　　式

１

２－１
２－１

２－２

２－２
２－３

３

４－１
４－２

５
６

７

８－２

８－３

９
１０

１１-１
１１-２

１２

１３-１
１３-２

１４-１

１４-２
１５-１

１５-２

Ｌ
Ｙ

直　入
Ｙ－△

記　号

　　（ハ）　操作･制御スイッチ

　　（ロ）　操作・制御方式

手　　動

手　動－遠　方

試　験－遠　方

手　動－自　動＊２

試　験－自　動＊２

便所排気ファン

給水又は排水
警報付給水又は排水

消火ポンプ（遠方始動）

消火ポンプ（連動始動）
スプリンクラーポンプ

排煙ファン

複式自動交互運転
複式自動交互同時運転

手動交互運転（手動）
手動交互運転（試験－自動）

湯沸室排気ファン（電磁弁）

湯沸室排気ファン（ガス圧スイッチ）
湯沸室排気ファン（水圧スイッチ）

油ポンプ（単式）

油ポンプ（複式）
可変速運転（バイパス回路なし）

可変速運転（バイパス回路付）

名　　　　　　　称

Ｂ
Ｉ

Ｖ

Ｐ

Ｔｈ

Ｈu

Ｌｉ

Ｆ1

Ｇ0

Ｇ1

Ｇ3

ＴＤ

液

面

電

器

押しボタンスイッチ
連動スイッチ

タイムスイッチ
真空スイッチ

圧力スイッチ

（ガス圧スイッチ、水圧スイッチ等）
温度スイッチ

湿度スイッチ

リミットスイッチ
レベルスイッチ

フロートスイッチ
Ｆ2 フロートスイッチ（油用）

給水又は排水

空転防止又は高架水槽減水警報
付給水

満水警報付排水

満減水警報付給水又は排水
受水槽空転防止付満減水警報及

び高架水槽満減水警報付給水
警報用

外部信号（インバータ制御用）

Ｇ5

Ｔｉ

Ｌｅ

Ｇ2 継

記　　号 方　　　　式

８－１

注　*1　単位装置とは、制御の基本構成であり、
　　　　１つの回路を構成することにより制御を行
　　　　えるものをいう。
　　 *2　自動には、連動を含む。

Ｇ4

ａ

ａ

可変速運転（可変速運転用インバータ2重化）１５-３

制御盤１ キャビネット形式及び単位装置の記号

（１）　キャビネット形式

記　　号 形　　　　式
自立形

壁掛形

Ｖ

Ｗ

（２）　単位装置の記号＊1

　　（イ）　始動方式

記　号 方　　　　　　　　式

１

２－１
２－１

２－２

２－２
２－３

３

４－１
４－２

５
６

７

８－２

８－３

９
１０

１１-１
１１-２

１２

１３-１
１３-２

１４-１

１４-２
１５-１

１５-２

Ｌ
Ｙ

直　入
Ｙ－△

記　号

　　（ハ）　操作･制御スイッチ

　　（ロ）　操作・制御方式

手　　動

手　動－遠　方

試　験－遠　方

手　動－自　動＊２

試　験－自　動＊２

便所排気ファン

給水又は排水
警報付給水又は排水

消火ポンプ（遠方始動）

消火ポンプ（連動始動）
スプリンクラーポンプ

排煙ファン

複式自動交互運転
複式自動交互同時運転

手動交互運転（手動）
手動交互運転（試験－自動）

湯沸室排気ファン（電磁弁）

湯沸室排気ファン（ガス圧スイッチ）
湯沸室排気ファン（水圧スイッチ）

油ポンプ（単式）

油ポンプ（複式）
可変速運転（バイパス回路なし）

可変速運転（バイパス回路付）

名　　　　　　　称

Ｂ
Ｉ

Ｖ

Ｐ

Ｔｈ

Ｈu

Ｌｉ

Ｆ1

Ｇ0

Ｇ1

Ｇ3

ＴＤ

液

面

電

器

押しボタンスイッチ
連動スイッチ

タイムスイッチ
真空スイッチ

圧力スイッチ

（ガス圧スイッチ、水圧スイッチ等）
温度スイッチ

湿度スイッチ

リミットスイッチ
レベルスイッチ

フロートスイッチ
Ｆ2 フロートスイッチ（油用）

給水又は排水

空転防止又は高架水槽減水警報
付給水

満水警報付排水

満減水警報付給水又は排水
受水槽空転防止付満減水警報及

び高架水槽満減水警報付給水
警報用

外部信号（インバータ制御用）

Ｇ5

Ｔｉ

Ｌｅ

Ｇ2 継

記　　号 方　　　　式

８－１

注　*1　単位装置とは、制御の基本構成であり、
　　　　１つの回路を構成することにより制御を行
　　　　えるものをいう。
　　 *2　自動には、連動を含む。

Ｇ4

ａ

ａ

可変速運転（可変速運転用インバータ2重化）１５-３

電力８３

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力８７

(1)　機能の共通事項
　(ｲ)　運転表示用の赤表示灯（運転）及び緑表示灯（停止）を設ける。
　(ﾛ)　交流過電流継電器（1E、2E、3E）の動作時及びインバータの故障（過電流、過電圧
　　 等）時の制御及び表示は、次による。
　　 1)　電動機を停止させ、赤表示灯（運転）及び緑表示灯（停止）を消灯する。ただし、消
　　　 火ポンプはこの限りでない。
　　 2)　ブザー及び橙表示灯を設ける。
　　 3)　遠方監視用接点を設ける。
　(ﾊ)　配線用遮断器、漏電遮断器の動作時又は漏電継電器の動作時の制御及び表示
　　 は、次による。
　　 1)　単位装置の操作・制御方式に「B」が追記されたものは、ブザー及び橙表示灯を設
　　　 ける。
　　　 　なお、表示灯は(ﾛ)2)の橙表示灯と同一表示灯としてもよい。
　　 2)　単位装置の操作・制御方式に「A」が追記されたものは、遠方監視用接点を設ける。
　 (ﾆ)　Ｙ－△切換は、タイマ又は電流要素のいずれでもよい。
　 (ﾎ)　切換スイッチの「試験」「手動」は、次による。
　　 1)　「試験」は、直接電動機を始動できるものとする。
　　 2)　「手動」は、押ボタンスイッチによる「入」「切」が可能なものとし、停止優先回路とす
　　　 る。
　 (ﾍ)　液面制御装置は、液面継電器等により構成し、次による。
　　 1)　電動機の制御又は液面の警報が可能なものとする。
　　 2)　液面警報は、ブザー及び橙表示灯によるものとし、遠方監視用接点を設ける。
　 (ﾄ)　警報用ブザー及び表示灯は、次による。
　　 1)　警報用ブザーは、停止回路付きとし、制御盤ごとに一括とする。また、消火ポンプ
　　　 に用いる場合は、ブザーの代わりにベルを使用する。
　　 2)　警報用表示灯は、ブザーを停止させても、警報が復帰するまでは継続する。
　 (ﾁ)　電動機等の制御回路は、原則として単位装置の配線用遮断器又は漏電遮断器の
　　　2次側より分岐し、液面制御装置の警報回路、(ﾊ)1)の橙表示灯回路及び複式自動交
　　　互同時運転の共通部分の回路は、１次側より分岐する。
　 (ﾘ)　他の機器を連動させる場合は、試験運転時に連動させないようにする。

制御盤２ 単位装置の機能１

(1)　機能の共通事項
　(ｲ)　運転表示用の赤表示灯（運転）及び緑表示灯（停止）を設ける。
　(ﾛ)　交流過電流継電器（1E、2E、3E）の動作時及びインバータの故障（過電流、過電圧
　　 等）時の制御及び表示は、次による。
　　 1)　電動機を停止させ、赤表示灯（運転）及び緑表示灯（停止）を消灯する。ただし、消
　　　 火ポンプはこの限りでない。
　　 2)　ブザー及び橙表示灯を設ける。
　　 3)　遠方監視用接点を設ける。
　(ﾊ)　配線用遮断器、漏電遮断器の動作時又は漏電継電器の動作時の制御及び表示
　　 は、次による。
　　 1)　単位装置の操作・制御方式に「B」が追記されたものは、ブザー及び橙表示灯を設
　　　 ける。
　　　 　なお、表示灯は(ﾛ)2)の橙表示灯と同一表示灯としてもよい。
　　 2)　単位装置の操作・制御方式に「A」が追記されたものは、遠方監視用接点を設ける。
　 (ﾆ)　Ｙ－△切換は、タイマ又は電流要素のいずれでもよい。
　 (ﾎ)　切換スイッチの「試験」「手動」は、次による。
　　 1)　「試験」は、直接電動機を始動できるものとする。
　　 2)　「手動」は、押ボタンスイッチによる「入」「切」が可能なものとし、停止優先回路とす
　　　 る。
　 (ﾍ)　液面制御装置は、液面継電器等により構成し、次による。
　　 1)　電動機の制御又は液面の警報が可能なものとする。
　　 2)　液面警報は、ブザー及び橙表示灯によるものとし、遠方監視用接点を設ける。
　 (ﾄ)　警報用ブザー及び表示灯は、次による。
　　 1)　警報用ブザーは、停止回路付きとし、制御盤ごとに一括とする。また、消火ポンプ
　　　 に用いる場合は、ブザーの代わりにベルを使用する。
　　 2)　警報用表示灯は、ブザーを停止させても、警報が復帰するまでは継続する。
　 (ﾁ)　電動機等の制御回路は、原則として単位装置の配線用遮断器又は漏電遮断器の
　　　2次側より分岐し、液面制御装置の警報回路、(ﾊ)1)の橙表示灯回路及び複式自動交
　　　互同時運転の共通部分の回路は、１次側より分岐する。
　 (ﾘ)　他の機器を連動させる場合は、試験運転時に連動させないようにする。

制御盤２ 単位装置の機能１電力８４
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力８８

(2)　個別機能
　(ｲ)　操作・制御方式の機能

記　号 方　　式 機　　　　　　能

手　　動１

２－１

２－１

４－２

４－１

３

２－２

２－２

２－３

手動－遠方

試験－遠方

試験－自動*

手動－自動*

便所排気ファン
（遠方操作）

１）　押しボタンスイッチによる「入」「切」

1)　切換スイッチによる「手動」「停止」「遠方」の選択
2)　「遠方」時は、遠方の押しボタンスイッチ（運転表示灯
　付）による「入」「切」
3)　4線で遠方の押しボタンスイッチと接続

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択
2)　「遠方」時は、遠方の押しボタンスイッチ（運転表示灯
　付）による「入」「切」
3)　４線で遠方の押しボタンスイッチと接続

1)　切換スイッチによる「手動」「停止」「遠方」の選択
2)　「遠方」時は、遠方の有電圧パルス信号による「入」
　「切」（遠方制御回路保護用サージキラー付）

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択に
　よる運転
2)　「遠方」時は、タンブラスイッチからの信号による運転
　及び遠方への運転表示
　　なお、電源変圧器（2次側100V回路保護装置付）を介
　して、4線式配線（うち2線は遠方への運転表示用）によ
　りタンブラスイッチ及び運転表示ランプと接続

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択
2)　「遠方」時は、遠方の有電圧パルス信号による「入」
　「切」（遠方制御回路保護用サージキラー付）

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、他機器の有電圧連続信号による自動運
　転

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、他機器の無電圧ａ接点による自動運転

1)　切換スイッチによる「手動」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、他機器の無電圧ａ接点による自動運転

制御盤３ 単位装置の機能２

ａ

５

６

給水又は排水

警報付給水
又は排水

１）　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
２）　「自動」時は、液面制御装置等の信号による自動運転

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、液面制御装置等の信号による自動運転
3)　液面警報付

ａ

(2)　個別機能
　(ｲ)　操作・制御方式の機能

記　号 方　　式 機　　　　　　能

手　　動１

２－１

２－１

４－２

４－１

３

２－２

２－２

２－３

手動－遠方

試験－遠方

試験－自動*

手動－自動*

便所排気ファン
（遠方操作）

１）　押しボタンスイッチによる「入」「切」

1)　切換スイッチによる「手動」「停止」「遠方」の選択
2)　「遠方」時は、遠方の押しボタンスイッチ（運転表示灯
　付）による「入」「切」
3)　4線で遠方の押しボタンスイッチと接続

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択
2)　「遠方」時は、遠方の押しボタンスイッチ（運転表示灯
　付）による「入」「切」
3)　４線で遠方の押しボタンスイッチと接続

1)　切換スイッチによる「手動」「停止」「遠方」の選択
2)　「遠方」時は、遠方の有電圧パルス信号による「入」
　「切」（遠方制御回路保護用サージキラー付）

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択に
　よる運転
2)　「遠方」時は、タンブラスイッチからの信号による運転
　及び遠方への運転表示
　　なお、電源変圧器（2次側100V回路保護装置付）を介
　して、4線式配線（うち2線は遠方への運転表示用）によ
　りタンブラスイッチ及び運転表示ランプと接続

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択
2)　「遠方」時は、遠方の有電圧パルス信号による「入」
　「切」（遠方制御回路保護用サージキラー付）

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、他機器の有電圧連続信号による自動運
　転

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、他機器の無電圧ａ接点による自動運転

1)　切換スイッチによる「手動」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、他機器の無電圧ａ接点による自動運転

制御盤３ 単位装置の機能２

ａ

５

６

給水又は排水

警報付給水
又は排水

１）　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
２）　「自動」時は、液面制御装置等の信号による自動運転

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、液面制御装置等の信号による自動運転
3)　液面警報付

ａ

電力８５

【P 000】

◎　改定した理由を記入

2012-05-24143/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力８９ 制御盤４ 単位装置の機能３

７

８－１

８－２

８－３

消火ポンプ
（遠方始動）

消火ポンプ
（連動始動）

スプリンクラー
ポンプ

排煙ファン

1)　消火栓箱の起動用押しボタンスイッチ（電源表示灯及
　び運転表示灯付）による遠方始動。
　　なお、電源変圧器（2次側24V又は48V）及び配線用遮
　断器又はヒューズを介して共通な４線で遠方始動回路と
　接続
2)　制御盤の押しボタンスイッチによる「入」「切」
3)　キープ継電器による運転・停止状態の保持
4)　ブザーによる運転表示（ブザー停止回路付）
5)　ベルによる保護継電器（1E、2E、3E）の動作表示及び
　呼水槽減水警報付

1)　圧力スイッチによる連動始動
2)　制御盤の押しボタンスイッチによる「入」「切」
3)　キープ継電器による運転・停止状態の保持
4)　ブザーによる運転表示（ブザー停止回路付）
5)　ベルによる保護継電器（1E、2E、3E）の動作表示及び
　呼水槽減水警報付

1)　火災報知受信機による連動始動とし、盤内に消火ポン
　プ起動装置取付けスペースを確保
　　なお、配線用遮断器又はヒューズを介して消火ポンプ
　起動装置と接続
2)　制御盤の押しボタンスイッチによる「入」「切」
3)　キープ継電器による運転・停止状態の保持
4)　ブザーによる運転表示（ブザー停止回路付）
5)　ベルによる保護継電器（1E、2E、3E）の動作表示及び
　呼水槽減水警報付

1)　連動制御器による連動始動（連動制御器に係る制御
　回路の電源は、電源変圧器及び配線用遮断器又はヒュ
　ーズを介し、電圧は、24V又は48Vとする。）
2)　制御盤の押しボタンスイッチによる「入」「切」
3)　キープ継電器による運転・停止状態の保持
4)　ブザーによる運転表示（ブザー停止回路付）
5)　ベルによる保護継電器（1E、2E、3E）の動作表示

9
複式自動
交互運転

1）　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2）　「自動」時は、液面制御装置等の信号による自動運転
3）　切換スイッチ等による「Ｎｏ.1」「交互」「Ｎｏ.2」の選択
4）　「交互」時は、交互運転

記　号 方　　式 機　　　　　　能

制御盤４ 単位装置の機能３

７

８－１

８－２

８－３

消火ポンプ
（遠方始動）

消火ポンプ
（連動始動）

スプリンクラー
ポンプ

排煙ファン

1)　消火栓箱の起動用押しボタンスイッチ（電源表示灯及
　び運転表示灯付）による遠方始動。
　　なお、電源変圧器（2次側24V又は48V）及び配線用遮
　断器又はヒューズを介して共通な４線で遠方始動回路と
　接続
2)　制御盤の押しボタンスイッチによる「入」「切」
3)　キープ継電器による運転・停止状態の保持
4)　ブザーによる運転表示（ブザー停止回路付）
5)　ベルによる保護継電器（1E、2E、3E）の動作表示及び
　呼水槽減水警報付

1)　圧力スイッチによる連動始動
2)　制御盤の押しボタンスイッチによる「入」「切」
3)　キープ継電器による運転・停止状態の保持
4)　ブザーによる運転表示（ブザー停止回路付）
5)　ベルによる保護継電器（1E、2E、3E）の動作表示及び
　呼水槽減水警報付

1)　火災報知受信機による連動始動とし、盤内に消火ポン
　プ起動装置取付けスペースを確保
　　なお、配線用遮断器又はヒューズを介して消火ポンプ
　起動装置と接続
2)　制御盤の押しボタンスイッチによる「入」「切」
3)　キープ継電器による運転・停止状態の保持
4)　ブザーによる運転表示（ブザー停止回路付）
5)　ベルによる保護継電器（1E、2E、3E）の動作表示及び
　呼水槽減水警報付

1)　連動制御器による連動始動（連動制御器に係る制御
　回路の電源は、電源変圧器及び配線用遮断器又はヒュ
　ーズを介し、電圧は、24V又は48Vとする。）
2)　制御盤の押しボタンスイッチによる「入」「切」
3)　キープ継電器による運転・停止状態の保持
4)　ブザーによる運転表示（ブザー停止回路付）
5)　ベルによる保護継電器（1E、2E、3E）の動作表示

9
複式自動
交互運転

1）　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2）　「自動」時は、液面制御装置等の信号による自動運転
3）　切換スイッチ等による「Ｎｏ.1」「交互」「Ｎｏ.2」の選択
4）　「交互」時は、交互運転

記　号 方　　式 機　　　　　　能

電力８６

【P 000】

◎　改定した理由を記入

2012-05-24144/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力９０制御盤５ 単位装置の機能４

10

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、液面制御装置等の信号による自動運転
3)　切換スイッチ等による「No.1」「交互同時」「同時」「No.2」
　の選択
4)　「交互同時」時は、異常時に同時運転及び正常時に交
　互運転

11-1
1)　切換スイッチによる「No.1」「停止」「No.2」の選択
2)　押ボタンスイッチによる「入」「切」

11-2
1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、他機器の無電圧の接点による自動運転
3)　切換スイッチによる「No.1」「No.2」の選択

12

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択
2）　「遠方」時は、操作盤からの信号による運転
　　なお、電源変圧器（2次側24Ｖ又は48Ｖヒューズ付）を介
　して、共通4線式配線で操作盤と接続
3）　操作盤の機能は次による。
　1．押ボタンスイッチによる排気ファンの遠方操作及び電
　　磁弁の開閉。ただし、電磁弁の開閉は、排気ファンとイ
　　ンターロック
　2．表示灯による電磁弁の開表示及び排気ファンの運転
　　表示
　3．白色のアクリル板に赤色で「操作する時は、ガス器具
　　の栓が閉じていることを確認して下さい。」と記載した注
　　意表示板取付

複式自動交互
同時運転

手動交互運転
（手動）

手動交互運転
（試験－自動）

湯沸室排気ファン
（電磁弁）

13-1

1）　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択
2）　「遠方」時は、操作スイッチからの信号による運転
　　なお、電源変圧器（2次側24Ｖ又は48Ｖヒューズ付）を介
　して、4線式配線（うち2線は共通）により、操作スイッチと
　接続
3）　操作スイッチの機能は、次による。
　1．タンブラスイッチ及び外部のガス圧スイッチによる排気
　　ファンの遠方操作 
　2．ランプによる排気ファンの運転表示
　3．白色のアクリル板に赤色で「ガスコンロを使用する場合
　　は、手動スイッチにより換気して下さい。」と記載した注
　　意表示板取付

湯沸室排気ファン
（ガス圧スイッチ）

記　号 方　　式 機　　　　　　能

制御盤５ 単位装置の機能４

10

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、液面制御装置等の信号による自動運転
3)　切換スイッチ等による「No.1」「交互同時」「同時」「No.2」
　の選択
4)　「交互同時」時は、異常時に同時運転及び正常時に交
　互運転

11-1
1)　切換スイッチによる「No.1」「停止」「No.2」の選択
2)　押ボタンスイッチによる「入」「切」

11-2
1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、他機器の無電圧の接点による自動運転
3)　切換スイッチによる「No.1」「No.2」の選択

12

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択
2）　「遠方」時は、操作盤からの信号による運転
　　なお、電源変圧器（2次側24Ｖ又は48Ｖヒューズ付）を介
　して、共通4線式配線で操作盤と接続
3）　操作盤の機能は次による。
　1．押ボタンスイッチによる排気ファンの遠方操作及び電
　　磁弁の開閉。ただし、電磁弁の開閉は、排気ファンとイ
　　ンターロック
　2．表示灯による電磁弁の開表示及び排気ファンの運転
　　表示
　3．白色のアクリル板に赤色で「操作する時は、ガス器具
　　の栓が閉じていることを確認して下さい。」と記載した注
　　意表示板取付

複式自動交互
同時運転

手動交互運転
（手動）

手動交互運転
（試験－自動）

湯沸室排気ファン
（電磁弁）

13-1

1）　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択
2）　「遠方」時は、操作スイッチからの信号による運転
　　なお、電源変圧器（2次側24Ｖ又は48Ｖヒューズ付）を介
　して、4線式配線（うち2線は共通）により、操作スイッチと
　接続
3）　操作スイッチの機能は、次による。
　1．タンブラスイッチ及び外部のガス圧スイッチによる排気
　　ファンの遠方操作 
　2．ランプによる排気ファンの運転表示
　3．白色のアクリル板に赤色で「ガスコンロを使用する場合
　　は、手動スイッチにより換気して下さい。」と記載した注
　　意表示板取付

湯沸室排気ファン
（ガス圧スイッチ）

記　号 方　　式 機　　　　　　能

電力８７

【P 000】

◎　改定した理由を記入

2012-05-24145/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力９１制御盤６ 単位装置の機能５

13-2

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択
2)　「遠方」時は、操作スイッチからの信号による運転
　　なお、4線式配線により操作スイッチと接続
3)　操作スイッチの機能は、次による。
　1．外部の水圧スイッチ（有電圧信号）による排気ファン
　　の遠方操作
　2．ランプによる排気ファンの運転表示
　3．白色のアクリル板に赤色で「ガスコンロを使用する場
　　合は、手動スイッチにより換気して下さい。」と記載した
　　注意表示板取付

14-1

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、フロートスイッチによる自動給油運転
3)　満油時は、表示灯及びブザー（ブザー停止付）による
　警報及び油ポンプ停止

14-2

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、フロートスイッチによる自動給油運転
3)　切換スイッチによる「No.1」「No.2」の選択
4)　満油時は、表示灯及びブザー（ブザー停止付）による
　警報及び油ポンプ停止

15-1

1)　切換スイッチによる「手動」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、電圧、電流等の外部信号に応じた周波
　数制御による可変速運転
3)　「手動」時は、周波数設定器又はインバータ附属のパラ
　メータによる加変速運転
4)　　　　　　　　    インバータ内蔵の表示器による出力周波
　数の表示
5)　　　　　　　   インバータ内蔵の表示器による出力電流の
　表示
6)　                インバータ内蔵の表示器による出力電圧の
　表示

　　

15-2

1)　次によるほか、15-1の機能による。
　1．切換スイッチによる「直接」「インバータ」の選択
　2．「直接」時は、インバータを経由しない運転
　3．「インバータ」時は、インバータによる可変速運転

可変速運転
（バイパス回路付）

可変速運転
（バイパス回路なし）

油ポンプ
（複式）

油ポンプ
（単式）

湯沸室排気ファン
（水圧スイッチ）

1)　次によるほか、15-1の機能による。
　1．切換スイッチによる「インバータ1」「インバータ2」の
　 選択

備考　15-1、15-2、15-3は、他の制御回路(1、2-1、2-1a、2-2、2-2a、3等)と組合せて
　　　使用することができる。
注　*　自動には、連動を含む。

可変速運転
（可変速運転用

インバータ2重化）
15-3

方　　式記　号 機　　　　　　能

制御盤６ 単位装置の機能５

13-2

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「遠方」の選択
2)　「遠方」時は、操作スイッチからの信号による運転
　　なお、4線式配線により操作スイッチと接続
3)　操作スイッチの機能は、次による。
　1．外部の水圧スイッチ（有電圧信号）による排気ファン
　　の遠方操作
　2．ランプによる排気ファンの運転表示
　3．白色のアクリル板に赤色で「ガスコンロを使用する場
　　合は、手動スイッチにより換気して下さい。」と記載した
　　注意表示板取付

14-1

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、フロートスイッチによる自動給油運転
3)　満油時は、表示灯及びブザー（ブザー停止付）による
　警報及び油ポンプ停止

14-2

1)　切換スイッチによる「試験」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、フロートスイッチによる自動給油運転
3)　切換スイッチによる「No.1」「No.2」の選択
4)　満油時は、表示灯及びブザー（ブザー停止付）による
　警報及び油ポンプ停止

15-1

1)　切換スイッチによる「手動」「停止」「自動」の選択
2)　「自動」時は、電圧、電流等の外部信号に応じた周波
　数制御による可変速運転
3)　「手動」時は、周波数設定器又はインバータ附属のパラ
　メータによる加変速運転
4)　インバータ内蔵の表示器による出力周波数の表示
5)　インバータ内蔵の表示器による出力電流の表示
6)　インバータ内蔵の表示器による出力電圧の表示

　　

15-2

1)　次によるほか、15-1の機能による。
　1．切換スイッチによる「直接」「インバータ」の選択
　2．「直接」時は、インバータを経由しない運転
　3．「インバータ」時は、インバータによる可変速運転

可変速運転
（バイパス回路付）

可変速運転
（バイパス回路なし）

油ポンプ
（複式）

油ポンプ
（単式）

湯沸室排気ファン
（水圧スイッチ）

1)　次によるほか、15-1の機能による。
　1．切換スイッチによる「インバータ1」「インバータ2」の
　 選択

備考　15-1、15-2、15-3は、他の制御回路(1、2-1、2-1a、2-2、2-2a、3等)と組合せて
　　　使用することができる。
注　*　自動には、連動を含む。

可変速運転
（可変速運転用

インバータ2重化）
15-3

方　　式記　号 機　　　　　　能

電力８８

     周波数計又は
　
     電流計又は
　
     電圧計又は
　

【P 152】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力９２制御盤７ 単位装置の機能６

(ﾛ)　液面継電器の機能

記　号 名　　　称 用　　　途 機　　　　能

Ｇ0 給水又は排水
給水運転 停止、始動

排水運転 始動、停止

Ｇ1

空転防止又は
空転防止付

高架水槽側：停止、始動

高架水槽減水
給水運転

受 水 槽 側：始動、停止（空転防止）及び

警報付給水   高架水槽減水 停止、始動、減水警報及び停止

警報付き給水運転 （渇水時停止）

Ｇ2 満水警報付排水

単式又は複式自動
満水警報、始動、停止

交互排水運転　

複式自動交互同時 満水警報及び2台目始動、1台目始動、

排水運転

Ｇ3

単式又は複式自動
満水警報、停止、始動、減水警報

交互給水運転　

満減水警報付

複式自動交互同時 満水警報、停止、1台目始動、減水警報及

給水又は排水

給水運転

複式自動交互同時 満水警報及び2台目始動、1台目始動、停

排水運転

Ｇ4

受水槽空転防止付 高架水槽側：満水警報、停止、始動、減水

満減水警報及び高

架水槽満減水警報 受 水 槽 側：満水警報、始動、減水警報及

付給水　　　　　　　 

Ｇ5 警報用
呼水槽に使用 減水警報

一般用 満水警報、減水警報

備考　機能欄の停止、始動等の表現は、水位の上位レベルより順次表現している。

び2台目始動

止、減水警報

び停止

同　　左
警報

減水警報

満水警報、始動、停止、減水警報
交互排水運転　

単式又は複式自動

停止

制御盤７ 単位装置の機能６

(ﾛ)　液面継電器の機能

記　号 名　　　称 用　　　途 機　　　　能

Ｇ0 給水又は排水
給水運転 停止、始動

排水運転 始動、停止

Ｇ1

空転防止又は
空転防止付

高架水槽側：停止、始動

高架水槽減水
給水運転

受 水 槽 側：始動、停止（空転防止）及び

警報付給水   高架水槽減水 停止、始動、減水警報及び停止

警報付き給水運転 （渇水時停止）

Ｇ2 満水警報付排水

単式又は複式自動
満水警報、始動、停止

交互排水運転　

複式自動交互同時 満水警報及び2台目始動、1台目始動、

排水運転

Ｇ3

単式又は複式自動
満水警報、停止、始動、減水警報

交互給水運転　

満減水警報付

複式自動交互同時 満水警報、停止、1台目始動、減水警報及

給水又は排水

給水運転

複式自動交互同時 満水警報及び2台目始動、1台目始動、停

排水運転

Ｇ4

受水槽空転防止付 高架水槽側：満水警報、停止、始動、減水

満減水警報及び高

架水槽満減水警報 受 水 槽 側：満水警報、始動、減水警報及

付給水　　　　　　　 

Ｇ5 警報用
呼水槽に使用 減水警報

一般用 満水警報、減水警報

備考　機能欄の停止、始動等の表現は、水位の上位レベルより順次表現している。

び2台目始動

止、減水警報

び停止

同　　左
警報

減水警報

満水警報、始動、停止、減水警報
交互排水運転　

単式又は複式自動

停止

電力８９

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力９３

1.51.5

給気ファン排気ファン負荷名称

負荷容量(kW)

単

位

装

置

始動方式

方　　　式

操作・制御

操作・制御

スイッチ

連　動

インターロック 火災報知設備

10AB

G4IB

1AB 4-1AB 6AB

L LLL Y

0.4 0.4 11

G2

備考　(1)　図は、低圧進相コンデンサを設けた場合を示す。
　　　　(2)　図は、過負荷と欠相を保護する継電器及び過負荷と欠相と反
　　　　　 相を保護する継電器を設けた場合を示す。

給水ポンプ 排水ポンプ

A

52

M

C

2E

M

C

A

2E

52

A

52

C

M

ELCB

42 6

2E

M

C

M

C

AA

3E

5252

3E

EL EL

FVキャビネット形式

警

報

用

制

御

用

電

源

（
液

面

継

電

器

等

用

）

制御盤８ 単線接続図例１

1.51.5

給気ファン排気ファン負荷名称

負荷容量(kW)

単

位

装

置

始動方式

方　　　式

操作・制御

操作・制御

スイッチ

連　動

インターロック 火災報知設備

10AB

G4IB

1AB 4-1AB 6AB

L LLL Y

0.4 0.4 11

G2

備考　(1)　図は、低圧進相コンデンサを設けた場合を示す。
　　　　(2)　図は、過負荷と欠相を保護する継電器及び過負荷と欠相と反
　　　　　 相を保護する継電器を設けた場合を示す。

給水ポンプ 排水ポンプ

A

52

M

C

2E

M

C

A

2E

52

A

52

C

M

ELCB

42 6

2E

M

C

M

C

AA

3E

5252

3E

EL EL

FVキャビネット形式

警

報

用

制

御

用

電

源

（
液

面

継

電

器

等

用

）

制御盤８ 単線接続図例１電力９０

【P 000】

2012-05-24148/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力９４

空調機負荷名称

負荷容量（kW）

単

位

装

置

始動方式

方　　　式
操作・制御

操作・制御
スイッチ

連　動

インターロック 火災報知設備

L Y

115.5

15-1AB 15-2AB

I、TD I、TD

備考　(1)　可変速運転用インバータは、保護装置、高調波対策装置等を含むもの
　　　　　 とする。
　　　　(2)　火災報知設備により強制停止するための電磁接触器(52)を設置した一
　　　　　 例を示す。
　　　　(3)　図は、過負荷と欠相を保護する継電器を設けた場合を示す。

排気ファン

M

INV

5252

M

INV

52
-2

-3-1

42 6

Vキャビネット形式 F

2E

52
警

報

用

制御盤９ 単線接続図例２

A

15-3AB

Ｌ

11

冷温水ポンプ

INV1

52
-1

52
-2

INV2

52
-3

52
-4

M

I、TD

空調機負荷名称

負荷容量（kW）

単

位

装

置

始動方式

方　　　式
操作・制御

操作・制御
スイッチ

連　動

インターロック 火災報知設備

L Y

115.5

15-1AB 15-2AB

I、TD I、TD

備考　(1)　可変速運転用インバータは、保護装置、高調波対策装置等を含むもの
　　　　　 とする。
　　　　(2)　火災報知設備により強制停止するための電磁接触器(52)を設置した一
　　　　　 例を示す。
　　　　(3)　図は、過負荷と欠相を保護する継電器を設けた場合を示す。

排気ファン

M

INV

5252

M

INV

52
-2

-3-1

42 6

Vキャビネット形式 F

2E

52
警

報

用

制御盤９ 単線接続図例２

A

15-3AB

Ｌ

11

冷温水ポンプ

INV1

52
-1

52
-2

INV2

52
-3

52
-4

M

I、TD

電力９１

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力９５ 電熱装置 記号、表示例及び施工例

例２

説　　　　　　　明

(1)　記　号

 備考　　発熱線ユニットは、発熱線により構成された面状発熱体とする。

(2)　表示例

記　　号

例１

例３

EH2-100S

EH1-80U

EH1-25L

定格電圧200V、発熱量100W/m2の発熱シート

定格電圧100V、発熱量25W/mの発熱線

ＥH 電気ヒータ

発熱体種類

１

２

１００

２００

定格電圧〔V〕 発熱量

Ｕ

Ｓ

Ｌ

発熱体の構造

発熱線ユニット

発熱シート

発熱線

定格電圧100V、発熱量80W/m2の発熱線ユニット

〔W/m2〕

〔W/ｍ〕

ｎ

ｎ

(3)　施工例

発熱線

アスファルトコンクリート

モルタル

・・・
・

・
・

・・
・・ ・・

・
・・・ ・・

・ ・・ ・
・ ・・

・・

構内歩道(アスファルト)

路盤
発熱線

構内歩道(タイル貼り)

備考　図は、一例を示す。

敷きモルタル
保護モルタル

タイル

土間コンクリート

路盤

保護モルタル

床仕上げ材

床スラブ（顕熱蓄熱式）

コンクリートスラブ

断熱材

発熱線

床スラブ（非蓄熱式）

床仕上げ材

コンクリートスラブ

断熱材

保護モルタル

発熱線

例

電熱装置 記号、表示例及び施工例

例２

説　　　　　　　明

(1)　記　号

 備考　　発熱線ユニットは、発熱線により構成された面状発熱体とする。

(2)　表示例

記　　号

例１

例３

EH2-100S

EH1-80U

EH1-25L

定格電圧200V、発熱量100W/m2の発熱シート

定格電圧100V、発熱量25W/mの発熱線

ＥH 電気ヒータ

発熱体種類

１

２

１００

２００

定格電圧〔V〕 発熱量

Ｕ

Ｓ

Ｌ

発熱体の構造

発熱線ユニット

発熱シート

発熱線

定格電圧100V、発熱量80W/m2の発熱線ユニット

〔W/m2〕

〔W/ｍ〕

ｎ

ｎ

(3)　施工例

発熱線

アスファルトコンクリート

モルタル

・・・
・

・
・

・・
・・ ・・

・
・・・ ・・

・ ・・ ・
・ ・・

・・

構内歩道(アスファルト)

路盤
発熱線

構内歩道(タイル貼り)

備考　図は、一例を示す。

敷きモルタル
保護モルタル

タイル

土間コンクリート

路盤

保護モルタル

床仕上げ材

床スラブ（顕熱蓄熱式）

コンクリートスラブ

断熱材

発熱線

床スラブ（非蓄熱式）

床仕上げ材

コンクリートスラブ

断熱材

保護モルタル

発熱線

例

電力９２

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力９６

(1)　形式、ふたの止め方等の記号

寸　　　法

ａ×ｂ×ｃ

(3)　形　式

c
b

a

つりボルト

b

a

c

露出形ねじ止め式

ＳＳ

埋込形ねじ止め式

ＦＳ

〔単位　mm〕

屋外形

b

a

ＳＳ（ＷＰ）

プルボックス１ 記号、形式及び表示例

埋込形

露出形Ｓ

Ｆ

説　　　　　　　明記　　　　号例

(4)　表示例

(2)　材質・材厚及び仕上げの記号

－ SPC 1.6

Z35 SPC 1.6にJIS H 8641「溶融亜鉛めっき」に規定するHDZ35以上の溶融亜鉛め
っきを施したもの又は同等以上の耐食性を有するもの

SUS 1.2SUS

記号 形　　式

記号 材質・材厚及び仕上げ

合成樹脂製V

ふたの止め方記号

ねじ止め式

ふたなし

Ｓ

－

屋内形

屋内形（隠ぺい部）

－

C

記号 備　　考

WP 屋外形

備考　セパレータも含む。

例１

例２

例３

例５

例６

FS200×200×80

F200×200×80

SS200×200×200-V

SS300×300×200C

SS300×300×200WP-SUS

埋込形ねじ止め式で寸法200mm×200mm×80mm
のもの
裏ボックスとして使用するもので、埋込形ふたなし
で寸法200mm×200mm×80mmのもの

露出形ねじ止め式で寸法300mm×300mm×200m
のもので、ステンレス製屋外形のもの

露出形ねじ止め式で寸法300mm×300mm×200m
のもので、隠ぺい部に取付けるもの

露出形ねじ止め式で寸法200mm×200mm×200m
のもので、合成樹脂製のもの

露出形ねじ止め式で寸法300mm×300mm×200m
のもので、溶融亜鉛めっきを施した屋外形のもの

SS300×300×200WP-Z35例４

c

(1)　形式、ふたの止め方等の記号

寸　　　法

ａ×ｂ×ｃ

(3)　形　式

c
b

a

つりボルト

b

a

c

露出形ねじ止め式

ＳＳ

埋込形ねじ止め式

ＦＳ

〔単位　mm〕

屋外形*

b

a

ＳＳ（ＷＰ）

プルボックス１ 記号、形式及び表示例

埋込形

露出形Ｓ

Ｆ

説　　　　　　　明記　　　　号例

(4)　表示例

(2)　材質・材厚及び仕上げの記号

－ SPC 1.6

Z35 SPC 1.6にJIS H 8641「溶融亜鉛めっき」に規定するHDZ35以上の溶融亜鉛め
っきを施したもの又は同等以上の耐食性を有するもの

SUS 1.2SUS

記号 形　　式

記号 材質・材厚及び仕上げ

合成樹脂製V

ふたの止め方記号

ねじ止め式

ふたなし

Ｓ

－

屋内形

屋内形（隠ぺい部）

－

C

記号 備　　考

WP 屋外形

注　*　長辺が200mm以上の場合を示す。

備考　セパレータも含む。

例１

例２

例３

例５

例６

FS200×200×80

F200×200×80

SS200×200×200-V

SS300×300×200C

SS300×300×200WP-SUS

埋込形ねじ止め式で寸法200mm×200mm×80mm
のもの
裏ボックスとして使用するもので、埋込形ふたなし
で寸法200mm×200mm×80mmのもの

露出形ねじ止め式で寸法300mm×300mm×200m
のもので、ステンレス製屋外形のもの

露出形ねじ止め式で寸法300mm×300mm×200m
のもので、隠ぺい部に取付けるもの

露出形ねじ止め式で寸法200mm×200mm×200m
のもので、合成樹脂製のもの

露出形ねじ止め式で寸法300mm×300mm×200m
のもので、溶融亜鉛めっきを施した屋外形のもの

SS300×300×200WP-Z35例４

c

電力９３

◎　標準仕様書に合わせ
　記載を変更した。
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

◎　改定した理由を記入

電力９７ プルボックス２ プルボックスと配管の支持例

平　　面　　図

つりボルト呼び径9mm以上

パイプクリップ

パイプハンガ

50 0以下 50 0以下 2 , 0 0 0以下

5
0
0
以

下

プルボックス

側　　面　　図

〔単位　mm〕

プルボックス２ プルボックスと配管の支持例

平　　面　　図

つりボルト呼び径9mm以上

パイプクリップ

パイプハンガ

50 0以下 50 0以下 2 , 0 0 0以下

5
0
0
以

下

プルボックス

側　　面　　図

〔単位　mm〕

電力９４
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

電力９８ 金属ダクト 記号、形式及び表示例

〔単位　mm〕

説　　　　　　　明記　　　号

例１

寸　　　法ふたの止め方形　　　式

Ａ Ａ　形 ａ×ｂ

(4)　表示例

例２

ＡＳ４００×２００

ＡＨ４００×２００

Ａ形ねじ止め式で寸法が４００ｍｍ×２００ｍｍのもの

Ａ形ちょう番式で寸法が４００ｍｍ×２００ｍｍのもの

Ａ形ちょう番式

ＡH

記号 記号

b

a a

b

Ａ形ねじ止め式

ＡＳ

例３ ＡＨ４００×２００－Ｚ３５
Ａ形ちょう番式で寸法が４００ｍｍ×２００ｍｍのもの
で、溶融亜鉛めっきを施したもの

(3)　形　式

(2)　材質・材厚及び仕上げの記号

－ SPC 1.6

Z35
SPC 1.6にJIS H 8641「溶融亜鉛めっき」に規定するHDZ35以上の溶融亜鉛め
っきを施したもの又は同等以上の耐食性を有するもの

記号 材質・材厚及び仕上げ

備考　セパレータも含む。

Ｓ ねじ止め式

ちょう番式Ｈ

例

(1)　形式、ふたの止め方等の記号

金属ダクト 記号、形式及び表示例

〔単位　mm〕

説　　　　　　　明記　　　号

例１

寸　　　法ふたの止め方形　　　状

Ａ Ａ　形 ａ×ｂ

(4)　表示例

例２

ＡＳ４００×２００

ＡＨ４００×２００

Ａ形ねじ止め式で寸法が４００ｍｍ×２００ｍｍのもの

Ａ形ちょう番式で寸法が４００ｍｍ×２００ｍｍのもの

Ａ形ちょう番式

ＡH

記号 記号

b

a a

b

Ａ形ねじ止め式

ＡＳ

例３ ＡＨ４００×２００－Ｚ３５
Ａ形ちょう番式で寸法が４００ｍｍ×２００ｍｍのもの
で、溶融亜鉛めっきを施したもの

(3)　形　式

(2)　材質・材厚及び仕上げの記号

－ SPC 1.6

Z35
SPC 1.6にJIS H 8641「溶融亜鉛めっき」に規定するHDZ35以上の溶融亜鉛め
っきを施したもの又は同等以上の耐食性を有するもの

記号 材質・材厚及び仕上げ

備考　セパレータも含む。

Ｓ ねじ止め式

ちょう番式Ｈ

例

(1)　形状、ふたの止め方等の記号

電力９５

◎　標準仕様書の用語に
　合わせた
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標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版 改定理由

電力９９ 金属トラフ 記号、形式及び表示例

説　　　　　　　明記　　　号

例１

(3)　形　式

(4)　表示例

例２

T-AS400×200

T-AS400×200WP-Z35

T-A形ねじ止め式で寸法が400mm×200mmのもの

T-A形ねじ止め式で寸法が400mm×200mmのもの
で、溶融亜鉛めっきを施した屋外形のもの

b

a

屋外形

T-AS(WP)

〔単位　mm〕

(2)　材質・材厚及び仕上げの記号

－ SPC 1.2

Z35
SPC 1.6にJIS H 8641「溶融亜鉛めっき」に規定するHDZ35以上の溶融亜鉛め
っきを施したもの又は同等以上の耐食性を有するもの

SUS 1.0SUS

記号 材質・材厚及び仕上げ

b

a

屋内形

T-AS

寸　　　法

ａ×ｂ

ふたの止め方記号

ねじ止め式Ｓ
屋内形－

記号 備　　考

WP 屋外形

(1)　形状、ふたの止め方等の記号

T-A形T-A

記号 形　　状

備考　セパレータも含む。

例

電力９６ 金属トラフ 記号、形式及び表示例

説　　　　　　　明記　　　号

例１

(3)　形　式

(4)　表示例

例２

T-AS400×200

T-AS400×200WP-Z35

T-A形ねじ止め式で寸法が400mm×200mmのもの

T-A形ねじ止め式で寸法が400mm×200mmのもの
で、溶融亜鉛めっきを施した屋外形のもの

b

a

屋外形

T-AS(WP)

〔単位　mm〕

(2)　材質・材厚及び仕上げの記号

－ SPC 1.2

Z35
SPC 1.6にJIS H 8641「溶融亜鉛めっき」に規定するHDZ35以上の溶融亜鉛め
っきを施したもの又は同等以上の耐食性を有するもの

SUS 1.0SUS

記号 材質・材厚及び仕上げ

b

a

屋内形

T-AS

寸　　　法

ａ×ｂ

ふたの止め方記号

ねじ止め式Ｓ
屋内形－

記号 備　　考

WP 屋外形

(1)　形状、ふたの止め方等の記号

T-A形T-A

記号 形　　状

備考　セパレータも含む。

例
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１００ ケーブルラック１ 記　　号

記　　号

190 187 以上

内面寸法〔mm〕

記　　号

180

内面寸法〔mm〕
親げた1本〔N/m〕

許 容 積 載 静 荷 重

BS

記　　号

(1)　材料及び仕上げの記号

材 料 及 び 仕 上 げ

ZM

Z35

ZT

亜鉛の両面付着量100g/m2以上の溶融亜鉛めっき鋼板にメラミン焼付
塗装、粉体塗装等を施したはしご形のもの

(2)　寸法及び強度の記号

子げた1本〔N〕※１

200

300

400

500

600

800

1,000

A

A

A

B

280

380

480

580

780

980

108 以上

148 以上

187 以上

226 以上

265 以上

344 以上

422 以上

216 以上

295 以上

373 以上

1,011 以上

1,383 以上

452 以上

1,089 以上

1,540 以上

530 以上

1,170 以上

1,697 以上

687 以上

1,324 以上

2,011 以上

844 以上

1,481 以上

2,325 以上

200

300

400

500

600

290

390

490

590

295 以上

344 以上

481 以上

599 以上

許容積載静荷重〔N/m〕

鋼板又は鋼材にJIS H 8641「溶融亜鉛めっき」に規定するHDZ35以上
の溶融亜鉛めっきを施したはしご形のもの又は溶融亜鉛-アルミニウ
ム系合金めっき鋼板を用いたはしご形のもので、前記と同等の耐食性
能を有するもの

1,200 1,180 1,638 以上

2,639 以上

500 以上
1,001 以上

－

備考　(1)　内面寸法とは、ケーブルラック内面の最小寸法をいう。
　　　　(2)　許容積載静荷重の算出基準は次による。
　　　　　(ｲ)　両端ピン支持による等分布荷重とする。
　　　　　(ﾛ)　ケーブルラックのたわみは、支持間隔の1/300以下とする。
　　　　　(ﾊ)　ケーブルラックの水平支持間隔は、鋼製で2m、アルミ製で1.5mとする。
　　　　(3)　ＢＳは、垂直支持（立上り配線）専用の両面形とし、材料及び仕上げがALの
　　　　　 ものは除く。
　　　　(4)　子げたの許容積載静荷重は、※１　水平　※２　垂直両方向に対して耐える
　　　　　ものとする。　

AL アルミニウム合金に陽極酸化皮膜を施したはしご形のもの

備考　記号の末尾にWPを付記したものは、ケーブルラックと同じ仕上げのカバーを取
　　　付ける。

は
し
ご
形

ト
レ
ー
形

ケーブルラック１ 記　　号

記　　号

190 187 以上

内面寸法〔mm〕

記　　号

180

内面寸法〔mm〕
親げた1本〔N/m〕

許 容 積 載 静 荷 重

BS

記　　号

(1)　材料及び仕上げの記号

材 料 及 び 仕 上 げ

ZM

Z35

ZT

亜鉛の両面付着量100g/m2以上の溶融亜鉛めっき鋼板にメラミン焼付
塗装、粉体塗装等を施したはしご形のもの

亜鉛の両面付着量 以上の溶融亜鉛めっき鋼板に透明塗装を
施したトレー形のもの

(2)　寸法及び強度の記号

子げた1本〔N〕

200

300

400

500

600

800

1,000

A

A

A

B

A

B

A

B

A

B

A

B

280

380

480

580

780

980

108 以上

148 以上

187 以上

226 以上

265 以上

344 以上

422 以上

216 以上

295 以上

373 以上

1,011 以上

1,383 以上

452 以上

1,089 以上

1,540 以上

530 以上

1,170 以上

1,697 以上

687 以上

1,324 以上

2,011 以上

844 以上

1,481 以上

2,325 以上

200

300

400

500

600

290

390

490

590

295 以上

344 以上

481 以上

599 以上

許容積載静荷重〔N/m〕

鋼板又は鋼材にJIS H 8641「溶融亜鉛めっき」に規定するHDZ35以上
の溶融亜鉛めっきを施したはしご形のもの又は溶融亜鉛-アルミニウ
ム系合金めっき鋼板を用いたはしご形のもので、前記と同等の耐食性
能を有するもの

1,200

A

B 1,180 1,638 以上

2,639 以上

500 以上
1,001 以上

374 以上

452 以上

530 以上

688 以上

844 以上

1,000 以上

備考　(1)　内面寸法とは、ケーブルラック内面の最小寸法をいう。
　　　　(2)　許容積載静荷重の算出基準は次による。
　　　　　(ｲ)　両端ピン支持による等分布荷重とする。
　　　　　(ﾛ)　ケーブルラックのたわみは、支持間隔の1/300以下とする。
　　　　　(ﾊ)　ケーブルラックの水平支持間隔は、鋼製で2m、アルミ製で1.5mとする。
　　　　(3)　ＢＳは、垂直支持（立上り配線）専用の両面形とし、材料及び仕上げがALの
　　　　　 ものは除く。
　　　　(4)　子げたの許容積載静荷重は、水平及び垂直両方向に対して耐えるものとする。　

AL アルミニウム合金に陽極酸化皮膜を施したはしご形のもの

備考　記号の末尾にWPを付記したものは、ケーブルラックと同じ仕上げのカバーを取
　　　付ける。

は
し
ご
形

ト
レ
ー
形

BS

BS

BS

BS

BS

電力９７

BS

A

B

BS

A

B

BS

A

B

BS

A

B

BS

A

B

子げた1本〔N〕※2

300 以上

450 以上

600 以上

800 以上

750 以上

1,000 以上

900 以上

1,200 以上

1,200 以上

1,600 以上

1,500 以上

2,000 以上

2,000 以上

2,500 以上

◎　子げたの許容積載静
　荷重を水平、垂直方向
　を別々に規定した。
　数値は調整中

　　　　　　　　　　　　275g/m2 亜鉛の両面付着量 以上の溶融亜鉛めっき鋼板に透明塗装を
施したトレー形のもの

◎　（検討中）ZTは屋内
　使用に限定しているの
　で亜鉛付着量を低減予
　定。

－

－

－

－

－

　　　　　　　　　　　　275g/m2
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１０１ ケーブルラック２ 形　　式

備考　図は、一例を示す。

（３）　形　式

はしご形（ＢＳ）

内面寸法

子げた間隔

親げた
子げた

トレー形

はしご形
（Ａ又はＢ）

内面寸法

子げた
間隔

片面
子げた
取付
間隔

ケーブルラック２ 形　　式

備考　図は、一例を示す。

（３）　形　式

はしご形（ＢＳ）

内面寸法

子げた間隔

親げた
子げた

トレー形

はしご形
（Ａ又はＢ）

内面寸法

子げた
間隔

片面
子げた
取付
間隔

電力９８
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１０２ ケーブルラック３ 表示例

記　　号 説　　　　　明

（４）　表示例

例１

例２

例３

ＺＭ－６００Ｂ

ＺＭ－８００ＢＳ

ＺＴ－２００

立上り配線専用の両面形であって、亜鉛の両面付着
量100g/m2以上の溶融亜鉛めっき鋼板にメラミン焼付
塗装、粉体塗装等を施したもので、内面寸法が780mm
のもの
部材としての許容積載静荷重は、水平支持間隔２ｍに
おいて、親げた１本１ｍ当たり2011N以上とし、ケーブル
ラックの垂直支持において、子げた１本当たり688N以
上の等分布荷重に耐えるもの
子げたの取付間隔は、片面につき、0.6m以下

亜鉛の両面付着量100g/m2以上の溶融亜鉛めっき鋼
板にメラミン焼付塗装、粉体塗装等を施したもので、内
面寸法が580mmのものを2m間隔で水平に支持した場
合に、親げた１本1m当たり1170N以上、子げた1本当た
り265N以上の等分布積載静荷重に耐えるもの

鋼板又は鋼材にJIS H 8641「溶融亜鉛めっき」に規定
するHDZ35以上の溶融亜鉛めっきを施したもの又は溶
融亜鉛-アルミニウム系合金めっき鋼板を用いたもので
、前記と同等の耐食性能を有するもので、内面寸法が
580mmものを2m間隔で水平に支持した場合に、親げ
た１本1m当たり530N以上、子げた1本当たり265N以上
の等分布積載静荷重に耐えるもの
ケーブルラックと同じ仕上げのカバーを取付ける。

Ｚ３５－６００A－ＷＰ例４

例

ケーブルラック３ 表示例

記　　号 説　　　　　明

（４）　表示例

例１

例２

例３

ＺＭ－６００Ｂ

ＺＭ－８００ＢＳ

ＺＴ－２００

立上り配線専用の両面形であって、亜鉛の両面付着
量100g/m2以上の溶融亜鉛めっき鋼板にメラミン焼付
塗装、粉体塗装等を施したもので、内面寸法が780mm
のもの
部材としての許容積載静荷重は、水平支持間隔２ｍに
おいて、親げた１本１ｍ当たり2011N以上とし、ケーブル
ラックの垂直支持において、子げた１本当たり688N以
上の等分布荷重に耐えるもの
子げたの取付間隔は、片面につき、0.6m以下

亜鉛の両面付着量100g/m2以上の溶融亜鉛めっき鋼
板にメラミン焼付塗装、粉体塗装等を施したもので、内
面寸法が580mmのものを2m間隔で水平に支持した場
合に、親げた１本1m当たり1170N以上、子げた1本当た
り265N以上の等分布積載静荷重に耐えるもの

亜鉛の両面付着量　　　  　　以上の溶融亜鉛めっき鋼
板に透明塗装を施したもので、内面寸法が190mmのも
のを2m間隔で水平に支持した場合に、1m当たり187N
以上の等分布積載静荷重に耐えるもの

鋼板又は鋼材にJIS H 8641「溶融亜鉛めっき」に規定
するHDZ35以上の溶融亜鉛めっきを施したもの又は溶
融亜鉛-アルミニウム系合金めっき鋼板を用いたもので
、前記と同等の耐食性能を有するもので、内面寸法が
580mmものを2m間隔で水平に支持した場合に、親げ
た１本1m当たり530N以上、子げた1本当たり265N以上
の等分布積載静荷重に耐えるもの
ケーブルラックと同じ仕上げのカバーを取付ける。

Ｚ３５－６００A－ＷＰ例４

例

電力９９

                           275g/m2                                     
 

                                             

亜鉛の両面付着量　　　  　　以上の溶融亜鉛めっき鋼
板に透明塗装を施したもので、内面寸法が190mmのも
のを2m間隔で水平に支持した場合に、1m当たり187N
以上の等分布積載静荷重に耐えるもの

◎　（検討中）ZTは屋内
　使用に限定しているの
　で亜鉛付着量を低減予
　定。

                           275g/m2                                     
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１０３
3

2

L

φ３

φ2

4

クロームメッキ

4

壁面取付形

突針

記　号 Ｌ材　質

鋼　
　

製

ス
テ
ン
レ
ス
製

　 2

　Ｓ

　Ｓ

　ＳＵＳ

　ＳＵＳ

　ＳＵＳ

　ＳＵＳ

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

4,000

5,000

6,000

7,000

-

-

500

1,500

2,500

-

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

4,000

　 1

　Ｓ

　Ｓ

  - 4

- 5

- 6

- 7

- 8

- 4

- 5

- 6

- 7

　Ｓ

- 9

- 10

　Ｓ

　Ｓ

9,000

10,000

3,500

4,500

　 3

　ＳＵＳ

　ＳＵＳ

　ＳＵＳ

- 8

- 9

- 10

1

3
2

1

L

φ1

φ３

φ2

φ1突針

5,500

-

-

-

-

-

-

-

備考　(1)　支持管の管径（φ1、φ2、φ３）及び管の仕様は建築基準法施行令第87条に
　　　　　 よる耐風力を満足するものとする。
　　　　(2)　   　は1,500～2,000mmとする。

8,000

9,000

10,000

-

500

3,5001,500

2,500

自立取付形

-

-

-

3
0
0以

上

〔単位　mm〕

雷保護１ 突針及び突針支持管

（1）　突　針　（記号：LR1）

(2）　突針支持管

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　脱落防止を施す。
　　　　(3)　材質は銅としクロームメッキを施す。ただし、
　　　　　 クロームメッキは、先端部分のみでもよい。

突針支持管 突針支持管 3
2

L

φ３

φ2

4

クロームメッキ

4

壁面取付形

突針

記　号 Ｌ材　質

鋼　
　

製

ス
テ
ン
レ
ス
製

　 2

　Ｓ

　Ｓ

　ＳＵＳ

　ＳＵＳ

　ＳＵＳ

　ＳＵＳ

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

4,000

5,000

6,000

7,000

-

-

500

1,500

2,500

-

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

4,000

　 1

　Ｓ

　Ｓ

  - 4

- 5

- 6

- 7

- 8

- 4

- 5

- 6

- 7

　Ｓ

- 9

- 10

　Ｓ

　Ｓ

9,000

10,000

3,500

4,500

　 3

　ＳＵＳ

　ＳＵＳ

　ＳＵＳ

- 8

- 9

- 10

1

3
2

1

L

φ1

φ３

φ2

φ1突針

5,500

-

-

-

-

-

-

-

備考　(1)　支持管の管径（φ1、φ2、φ３）及び管の仕様は建築基準法施行令第87条に
　　　　　 よる耐風力を満足するものとする。
　　　　(2)　   　は1,500～2,000mmとする。

8,000

9,000

10,000

-

500

3,5001,500

2,500

自立取付形

-

-

-
3
0
0以

上

〔単位　mm〕

雷保護１ 突針及び突針支持管

（1）　突　針　（記号：LR1）

(2）　突針支持管

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　脱落防止を施す。
　　　　(3)　材質は銅としクロームメッキを施す。ただし、
　　　　　 クロームメッキは、先端部分のみでもよい。

突針支持管 突針支持管

電力１００

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１０４

引下げ導線

水切端子

鉄骨又は鉄筋と接続

（電気的に一体とする。）
フェンス

フェンス接続金物

支持材

(銅帯ｔ4×25クロムメッキ仕上げ)

鉄骨又は鉄筋と接続

（電気的に一体とする。）
フェンス

支持材

（約600ごとに設置）

フェンス接続金物

引下げ導線
支持材

（約600ごとに設置）

屋上平面図

断面図

水平導体

水平導体（T形接続金物にて接続）

パラペット

T形接続金物

T形接続金物

メッシュ導体による受雷部

十字形接続金物

水切端子

雷保護２ 屋上受雷部の施工例

〔単位　mm〕

T形接続金物

T形接続金物

引下げ導線

水切端子

鉄骨又は鉄筋と接続

（電気的に一体とする。）
フェンス

フェンス接続金物

支持材

(銅帯ｔ4×25クロムメッキ仕上げ)

鉄骨又は鉄筋と接続

（電気的に一体とする。）
フェンス

支持材

（約600ごとに設置）

フェンス接続金物

引下げ導線
支持材

（約600ごとに設置）

屋上平面図

断面図

水平導体

水平導体（T形接続金物にて接続）

パラペット

T形接続金物

T形接続金物

メッシュ導体による受雷部

十字形接続金物

水切端子

雷保護２ 屋上受雷部の施工例

〔単位　mm〕

T形接続金物

T形接続金物

電力１０１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１０５

引下げ導線

主鉄筋

ボルトM10

引下げ導線

引下げ導線

黄銅ろう付け

銅板　t3

鉄骨と鉄板
を溶接

鉄骨

溶接

黄銅ボルト
M10

接続端子

ねじ(黄銅)

1
0
0

50 6

鉄板  t6

鉄骨との接続

引下げ導線

黄銅ろう付け

鉄板と鉄筋を溶接

鉄板

接続端子（黄銅製）

主鉄筋

鉄板と鉄筋を溶接

鉄板  t6

黄銅ろう付け

銅板　t3

主鉄筋

接続端子（黄銅製）ねじ(黄銅)

引下げ導線

黄銅ボルトM10

6

鉄筋との接続

　ボルトM10

（溶接の場合） （ボルト接続の場合）

（ボルト接続の場合）（溶接の場合）

ボンディング用金物

鉄板　t4

備考　(1)　溶接部が露出の場合には，溶接部分に防食塗料を塗布する。
　　　　(2)　JIS A 4201「建築物等の避雷設備（避雷針）-1992」による場合は、溶接とする。

鉄骨

主鉄筋

雷保護３ 引下導線と構造体の接続例

〔単位　mm〕

2
5

引下げ導線

主鉄筋

ボルトM10

引下げ導線

引下げ導線

黄銅ろう付け

銅板　t3

鉄骨と鉄板
を溶接

鉄骨

溶接

黄銅ボルト
M10

接続端子

ねじ(黄銅)

1
0
0

50 6

鉄板  t6

鉄骨との接続

引下げ導線

黄銅ろう付け

鉄板と鉄筋を溶接

鉄板

接続端子（黄銅製）

主鉄筋

鉄板と鉄筋を溶接

鉄板  t6

黄銅ろう付け

銅板　t3

主鉄筋

接続端子（黄銅製）ねじ(黄銅)

引下げ導線

黄銅ボルトM10

6

鉄筋との接続

　ボルトM10

（溶接の場合） （ボルト接続の場合）

（ボルト接続の場合）（溶接の場合）

ボンディング用金物

鉄板　t4

備考　(1)　溶接部が露出の場合には，溶接部分に防食塗料を塗布する。
　　　　(2)　JIS A 4201「建築物等の避雷設備（避雷針）-1992」による場合は、溶接とする。

鉄骨

主鉄筋

雷保護３ 引下導線と構造体の接続例

〔単位　mm〕

2
5

電力１０２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１０６

説　　　　　　明

材　質 キャビネット形式

黄銅製

ステンレス製

Ａ

Ｓ

Ｆ

Ｓ

Ｇ

Ｔ

埋込形平板式

露出形平板式

露出形折曲式

埋込形折曲式

端子数
寸　法

例　１

記　　　号

1組１

1組＋測定用1組1Ａ

3方分岐1組Ｙ

400

例　２

TB-AF1A

TB-SSY

黄銅製、埋込形平板式、端子数1組、測定用
補助端子1組の端子箱

ステンレス製、露出形平板式、端子数３方分岐
端子1組の端子箱

前面プレート

外箱

補強板

銅板 t4クロムメッキ

絶縁板 t10

測定用補助端子（圧着端子、ボルトM5）

端子（黄銅クロムメッキ）

雷保護４ 試験用接続端子箱

〔単位　mm〕

ＴＢ－Ｓ

ＴＢ－Ａ

備考　(1)　寸法は最小値を示す。
　　　　(2)　黄銅製は、外箱厚さ1.5mm以上、前面プレートは平板式厚さ2.0mm以上、折
　　　　　 曲式厚さ2.0mm以上とし、前面プレートは、ホワイトブロンズ仕上げとする。
　　　　(3)　ステンレス製は、外箱厚さ1.5mm以上、前面プレートは平板式厚さ2.0mm以上、
　　　　　 折曲式厚さ2.0mm以上とし、前面プレートは、ヘアーライン仕上げとする。
　　　　(4)　前面プレートには、黄銅ビス又はステンレスビス止めとし、正面に用途名称
　　　　　 板を設ける。
　　　　(5)　埋込形の前面プレートのちりは、15～25mmとする。

（はんだを充てん）

ＴＢ

記　号 記号 記号

表示例

b

a

120

200

a b

黄銅ボルトM10(クロムメッキ）

埋
込

形
1
0
0

（露
出

形
8
0）

例説　　　　　　明

材　質 キャビネット形式

黄銅製

ステンレス製

Ａ

Ｓ

Ｆ

Ｓ

Ｇ

Ｔ

埋込形平板式

露出形平板式

露出形折曲式

埋込形折曲式

端子数
寸　法

例　１

記　　　号

1組１

1組＋測定用1組1Ａ

3方分岐1組Ｙ

400

例　２

TB-AF1A

TB-SSY

黄銅製、埋込形平板式、端子数1組、測定用
補助端子1組の端子箱

ステンレス製、露出形平板式、端子数３方分岐
端子1組の端子箱

前面プレート

外箱

補強板

銅板 t4クロムメッキ

絶縁板 t10

測定用補助端子（圧着端子、ボルトM5）

端子（黄銅クロムメッキ）

雷保護４ 試験用接続端子箱

〔単位　mm〕

ＴＢ－Ｓ

ＴＢ－Ａ

備考　(1)　寸法は最小値を示す。
　　　　(2)　黄銅製は、外箱厚さ1.5mm以上、前面プレートは平板式厚さ2.0mm以上、折
　　　　　 曲式厚さ2.0mm以上とし、前面プレートは、ホワイトブロンズ仕上げとする。
　　　　(3)　ステンレス製は、外箱厚さ1.5mm以上、前面プレートは平板式厚さ2.0mm以上、
　　　　　 折曲式厚さ2.0mm以上とし、前面プレートは、ヘアーライン仕上げとする。
　　　　(4)　前面プレートには、黄銅ビス又はステンレスビス止めとし、正面に用途名称
　　　　　 板を設ける。
　　　　(5)　埋込形の前面プレートのちりは、15～25mmとする。

（はんだを充てん）

ＴＢ

記　号 記号 記号

表示例

b

a

120

200

a b

黄銅ボルトM10(クロムメッキ）

埋
込

形
1
0
0

（露
出

形
8
0）

例

電力１０３

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１０７雷保護５ 接　地　極

〔単位　m〕

雷保護５ 接　地　極

〔単位　m〕

電力１０４

【P 000】

◎　改定した理由を記入

ｄ

0.75以上

0.5L以上

接地棒等

接地銅板

ＧＬ

引下げ導線

Ｌ以上

接地銅線

放射状接地極垂直接地極板状接地極

網状接地極環状接地極

被保護物

引下げ導線

試験用接続端子箱

環状埋設地線
網状埋設地線

MS

MS
MS

備考　(1)　接地棒等及び接地銅線の長さＬは、保護レベルに応じた接地極の最小長さ
　　　　　 に定める大地抵抗率との関連において算出する。ただし、特記による保護レベ
　　　　　 ルⅢ及びⅣは、大地抵抗率に関係なく、L=5mとする。
　　　　(2)　接地銅板及び接地棒等の間隔dは、その接地極の長辺の3倍以上離して配
　　　　　 置する。
　　　　(3)　垂直接地極と放射状接地極は組合せて設けることができる。

備考　(1)　MSは特記による。
　　　　(2)　環状埋設地線及び網状埋設地線は、各引下げ導線と接続する。
　　　　(3)　地表面下0.75m以上の深さに埋設する。

Ｌ以上

ｄ

試験用接続端子箱

ｄ

0.75以上

0.5L以上

接地棒等

接地銅板

ＧＬ

引下げ導線

Ｌ以上

接地銅線

放射状接地極垂直接地極板状接地極

網状接地極環状接地極

被保護物

引下げ導線

試験用接続端子箱

環状埋設地線
網状埋設地線

MS

MS
MS

備考　(1)　接地棒等及び接地銅線の長さＬは、保護レベルに応じた接地極の最小長さ
　　　　　 に定める大地抵抗率との関連において算出する。ただし、特記による保護レベ
　　　　　 ルⅢ及びⅣは、大地抵抗率に関係なく、L=5mとする。
　　　　(2)　接地銅板及び接地棒等の間隔dは、その接地極の長辺の3倍以上離して配
　　　　　 置する。
　　　　(3)　垂直接地極と放射状接地極は組合せて設けることができる。

備考　(1)　MSは特記による。
　　　　(2)　環状埋設地線及び網状埋設地線は、各引下げ導線と接続する。
　　　　(3)　地表面下0.75m以上の深さに埋設する。

Ｌ以上

ｄ

試験用接続端子箱

2012-05-24162/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１０８

記　号 キャビネット形式 端　子　数
寸　法

ＴＢ－Ｂ

１ １組

Ｇ 埋込形折曲式

露出形折曲式

１Ａ
Ｙ
２

ＹＡ
２Ａ
３Ａ
４Ａ

２組
３方分岐１組

３方分岐１組＋測定用１組

１組＋測定用１組

２組＋測定用１組
３組＋測定用１組
４組＋測定用１組

Ｔ

接地線の太さ ねじの呼び（最小）

接地線の太さと適合ねじの呼び

Ｍ５2.0ｍｍ以下

備考　(1)　端子数ｎ組の端子箱の幅寸法は、100＋50ｎとする。ただし３方分岐端子は、
　　　　　 2組として数えるものとする。
　　　　(2)　寸法は最小値を示す。
　　　　(3)　箱寸法で幅が120mmのものは、ビス止プレートとし、200mm以上のものはド
　　　　　 ア付とする。
　　　　(4)　埋込形の前面枠のちりは、15～25mmとする。

Ｍ６
Ｍ８

Ｍ１０
Ｍ１２100ｍ㎡、150ｍ㎡

22～60ｍ㎡
14ｍ㎡

5.5ｍ㎡、8ｍ㎡

記　　号 説　　　　　　　明

ＴＢ－ＢＧＹＡ

補強板

銅板  t4 測定用補助端子（圧着端子）

絶縁板  t10 接地端子（圧着端子）

外箱（SPC 1.6）

接地１ 接地端子箱１ ＴＢ－Ｂ

〔単位　mm〕

記号

表示例

b

a

埋
込

形
1
0
0

（露
出

形
8
0
）

400

a b
120

200

250

300
350

埋込形折曲式、３方分岐端子１組、測定用補助端子１組の接地
端子箱

記　号 キャビネット形式 端　子　数
寸　法

ＴＢ－Ｂ

１ １組

Ｇ 埋込形折曲式

露出形折曲式

１Ａ
Ｙ
２

ＹＡ
２Ａ
３Ａ
４Ａ

２組
３方分岐１組

３方分岐１組＋測定用１組

１組＋測定用１組

２組＋測定用１組
３組＋測定用１組
４組＋測定用１組

Ｔ

接地線の太さ ねじの呼び（最小）

接地線の太さと適合ねじの呼び

Ｍ５2.0ｍｍ以下

備考　(1)　端子数ｎ組の端子箱の幅寸法は、100＋50ｎとする。ただし３方分岐端子は、
　　　　　 2組として数えるものとする。
　　　　(2)　寸法は最小値を示す。
　　　　(3)　箱寸法で幅が120mmのものは、ビス止プレートとし、200mm以上のものはド
　　　　　 ア付とする。
　　　　(4)　埋込形の前面枠のちりは、15～25mmとする。

Ｍ６
Ｍ８

Ｍ１０
Ｍ１２100ｍ㎡、150ｍ㎡

22～60ｍ㎡
14ｍ㎡

5.5ｍ㎡、8ｍ㎡

記　　号 説　　　　　　　明

ＴＢ－ＢＧＹＡ

補強板

銅板  t4 測定用補助端子（圧着端子）

絶縁板  t10 接地端子（圧着端子）

外箱（SPC 1.6）

接地１ 接地端子箱１ ＴＢ－Ｂ

〔単位　mm〕

記号

表示例

b

a

埋
込

形
1
0
0

（露
出

形
8
0
）

400

a b
120

200

250

300
350

埋込形折曲式、３方分岐端子１組、測定用補助端子１組の接地
端子箱

電力１０５

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１０９ 接地２ 接地端子箱２ ＴＢ－Ｃ

〔単位　mm〕

キャビネット形式 端　子　数

ＴＢ－Ｃ 露出形折曲式Ｔ

記　　号

ＴＢ－ＣＴ４Ａ 端子４組、測定用補助端子１組の接地端子箱

Ｎ Ｐ

接地極側

機器側

c

２Ａ 2組＋測定用1組
3組＋測定用1組３Ａ
4組＋測定用1組４Ａ
5組＋測定用1組５Ａ
6組＋測定用1組６Ａ
7組＋測定用1組７Ａ

備考　(1)　寸法は最小値を示す。
　　　　(2)　端子数ｎ組の端子箱の幅寸法は、200＋100ｎとする。
　　　　(3)　接地線の太さと適合ねじの呼びは、｢接地端子箱１｣による。
　　　　(4)　絶縁離隔距離は、10mm以上とする。
注　*1　低圧用SPDを設ける場合は、600mm以上とする。
　　 *2　低圧用SPDを設ける場合は、120mm以上とする。
　 　

前面枠及びドア
（SPC 1.6） 低圧用SPD

ナット

接地端子（圧着端子）

銅片　t4

銅片　t4

外箱（SPC 1.6）

測定用補助端子

b

接地端子（圧着端子）

記号記　号

表示例

寸　法
b ca

400
500
600
700
800
900

500*1 100*2

a

説　　　　　　　明

接地２ 接地端子箱２ ＴＢ－Ｃ

〔単位　mm〕

キャビネット形式 端　子　数

ＴＢ－Ｃ 露出形折曲式Ｔ

記　　号

ＴＢ－ＣＴ４Ａ 端子４組、測定用補助端子１組の接地端子箱

Ｎ Ｐ

接地極側

機器側

c

２Ａ 2組＋測定用1組
3組＋測定用1組３Ａ
4組＋測定用1組４Ａ
5組＋測定用1組５Ａ
6組＋測定用1組６Ａ
7組＋測定用1組７Ａ

備考　(1)　寸法は最小値を示す。
　　　　(2)　端子数ｎ組の端子箱の幅寸法は、200＋100ｎとする。
　　　　(3)　接地線の太さと適合ねじの呼びは、｢接地端子箱１｣による。
　　　　(4)　絶縁離隔距離は、10mm以上とする。
注　*1　低圧用SPDを設ける場合は、600mm以上とする。
　　 *2　低圧用SPDを設ける場合は、120mm以上とする。
　 　

前面枠及びドア
（SPC 1.6） 低圧用SPD

ちょうナット

接地端子（圧着端子）

銅片　t4

銅片　t4

外箱（SPC 1.6）

測定用補助端子

b
接地端子（圧着端子）

記号記　号

表示例

寸　法
b ca

400
500
600
700
800
900

500*1 100*2

a

説　　　　　　　明

電力１０６

【P 170】

◎　ちょうナットでは適
　切に締め付けできない
　為変更した。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１１０

備考　(1)　接地線の太さと適合ねじの呼びは｢接地端子箱１｣による。
　　　　(2)　アルミ製ケーブルラックのボルト、ナット、座金等は、ステンレス製Ｍ８以上と
　　　　　 する。
　　　　(3)　ねじ締付け作業が容易に行えるように、接地端子座は傾斜取付けとしてもよ
　　　　　 い。
注　*　ねじの頭部を緑色としない場合は、近傍にアースマークを貼付する。

（１）　電力用のプルボックス、金属ダクト、金属トラフ、ケーブルラック

（２）　分電盤、制御盤、開閉器箱のキャビネット

銅片
鋼片
溶接

プルボックス等

接地線又は
ボンド線

十字穴付又は溝付
六角頭ねじ（黄銅又は鋼）

ばね座金及び平座金

ろう付 鋼片

皿頭ねじ（黄銅）

ナット（黄銅）

ばね座金及び平座金

溶接

平座金

ボルト（黄銅又は
ステンレス）
ナット（黄銅又は
ステンレス）

ばね座金及び
平座金

ナット（黄銅又は
ステンレス）

歯付き座金

（接地線又はボンド線14mm２以下に限る。）

プルボックス等
プルボックス等

（ｃ）（ｂ）（ａ）

外箱
鋼片

銅片

十字穴付又は溝付
六角頭ねじ（黄銅又は鋼）
頭部は緑色仕上＊接地線又は

ボンド線

ろう付け

溶接

ばね座金及び平座金
圧着端子

ばね座金及び平座金
圧着端子

十字穴付又は溝付
六角頭ねじ（黄銅又は鋼）
頭部は緑色仕上＊

ろう付け
溶接

銅片

外箱

平鋼

接地線又は
ボンド線

（ａ） （ｂ）

接地線又はボンド線

圧着端子

ばね座金及び平座金

十字穴付又は溝付
六角頭ねじ（黄銅又は鋼）
頭部は緑色仕上＊

銅合金

スポット溶接外箱

（ｃ）

接地３ 接地端子座

備考　(1)　接地線の太さと適合ねじの呼びは｢接地端子箱１｣による。
　　　　(2)　アルミ製ケーブルラックのボルト、ナット、座金等は、ステンレス製Ｍ８以上と
　　　　　 する。
　　　　(3)　ねじ締付け作業が容易に行えるように、接地端子座は傾斜取付けとしてもよ
　　　　　 い。
注　*　ねじの頭部を緑色としない場合は、近傍にアースマークを貼付する。

（１）　電力用のプルボックス、金属ダクト、金属トラフ、ケーブルラック

（２）　分電盤、制御盤、開閉器箱のキャビネット

銅片
鋼片
溶接

プルボックス等

接地線又は
ボンド線

十字穴付又は溝付
六角頭ねじ（黄銅又は鋼）

ばね座金及び平座金

ろう付 鋼片

皿頭ねじ（黄銅）

ナット（黄銅）

ばね座金及び平座金

溶接

平座金

ボルト（黄銅又は
ステンレス）
ナット（黄銅又は
ステンレス）

ばね座金及び
平座金

ナット（黄銅又は
ステンレス）

歯付き座金

（接地線又はボンド線14mm２以下に限る。）

プルボックス等
プルボックス等

（ｃ）（ｂ）（ａ）

外箱
鋼片

銅片

十字穴付又は溝付
六角頭ねじ（黄銅又は鋼）
頭部は緑色仕上＊接地線又は

ボンド線

ろう付け

溶接

ばね座金及び平座金
圧着端子

ばね座金及び平座金
圧着端子

十字穴付又は溝付
六角頭ねじ（黄銅又は鋼）
頭部は緑色仕上＊

ろう付け
溶接

銅片

外箱

平鋼

接地線又は
ボンド線

（ａ） （ｂ）

接地線又はボンド線

圧着端子

ばね座金及び平座金

十字穴付又は溝付
六角頭ねじ（黄銅又は鋼）
頭部は緑色仕上＊

銅合金

スポット溶接外箱

（ｃ）

接地３ 接地端子座電力１０７

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１１１

接地線を直接ろう付する場合

接地線

軟銅線巻締付け

銅ろう付又は黄銅ろう付

接地線
(ＥＰ-0.9：銅t1.5×20×600)

両面

銅リベット 6φ
銅ろう付又は黄銅ろう付

銅板接続端子を用いる場合

記　　号 材　　料

ＥＰ-0.6
銅板（ＪＩＳ　Ｈ　3100　「銅及び銅合金の板並びに条」）

寸　　法

ｔ1.5×600×600

ＥＰ-0.9 ｔ1.5×900×900

接地４ 接地銅板 ＥＰ

〔単位　mm〕

(ＥＰ-0.6：銅t1.5×20×400)
銅板接続端子

接地線を直接ろう付する場合

接地線

軟銅線巻締付け

銅ろう付又は黄銅ろう付

接地線
(ＥＰ-0.9：銅t1.5×20×600)

両面

銅リベット 6φ
銅ろう付又は黄銅ろう付

銅板接続端子を用いる場合

記　　号 材　　料

ＥＰ-0.6
銅板（ＪＩＳ　Ｈ　3100　「銅及び銅合金の板並びに条」）

寸　　法

ｔ1.5×600×600

ＥＰ-0.9 ｔ1.5×900×900

接地４ 接地銅板 ＥＰ

〔単位　mm〕

(ＥＰ-0.6：銅t1.5×20×400)
銅板接続端子

電力１０８

【P 000】
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

ＥＢ 電力１１２ 接地５ 接地棒 ＥＢ

寸法
打込方式

Ｄ 材　質リード端子（より線）Ｌ

1,000 8mm2×300
単　　独 8mm2×300

10 1,000
10連　　結

10
10
14

14

1,500
1,500

1,500
1,500

22mm2×300
－ 8～38mm2

×
300～500

銅又は
銅覆鋼製
接地棒

備考　D及びLの寸法は、特記による。

リード端子連結打込みの場合単独打込みの場合

連結打込みの場合単独打込みの場合 リード端子
L

LL

D D
D

－
－

－
－
－

L

寸法
打込方式

Ｗ 材　質リード端子（より線）Ｌ

900 8mm2×300
単　　独 8mm2×300

30 1,200
40連　　結

30
30
40

40

1,200
1,500

1,200
1,500

22mm2×300
－ 8～38mm2

×
300～1,500

銅覆鋼製
接地棒

備考　W及びLの寸法は、特記による。

－
－

－
－
－

W
W

〔単位　mm〕

接地５ 接地棒 ＥＢ

寸法
打込方式

Ｄ 材　質リード端子（より線）Ｌ

1,000 8mm2×300
単　　独 8mm2×300

10 1,000
10連　　結

10
10
14

14

1,500
1,500

1,500
1,500

22mm2×300
－ 8～38mm2

×
300～500

銅又は
銅覆鋼製
接地棒

備考　D及びLの寸法は、特記による。

リード端子連結打込みの場合単独打込みの場合

連結打込みの場合単独打込みの場合 リード端子

L

LL

D D
D

－
－

－
－
－

L

寸法
打込方式

Ｗ 材　質リード端子（より線）Ｌ

900 8mm2×300
単　　独 8mm2×300

30 1,200
40連　　結

30
30
40

40

1,200
1,500

1,200
1,500

22mm2×300
－ 8～38mm2

×
300～1,500

銅覆鋼製
接地棒

備考　W及びLの寸法は、特記による。

－
－

－
－
－

W
W

〔単位　mm〕

電力１０９

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１１３

備考　(1)　図は、一例を示し、いずれでもよい。
　　　　(2)　黄銅板製で厚さ１．０ｍｍ以上とする。
　　　　(3)　文字は、腐食加工とする。
　　　　(4)　必要数字及び種別は、刻記による。
　　　　(5)　角度は、上図によって表示する。
　　　　(6)　接地種別の記号は第１編共通事項「機器等の図記号及び文字記号」による。
　　　　　 ただし、接地極を共用する場合は、その該当　種別をすべて表示する。
　　　　　　 　　

接地極埋設標

前方      度

深さ

平成     年     月

接地種別

接地抵抗      Ω

1
40

以
上

90以上

1
40

以
上

90以上

平成  年  月

接地極埋設標

  深さ
接地種別

前方    　 度      m

測 定 年 月測定値（Ω）

建物外壁

0°180°

90°

m

平成  年  月
平成  年  月
平成  年  月
平成  年  月

接地極埋設標

m

m

接地６ 接地極埋設標

〔単位　mm〕

備考　(1)　図は、一例を示し、いずれでもよい。
　　　　(2)　黄銅板製で厚さ１．０ｍｍ以上とする。
　　　　(3)　文字は、腐食加工とする。
　　　　(4)　必要数字及び種別は、刻記による。
　　　　(5)　角度は、上図によって表示する。
　　　　(6)　接地種別の記号は第１編共通事項「機器等の図記号及び文字記号」による。
　　　　　 ただし、接地極を共用する場合は、その該当　種別をすべて表示する。
　　　　　　 　　

接地極埋設標

前方      度

深さ

平成     年     月

接地種別

接地抵抗      Ω

1
40

以
上

90以上

1
40

以
上

90以上

平成  年  月

接地極埋設標

  深さ
接地種別

前方    　 度      m

測 定 年 月測定値（Ω）

建物外壁

0°180°

90°

m

平成  年  月
平成  年  月
平成  年  月
平成  年  月

接地極埋設標

m

m

接地６ 接地極埋設標

〔単位　mm〕

電力１１０

【P 000】

◎　改定した理由を記入

接地極埋設標（１） 接地極埋設標（２）

角度の表示

接地極埋設標（１） 接地極埋設標（２）

角度の表示
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【P 000】

改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１１４ 地中線１ 鉄　ふ　た　１
Ｒ２Ｋ

Ｒ８Ｋ

記　　号
寸　　法

a b

600 690～730R2K-60

600

R2K-75

R8K-60

R8K-75

750

750

860～910

860～910

700～740

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　R2Kの破壊荷重は20kN、R8Kの破壊荷重は80kNとする。
　　　　(3)　簡易防水形とする。
　　　　(4)　本体又は枠と、ふたを鎖で連結する。
　　　　(5)　ふたは、リブ付でも、リブなしでもよい。また、ふたの表面はすべり防止を施す。

c

45～60

50～60

50～65

55～65

c

b

a

〔単位　mm〕

地中線１ 鉄　ふ　た　１
Ｒ２Ｋ

Ｒ８Ｋ

記　　号
寸　　法

a b

600 690～730R2K-60

600

R2K-75

R8K-60

R8K-75

750

750

860～910

860～910

700～740

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　R2Kの破壊荷重は20kN、R8Kの破壊荷重は80kNとする。
　　　　(3)　簡易防水形とする。
　　　　(4)　本体又は枠と、ふたを鎖で連結する。
　　　　(5)　ふたは、リブ付でも、リブなしでもよい。また、ふたの表面はすべり防止を施す。

c

45～60

50～60

50～65

55～65

c

b

a

〔単位　mm〕

電力１１１
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

電力１１５ 地中線２ 鉄　ふ　た　２
Ｓ２Ｋ

Ｓ８Ｋ

現場打用

S2K-60

S2K-75

S8K-60

S8K-75

680～720

860～900

700～730

860～900

55～70

55～70

記　　号
寸　　法

a b c

600 45～60

600

750

750

50～65

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　S2Kの破壊荷重は20kN、S8Kの破壊荷重は80kNとする。
　　　　(3)　簡易防水形とする。
　　　　(4)　本体又は枠と、ふたを鎖で連結する。
　　　　(5)　ふたは、リブ付でも、リブなしでもよい。また、ふたの表面はすべり防止を施す。

c

b

a

〔単位　mm〕

地中線２ 鉄　ふ　た　２
Ｓ２Ｋ

Ｓ８Ｋ

現場打用

S2K-60

S2K-75

S8K-60

S8K-75

680～720

860～900

700～730

860～900

55～70

55～70

記　　号
寸　　法

a b c

600 45～60

600

750

750

50～65

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　S2Kの破壊荷重は20kN、S8Kの破壊荷重は80kNとする。
　　　　(3)　簡易防水形とする。
　　　　(4)　本体又は枠と、ふたを鎖で連結する。
　　　　(5)　ふたは、リブ付でも、リブなしでもよい。また、ふたの表面はすべり防止を施す。

c

b

a

〔単位　mm〕

電力１１２
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【P 000】

改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１１６

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　破壊荷重は、20kNとする。
　　　　(3)　簡易防水形とする。
　　　　(4)　インターロッキングブロックで仕上できるものとする。
　　　　(5)　ふたは、リブ付でも、リブなしでもよい。

地中線３ 化粧用鉄ふた１ ＲＢ２Ｋ－６０

65～80

600

〔単位　mm〕

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　破壊荷重は、20kNとする。
　　　　(3)　簡易防水形とする。
　　　　(4)　インターロッキングブロックで仕上できるものとする。
　　　　(5)　ふたは、リブ付でも、リブなしでもよい。

地中線３ 化粧用鉄ふた１ ＲＢ２Ｋ－６０

65～80

600

〔単位　mm〕

電力１１３

2012-05-24171/252



【P 000】

改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１１７ 地中線４ 化粧用鉄ふた２ ＳＢ２Ｋ－６０

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　破壊荷重は、20kNとする。
　　　　(3)　簡易防水形とする。
　　　　(4)　インターロッキングブロックで仕上できるものとする。
　　　　(5)　ふたは、リブ付でも、リブなしでもよい。

65～80

600

〔単位　mm〕

地中線４ 化粧用鉄ふた２ ＳＢ２Ｋ－６０

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　破壊荷重は、20kNとする。
　　　　(3)　簡易防水形とする。
　　　　(4)　インターロッキングブロックで仕上できるものとする。
　　　　(5)　ふたは、リブ付でも、リブなしでもよい。

65～80

600

〔単位　mm〕

電力１１４

2012-05-24172/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１１８

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　内法寸法 　　1　、　　2　は、特記による。
　　　　(3)　鉄筋の重ね継手及び定着の長さは、40d以上とする。
　　　　(4)　内面コーナは、直角でもよい。
　　　　(5)　鉄ふたは、S2K又はS8Kを適用するものとする。

地中線５ 現場打マンホール Ｍ１

〔単位　mm〕

砂利地業

D10-200@

D13

D10-200@

D10-300@

D10-300@

D10-200@

ｹｰﾌﾞﾙﾌｯｸ
周壁
タテ D10-200@ ダブル
ヨコ D10-300@ ダブル

底版、ふた版
短辺方向 D10-200@ ダブル
長辺方向 D10-300@ ダブル

平面図

断面図

GL

2

D10-300@

D10-200@
D10-300@

D10-200@D13

支持材

1
0
05
0 2

5
0

1
,5

0
0

2
5
0

2
1
0

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　内法寸法 　　1　、　　2　は、特記による。
　　　　(3)　鉄筋の重ね継手及び定着の長さは、40d以上とする。
　　　　(4)　内面コーナは、直角でもよい。
　　　　(5)　鉄ふたは、S2K又はS8Kを適用するものとする。

地中線５ 現場打マンホール Ｍ１

〔単位　mm〕

砂利地業

D10-200@

D13

D10-200@

D10-300@

D10-300@

D10-200@

ｹｰﾌﾞﾙﾌｯｸ
周壁
タテ D10-200@ ダブル
ヨコ D10-300@ ダブル

底版、ふた版
短辺方向 D10-200@ ダブル
長辺方向 D10-300@ ダブル

平面図

断面図

GL

2

D10-300@

D10-200@
D10-300@

D10-200@D13

支持材

1
0
05
0 2

5
0

1
,5

0
0

2
5
0

2
1
0

電力１１５

【P 000】

◎　改定した理由を記入

200200 1

20
0

20
0

補強筋D16

補強筋D16

開口補強筋

200200 1

20
0

20
0

補強筋D16

補強筋D16

開口補強筋

2012-05-24173/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１１９

備考　(1)　図は、一例とし、種別に応じた有効寸法を有するものとする。
　　　　(2)　H1及びH2 は、現場打ハンドホールとすることができる。
　　　　(3)　構成は、一体形・多分割形いずれでもよい。ただし、多分割形の場合は各部
　　　　　 がずれないように一体化する。
　　　　(4)　配管用ノックアウトを有するほか、マンホール内には、支持材、ボルト、ケーブ
　　　　　 ルフックを、ハンドホール内には、インサートを設ける。
注　*　L1及びL2は、±5％以内、Dは最小値とする。

D
1
0
0

ＧＬ

（Ｍ3、Ｍ4、Ｈ2）

砂利地業

L1

L
2

（Ｍ3、Ｍ4） （Ｈ1、Ｈ2）

L1

L
2

ＧＬ

（Ｈ1）

砂利地業

D
1
0
0

地中線６ ブロックマンホール・ブロックハンドホール１
Ｈ１、Ｈ２

Ｍ３、Ｍ４

〔単位　mm〕

H1-6 600

L1 L2 D

600 600

有効寸法(内部)＊ 構造体標準厚さ
側面 底面

60 80
H1-9 600 600 900 60 80
H2-6 900 600 70 90
H2-9 900 900 70 90

M3 1,800 1,000 1,500 150 200
M4 2,300 1,300 1,500 150 200

900
900

ハンドホール

マンホール

記　　　号

備考　(1)　図は、一例とし、種別に応じた有効寸法を有するものとする。
　　　　(2)　H1及びH2 は、現場打ハンドホールとすることができる。
　　　　(3)　構成は、一体形・多分割形いずれでもよい。ただし、多分割形の場合は各部
　　　　　 がずれないように一体化する。
　　　　(4)　配管用ノックアウトを有するほか、マンホール内には、支持材、ボルト、ケーブ
　　　　　 ルフックを、ハンドホール内には、インサートを設ける。
注　*　L1及びL2は、±5％以内、Dは最小値とする。

D
1
0
0

ＧＬ

（Ｍ3、Ｍ4、Ｈ2）

砂利地業

L1

L
2

（Ｍ3、Ｍ4） （Ｈ1、Ｈ2）

L1

L
2

ＧＬ

（Ｈ1）

砂利地業

D
1
0
0

地中線６ ブロックマンホール・ブロックハンドホール１
Ｈ１、Ｈ２

Ｍ３、Ｍ４

〔単位　mm〕

H1-6 600

L1 L2 D

600 600

有効寸法(内部)＊ 構造体標準厚さ
側面 底面

60 80
H1-9 600 600 900 60 80
H2-6 900 600 70 90
H2-9 900 900 70 90

M3 1,800 1,000 1,500 150 200
M4 2,300 1,300 1,500 150 200

900
900

ハンドホール

マンホール

記　　　号

電力１１６

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１２０

種別

ブロックマンホール、ブロックハンドホールの構造条件

許容水平荷重
〔ｋＮ/m2〕

許容鉛直荷重
〔ｋＮ〕

材料強度その他

Ｍ３

Ｍ４

Ｈ１－６

Ｈ１－９

Ｈ２－６

Ｈ２－９

５５
＋

本体総質量
（鉄ふたを
含む。）

①鉄筋許容応力度

〔N/mm2〕

　 ＳＤ２９５Ａ：１８０

　 ＳＤ３４５：２００

　 ＳＲ２３５：１４０

　 ＳＲ２９５：１６０

②コンクリート許容圧縮応力度

　＝７〔N/mm2〕

③コンクリートと鉄筋の弾性比率＝１５

④鉄筋のかぶり最小値〔mm〕

　＝１２＋鉄筋径／２

１５

１５

２１

１７

２１

１７

地中線７ ブロックマンホール・ブロックハンドホール２

備考　(1)　種別は、「ブロックマンホール・ブロックハンドホール１」による。
　　　　(2)　構造条件で、本表に規定されていないものは、製造者の社内規格による。
　　　　(3)　車両の走行速度を十分に制限した構内（衝撃係数=0.1）に使用するもの
　　　　　 とする。　　 

　　 

種別

ブロックマンホール、ブロックハンドホールの構造条件

許容水平荷重
〔ｋＮ/m2〕

許容鉛直荷重
〔ｋＮ〕

材料強度その他

Ｍ３

Ｍ４

Ｈ１－６

Ｈ１－９

Ｈ２－６

Ｈ２－９

５５
＋

本体総質量
（鉄ふたを
含む。）

①鉄筋許容応力度

〔N/mm2〕

　 ＳＤ２９５Ａ：１８０

　 ＳＤ３４５：２００

　 ＳＲ２３５：１４０

　 ＳＲ２９５：１６０

②コンクリート許容圧縮応力度

　＝７〔N/mm2〕

③コンクリートと鉄筋の弾性比率＝１５

④鉄筋のかぶり最小値〔mm〕

　＝１２＋鉄筋径／２

１５

１５

２１

１７

２１

１７

地中線７ ブロックマンホール・ブロックハンドホール２

備考　(1)　種別は、「ブロックマンホール・ブロックハンドホール１」による。
　　　　(2)　構造条件で、本表に規定されていないものは、製造者の社内規格による。
　　　　(3)　車両の走行速度を十分に制限した構内（衝撃係数=0.1）に使用するもの
　　　　　 とする。　　 

　　 

電力１１７

【P 000】

◎　改定した理由を記入

2012-05-24175/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１２１地中線８ 現場打ハンドホール１
Ｈ１－６

Ｈ１－9

〔単位　mm〕

種　　別

H1-6

H1-9

600

900

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　鉄筋の重ね継手及び定着の長さは、40d以上とする。

5
0

砂利地業

GL

根巻

D13

D10-200@

　
+
15
0

1
00

600100 100

1000

1
00

1
20

平面図

断面図

地中線８ 現場打ハンドホール１
Ｈ１－６

Ｈ１－9

〔単位　mm〕

種　　別

H1-6

H1-9

600

900

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　鉄筋の重ね継手及び定着の長さは、40d以上とする。

5
0

砂利地業

GL

根巻

D13

D10-200@

　
+
15
0

1
00

600100 100

1000

1
00

1
20

平面図

断面図

電力１１８

【P 000】

◎　改定した理由を記入

6
00

1
00

D10-200@

D13
1
00

6
00

1
00

D10-200@

D13

1
00
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１２２

種　　別

H2-6

H2-9

600

900

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　鉄筋の重ね継手及び定着の長さは、40d以上とする。

地中線９ 現場打ハンドホール２
Ｈ2－６

Ｈ2－9

〔単位　mm〕

1,300

　
+
2
5
0

D13

GL

根巻

D13

D10-200@

砂利地業

D10-200@

平面図

断面図

種　　別

H2-6

H2-9

600

900

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　鉄筋の重ね継手及び定着の長さは、40d以上とする。

地中線９ 現場打ハンドホール２
Ｈ2－６

Ｈ2－9

〔単位　mm〕

1,300
　
+
2
5
0

D13

GL

根巻

D13

D10-200@

砂利地業

D10-200@

平面図

断面図

電力１１９

【P 000】

◎　改定した理由を記入

9
00

1
00

1
00

1
00

1
00

5
0

1
00

開 口 補 強 筋

補強筋D 1 6

9
00

1
00

1
00

1
00

1
00

5
0

1
00

開 口 補 強 筋

補強筋D 1 6
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１２３

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　本体とねじ付フランジを組合せたものとすることができる。
　　　　(3)　記号にAを付したものは、水切つば付とする。

片R ( WI1 )

D

L1

D
1

JIS B 0203「管用テーパねじ」に準ずる。

テーパ1/16  11山/25.4

DD
1

両R ( WI2 )

L2

〔単位　mm〕

1
2

Ｗ Ｉ 2

ＷＩ １

防水鋳鉄管地中線１０

1
2

1
2

WI1 

WI2

-75
-6

-9

600

900

650

950

記　　号
寸　　法

D D 1 L 1 L 2

20975

-6

-9

600

900

650

950

-6

-9

600

900

650

950

-6

-9

600

900

650

950

-100

-130

-150

100

130

150

234

264

284

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　本体とねじ付フランジを組合せたものとすることができる。
　　　　(3)　記号にAを付したものは、水切つば付とする。

片R ( WI1 )

D

L1

D
1

JIS B 0203「管用テーパねじ」に準ずる。

テーパ1/16  11山/25.4

DD
1

両R ( WI2 )

L2

〔単位　mm〕

1
2

Ｗ Ｉ 2

ＷＩ １

防水鋳鉄管地中線１０

1
2

1
2

WI1 

WI2

-75
-6

-9

600

900

650

950

記　　号
寸　　法

D D 1 L 1 L 2

20975

-6

-9

600

900

650

950

-6

-9

600

900

650

950

-6

-9

600

900

650

950

-100

-130

-150

100

130

150

234

264

284

電力１２０

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１２４

備考　形状は、一例を示す。

備考　形状は、一例を示す。

番　号 名　　　称

1

3

2

締 付  金 具

パ ッ キ ン

パ ッ キ ン

番　号 名　　　称

4

5

6

水密コンパウンド

ボ　　ル　　ト

防 水 鋳 鉄 管

番　号 名　　　称

1

2 パ ッ キ ン

番　号 名　　　称 番　号 名　　　称

3

4

5ケ ー ブ ル

連　結　板

締付金具 締付ボルト、ナット

防水鋳鉄管用

鋼  管  用

25 1 4 3 6

43235

4

1

地中線１１ 管路口防水装置 ＰＥＷ１

備考　形状は、一例を示す。

備考　形状は、一例を示す。

番　号 名　　　称

1

3

2

締 付  金 具

パ ッ キ ン

パ ッ キ ン

番　号 名　　　称

4

5

6

水密コンパウンド

ボ　　ル　　ト

防 水 鋳 鉄 管

番　号 名　　　称

1

2 パ ッ キ ン

番　号 名　　　称 番　号 名　　　称

3

4

5ケ ー ブ ル

連　結　板

締付金具 締付ボルト、ナット

防水鋳鉄管用

鋼  管  用

25 1 4 3 6

43235

4

1

地中線１１ 管路口防水装置 ＰＥＷ１電力１２１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１２５ 空管路防水栓 ＰＥＷ２地中線１２

備考　形状は、一例を示す。

防水鋳鉄管用

鋼  管  用

番　号 名　　　称

1

3

2 パ ッ キ ン

番　号 名　　　称

1

3

2

番　号 名　　　称

4

5

6

ボ　ル　ト

ふ　　　た

本　　　　体

ゴ 　ム 　輪

特 殊 ナ ッ ト

六 角 ボ ル ト

平　　座　　金

移 動 防 止 金 物

防水管

管路

溶接

12
6

53

4

1 2
3

備考　形状は一例を示す。

空管路防水栓 ＰＥＷ２地中線１２

備考　形状は、一例を示す。

防水鋳鉄管用

鋼  管  用

番　号 名　　　称

1

3

2 パ ッ キ ン

番　号 名　　　称

1

3

2

番　号 名　　　称

4

5

6

ボ　ル　ト

ふ　　　た

本　　　　体

ゴ 　ム 　輪

特 殊 ナ ッ ト

六 角 ボ ル ト

平　　座　　金

移 動 防 止 金 物

防水管

管路

溶接

12
6

53

4

1 2
3

備考　形状は一例を示す。

電力１２２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

電力１２６

防水スリーブ使用の場合

防水鋳鉄管使用の場合

屋内屋外

1
0
0以

上

（スリーブ貫通） （直埋貫通）

屋外 屋内

プルボックス

水切つば

バックアップ材

シーリング材

防水スリーブ
溶接

コンクリート壁
水抜きパイプ

ブロック

水切つば

管路口防水装置
又は空管路防水栓

地中線１３ 建物外壁貫通部

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　水切つばは、50mm以上の鋼板、厚さ6mm以上とし、全周溶接とする。

〔単位　mm〕

防水スリーブ使用の場合

防水鋳鉄管使用の場合（スリーブ貫通）

防水鋳鉄管使用の場合

屋内屋外

1
0
0以

上

屋内屋外
FL

GL

屋内

（スリーブ貫通） （直埋貫通）

屋外 屋内

5
0
以
上

プルボックス

水切つば

バックアップ材

シーリング材

防水スリーブ
溶接

コンクリート壁
水抜きパイプ

ブロック

インサート

つりボルト

支持材

水切つば

防水鋳鉄管

異物継手

シーリング材
バックアップ材

水切つば

バックアップ材

シーリング材
防水鋳鉄管

防水スリーブ

水切つば

管路口防水装置
又は空管路防水栓

管路口防水装置
又は空管路防水栓

地中線１３ 建物外壁貫通部

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　水切つばは、50mm以上の鋼板、厚さ6mm以上とし、全周溶接とする。

〔単位　mm〕

電力１２３

防水鋳鉄管使用の場合（スリーブ貫通）

屋内屋外
FL

GL
インサート

つりボルト

支持材

水切つば

防水鋳鉄管

異物継手

シーリング材
バックアップ材

バックアップ材

屋内

5
0
以
上

シーリング材
防水鋳鉄管

防水スリーブ

水切つば

管路口防水装置
又は空管路防水栓

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１２７地中線１４ 建物外壁貫通部

〔単位　mm〕

ケーブル

ケーブルラック

モルタル充填

防水層ＰＣ枕木又は軽量ブロック

無筋コンクリート

管口に防火処理を行う

断面図（金属管の場合）

金属管

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　

プルボックス

【P 194】

◎　はと小屋を利用した
　屋内への引き込みが多
　いため追記した。
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改定理由標準図　平成22年版（案）標準図　平成19年版

電力１２８

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　頭部には、図示の矢印を表示する。矢印の色は、電力用は赤、通信用は
　　　　　 黄とする。

地中線１４ 埋　設　標

〔単位　mm〕

GL

80

7
0

3
00

GL

25φ 舗装面

矢印

コンクリート製 鉄　　　製

（アスファルト舗装の場合に限る。）図は舗装してない場合を示し
舗装した場合は、舗装面に合
わせる。〔 〕

2
0

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　頭部には、図示の矢印を表示する。矢印の色は、電力用は赤、通信用は
　　　　　 黄とする。

地中線１５ 埋　設　標

〔単位　mm〕

GL

80

7
0

3
00

GL

25φ 舗装面

矢印

コンクリート製 鉄　　　製

（アスファルト舗装の場合に限る。）図は舗装してない場合を示し
舗装した場合は、舗装面に合
わせる。〔 〕

2
0

電力１２４

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

電力１２９

備考　図は、一例を示す。

30
0以

上

50以上離す。

（
1
5m

柱
以

下
の

場
合

）
根

入
深

さ
 1

/
6以

上

GL

ケーブル支持バンド

防水処理

ケーブル保護管

同上支持バンド

足場ボルト

接地線

コンクリート根かせ

Ｕボルト

接地極

金属管（厚鋼電線管）の場合は、
防食テープ巻き

2
,6

00
以

上

2
,5

00
以

上

3
00

以
上

地中線１６ 引込柱及びケーブル保護管

〔単位　mm〕

備考　図は、一例を示す。

30
0以

上

50以上離す。

（
1
5m

柱
以

下
の

場
合

）
根

入
深

さ
 1

/
6以

上

GL

ケーブル支持バンド

防水処理

ケーブル保護管

同上支持バンド

足場ボルト

接地線

コンクリート根かせ

Ｕボルト

接地極

金属管（厚鋼電線管）の場合は、
防食テープ巻き

2
,6

00
以

上

2
,5

00
以

上

3
00

以
上

地中線１５ 引込柱及びケーブル保護管

〔単位　mm〕

電力１２５

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

第　３　編　

受変電設備工事

第　３　編　

受変電設備工事

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

受変電１ 基礎 屋外用配電盤等の基礎

〔単位　mm〕

Ｈ

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　地上部分は、モルタル仕上とし、水勾配を考慮する。
　　　　　　 なお、ふちは面取を施す。
　　　　(3)　ａ及びｂ寸法は、特記による。

配電盤 b

a

配電盤

A部

3
0
0

5
0

1
0
0

ＧＬ

捨コンクリート

砂利地業

A部詳細図

鉄筋13φ又はD13
タテヨコ300@

1
0
0

ＧＬ

基礎 屋外用配電盤等の基礎

〔単位　mm〕

Ｈ

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　地上部分は、モルタル仕上とし、水勾配を考慮する。
　　　　　　 なお、ふちは面取を施す。
　　　　(3)　ａ及びｂ寸法は、特記による。

配電盤 b

a

配電盤

A部

3
0
0

5
0

1
0
0

ＧＬ

捨コンクリート

砂利地業

A部詳細図

鉄筋13φ又はD13
タテヨコ300@

1
0
0

ＧＬ

受変電１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

第　４　編　

発電設備工事

第　４　編　

発電設備工事

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

発電１

記号
容量

D L1 L2 T

TO- 0.95 950 750 2,100 2,441 4.5 65 25 40 32 40
TO- 1.5 1,500 850 2,600 2,982 6.0 65 25 40 32 40
TO- 1.9 1,900 950 2,600 3,020 6.0 65 25 40 32 40
TO- 3 3,000 1,200 2,600 3,118 6.0 65 25 40 32 40
TO- 4 4,000 1,300 2,850 3,406 6.0 65 25 40 32 40
TO- 5 5,000 1,300 3,650 4,206 6.0 65 25 40 32 40
TO- 6 6,000 1,400 3,750 4,346 6.0 65 25 40 32 40
TO- 7 7,000 1,500 3,800 4,434 6.0 65 25 40 32 40
TO- 8 8,000 1,500 4,400 5,034 6.0 65 25 40 32 40
TO- 10 10,000 1,600 4,850 5,542 9.0 65 32 50 32 40
TO- 12 12,000 1,800 4,500 5,270 9.0 65 32 50 50 40
TO- 13 13,000 1,800 4,950 5,720 9.0 65 32 50 50 40
TO- 15 15,000 1,800 5,750 6,520 9.0 65 32 50 50 40
TO- 18 18,000 1,900 6,200 7,010 9.0 65 40 65 50 40
TO- 20 20,000 1,900 6,950 7,760 9.0 65 40 65 50 40
TO- 25 25,000 2,000 7,900 8,748 9.0 65 40 65 50 40
TO- 30 30,000 2,200 7,800 8,726 9.0 65 40 65 50 40

注
油
口

送
油
口

返
油
口

通
気
口

除
水
口

〔  〕  

備考　(1)　形状及び寸法は、一例を示す。
　　　　(2)　危険物の規制に関する政令及び関係法令により製作する。
　　　　(3)　マンホールふたは、油槽ふた（二重ふた付）とする。

貯油槽１ 地下貯油槽

〔単位 mm〕

t3.2 φ800

T

油量計

返油口

送油口

通気口

t3.2 φ700

除水口

注油口

L1

L2

D
T7

01
50

D

ボルト・ナット
（ステンレス製）

φ500φ500

寸　　法

記号
容量

D L1 L2 T

TO- 0.95 950 750 2,100 2,441 4.5 65 25 40 32 40
TO- 1.5 1,500 850 2,600 2,982 6.0 65 25 40 32 40
TO- 1.9 1,900 950 2,600 3,020 6.0 65 25 40 32 40
TO- 3 3,000 1,200 2,600 3,118 6.0 65 25 40 32 40
TO- 4 4,000 1,300 2,850 3,406 6.0 65 25 40 32 40
TO- 5 5,000 1,300 3,650 4,206 6.0 65 25 40 32 40
TO- 6 6,000 1,400 3,750 4,346 6.0 65 25 40 32 40
TO- 7 7,000 1,500 3,800 4,434 6.0 65 25 40 32 40
TO- 8 8,000 1,500 4,400 5,034 6.0 65 25 40 32 40
TO- 10 10,000 1,600 4,850 5,542 9.0 65 32 50 32 40
TO- 12 12,000 1,800 4,500 5,270 9.0 65 32 50 50 40
TO- 13 13,000 1,800 4,950 5,720 9.0 65 32 50 50 40
TO- 15 15,000 1,800 5,750 6,520 9.0 65 32 50 50 40
TO- 18 18,000 1,900 6,200 7,010 9.0 65 40 65 50 40
TO- 20 20,000 1,900 6,950 7,760 9.0 65 40 65 50 40
TO- 25 25,000 2,000 7,900 8,748 9.0 65 40 65 50 40
TO- 30 30,000 2,200 7,800 8,726 9.0 65 40 65 50 40

注
油
口

送
油
口

返
油
口

通
気
口

除
水
口

〔  〕  

備考　(1)　形状及び寸法は、一例を示す。
　　　　(2)　危険物の規制に関する政令及び関係法令により製作する。
　　　　(3)　マンホールふたは、油槽ふた（二重ふた付）とする。

貯油槽１ 地下貯油槽

〔単位 mm〕

t3.2 φ800

T

油量計

返油口

送油口

通気口

t3.2 φ700

除水口

注油口

L1

L2

D
T7

01
50

D

ボルト・ナット
（ステンレス製）

φ500φ500

寸　　法

発電１

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

発電２ 貯油槽２ 油槽ふた（二重ふた付）
ＷＰＭ－ＡＷ

ＷＰＭ－ＤＷ

B

A1

A2

C

枠

パッキン
ふた

記　　号
寸　　法

WPM-70AW(DW)

WPM-80AW(DW)

700

800

A1

300

300 1,040以上 100以上

 75以上 860以上

A2 B C

備考　(1)　AW形は、鋳鉄製、DW形は球状黒鉛鋳鉄製とし、ふた表面に「油槽」
　　　　　 の文字を鋳出す。
　　　　(2)　AW形の破壊荷重は、60kN、DW形の破壊荷重200kNとする。

〔単位 mm〕

貯油槽２ 油槽ふた（二重ふた付）
ＷＰＭ－ＡＷ

ＷＰＭ－ＤＷ

B

A1

A2

C

枠

パッキン
ふた

記　　号
寸　　法

WPM-70AW(DW)

WPM-80AW(DW)

700

800

A1

300

300 1,040以上 100以上

 75以上 860以上

A2 B C

備考　(1)　AW形は、鋳鉄製、DW形は球状黒鉛鋳鉄製とし、ふた表面に「油槽」
　　　　　 の文字を鋳出す。
　　　　(2)　AW形の破壊荷重は、60kN、DW形の破壊荷重200kNとする。

〔単位 mm〕

発電２

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

発電３地下貯油槽据付例貯油槽３

備考　(1)　形状及び寸法は、一例を示す。
　　　　(2)　危険物の規制に関する政令及び関係法令による構造及び据付けとする。

〔単位　mm〕

TO- 0.95
TO- 1.5
TO- 1.9
TO- 3
TO- 4
TO- 5
TO- 6
TO- 7
TO- 8
TO- 10
TO- 12
TO- 13
TO- 15
TO- 18
TO- 20
TO- 25
TO- 30

3,800
4,300
4,350
4,450
4,800
5,600
5,850
5,900
6,500
7,150
6,800
7,200
8,000
8,550
9,250
10,250
10,300

2,000
2,100
2,200
2,450
2,550
2,550
2,650
2,750
2,750
2,850
3,050
3,050
3,050
3,150
3,150
3,250
3,450

1,850
1,950
2,050
2,300
2,400
2,400
2,500
2,600
2,600
2,700
2,900
2,900
2,900
3,000
3,000
3,100
3,300

L W H

L W

φ800φ700検知管 検知管防水モルタル 検知管

100 100以上

砂利地業

100捨コンクリート 100 100
捨コンクリート

砂利地業

防水モルタル等

固定バンド

10
0以

上

30
0以

上

15

68
0以

上

10
0

50
H

連通管40φ

30
0以

上
300以上

基礎台基礎台

300以上

15

寸　　　法
記　号

地下貯油槽据付例貯油槽３

備考　(1)　形状及び寸法は、一例を示す。
　　　　(2)　危険物の規制に関する政令及び関係法令による構造及び据付けとする。

〔単位　mm〕

TO- 0.95
TO- 1.5
TO- 1.9
TO- 3
TO- 4
TO- 5
TO- 6
TO- 7
TO- 8
TO- 10
TO- 12
TO- 13
TO- 15
TO- 18
TO- 20
TO- 25
TO- 30

3,800
4,300
4,350
4,450
4,800
5,600
5,850
5,900
6,500
7,150
6,800
7,200
8,000
8,550
9,250
10,250
10,300

2,000
2,100
2,200
2,450
2,550
2,550
2,650
2,750
2,750
2,850
3,050
3,050
3,050
3,150
3,150
3,250
3,450

1,850
1,950
2,050
2,300
2,400
2,400
2,500
2,600
2,600
2,700
2,900
2,900
2,900
3,000
3,000
3,100
3,300

L W H

L W

φ800φ700検知管 検知管防水モルタル 検知管

100 100以上

砂利地業

100捨コンクリート 100 100
捨コンクリート

砂利地業

防水モルタル等

固定バンド

10
0以

上

30
0以

上

15

68
0以

上

10
0

50
H

連通管40φ

30
0以

上

300以上

基礎台基礎台

300以上

15

寸　　　法
記　号

発電３

【P 000】

◎　改定した理由を記入

乾燥砂 乾燥砂
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

発電４貯油槽４ 給油ボックス

壁掛形（単独形）
W

自立形（共用形）
Ｖ（M）

給油口
仕切板

端子台

指示計

指示計

壁掛形（共用形）
W（M）

給油口 端子台 仕切板

給油口

備考　図は、一例を示す。

タンクローリー用接地端子

タンクローリー用接地端子

(2)　形　式

(1)　記　号

自立形V

記号 形　　式 備　　考記号

単独形

共用形（指示計等収容）

－

MW 壁掛形

貯油槽４ 給油ボックス

壁掛形（単独形）
W

自立形（共用形）
Ｖ（M）

給油口
仕切板

端子台

指示計

指示計

壁掛形（共用形）
W（M）

給油口 端子台 仕切板

給油口

備考　図は、一例を示す。

タンクローリー用接地端子

タンクローリー用接地端子

(2)　形　式

(1)　記　号

自立形V

記号 形　　式 備　　考記号

単独形

共用形（指示計等収容）

－

MW 壁掛形

発電４

【P 201】

◎　実情に合わせタンク
　ローリー用接地端子を
　移動させた。

◎　実情に合わせタンク
　ローリー用接地端子を
　移動させた。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

発電５

備考　槽の固定方法、補強鋼材ｂの本数、方法等は、一例を示す。

燃
料
小
出
槽

槽 槽

減
圧
水 水

初
期
注

TOSG-100 100

点検口

φ250

容量〔 　〕

TEG-200

150

190

300

500

200

1,000

□250

C

H

b

a

槽固定用山形鋼

ガセットプレートt4.5
（ボルト締又は溶接）

(1)　燃料小出槽及び減圧水槽･初期注水槽の容量、寸法及び板厚

A

B

TOSG-150

TOSG-190

TOSG-300

TEG-500

TEG-1000

小出槽１ 燃料小出槽、減圧水槽・
初期注水槽及び架台　　

〔単位　mm〕

槽寸法
A B C

(2)　架台の高さ及び寸法

備考　(1)　架台高さHは、参考値とし、原動機高さに応じた高さとする。
　　　　(2)　本体鋼材ａ及び補強鋼材bの寸法は、最低値を示す。

TOSG-500 500

950TOSG-950

板　　厚

底板
記　号名称

備考　(1)　寸法は、一例を示す。
　　　　(2)　板厚は、最低値を示し、（　）内は、ステンレス製の場合を示す。

4.5

3.2(3.0)

3.2(3.0)

4.5(4.0)

側板

2.0(2.0)

3.2(3.0)

上板

3.2

2.6(2.5)

2.0(2.0)

2.0(2.0)

2.0(2.0)

400 450 615

500 665
500

600 700

600 650 855

800 850 815

1,000 1,000 1,055

700 850 550

800 900 950

850 1,200 1,250

架台高さ
H

1,500

2,000

L-40×40×5

本体鋼材
a

補強鋼材
b

2,000

1,500

L-50×50×6

L-65×65×6

L-50×50×6

L-65×65×6

L-40×40×5

L-60×60×6

L-40×40×5

L-60×60×6

TOSG-390 390 650 870 790

3.2

3.23.23.2

TEG-1000槽 槽

減
圧
水 水

初
期
注 TEG-500

TEG-200

出

燃
料
小

槽

名称 記　号

TOSG-100

TOSG-150

TOSG-190

TOSG-300

TOSG-500

TOSG-950

TOSG-390

備考　槽の固定方法、補強鋼材ｂの本数、方法等は、一例を示す。

燃
料
小
出
槽

槽 槽

減
圧
水 水

初
期
注

TOSG-100 100

点検口

φ250

容量〔 　〕

TEG-200

150

190

300

500

200

1,000

□250

C

H

b

a

槽固定用山形鋼

ガセットプレートt4.5
（ボルト締又は溶接）

(1)　燃料小出槽及び減圧水槽･初期注水槽の容量、寸法及び板厚

A

B

TOSG-150

TOSG-190

TOSG-300

TEG-500

TEG-1000

小出槽１ 燃料小出槽、減圧水槽・
初期注水槽及び架台　　

〔単位　mm〕

槽寸法
A B C

(2)　架台の高さ及び寸法

備考　(1)　架台高さHは、参考値とし、原動機高さに応じた高さとする。
　　　　(2)　本体鋼材ａ及び補強鋼材bの寸法は、最低値を示す。

TOSG-500 500

950TOSG-950

板　　厚

底板
記　号名称

備考　(1)　寸法は、一例を示す。
　　　　(2)　板厚は、最低値を示し、（　）内は、ステンレス製の場合を示す。

3.2(3.0)

3.2(3.0)

4.5(4.0)

側板

2.0(2.0)

3.2(3.0)

上板

2.6(2.5)

2.0(2.0)

2.0(2.0)

2.0(2.0)

400 450 615

500 665
500

600 700

600 650 855

800 850 815

1,000 1,000 1,055

700 850 550

800 900 950

850 1,200 1,250

架台高さ
H

1,500

2,000

L-40×40×5

本体鋼材
a

補強鋼材
b

2,000

1,500

L-50×50×6

L-65×65×6

L-50×50×6

L-65×65×6

L-40×40×5

L-60×60×6

L-40×40×5

L-60×60×6

TOSG-390 390 650 870 790

3.2(3.0)3.2(3.0)3.2(3.0)

TEG-1000槽 槽

減
圧
水 水

初
期
注 TEG-500

TEG-200

出

燃
料
小

槽

名称 記　号

TOSG-100

TOSG-150

TOSG-190

TOSG-300

TOSG-500

TOSG-950

TOSG-390

発電５

4.5(4.0) 3.2(3.0) 3.2(3.0)

【P 202】

◎　燃料子出槽ステンレ
　スの板厚について規定
　した。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

発電６

1
0
0
0
以

上
＊

２

　500以上＊１ 500以上＊１

1
5
0以

上

燃料小出槽

200以上

防油堤

油だまり
（200×200×150以上*1）

防水モルタル等

アンカーボルト

備考　防油堤に貯められる油量は、燃料小出槽の容量以上とする。
注　*1　条例により検討する。
　　 *2　メンテナンススペースを確保する。
　　 *3　コンクリート、コンクリートブロック等の場合を示す。

小出槽２ 燃料小出槽据付例

〔単位　mm〕

100以上*3

1
0
0
0
以

上
＊

２

　500以上＊１ 500以上＊１

1
5
0以

上

燃料小出槽

200以上

防油堤

油だまり
（200×200×150以上*1）

防水モルタル等

アンカーボルト

備考　防油堤に貯められる油量は、燃料小出槽の容量以上とする。
注　*1　条例により検討する。
　　 *2　メンテナンススペースを確保する。
　　 *3　コンクリート、コンクリートブロック等の場合を示す。

小出槽２ 燃料小出槽据付例

〔単位　mm〕

100以上*3

発電６

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

発電７

1
0

1
0

10 10

インサート、アンカーボルト等

防振つり金物
(防振ゴム、ハンガ等)

ストッパ(形鋼)

ラグ

ドレン口

消音器

ストッパ(形鋼)

ラグ（ラグとストッパの間には、離隔を設ける。）

消音器 消音器支持例

〔単位 mm〕

1
0

1
0

10 10

インサート、アンカーボルト等

防振つり金物
(防振ゴム、ハンガ等)

ストッパ(形鋼)

ラグ

ドレン口

消音器

ストッパ(形鋼)

ラグ（ラグとストッパの間には、離隔を設ける。）

消音器 消音器支持例

〔単位 mm〕

発電７

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

発電８排気管 排気管と煙突の接続例

断熱材

スリーブ

排気管

仕上鉄板ドレン口

水切板

水切板

成形煙突との接続例

断熱材

排気管 排気管と煙突の接続例

断熱材

スリーブ

排気管

仕上鉄板ドレン口

水切板

水切板

成形煙突との接続例

断熱材

発電８

【P 205】

◎　実情に合わせ、水切
　板の角度を変更させた
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

発電９

赤

燃料油配管

青 うすい黄黄白

冷却水配管 空気配管 潤滑油配管 燃料ガス配管

備考　(1)　通気管は、その流体の種類の色とし、通気と明示する。
　　　　(2)　通気管の屋外露出部分は、指定色とする。
　　　　(3)　矢印、文字の色は、下地により白又は黒とする。

配管の用途

色

行先又は出先
（「クーリングタワーへ」等）

色別

用途（配管の用途を記入）

5
0程

度
機器の出入口

色別

50程度

直管部

配管 配管色別の施工例

〔単位 mm〕

発電９

赤

燃料油配管

青 うすい黄黄白

冷却水配管 空気配管 潤滑油配管 燃料ガス配管

備考　(1)　通気管は、その流体の種類の色とし、通気と明示する。
　　　　(2)　通気管の屋外露出部分は、指定色とする。
　　　　(3)　矢印、文字の色は、下地により白又は黒とする。

配管の用途

色

行先又は出先
（「クーリングタワーへ」等）

色別

用途（配管の用途を記入）

5
0程

度

機器の出入口

色別

50程度

直管部

配管 配管色別の施工例

〔単位 mm〕

【P 000】

冷
却
水
管
（
原
動
機
へ
）

冷
却
水
管
（
原
動
機
へ
）
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

第　５　編　

通信・情報設備工事

第　５　編　

通信・情報設備工事

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信１

(2)　形　式

埋込形折曲式
Ｇ

露出形折曲式
Ｔ

ＮＰ

備考　図は、一例を示し、前面枠の取付方法、枠幅の大小、周囲又は上下に枠のない
　　　もの、両開き等の形状の詳細は拘束しない。

ＮＰ

（3）　表示例

例1

例2

例3

GF-70/90-3

TH-0/20-2

H-0/15-1
E1-0/80-2

記　　号 説　　　　　　　　　明

キャビネット形式G形、端子板の種類F形、端子板の
容量90P、実装70P、端子板の列数3の端子盤

キャビネット形式T形、集合保安器容量20P、実装0、
通信用SPDの列数2の集合保安器箱

キャビネット形式T形、集合保安器（容量15P、実装0、
列数1）及び端子板（種類E1形、容量80P、実装0、
列数2）を収容する集合保安器箱

T

(1)　記　号

1 1列

キャビネット形式

G

T

埋込形
折曲式

露出形
折曲式

B

E1

E2

D

F

G

H

B形

E1形

E2形

D形

F形

G形

集合保安器

種　　　類

実装数/容量＊

実装数と容量

端子板又は集合保安器
列数

2

3

4

5

6

2列

3列

4列

5列

6列

注　*　実装数/容量は、対数（P）を示す。

端子盤１ 端子盤、集合保安器箱

例

(2)　形　式

埋込形折曲式
Ｇ

露出形折曲式
Ｔ

ＮＰ

備考　図は、一例を示し、前面枠の取付方法、枠幅の大小、周囲又は上下に枠のない
　　　もの、両開き等の形状の詳細は拘束しない。

ＮＰ

（3）　表示例

例1

例2

例3

GF-70/90-3

TH-0/20-2

H-0/15-1
E1-0/80-2

記　　号 説　　　　　　　　　明

キャビネット形式G形、端子板の種類F形、端子板の
容量90P、実装70P、端子板の列数3の端子盤

キャビネット形式T形、集合保安器容量20P、実装0、
通信用SPDの列数2の集合保安器箱

キャビネット形式T形、集合保安器（容量15P、実装0、
列数1）及び端子板（種類E1形、容量80P、実装0、
列数2）を収容する集合保安器箱

T

(1)　記　号

1 1列

キャビネット形式

G

T

埋込形
折曲式

露出形
折曲式

B

E1

E2

D

F

G

H

B形

E1形

E2形

D形

F形

G形

集合保安器

種　　　類

実装数/容量＊

実装数と容量

端子板又は集合保安器
列数

2

3

4

5

6

2列

3列

4列

5列

6列

注　*　実装数/容量は、対数（P）を示す。

端子盤１ 端子盤、集合保安器箱

例

通信１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信２

B形端子板（10対）
（両ねじ）

D形端子板（10対）
（両ねじ）

1
1
5

1
3
5

47～53

3
1

55

2
5

2
5

木台

備考　(1)　形状及び寸法は、一例を示す。
　　　　(2)　必要に応じ座金を使用する。

端子盤２ 端　子　板　１ Ｂ・Ｄ

〔単位　mm〕

B形端子板（10対）
（両ねじ）

D形端子板（10対）
（両ねじ）

1
1
5

1
3
5

47～53

3
1

55

2
5

2
5

木台

備考　(1)　形状及び寸法は、一例を示す。
　　　　(2)　必要に応じ座金を使用する。

端子盤２ 端　子　板　１ Ｂ・Ｄ

〔単位　mm〕

通信２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信３

E1形端子板（10対）
（片ねじ、片クリップ）

E2形端子板（10対）
（両クリップ）

1
0
4

1
0
0

40

5

3
0

備考　(1)　形状及び寸法は、一例を示す。
　　　　(2)　必要に応じ座金を使用する。

端子盤３ 端　子　板　２ Ｅ１・Ｅ２

〔単位　mm〕

E1形端子板（10対）
（片ねじ、片クリップ）

E2形端子板（10対）
（両クリップ）

1
0
4

1
0
0

40

5

3
0

備考　(1)　形状及び寸法は、一例を示す。
　　　　(2)　必要に応じ座金を使用する。

端子盤３ 端　子　板　２ Ｅ１・Ｅ２

〔単位　mm〕

通信３

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信４ 端子盤４ 端　子　板　３ Ｆ・Ｇ

〔単位　mm〕

備考　形状及び寸法は、一例を示す。

F形端子板（10対）
G形端子板（25対）
（圧接接続端子）

ＩＮ側 ＯＵＴ側
２端子１端子

1
1
5

1
6
0

4
04
0

45

50

端子盤４ 端　子　板　３ Ｆ・Ｇ

〔単位　mm〕

備考　形状及び寸法は、一例を示す。

F形端子板（10対）
G形端子板（25対）
（圧接接続端子）

ＩＮ側 ＯＵＴ側
２端子１端子

1
1
5

1
6
0

4
04
0

45

50

通信４

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信５

木板

端子板

前面枠
及びドア

a b b b b a d

c
c

ち
り

ち
り

1列の端子
列の対数
（最大）

B・E1・E2・F形端子板

ａ

110
120
130
140
150
160

110
120

ａ

備考　(1)　木板は、配線の施工に必要な大きさとする。
　　　　(2)　セパレータを設ける場合は、セパレータと端子板間の距離を1.5ｂとする。
　　　　(3)　寸法は、最小値を示す。

ｂ ｃ ｂ ｃ

60
60
70
70
70
85

140
160
180
200

120
130
140
150
160
170

65
65
75
75
75
90

120
130
150
170
190
210

D形端子板

90
100
120

ｄ端子盤の容量

40Ｐ以下
40Ｐを超え150Ｐ以下
150Ｐを超えるもの

10P
20P
30P
40P
50P
60P

1列の端子
列の対数
（最大）

Ｇ形端子板

ａ

110
150
190

110
180

ｂ ｃ

70
70
90 250

25P
50P
100P

備考　前面枠の破線部分は、埋込形の場合を示し、ちりは15～25mmとする。

端子盤の標準寸法端子盤５

〔単位　mm〕

木板

端子板

前面枠
及びドア

a b b b b a d

c
c

ち
り

ち
り

1列の端子
列の対数
（最大）

B・E1・E2・F形端子板

ａ

110
120
130
140
150
160

110
120

ａ

備考　(1)　木板は、配線の施工に必要な大きさとする。
　　　　(2)　セパレータを設ける場合は、セパレータと端子板間の距離を1.5ｂとする。
　　　　(3)　寸法は、最小値を示す。

ｂ ｃ ｂ ｃ

60
60
70
70
70
85

140
160
180
200

120
130
140
150
160
170

65
65
75
75
75
90

120
130
150
170
190
210

D形端子板

90
100
120

ｄ端子盤の容量

40Ｐ以下
40Ｐを超え150Ｐ以下
150Ｐを超えるもの

10P
20P
30P
40P
50P
60P

1列の端子
列の対数
（最大）

Ｇ形端子板

ａ

110
150
190

110
180

ｂ ｃ

70
70
90 250

25P
50P
100P

備考　前面枠の破線部分は、埋込形の場合を示し、ちりは15～25mmとする。

端子盤の標準寸法端子盤５

〔単位　mm〕

通信５

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信６

　　  

〔単位　mm〕

a b保安器の容量
40P以下

40Pを超え80P以下
100
120

120
140

備考　(1)　木板は、配線の施工に必要な大きさとする。
　　　　(2)　集合保安器と端子板を収容する場合で、端子板の合計が150Pを超える
　　　　　 ものは、ｄ寸法を120mmとする。
　　　　(3)　前面枠の破線部分は、　埋込形の場合を示し、　ちりは15～25mmとする。
　　　　(4)　寸法は、最小値を示す。

d
100
100

集合保安器箱の標準寸法端子盤６

e
「端子盤の標準寸法」
による。

木板 前面枠
及びドア

集合保安器のみを収容する場合

木板端子板

d

b
b

ち
り

ち
り

集合保安器と端子板を収容する場合

e a/2

e b
b

10P
保安器

保安器

160 a

　　  

〔単位　mm〕

a b保安器の容量
40P以下

40Pを超え80P以下
100
120

120
140

備考　(1)　木板は、配線の施工に必要な大きさとする。
　　　　(2)　集合保安器と端子板を収容する場合で、端子板の合計が150Pを超える
　　　　　 ものは、ｄ寸法を120mmとする。
　　　　(3)　前面枠の破線部分は、　埋込形の場合を示し、　ちりは15～25mmとする。
　　　　(4)　寸法は、最小値を示す。

d
100
100

集合保安器箱の標準寸法端子盤６

e
「端子盤の標準寸法」
による。

木板 前面枠
及びドア

集合保安器のみを収容する場合

5P

木板

5P

端子板

a 104 a 104 a d

b
b

1
4
6

ち
り

ち
り

集合保安器と端子板を収容する場合

e a/2

e
e

b
b

保安器

保安器

5P
保安器

保安器
5P

保安器
5P

5P
保安器

5P
保安器

104 a

通信６

10P
保安器
10P

10P

保安器

a 160 a 160 a

11
5

e

保安器
10P

保安器
10P

保安器
10P

【P 216】

◎　保安器を実情に合わ
　せた。

2012-05-24203/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信７構内情報通信網 施工試験方法

インタフェースボード

構内情報通信網装置 構内情報通信網装置

近端通信確認(1) 近端通信確認(2)

スイッチ

スイッチ

遠端通信確認

スイッチ スイッチ

近端通信確認

遠端通信確認

構内情報通信網 施工試験方法

インタフェースボード

構内情報通信網装置 構内情報通信網装置

近端通信確認(1) 近端通信確認(2)

スイッチ

スイッチ

遠端通信確認

スイッチ スイッチ

近端通信確認

遠端通信確認

通信７

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信８

（１）　実装数

（２）　容量

備考　当初に実装されたパッケージの範囲内で使用可能な回線数とする。

備考　①パッケージの増設、②ユニットの増設、③架の増設等により収容可能 となる回
　　　線数とする。

備考　電源装置は、容量に応じたものとする。 ただし、ユニット又は架の中に電源装置の
　　　増設が可能な場合は、この限りではない。

（３）　配置例

パッケージ

ユニット

：実装パッケージ

：使用可能回線数

架

架
架

③

①①① ②

②②②

電源装置

架

ＭＤＦ ①② ③

構内交換 交換機の実装数／容量

（１）　実装数

（２）　容量

備考　当初に実装されたパッケージの範囲内で使用可能な回線数とする。

備考　①パッケージの増設、②ユニットの増設、③架の増設等により収容可能 となる回
　　　線数とする。

備考　電源装置は、容量に応じたものとする。 ただし、ユニット又は架の中に電源装置の
　　　増設が可能な場合は、この限りではない。

（３）　配置例

パッケージ

ユニット

：実装パッケージ

：使用可能回線数

架

架
架

③

①①① ②

②②②

電源装置

架

ＭＤＦ ①② ③

構内交換 交換機の実装数／容量通信８

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信９

アンカーボルト等

表示部

外箱

表示部

備考　図は、一例を示す。

コンクリート基礎等

壁掛形

外箱

自立形

アンカーボルト等

(1)　記　号

分　　　類

表示方式

形　　　式
V

W

JL

記　　号 内　　　　　容

液晶式

壁掛形

自立形

情報表示 マルチサイン装置の記号

発光ダイオード(4色)式JD4

JDF 発光ダイオード(フルカラー)式

(2)　形　式

アンカーボルト等

表示部

外箱

表示部

備考　図は、一例を示す。

コンクリート基礎等

壁掛形

外箱

自立形

アンカーボルト等

(1)　記　号

分　　　類

表示方式

形　　　式
V

W

JP

JL

記　　号 内　　　　　容

プラズマ式

液晶式

壁掛形

自立形

情報表示 マルチサイン装置の記号

発光ダイオード(4色)式JD4

JDF 発光ダイオード(フルカラー)式

(2)　形　式

通信９

【P 219】

◎　プラズマ式は採用実
　績が少ない為、削除し
　た。

◎　（検討中）記号の表
　示例を追記予定。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信１０ 出退表示１発光ダイオード式表示盤の記号及び表示例

(1)　記　号

記　　　号 説　　　　　　明

(2)　表示例

IP2D1WV10-8
発信回路なし、壁掛形で縦書、窓数8、パルス伝送
式2モード形発光ダイオード式表示盤

発信回路内蔵、壁掛形で横書、窓数16、パルス伝
送式4モード形発光ダイオード式表示盤

IP4D2WＨ10-16

例1

例2

例

備考　卓上式表示器の記号もこれに準じる。ただし、表示窓の大きさ及び本体寸法
　　　は、製造者の標準とする。
注　*　設計図書の機能を満足する場合に限り、発信器に内蔵することができる。

分 　　　　　　類 記号 内　　　　　　　容

機 　 　 　 　 　 種 IP

2D

4D

1

n

パルス伝送式表示盤

２モード形発光ダイオード

４モード形発光ダイオード

発信回路を内蔵しないもの

 　窓n

回 路 方 式

10 30mm×100mm

WV

WＨ

壁掛形で縦書のもの

壁掛形で横書のもの
形 　 　 式

2 発信回路を内蔵するもの＊ 

窓 　 　 　 　 数

表 示 方 式

表示窓の大きさ

出退表示１発光ダイオード式表示盤の記号及び表示例

(1)　記　号

記　　　号 説　　　　　　明

(2)　表示例

IP2D1WV10-8
発信回路なし、壁掛形で縦書、窓数8、パルス伝送
式2モード形発光ダイオード式表示盤

発信回路内蔵、壁掛形で横書、窓数16、パルス伝
送式4モード形発光ダイオード式表示盤

IP4D2WＨ10-16

例1

例2

例

備考　卓上式表示器の記号もこれに準じる。ただし、表示窓の大きさ及び本体寸法
　　　は、製造者の標準とする。
注　*　設計図書の機能を満足する場合に限り、発信器に内蔵することができる。

分 　　　　　　類 記号 内　　　　　　　容

機 　 　 　 　 　 種 IP

2D

4D

1

n

パルス伝送式表示盤

２モード形発光ダイオード

４モード形発光ダイオード

発信回路を内蔵しないもの

 　窓n

回 路 方 式

10 30mm×100mm

WV

WＨ

壁掛形で縦書のもの

壁掛形で横書のもの
形 　 　 式

2 発信回路を内蔵するもの＊ 

窓 　 　 　 　 数

表 示 方 式

表示窓の大きさ

通信１０

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信１１

表示窓

1
0
5～

1
2
0

b

a

出退表示２ 表示盤、壁掛形、縦書 ＷV

〔単位　mm〕

n

2

3

4

5

6

7

8

8

IP K D m WV10- n

記　　　　号

9

10

12

14

16

1

2

窓　数 段　数

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　 K Dは、2モード、4モードの別を示す。
　　　　(3)　 m  は、回路方式を示す。

ａ

275～400

275～400

寸　　　法

ｂ

500～720

320～400

320～400

365～400

365～500

410～500

410～500

455～720

455～720

300～360

200～250

本体及びドア（ＳＰＣ１．２）

表示窓

1
0
5～

1
2
0

b

a

出退表示２ 表示盤、壁掛形、縦書 ＷV

〔単位　mm〕

n

2

3

4

5

6

7

8

8

IP K D m WV10- n

記　　　　号

9

10

12

14

16

1

2

窓　数 段　数

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　 K Dは、2モード、4モードの別を示す。
　　　　(3)　 m  は、回路方式を示す。

ａ

275～400

275～400

寸　　　法

ｂ

500～720

320～400

320～400

365～400

365～500

410～500

410～500

455～720

455～720

300～360

200～250

本体及びドア（ＳＰＣ１．２）

通信１１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信１２

本体及びドア（ＳＰＣ１．２） 表示窓

1
0
5～

1
2
0

b

a

ａ

360～400

2

4

6

9

12

16

IＰ K D m WＨ10- n

記　　　　号

1

2

4

3

段　数
寸　　　法

ｂ

400～540

400～680

540～680

185～250

200～250

250～275

出退表示３ 表示盤、壁掛形、横書 ＷＨ

〔単位　mm〕

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　 K Dは、2モード、4モードの別を示す。
　　　　(3)　 m  は、回路方式を示す。

n
窓　数

本体及びドア（ＳＰＣ１．２） 表示窓

1
0
5～

1
2
0

b

a

ａ

360～400

2

4

6

9

12

16

IＰ K D m WＨ10- n

記　　　　号

1

2

4

3

段　数
寸　　　法

ｂ

400～540

400～680

540～680

185～250

200～250

250～275

出退表示３ 表示盤、壁掛形、横書 ＷＨ

〔単位　mm〕

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　 K Dは、2モード、4モードの別を示す。
　　　　(3)　 m  は、回路方式を示す。

n
窓　数

通信１２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信１３

記　　　号

PS2F-1 パルス伝送式の発信器、押ボタンスイッチ＋表示窓、埋込形、発信数1

説　　　　　　　明

(2)　表示例

(1)　記　号

出退表示４ 発信器の記号及び表示例

分 　　　　　　類 記  号 内　　　　　　　容

形 　 　 式

発 信 数

形 状

S2

S3

F

DＶ

n

押ボタンスイッチ＋表示窓

表示窓兼押ボタンスイッチ

埋込形

卓上形

発信数 n

P パルス伝送式方          式

S5 押ボタンスイッチ

記　　　号

PS2F-1 パルス伝送式の発信器、押ボタンスイッチ＋表示窓、埋込形、発信数1

説　　　　　　　明

(2)　表示例

(1)　記　号

出退表示４ 発信器の記号及び表示例

分 　　　　　　類 記  号 内　　　　　　　容

形 　 　 式

発 信 数

形 状

S2

S3

F

DＶ

n

押ボタンスイッチ＋表示窓

表示窓兼押ボタンスイッチ

埋込形

卓上形

発信数 n

P パルス伝送式方          式

S5 押ボタンスイッチ

通信１３

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信１４

表示窓

PS2F-1

アクリル銘板

押ボタンスイッチ

表示窓

押ボタンスイッチ

アクリル銘板

押ボタンスイッチ

埋込形

卓上形

表示窓兼
押ボタンスイッチ

表示窓兼
押ボタンスイッチ

PS3F-1

PS5F-1

ローゼットコード

（ローゼット付き）

PS2DV-1

PS3DV-1

ゴム足４箇所

出退表示５ 発信器（埋込形、卓上形）

ＰＳ５Ｆ－ｎ

ＰＳ２ＤV－ｎ 

ＰＳ３ＤV－ｎ

ＰＳ２Ｆ－ｎ 

ＰＳ３F－ｎ

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　図は、発信数1の場合を示す。

表示窓

PS2F-1

アクリル銘板

押ボタンスイッチ

表示窓

押ボタンスイッチ

アクリル銘板

押ボタンスイッチ

埋込形

卓上形

表示窓兼
押ボタンスイッチ

表示窓兼
押ボタンスイッチ

PS3F-1

PS5F-1

ローゼットコード

（ローゼット付き）

PS2DV-1

PS3DV-1

ゴム足４箇所

出退表示５ 発信器（埋込形、卓上形）

ＰＳ５Ｆ－ｎ

ＰＳ２ＤV－ｎ 

ＰＳ３ＤV－ｎ

ＰＳ２Ｆ－ｎ 

ＰＳ３F－ｎ

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　図は、発信数1の場合を示す。

通信１４

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信１５

１２ １

２

３

４

５６７

８

９

11

10

１２１
２
３
４

５６７
８
９

11
10

１２１
２
３
４

５６７
８
９

11
10

１２１
２
３
４

５６７
８
９

11
10

１２１
２
３
４

５６７
８
９

11
10

親時計・モニタ

端子部

　 〃

他設備（拡声設備等）

回線モニタ

プログラムタイマ

　 〃

(2)　表示例

(3)　ラック形水晶式親時計4回線の組合せ例

ＣＷ

ＣＲ
親時計の記号及び表示例時刻表示１

ラック形水晶式親時計4回線、1回路のプログラムタイマ及び電子式チャ
イム組込み

説　　　　　　　明記　　　号

CR4-P1M

(1)　記号

分　　　　　　類 記　号 内　　　　　容

親時計の種類
ラック形 CR m

水晶式親時計　m回線
壁掛形 CW m

組　込　機　器
P n プログラムタイマ

M 電子式チャイム

 備考　　m 、 n　は、出力回線数及び回路数を記載する。

１２ １

２

３

４

５６７

８

９

11

10

１２１
２
３
４

５６７
８
９

11
10

１２１
２
３
４

５６７
８
９

11
10

１２１
２
３
４

５６７
８
９

11
10

１２１
２
３
４

５６７
８
９

11
10

親時計・モニタ

端子部

　 〃

他設備（拡声設備等）

回線モニタ

プログラムタイマ

　 〃

(2)　表示例

(3)　ラック形水晶式親時計4回線の組合せ例

ＣＷ

ＣＲ
親時計の記号及び表示例時刻表示１

ラック形水晶式親時計4回線、1回路のプログラムタイマ及び電子式チャ
イム組込み

説　　　　　　　明記　　　号

CR4-P1M

(1)　記号

分　　　　　　類 記　号 内　　　　　容

親時計の種類
ラック形 CR m

水晶式親時計　m回線
壁掛形 CW m

組　込　機　器
P n プログラムタイマ

M 電子式チャイム

 備考　　m 、 n　は、出力回線数及び回路数を記載する。

通信１５

【P 000】

2012-05-24212/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信１６ 時刻表示２ 子時計の記号1

(1)　記号

記　　　号 内　　　容

時計の種類
S ア ナ ロ グ 子 時 計
D デ ジ タ ル 子 時 計

形　　式

W 壁 　 　 掛 　 　 形
E 半 　 埋 　 込 　 形
F 埋 込 形
T 天 井 つ り 下 げ 片 面 形
Tw 天 井 つ り 下 げ 両 面 形
B サイドブラケット片面形
Bw サイドブラケット両面形

アナログ子時計
公称寸法

R25 250
R30 300
R35 350
R42 410

角形

縦寸法D1 横寸法D2

250
A33 300 300
A23 250 350
A34 300 410
A35 350 500

デジタル子時計
公称寸法

H08 80
H10 100
H12 120
H20 200

アナログ子時計
表　　面

Gｐ 表面 平面ガラス付

N

デジタル子時計
表示形式

LE 発光ダイオード式

文字板及び文字片を露出し、
表面ガラスのないもの　  　　

〔単位　mm〕

A22

丸形
D

250

備考　(1)　アナログ子時計の公称寸法とは壁掛形又は半埋込形子時計の場合は、
　　　　　 箱体の最小寸法をいう。また、埋込形子時計の場合は文字片外側の最小
　　　　　 寸法をいう。
　　　　(2)　デジタル子時計の公称寸法とは文字高の最小寸法をいう。

文字高
ａ

分　　　類

－

時刻表示２ 子時計の記号1

(1)　記号

記　　　号 内　　　容

時計の種類
S ア ナ ロ グ 子 時 計
D デ ジ タ ル 子 時 計

形　　式

W 壁 　 　 掛 　 　 形
E 半 　 埋 　 込 　 形
F 埋 込 形
T 天 井 つ り 下 げ 片 面 形
Tw 天 井 つ り 下 げ 両 面 形
B サイドブラケット片面形
Bw サイドブラケット両面形

アナログ子時計
公称寸法

R25 250
R30 300
R35 350
R42 410

角形

縦寸法D1 横寸法D2

250
A33 300 300
A23 250 350
A34 300 410
A35 350 500

デジタル子時計
公称寸法

H08 80
H10 100
H12 120
H20 200

アナログ子時計
表　　面

Gｐ 表面 平面ガラス付

N

デジタル子時計
表示形式

LE 発光ダイオード式

文字板及び文字片を露出し、
表面ガラスのないもの　  　　

〔単位　mm〕

A22

丸形
D

250

LD 液晶式

備考　(1)　アナログ子時計の公称寸法とは壁掛形又は半埋込形子時計の場合は、
　　　　　 箱体の最小寸法をいう。また、埋込形子時計の場合は文字片外側の最小
　　　　　 寸法をいう。
　　　　(2)　デジタル子時計の公称寸法とは文字高の最小寸法をいう。

文字高
ａ

分　　　類

－

通信１６

【P 226】

◎　液晶式は採用実績が
　　少ない為、削除した

2012-05-24213/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信１７

Ｊ２（取付形状：楕円）

D2

Ｌ２（文字片が球状のもの）

形　状

文字形式

(2)　記号（アナログ子時計文字形式、印刷文字）

文字形式

形　状

形　状

文字形式

(3)　記号（アナログ子時計文字形式、文字片取付）

B１　 B2

Ｌ1（文字片が円板状のもの）Ｊ1（取付形状：円）

備考　（1）　文字片は、A1P又はBSP 3.0(指定色)とする。
　　　　（2）　文字片取付は、子時計表面がNの場合に適用する。

備考　印刷文字は、文字板に印刷したものとする。

時刻表示３ 子時計の記号２

Ｊ２（取付形状：楕円）

D2

Ｌ２（文字片が球状のもの）

形　状

文字形式

(2)　記号（アナログ子時計文字形式、印刷文字）

文字形式

形　状

形　状

文字形式

(3)　記号（アナログ子時計文字形式、文字片取付）

B１　 B2

Ｌ1（文字片が円板状のもの）Ｊ1（取付形状：円）

備考　（1）　文字片は、A1P又はBSP 3.0(指定色)とする。
　　　　（2）　文字片取付は、子時計表面がNの場合に適用する。

備考　印刷文字は、文字板に印刷したものとする。

時刻表示３ 子時計の記号２通信１７

【P 227】

◎　文字の適正化を図り
　字体を修正した。
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通信１８ 時刻表示４ 子時計の表示例

記　　号 説　　　　　　　　明

例1 SWR30-GPB１

例2

壁掛形アナログ子時計、丸形公称寸法300mm、表面平面
ガラス付、文字形式B１の子時計

DTwH12-LE例3

SEA23-NJ１
半埋込形アナログ子時計、角形公称寸法250mm×
350mm、文字板及び文字片露出、文字形式 Ｊ１の子時計

天井つり下げ両面形デジタル子時計、文字高公称寸法
120mm、表示形式発光ダイオード式

例

通信１８ 時刻表示４ 子時計の表示例

記　　号 説　　　　　　　　明

例1 SWR30-GPB１

例2

壁掛形アナログ子時計、丸形公称寸法300mm、表面平面
ガラス付、文字形式B１の子時計

DTwH12-LE例3

SEA23-NJ１
半埋込形アナログ子時計、角形公称寸法250mm×
350mm、文字板及び文字片露出、文字形式 Ｊ１の子時計

天井つり下げ両面形デジタル子時計、文字高公称寸法
120mm、表示形式発光ダイオード式

例

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信１９

ＳＷＲ３０

表面ガラス

文字板

子時計機体

アウトレット
ボックス

指針

D
1

D2 D

30～70

外 箱

ＳＷA２２

ＳＷA３３

アナログ子時計（壁掛形）
ＳＷ Ａ３３－ＧＰ Ｓ

ＳＷ Ｒ３０－ＧＰ Ｓ

〔単位　mm〕

時刻表示５
ＳＷ Ａ２２－ＧＰ Ｓ

外 　 　 　 　 　 箱

文 　 　 字 　 　 板

指 　 　 　 　 　 針

文 　 　 　 　 　 字

表  面  ガ  ラ  ス

SPC又はSPCで補強したA1P 0.5(白色)

印刷文字

A1P、SPC 0.3又はBSP 0.2（黒色）

t2.0

備考　(1)　図は、文字形式のうちB2 の場合を示す。
　　　　(2)　アウトレットボックスの位置は、一例を示す。
　　　　(3)　 S は、文字形式を示す。

0.5SPC    　(指定色)

ＳＷＲ３０

表面ガラス

文字板

子時計機体

アウトレット
ボックス

指針

D
1

D2 D

30～70

外 箱

ＳＷA２２

ＳＷA３３

アナログ子時計（壁掛形）
ＳＷ Ａ３３－ＧＰ Ｓ

ＳＷ Ｒ３０－ＧＰ Ｓ

〔単位　mm〕

時刻表示５
ＳＷ Ａ２２－ＧＰ Ｓ

外 　 　 　 　 　 箱

文 　 　 字 　 　 板

指 　 　 　 　 　 針

文 　 　 　 　 　 字

表  面  ガ  ラ  ス

SPC又はSPCで補強したA1P 0.5(白色)

印刷文字

A1P、SPC 0.3又はBSP 0.2（黒色）

t2.0

備考　(1)　図は、文字形式のうちB2 の場合を示す。
　　　　(2)　アウトレットボックスの位置は、一例を示す。
　　　　(3)　 S は、文字形式を示す。

0.5SPC    　(指定色)

通信１９

【P 229】

◎　文字の適正化を図り
　字体を修正した
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信２０

指針

D
1

D2 D

文字板

子時計機体

アウトレット
ボックス

文字片

SER25

SER30

SER35

SEA23

SEA34

SEA35

指 　 　 　 　 　 針

文 　 　 　 　 　 字 文字片取付

A1P、SPC 0.3又はBSP 0.2(指定色)

PMMA      (指定色)文 　 　 字 　 　 板

備考　(1)　図は、文字形式のうちJ1の場合を示す。
　　　　(2)　アウトレットボックスの位置は、一例を示す。
　　　　(3)　S は、文字形式を示す。

時刻表示６ アナログ子時計（半埋込形）

〔単位　mm〕

ＳＥＡ２３－Ｎ Ｓ

ＳＥＡ３４－Ｎ Ｓ

ＳＥＡ３５－Ｎ Ｓ

ＳＥＲ２５－Ｎ Ｓ

ＳＥＲ３０－Ｎ Ｓ

ＳＥＲ３５－Ｎ Ｓ

 3.0

指針

D
1

D2 D

文字板

子時計機体

アウトレット
ボックス

文字片

SER25

SER30

SER35

SEA23

SEA34

SEA35

指 　 　 　 　 　 針

文 　 　 　 　 　 字 文字片取付

A1P、SPC 0.3又はBSP 0.2(指定色)

PMMA      (指定色)文 　 　 字 　 　 板

備考　(1)　図は、文字形式のうちJ1の場合を示す。
　　　　(2)　アウトレットボックスの位置は、一例を示す。
　　　　(3)　S は、文字形式を示す。

時刻表示６ アナログ子時計（半埋込形）

〔単位　mm〕

ＳＥＡ２３－Ｎ Ｓ

ＳＥＡ３４－Ｎ Ｓ

ＳＥＡ３５－Ｎ Ｓ

ＳＥＲ２５－Ｎ Ｓ

ＳＥＲ３０－Ｎ Ｓ

ＳＥＲ３５－Ｎ Ｓ

 3.0

通信２０

【P 230】

◎　文字の適正化を図り
　字体を修正した。
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通信２１

子時計機体

指針

文字片

アウトレットボックス

化粧板

D

〔単位　mm〕

ＳＦＲ３０－Ｎ Ｓ

ＳＦＲ３５－Ｎ Ｓ

ＳＦＲ４２－Ｎ Ｓ

時刻表示７ アナログ子時計（埋込形）

備考　(1)　図は、文字形式のうちＪ１の場合を示す。
　　　　(2)　アウトレットボックスの位置は、一例を示す。
　　　　(3)　 S は、文字形式を示す。

指 　 　 　 　 　 針

文 　 　 　 　 　 字 文字片取付

A1P、SPC 0.3又はBSP 0.2(指定色)

BSP 0.8(指定めっき)化 粧 板

子時計機体

指針

文字片

アウトレットボックス

化粧板

D

〔単位　mm〕

ＳＦＲ３０－Ｎ Ｓ

ＳＦＲ３５－Ｎ Ｓ

ＳＦＲ４２－Ｎ Ｓ

時刻表示７ アナログ子時計（埋込形）

備考　(1)　図は、文字形式のうちＪ１の場合を示す。
　　　　(2)　アウトレットボックスの位置は、一例を示す。
　　　　(3)　 S は、文字形式を示す。

指 　 　 　 　 　 針

文 　 　 　 　 　 字 文字片取付

A1P、SPC 0.3又はBSP 0.2(指定色)

BSP 0.8(指定めっき)化 粧 板

通信２１

【P 231】

◎　文字の適正化を図り
　字体を修正した。
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通信２２

子時計機体

指針

表面ガラス

180以下

D
1

5
0

D2

時刻表示８ アナログ子時計
（天井つり下げ形）

〔単位　mm〕

ＳＴＷＡ３３－ＧＰ Ｓ

ＳＴＡ３３－ＧＰ Ｓ

外 　 　 　 　 　 箱

指 　 　 　 　 　 針

文 　 　 　 　 　 字

表 面 ガ ラ ス

SPC 0.6(指定色)

印刷文字

A1P、SPC 0.3又はBSP 0.2(黒色)

t2.0

SPC又はSPCで補強したA1P 0.5(白色)文 　 　 字 　 　 板

備考　(1)　図は、文字形式のうちB2の場合を示す。
　　　　(2)　 S は、文字形式を示す。

子時計機体

指針

表面ガラス

180以下

D
1

5
0

D2

時刻表示８ アナログ子時計
（天井つり下げ形）

〔単位　mm〕

ＳＴＷＡ３３－ＧＰ Ｓ

ＳＴＡ３３－ＧＰ Ｓ

外 　 　 　 　 　 箱

指 　 　 　 　 　 針

文 　 　 　 　 　 字

表 面 ガ ラ ス

SPC 0.6(指定色)

印刷文字

A1P、SPC 0.3又はBSP 0.2(黒色)

t2.0

SPC又はSPCで補強したA1P 0.5(白色)文 　 　 字 　 　 板

備考　(1)　図は、文字形式のうちB2の場合を示す。
　　　　(2)　 S は、文字形式を示す。

通信２２

【P 232】

◎　文字の適正化を図り
　字体を修正した。
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通信２３ 通信２３

アウトレットボックス

子時計機体

指針

表面ガラス

180以下D250

D
1

〔単位　mm〕

ＳＢＷＡ３３－ＧＰ Ｓ

ＳＢＡ３３－ＧＰ Ｓ
時刻表示９ アナログ子時計（サイドブラケット形）

備考　(1)　図は、文字形式のうちB2の場合を示す。
　　　　(2)　アウトレットボックスの位置は、一例を示す。
　　　　(3)　 S は、文字形式を示す。

外 　 　 　 　 　 箱

指 　 　 　 　 　 針

文 　 　 　 　 　 字

表 面 ガ ラ ス

SPC 0.6(指定色)

印刷文字

A1P、SPC 0.3又は黒BSP 0.2(黒色)

t2.0

SPC又はSPCで補強したA1P 0.5(白色)文 　 　 字 　 　 板

アウトレットボックス

子時計機体

指針

表面ガラス

180以下D250

D
1

〔単位　mm〕

ＳＢＷＡ３３－ＧＰ Ｓ

ＳＢＡ３３－ＧＰ Ｓ
時刻表示９ アナログ子時計（サイドブラケット形）

備考　(1)　図は、文字形式のうちB2の場合を示す。
　　　　(2)　アウトレットボックスの位置は、一例を示す。
　　　　(3)　 S は、文字形式を示す。

外 　 　 　 　 　 箱

指 　 　 　 　 　 針

文 　 　 　 　 　 字

表 面 ガ ラ ス

SPC 0.6(指定色)

印刷文字

A1P、SPC 0.3又は黒BSP 0.2(黒色)

t2.0

SPC又はSPCで補強したA1P 0.5(白色)文 　 　 字 　 　 板

【P 233】

◎　文字の適正化を図り
　字体を修正した。
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通信２４

アウトレットボックス

a

b b

ＤＷＨ０８

ＤＷＨ１２

ＤＷＨ２０

ＤＥＨ０８

ＤＥＨ１２

ＤＷＨ１０

ＤＥＨ１０

デジタル子時計
（壁掛形・半埋込形）

形　　　式 ｂ

H08

H10

H12

H20

121以下

135以下

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　アウトレットボックスの位置は、一例を示す。
　　　　(3)　 S は、表示形式を示す。

外 箱

表 面

文 字

SPC 0.6(指定色)

透明ガラス又はアクリル

白色

時刻表示１０

表 示 発光ダイオード式

－ Ｓ

－ Ｓ

ＤＥＨ２０

－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

〔単位　mm〕

アウトレットボックス

a

b b

ＤＷＨ０８

ＤＷＨ１２

ＤＷＨ２０

ＤＥＨ０８

ＤＥＨ１２

ＤＷＨ１０

ＤＥＨ１０

デジタル子時計
（壁掛形・半埋込形）

形　　　式 ｂ

H08

H10

H12

H20

121以下

135以下

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　アウトレットボックスの位置は、一例を示す。
　　　　(3)　 S は、表示形式を示す。

外 箱

表 面

文 字

SPC 0.6(指定色)

透明ガラス又はアクリル

白色

時刻表示１０

表 示 発光ダイオード式又は液晶式

－ Ｓ

－ Ｓ

ＤＥＨ２０

－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

〔単位　mm〕

通信２４

【P 234】

D W D E

（壁掛形） （半埋込形）

D W D E

（壁掛形） （半埋込形）

◎　液晶式は採用実績が
　少ない為、削除した。
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通信２５

天井面

a

b
5
0

形　　　式 ｂ

H08

H10

H12

H20

200以下

220以下

250以下

ＤＴｗＨ１２

ＤＴｗＨ０８

ＤＴｗＨ２０

ＤＴｗＨ１０

デジタル子時計
（天井つり下げ形）

時刻表示１１
－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

〔単位　mm〕

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　 S は、表示形式を示す。

外 箱

表 面

文 字

SPC 0.6(指定色)

透明ガラス又はアクリル

白色

表 示 発光ダイオード式又は液晶式

天井面

a

b

5
0

形　　　式 ｂ

H08

H10

H12

H20

200以下

220以下

250以下

ＤＴｗＨ１２

ＤＴｗＨ０８

ＤＴｗＨ２０

ＤＴｗＨ１０

デジタル子時計
（天井つり下げ形）

時刻表示１１
－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

－ Ｓ

〔単位　mm〕

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　 S は、表示形式を示す。

外 箱

表 面

文 字

SPC 0.6(指定色)

透明ガラス又はアクリル

白色

表 示 発光ダイオード式

通信２５

【P 235】

◎　液晶式は採用実績が
　少ない為、削除した。
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通信２６ 映像・音響１ プロジェクタ及びスクリーンの記号

（１）　プロジェクタの記号

分 　 　 類 記　号 内　　　　　　　　容
種 　 類 Ｐ プロジェクタ

Ｆ１ 前面投写式 天井つり下げ形
Ｆ２ 前面投写式 床置形
Ｂ１ 背面投写式 反射透過形
Ｂ２ 背面投写式 キャビネット形
Ｂ３ 背面投写式 キャビネット組合せ形

明　る　さ*
I
II
III

解 像 度
A
Ｂ
Ｃ

（２）　スクリーンの記号

形 式

Ｓ1 反射マット形
Ｓ2 反射ビーズ形
Ｓ3 反射ストライプ形
Ｓ4 透過形

収納方式

Ｗ 壁固定式
Ｅ 電動巻上式
Ｓ ばね巻上式
Ｆ 床収納式

備考　背面投写式の収納方式は、壁固定式とする。

（３）　スクリーンサイズ

記　　　号 スクリーン概略寸法
 60 1,524 mm ( 60インチ)
 70 1,778 mm ( 70インチ)
 80 2,032 mm ( 80インチ)
 90 2,286 mm ( 90インチ)
100 2,540 mm (100インチ)
110 2,794 mm (110インチ)
120 3,048 mm (120インチ)
130 3,302 mm (130インチ)
140 3,556 mm (140インチ)
150 3,810 mm (150インチ)
160 4,064 mm (160インチ)
170 4,318 mm (170インチ)
180 4,572 mm (180インチ)
190 4,826 mm (190インチ)
200 5,080 mm (200インチ)

備考　明るさの測定方法は、JIS X 6911「データプロジェクタの仕様書様式」附属書2 に
　　　よる。
注　*　投写方式が、F1、F2、B1、B4の場合に適用する。

内　　　　　　　　容分 　 　 類 記　号

Ｘ
Ｙ

Ｂ４ 背面投写式 直射透過形

形 式

コントラスト

映像・音響１ プロジェクタ及びスクリーンの記号

1,000lm以上
2,000lm以上
3,000lm以上
1,024×768ドット以上
1,280×1,024ドット以上
1,600×1,200ドット以上
400：1以上
1,000：1以上

備考　(1)　キャビネット組合せ形のサイズは、適用しない。
　　　　(2)　概略寸法は、画面対角線上での寸法を示す。
　　　　　　  なお、標準形（縦横比3:4）以外を使用する場合のスクリーン形状は、特記に
　　　　　 よる。

通信２６

（１）　プロジェクタの記号

分 　 　 類 記　号 内　　　　　　　　容
種 　 類 Ｐ プロジェクタ

Ｆ１ 前面投写式 天井つり下げ形
Ｆ２ 前面投写式 床置形
Ｂ１ 背面投写式 反射透過形
Ｂ２ 背面投写式 キャビネット形
Ｂ３ 背面投写式 キャビネット組合せ形

明　る　さ*
II
III

解 像 度
A
Ｂ
Ｃ

（２）　スクリーンの記号

形 式

Ｓ1 反射マット形
Ｓ2 反射ビーズ形
Ｓ3 反射ストライプ形
Ｓ4 透過形

収納方式

Ｗ 壁固定式
Ｅ 電動巻上式
Ｓ ばね巻上式
Ｆ 床収納式

備考　背面投写式の収納方式は、壁固定式とする。

（３）　スクリーンサイズ

記　　　号 スクリーン概略寸法
 60 1,524 mm ( 60インチ)
 70 1,778 mm ( 70インチ)
 80 2,032 mm ( 80インチ)
 90 2,286 mm ( 90インチ)
100 2,540 mm (100インチ)
110 2,794 mm (110インチ)
120 3,048 mm (120インチ)
130 3,302 mm (130インチ)
140 3,556 mm (140インチ)
150 3,810 mm (150インチ)
160 4,064 mm (160インチ)
170 4,318 mm (170インチ)
180 4,572 mm (180インチ)
190 4,826 mm (190インチ)
200 5,080 mm (200インチ)

備考　明るさの測定方法は、JIS X 6911「データプロジェクタの仕様書様式」附属書2 に
　　　よる。
注　*　投写方式が、F1、F2、B1、B4の場合に適用する。

内　　　　　　　　容分 　 　 類 記　号

Ｘ
Ｙ

Ｂ４ 背面投写式 直射透過形

形 式

コントラスト

2,000lm以上
3,000lm以上

1,024×768ドット以上
1,280×1,024ドット以上
1,600×1,200ドット以上
400：1以上
1,000：1以上

備考　(1)　キャビネット組合せ形のサイズは、適用しない。
　　　　(2)　概略寸法は、画面対角線上での寸法を示す。
　　　　　　  なお、標準形（縦横比3:4）以外を使用する場合のスクリーン形状は、特記に
　　　　　 よる。

Ⅴ 5,000lm以上

【P 236】

◎　実績に合わせ、高輝
　度タイプを追記し、採
　用実績の少ない、低輝
　度タイプを削除した。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信２７

天井つり下げ形（Ｆ１）

スクリーン

視

天井面

プロジェクタ
視

プロジェクタ

壁
面

据付架台

床面

床置形（Ｆ２）

背面投写式

前面投写式

備考　図は、一例を示す。

床面
プロジェクタ

壁

スクリーン

視
鏡

反射透過形（Ｂ１）

床面
プロジェクタ

スクリーン

視

キャビネット形（Ｂ２）

鏡面

キャビネット

組合せ目地

スクリーン

キャビネット組合せ形　（Ｂ３）

正面図

床面

側面図

スクリーン

壁
面

直射透過形（Ｂ４）

スクリーン

天井面

プロジェクタ

壁
面

視

キャビネット及び
プロジェクタ部

映像・音響２ プロジェクタの形式

天井つり下げ形（Ｆ１）

スクリーン

視

天井面

プロジェクタ
視

プロジェクタ

壁
面

据付架台

床面

床置形（Ｆ２）

背面投写式

前面投写式

備考　図は、一例を示す。

床面
プロジェクタ

壁

スクリーン

視
鏡

反射透過形（Ｂ１）

床面
プロジェクタ

スクリーン

視

キャビネット形（Ｂ２）

鏡面

キャビネット

組合せ目地

スクリーン

キャビネット組合せ形　（Ｂ３）

正面図

床面

側面図

スクリーン

壁
面

直射透過形（Ｂ４）

スクリーン

天井面

プロジェクタ

壁
面

視

キャビネット及び
プロジェクタ部

映像・音響２ プロジェクタの形式通信２７

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信２８ 映像・音響３ 表　示　例

　 記　　号

例１

例３

ＰＦ1ⅠAX-Ｓ1Ｅ-100

ＰＢ2CY-Ｓ4-80

前面投写式天井つり下げ形のプロジェクタで、プロ
ジェクタの明るさはⅠ形、プロジェクタの解像度はA
形、コントラストはX形のもの、スクリーンは電動巻上
反射マット形100インチのもの

背面投写式キャビネット形のプロジェクタで、プロ
ジェクタの解像度はC形、コントラストはY形のもの、
スクリーンは透過形80インチのもの

例 説　　　　　　　　明

ＰＢ1ＩＩＢY-Ｓ4Ｗ-120例２

背面投写式透過形のプロジェクタで、プロジェクタ
の明るさはⅡ形、プロジェクタの解像度は、Ｂ形、
コントラストはY形のもの、スクリーンは透過形壁固
定式120インチのもの

映像・音響３ 表　示　例

　 記　　号

例１

例３

ＰＦ1ⅠAX-Ｓ1Ｅ-100

ＰＢ2CY-Ｓ4-80

前面投写式天井つり下げ形のプロジェクタで、プロ
ジェクタの明るさはⅠ形、プロジェクタの解像度はA
形、コントラストはX形のもの、スクリーンは電動巻上
反射マット形100インチのもの

背面投写式キャビネット形のプロジェクタで、プロ
ジェクタの解像度はC形、コントラストはY形のもの、
スクリーンは透過形80インチのもの

例 説　　　　　　　　明

ＰＢ1ＩＩＢY-Ｓ4Ｗ-120例２

背面投写式透過形のプロジェクタで、プロジェクタ
の明るさはⅡ形、プロジェクタの解像度は、Ｂ形、
コントラストはY形のもの、スクリーンは透過形壁固
定式120インチのもの

通信２８

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信２９拡声１ スピーカの記号及び表示例

(1)　記　号

(2)　表示例

記　　号

例1 SW2Hi-3V0

例2 SC4Hi-1V3-K

例3 SH-10

壁掛形木製キャビネット、バッフル面布張りで性能Hi形、
定格入力3Ｗ以上、アッテネータを内蔵しないスピーカ
天井埋込形防じん袋入で化粧パネルが角形合成樹脂
製、性能Hi形、定格入力1W以上、3線式アッテネータを
内蔵するスピーカ
定格入力10W以上のホーンスピーカ

説　　　　　　　　明

分 　 類 記号 内　　　　　　　　容
名 　 称 S スピーカ

形 式

スピーカ取付形式 キャビネット キャビネット材質
バッフル面又は
化粧パネル材質

W1
壁 掛 形

有

合成樹脂製 合成樹脂製
W2

天井埋込形

　　　 金属製又
は合成樹脂製C3 金 属 製

無（防じん袋入又
は防じんカバー）C6 金 属 製

H ホーンスピーカ

性   能*1 Hi

L0

定格入力 n  n W以上のもの
V0 アッテネータを内蔵しないもの
V2 2線式アッテネータを内蔵するもの
V3 3線式アッテネータを内蔵するもの
K 角形
M 丸形

アッテネータ*1

化粧パネル
の形状*1*2

－

-

C1 合成樹脂製

C4 －

Hi 増幅器用スピーカ
L0 増幅器用スピーカ

注　*1　ホーンスピーカには適用しない。
　　 *2　天井埋込形のスピーカのみに適用する。

合成樹脂製

木 　 　 　 製 布 　 張 　 り

例

拡声１ スピーカの記号及び表示例

(1)　記　号

(2)　表示例

記　　号

例1 SW2Hi-3V0

例2 SC4Hi-1V3-K

例3 SH-10

壁掛形木製キャビネット、バッフル面布張りで性能Hi形、
定格入力3Ｗ以上、アッテネータを内蔵しないスピーカ
天井埋込形防じん袋入で化粧パネルが角形合成樹脂
製、性能Hi形、定格入力1W以上、3線式アッテネータを
内蔵するスピーカ
定格入力10W以上のホーンスピーカ

説　　　　　　　　明

分 　 類 記号 内　　　　　　　　容
名 　 称 S スピーカ

形 式

スピーカ取付形式 キャビネット キャビネット材質
バッフル面又は
化粧パネル材質

W1
壁 掛 形 有

合成樹脂製 合成樹脂製
W2

天井埋込形
無（防じん袋入又
は防じんカバー）C6 金 属 製

H

性   能*1 Hi

L0

定格入力 n  n W以上のもの
V0 アッテネータを内蔵しないもの
V3 3線式アッテネータを内蔵するもの
K 角形
M 丸形

アッテネータ*1

化粧パネル
の形状*1*2

－

-

C4 －

Hi 増幅器用スピーカ
L0 増幅器用スピーカ

注　*1　ホーンスピーカには適用しない。
　　 *2　天井埋込形のスピーカのみに適用する。

合成樹脂製
木 　 　 　 製 布 　 張 　 り

例

通信２９

木製、　　　　　　
　

ホーンスピーカ

【P 239】

◎　Ｃ１、Ｃ３は製造者が
　対応していない為、削
　除した。

◎　２線式アッテネータ
　を内蔵するものは、製
　造者が対応していない
　為、削除した。
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通信３０

0

1 2

3

分 　 　 　 類

名 　 　 　 称

定 格 容 量

プレートの種類

記　号

Ｖ

ｎ

Ｓ

Ｐ

内　　　　　　　　容

３線式アッテネータ

ｎ　Ｗ以上のもの

合　成　樹　脂　製

金　　　属　　　製

(1)　記　号

(3)　表示例

記　　号

例１ Ｖ-１Ｓ

例２ Ｖ-３Ｐ

定格容量１Ｗ以上、金属製プレートの３線式アッテネータ

定格容量３Ｗ以上、合成樹脂製プレートの３線式アッテネータ

説　　　　　　　　明

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　3段以上の切替式調節つまみを設ける。
　　　　(3)　調節目盛付とし、調節目盛は、プレート又はつまみに設ける。

拡声２ 壁付アッテネータ

例

(2)　形　式

0

1 2

3

分 　 　 　 類

名 　 　 　 称

定 格 容 量

プレートの種類

記　号

Ｖ

ｎ

Ｓ

Ｐ

内　　　　　　　　容

３線式アッテネータ

ｎ　Ｗ以上のもの

合　成　樹　脂　製

金　　　属　　　製

(1)　記　号

(3)　表示例

記　　号

例１ Ｖ-１Ｓ

例２ Ｖ-３Ｐ

定格容量１Ｗ以上、金属製プレートの３線式アッテネータ

定格容量３Ｗ以上、合成樹脂製プレートの３線式アッテネータ

説　　　　　　　　明

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　3段以上の切替式調節つまみを設ける。
　　　　(3)　調節目盛付とし、調節目盛は、プレート又はつまみに設ける。

拡声２ 壁付アッテネータ

例

(2)　形　式

通信３０

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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通信３１

差込式配線
接続用送り端子

化粧パネル

スプリング又は、
化粧ビス止め

固定枠キャビネット キャビネット

固定枠

キャビネット

固定枠

差込式配線
接続用送り端子

化粧パネル

防じん袋固定枠

スプリング

防じんカバー

差込式配線
接続用送り端子

スプリング

化粧パネル

装着可
防じんカバー

防じん袋 差込式配線
接続用送り端子

スプリング

化粧パネル

軽量形の場合(3kg以下)

キャビネット
形鋼等又はつりボルトで支持

化粧パネル

軽量形以外の場合(3kg超過)

備考　スピーカの質量が1.5kgを超えるものは、チェーン、ワイヤ等により脱落防止
　　　処置を施す。

拡声３ 天井埋込形スピーカの取付例

差込式配線
接続用送り端子

化粧パネル

スプリング又は、
化粧ビス止め

固定枠キャビネット キャビネット

固定枠

キャビネット

固定枠

差込式配線
接続用送り端子

化粧パネル

防じん袋固定枠

スプリング

防じんカバー

差込式配線
接続用送り端子

スプリング

化粧パネル

装着可
防じんカバー

防じん袋 差込式配線
接続用送り端子

スプリング

化粧パネル

軽量形の場合(3kg以下)

キャビネット
形鋼等又はつりボルトで支持

化粧パネル

軽量形以外の場合(3kg超過)

備考　スピーカの質量が1.5kgを超えるものは、チェーン、ワイヤ等により脱落防止
　　　処置を施す。

拡声３ 天井埋込形スピーカの取付例通信３１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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通信３２誘導支援１ テレビインターホン

親　機

映像モニタ

カメラ

呼出ボタン

合成樹脂製

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　子機は、防雨形とする。

子　機

映像モニタボタン

誘導支援１ テレビインターホン

親　機

映像モニタ

カメラ

呼出ボタン

合成樹脂製

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　子機は、防雨形とする。

子　機

映像モニタボタン

通信３２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信３３誘導支援２

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　子機は、防雨形とする。
　　　　(3)　子機の破線部分は、取扱い説明文等の記載位置を示す。また、説明文
　　　　　 以外に点字も記載する。
　　　　　 　説明文(1)の例・・・「御用の方は、ボタンを押してからお話しください。」
　　 　　　　説明文(2)の例・・・「インターホン」
　　　　(4)　図は、子機の呼出確認表示灯と呼出ボタンを兼用した場合を示す。

･････

カメラ

マイク

説明文(2)

案内表示板スペース

説明文(1)

呼出ボタン(自照式)

スピーカ

取付高さ
FL+1,000

取付高さ
FL+600～500

呼出ボタン(自照式)

外部受付用インターホン

子　機

親　機

映像モニタ

映像モニタボタン

誘導支援２

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　子機は、防雨形とする。
　　　　(3)　子機の破線部分は、取扱い説明文等の記載位置を示す。また、説明文
　　　　　 以外に点字も記載する。
　　　　　 　説明文(1)の例・・・「御用の方は、ボタンを押してからお話しください。」
　　 　　　　説明文(2)の例・・・「インターホン」
　　　　(4)　図は、子機の呼出確認表示灯と呼出ボタンを兼用した場合を示す。

･････

カメラ

マイク

説明文(2)

案内表示板スペース

説明文(1)

呼出ボタン(自照式)

スピーカ

取付高さ
FL+1,000

取付高さ
FL+600～500

呼出ボタン(自照式)

外部受付用インターホン

子　機

親　機

映像モニタ

映像モニタボタン

通信３３

【P 000】

◎　改定した理由を記入

2012-05-24230/252



改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信３４

押しボタン

呼出

確認灯

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　呼出ボタンの破線部分は、用途等を点字にて記載する。
　　　 　　　（説明文の例・・・「呼出ボタン」）
　　　　(3)　呼出ボタンのプルスイッチ及び握ボタンの長さは特記による。

押しボタン
表示灯

銘　板 表示灯

復旧ボタン

呼出音停止ボタン呼出音孔

説明文

呼出ボタン（壁付ボタン） 呼出ボタン（壁付握ボタン）

プルスイッチ

確認灯

トイレ等呼出誘導支援３

コネクタにより接続

トイレ等呼出表示器

復帰ボタン 呼出表示灯

押しボタン

呼出

確認灯

備考　(1)　形状は、一例を示す。
　　　　(2)　呼出ボタンの破線部分は、用途等を点字にて記載する。
　　　 　　　（説明文の例・・・「呼出ボタン」）
　　　　(3)　呼出ボタンのプルスイッチ及び握ボタンの長さは特記による。

押しボタン
表示灯

銘　板 表示灯

復旧ボタン

呼出音停止ボタン呼出音孔

説明文

呼出ボタン（壁付ボタン） 呼出ボタン（壁付握ボタン）

プルスイッチ

確認灯

トイレ等呼出誘導支援３

コネクタにより接続

トイレ等呼出表示器

復帰ボタン 呼出表示灯

通信３４

ブザー付呼出表示灯

【P 244】

◎　実情に合わせ、ブザ
　ー付呼出表示灯を追加
　した。

N      P N      P

呼出音孔

表示灯
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通信３５ テレビ共同受信１ アンテナ1

材　　　　　料 適　合　規　格部　　品U･V･BS別形　　式

アルミニウム

耐食アルミアーム

素　子

UHFAU-1

JIS H 4080「アルミニウム
及びアルミニウム合金継
目無管」に規定する
A 6063 TD

JIS H 4080「アルミニウム
及びアルミニウム合金継
目無管」に規定する
A 1050 TD

JIS G 3459「配管用ステ
ンレス鋼管」に規定するS
US 304 TP又はJIS G 
3446「機械構造用ステン
レス鋼鋼管」に規定する
SUS 304 TKA/TKC

ステンレス

アーム

素　子

UHFAU-2

鉄部は、すべてJIS H 
8641「溶融亜鉛めっき」
に規定する2種、又は同
等以上の防錆処理とす
る。　　　　　　

CSBSA-60
CSBSA-75
CSBSA-90

（100）

ＢＳ
・

110°CS

反射板

コンバータ、
支持機構、方
向調整機構

FRP（繊維強化プラスチック）、
アルミニウム又は鋼板

ステンレス、アルミニウム
又は鉄

FRP（繊維強化プラスチック）、
アルミニウム又は鋼板

ステンレス、アルミニウム
又は鉄

コンバータ、
支持機構、方
向調整機構

反射板

CS
ＣＳＡ-75
ＣＳＡ-90

（100）

鉄部は、すべてJIS H 
8641「溶融亜鉛めっき」
に規定する2種、又は同
等以上の防錆処理とす
る。

AV-1 VHF

素　子 アルミニウム

JIS H 4080「アルミニウム
及びアルミニウム合金継
目無管」に規定する
A 1050 TD

テレビ共同受信１ アンテナ1

材　　　　　料 適　合　規　格部　　品U･V･BS別形　　式
JIS H 4080「アルミニウム
及びアルミニウム合金継
目無管」に規定する
A 6063 TD

耐食アルミアーム

アルミニウム

耐食アルミアーム

素　子

UHFAU-1

JIS H 4080「アルミニウム
及びアルミニウム合金継
目無管」に規定する
A 6063 TD

JIS H 4080「アルミニウム
及びアルミニウム合金継
目無管」に規定する
A 1050 TD

ステンレス

アーム

素　子

VHFAV-2

JIS G 3459「配管用ステ
ンレス鋼管」に規定するS
US 304 TP又はJIS G 
3446「機械構造用ステン
レス鋼鋼管」に規定する
SUS 304 TKA/TKC

JIS G 3459「配管用ステ
ンレス鋼管」に規定するS
US 304 TP又はJIS G 
3446「機械構造用ステン
レス鋼鋼管」に規定する
SUS 304 TKA/TKC

ステンレス

アーム

素　子

UHFAU-2

鉄部は、すべてJIS H 
8641「溶融亜鉛めっき」
に規定する2種、又は同
等以上の防錆処理とす
る。　　　　　　

CSBSA-60
CSBSA-75
CSBSA-90

（100）

ＢＳ
・

110°CS

反射板

コンバータ、
支持機構、方
向調整機構

FRP（繊維強化プラスチック）、
アルミニウム又は鋼板

ステンレス、アルミニウム
又は鉄

FRP（繊維強化プラスチック）、
アルミニウム又は鋼板

ステンレス、アルミニウム
又は鉄

コンバータ、
支持機構、方
向調整機構

反射板

CS
ＣＳＡ-75
ＣＳＡ-90

（100）

鉄部は、すべてJIS H 
8641「溶融亜鉛めっき」
に規定する2種、又は同
等以上の防錆処理とす
る。

通信３５
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通信３６テレビ共同受信２ アンテナ2

ＶＨＦアンテナ（ＡＶ）の種類及び電気的特性

種　　類
チャンネル

周波数帯域
［ＭＨｚ］

動作利得

帯　　域 素子数

12

テレビローチャンネル
（1～3）

 90～108 4.0以上

3.0以下

70以下　9以上

2.5以下5 ＦＭ  76～ 90 4.5以上 70以下　9以上

 備考　　（　）内は、チャンネルを示す。

ＵＨＦアンテナ（ＡＵ）の種類及び電気的特性

種　　　類
チャンネル

周波数帯域 動作利得
［ｄＢ］

電圧
定在波比

半値幅
［度］

前後比
［ｄＢ］帯　　域 素子数

低域用

20以上

13～30 470～578 8.0以上

2.5以下

50以下

15以上

中域用 31～44 578～662 9.0以上

高域用 45～62 662～770 9.0以上

全帯域用

専用帯域用

性能 周波数
[GHz]

アンテナ利得
[dBi]

電圧定在波比 受信偏波
形式

ＣＳＡ-75

12.20～12.75

37.8以上

1.3以下 直線偏波

15.5以上

ＣＳＡ-90
(100)

17.3（18.0）
以上

ＣＳアンテナの種類及び電気的特性

39.4(40.3)     
以上        　　

性能 周波数
[GHz]

アンテナ利得
[dBi]

電圧定在波比 受信偏波
形式

ＣＳBSＡ-75
11.70～12.75

37.4以上
1.3以下 右旋円偏波

14.1以上

ＣＳBSＡ-90
(100)

15.7(16.6)
以上

ＢＳ・１１０°ＣＳアンテナの種類及び電気的特性

39.0(39.9)
以上

［ＭＨｚ］

性能指数Ｇ/Ｔ比
[dB/k]

性能指数Ｇ/Ｔ比
[dB/k]

［ｄＢ］
半値幅

[度]
前後比
［ｄＢ］

電圧
定在波比

470～578 6.5以上

578～662 8.5以上

662～770 9.0以上

13～62全帯域用

55以下

50以下

35.9以上ＣＳBSＡ-60 13以上

170～222
テレビハイチャンネル
（4～12）

7.0以上 60以下12以上

テレビ共同受信２ アンテナ2

ＵＨＦアンテナ（ＡＵ）の種類及び電気的特性

種　　　類
チャンネル

周波数帯域 動作利得
［ｄＢ］

電圧
定在波比

半値幅
［度］

前後比
［ｄＢ］帯　　域 素子数

低域用

20以上

13～34 470～602 9.0以上

2.5以下

50以下

15以上

性能 周波数
[GHz]

アンテナ利得
[dBi]

電圧定在波比 受信偏波

ＣＳＡ-75

12.20～12.75

37.8以上

1.3以下 直線偏波ＣＳＡ-90
(100)

ＣＳアンテナの種類及び電気的特性

39.4(40.3)     
以上        　　

性能 周波数
[GHz]

アンテナ利得
[dBi]

電圧定在波比 受信偏波

ＣＳBSＡ-75
11.70～12.75

37.4以上
1.3以下 右旋円偏波

ＣＳBSＡ-90
(100)

ＢＳ・１１０°ＣＳアンテナの種類及び電気的特性

39.0(39.9)
以上

［ＭＨｚ］

性能指数Ｇ/Ｔ比

470～578 8.0以上

578～710 9.0以上
13～52全帯域用

55以下

35.9以上ＣＳBSＡ-60

通信３６

50以下

14.1以上

15.7(16.6)
以上

13以上

15.5以上

17.3（18.0）
以上

[dB/k]
性能指数Ｇ/Ｔ比

[dB/k]
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通信３７テレビ共同受信３

増幅器の種類及び電気的特性

項目 周波数帯域 利得
［ｄＢ］

帯域内周波数特性
［ｄＢ］形式 ［ＭＨｚ］

任意の34.5MHzで±1.0以
内、全帯域で±2.5以内*2

任意の6MHzで±1.0以内
及び1～3、4～12chで
±2.0以内

全帯域で±1.0以内

全帯域で±2.0以内

全帯域で±1.0以内

全帯域で±2.0以内

任意の6MHzで±1.0以内
及び任意の100MHzで
±2.0以内

任意の34.5MHzで±1.0以
内、全帯域で±2.5以内*2

任意の34.5MHzで±1.0以
内、全帯域で±2.5以内＊2

ＣＳ・ＢＳ
　　　　-1

ＣＳ・ＢＳ・
   　ＵＶ-1

ＣＡＴＶ
　　　 -1

ＣＡＴＶ・
ＣＳ・ＢＳ
　　　 -1

ＢＳ-ＩＦ
CＳ-ＩＦ

ＶＨＦ（Ｌｏ）

　　　 （Ｈｉ）

ＢＳ-ＩＦ
CＳ-ＩＦ

ＢＳ-ＩＦ
CＳ-ＩＦ

76～108

170～222

10～55

70～770

10～55

70～770

1,000～ 
    2,150

1,000～ 
    2,150

1,000～ 
    2,150

30以上

35以上

30以上

38以上

30以上

38以上

35/40以上

105(2波)

110(5波)

100/105
(24波)

105(2波)

107(74波)

105(2波)

107(74波)

利得調整範囲
［dB］

全帯域で±1.0以内

全帯域で±2.0以内

任意の34.5MHzで±1.0以
内、全帯域で±2.5以内*2

110(2波)

107(74波)

30以上

38以上

注　*1　アナログ7波とデジタル9波伝送時の値とする。ただしデジタル９波は、-10ｄB
　　　　運用とする。
 　　*2　チルト調整機能（固定又は連続）を有すること。

10～55

70～770

1,000～ 
    2,602

ＢＳ-ＩＦ
CＳ-ＩＦ

ＣＡＴＶ・
ＣＳ・ＢＳ
　　-２Ｗ

10以上
連続可変

10以上

10以上

定格出力
［ｄＢμ］

ＣＳ・ＢＳ・
 ＵＶ-1W

30以上

35以上

76～108

170～222

1,000～ 
    2,602

ＶＨＦ（Ｌｏ）

　　　 （Ｈｉ）

ＢＳ-ＩＦ
CＳ-ＩＦ

任意の6MHzで±1.0以内
及び1～3、4～12chで
±2.0以内

任意の34.5MHzで±1.0以
内、全帯域で±2.5以内*2

105(2波)

110(5波)

10以上
連続可変

ＵＨＦ 470～770 40以上

ＵＨＦ 470～770 35以上
10以上

連続可変
108*1

任意の6MHzで±1.0以内
及び任意の100MHzで
±2.0以内

115*1

ＣＡＴＶ

ＣＡＴＶ

ＣＡＴＶ

増　幅　器

30/40以上
95/105

(BS12波・CS24波)

35/40以上
100/105
(24波)

30/40以上
103/113

(BS12波・CS24波)

35/40以上
100/105
(24波)

テレビ共同受信３

増幅器の種類及び電気的特性

項目 周波数帯域 利得
［ｄＢ］

帯域内周波数特性
［ｄＢ］形式 ［ＭＨｚ］

任意の34.5MHzで±1.0以
内、全帯域で±2.5以内*

全帯域で±1.0以内

全帯域で±2.0以内

全帯域で±1.0以内

全帯域で±2.0以内

任意の6MHzで±1.0以内
及び任意の100MHzで
±2.0以内

任意の34.5MHzで±1.0以
内、全帯域で±2.5以内*

任意の34.5MHzで±1.0以
内、全帯域で±2.5以内＊

ＣＳ・ＢＳ
　　-1W

ＣＳ・ＢＳ・
ＵF-1W

ＣＡＴＶ
　　　 -1

ＣＡＴＶ・
ＣＳ・ＢＳ
　　　 -1

ＢＳ-ＩＦ
CＳ-ＩＦ

ＢＳ-ＩＦ
CＳ-ＩＦ

ＢＳ-ＩＦ
CＳ-ＩＦ

10～55

70～770

10～55

70～770

1,000～ 
    2,602

1,000～ 
    2,602

1,000～ 
    2,150

30以上

38以上

30以上

38以上

30/40以上

105(2波)

107(74波)

105(2波)

107(74波)

利得調整範囲
［dB］

全帯域で±1.0以内

全帯域で±2.0以内

任意の34.5MHzで±1.0以
内、全帯域で±2.5以内*

110(2波)

107(74波)

30以上

38以上

注　*　チルト調整機能（固定又は連続）を有すること。

10～55

70～770

1,000～ 
    2,602

ＢＳ-ＩＦ
CＳ-ＩＦ

ＣＡＴＶ・
ＣＳ・ＢＳ
-２Ｗ-H

10以上
連続可変

10以上

10以上

定格出力
［ｄＢμ］

10以上
連続可変

ＵＨＦ 470～770 40以上 105(9波)

ＣＡＴＶ

ＣＡＴＶ

ＣＡＴＶ

増　幅　器

35/40以上
100/105
(24波)

30/40以上

(BS12波・CS24波)

通信３７

103/113
30/40以上

103/113
(BS12波・CS24波)

(BS12波・CS24波)
103/113
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通信３８ テレビ共同受信４

分 類

１分岐

形　　式

ＣＳ-Ｃ1W

回路図

シンボル

４分岐

ＣＳ-Ｃ４Ｗ

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω75Ω

75Ω75Ω

ＣＳ-C2W

２分岐

75Ω

75Ω

75Ω75Ω

機器名
混合（分波）器

分 類

形　　式 ＣＳ-ＶＨＭＣ
ＣＳ-ＭW

ＣＳ-ＭＣW

回路図

シンボル

75Ω 75Ω

75Ω

CS-IF

CS-IF/
U

75Ω 75Ω

75Ω

V H

V-H

分岐器

混合（分波）器、分岐器、分配器

混合（分波）器の電気的特性

形 式
項 目

周波数帯域
［ＭＨｚ］

通過帯域減衰量
［ｄＢ］

阻止帯域減衰量
［ｄＢ］

電圧定在波比

ＣＳ-ＶＨＭＣ
ＣＳ-ＭW

ＣＳ-ＭＣW

1,000～　
　　 1,533

1,590～　
 　　2,072

3.0以下

15以上

2.5以下 2.5以下

15以上

3.0以下

分配器

２分配 ４分配 ６分配

ＣＳ-Ｄ２W ＣＳ-Ｄ４W ＣＳ-Ｄ６W

75Ω75Ω

75Ω

75
Ω

75
Ω

75Ω

75
Ω75

Ω

75Ω

75
Ω

75
Ω

75
Ω 75

Ω

75
Ω 75

Ω
75
Ω

75
Ω75

Ω

75Ω

75
Ω75

Ω

75
Ω

ＣＳ-Ｄ８W

8分配

75
Ω

備考　CS-MWは、屋内形とし、CS-MCW、CS-VHMCは、屋外形とする。

75
Ω

機器名

テレビ共同受信４

分 類

１分岐

形　　式

ＣＳ-Ｃ1W

回路図

シンボル

４分岐

ＣＳ-Ｃ４Ｗ

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω75Ω

75Ω75Ω

ＣＳ-C2W

２分岐

75Ω

75Ω

75Ω75Ω

機器名
混合（分波）器

分 類

形　　式 ＣＳ-ＶＨＭＣ
Ｍ-ＵＶ-7

ＭＣ-ＵＶ-7
ＣＳ-Ｍ

ＣＳ-ＭＣ

回路図

シンボル

75Ω 75Ω

75Ω

U V

U,V

75Ω 75Ω

75Ω

CS-IF U
・
V

CS-IF/
U-V

75Ω 75Ω

75Ω

V H

V-H

分岐器

混合（分波）器、分岐器、分配器

混合（分波）器の電気的特性

形 式
項 目

周波数帯域
［ＭＨｚ］

76～222 470～770

通過帯域減衰量
［ｄＢ］

1.0以下 1.5以下

阻止帯域減衰量
［ｄＢ］

25以上 25以上

電圧定在波比 1.5以下 1.8以下

Ｍ-ＵＶ-7
ＭＣ-ＵＶ-7 ＣＳ-ＶＨＭＣ

ＣＳ-Ｍ
ＣＳ-ＭＣ

10～770
1,000～　
　　 2,150

1,000～　
　　 1,533

1,590～　
 　　2,072

1.3以下

20以上

1.6以下

2.5以下 3.0以下

18以上 15以上

2.5以下 2.5以下 2.5以下

15以上

3.0以下

分配器

２分配 ４分配 ６分配

ＣＳ-Ｄ２W ＣＳ-Ｄ４W ＣＳ-Ｄ６W

75Ω75Ω

75Ω

75
Ω

75
Ω

75Ω

75
Ω75

Ω

75Ω

75
Ω

75
Ω

75
Ω 75

Ω

75
Ω 75

Ω
75
Ω

75
Ω75

Ω

75Ω

75
Ω75

Ω

75
Ω

ＣＳ-Ｄ８W

8分配

75
Ω

分岐器

備考　M-UV-7、CS-Mは、屋内形とし、MC-UV-7、CS-MC、CS-VHMCは、屋外形とする。

75
Ω

機器名

通信３８

1,000～　
　　 2,150

470～770

1.3以下 3.0以下

18以上20以上

1.6以下 2.5以下

U
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通信３９ テレビ共同受信５

分岐器の電気的特性

形 式 １　分　岐　器

項 目 ＣＳ-Ｃ1Ｗ

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］

結合損失
［ｄＢ］

逆結合損失
［ｄＢ］

電圧定在波比

470～　　
　　　　770

1.5以下

12以下

20以上

1.6以下

1,000～　　　
　　　　 1,489

2.0以下

13以下

18以上

1.8以下

3.0以下

14以下

16以上

2.0以下

1,489～　　　
　　　　 2,150

形 式 ２　分　岐　器

項 目 ＣＳ-Ｃ２W

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］

結合損失
［ｄＢ］

逆結合損失
［ｄＢ］

電圧定在波比

2.5以下

12以下

20以上

1.6以下

3.0以下

13以下

18以上

1.8以下

4.5以下

14以下

16以上

2.0以下

形 式 ４　分　岐　器

項 目 ＣＳ-Ｃ４Ｗ

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］

結合損失
［ｄＢ］

逆結合損失
［ｄＢ］

電圧定在波比

4.5以下

12以下

20以上

1.6以下

5.5以下

13以下

18以上

1.8以下

6.0以下

15以下

16以上

2.0以下

2.0以下

16以上

14.5以下

4.0以下

2,150～　　　
　　　　 2,602

2,150～　　　
　　　　 2,602

6.0以下

15以下

16以上

2.0以下

2,150～　　　
　　　　 2,602

6.5以下

16.5以下

16以上

2.0以下

分　岐　器テレビ共同受信５

分岐器の電気的特性

形 式 １　分　岐　器

項 目 ＣＳ-Ｃ1Ｗ

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

挿入損失
［ｄＢ］

1.6以下

結合損失
［ｄＢ］

12以下

逆結合損失
［ｄＢ］

15以上

電圧定在波比 2.5以下

76～ 　
　　　300

1.3以下

11以下

25以上

1.6以下

300～　　
　　　　770

1.5以下

12以下

20以上

1.6以下

1,000～　　　
　　　　 1,336

2.0以下

13以下

18以上

1.8以下

3.0以下

14以下

16以上

2.0以下

1,336～　　　
　　　　 2,150

形 式 ２　分　岐　器

項 目 ＣＳ-Ｃ２W

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

挿入損失
［ｄＢ］

2.5以下

結合損失
［ｄＢ］

12以下

逆結合損失
［ｄＢ］

15以上

電圧定在波比 2.5以下

76～ 　
　　　300

2.0以下

11以下

25以上

1.6以下

300～　　
　　　　770

2.5以下

12以下

20以上

1.6以下

1,000～　　　
　　　　 1,336

3.0以下

13以下

18以上

1.8以下

4.5以下

14以下

16以上

2.0以下

1,336～　　　
　　　　 2,150

形 式 ４　分　岐　器

項 目 ＣＳ-Ｃ４Ｗ

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

挿入損失
［ｄＢ］ 4.5以下

結合損失
［ｄＢ］

12以下

逆結合損失
［ｄＢ］

15以上

電圧定在波比 2.5以下

76～ 　
　　　300

3.5以下

11以下

25以上

1.6以下

300～　　
　　　　770

4.5以下

12以下

20以上

1.6以下

1,000～　　　
　　　　 1,336

5.5以下

13以下

18以上

1.8以下

6.0以下

15以下

16以上

2.0以下

1,336～　　　
　　　　 2,150

2.0以下

16以上

14.5以下

4.0以下

2,150～　　　
　　　　 2,602

2,150～　　　
　　　　 2,602

6.0以下

15以下

16以上

2.0以下

2,150～　　　
　　　　 2,602

6.5以下

16.5以下

16以上

2.0以下

分　岐　器通信３９

470～　　
　　　　770

470～　　
　　　　770

1,000～　　　
　　　　 1,489

1,489～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,489

1,489～　　　
　　　　 2,150

［ｄＢ］ 18以上 15以上 15以上 15以上
端子間結合損失

端子間結合損失 18以上 15以上 15以上 15以上
［ｄＢ］
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通信４０テレビ共同受信６

分配器の電気的特性

形 式 ２　分　配　器

項 目 ＣＳ-Ｄ２Ｗ

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

分配損失
［ｄＢ］

4.0以下

［ｄＢ］
13以上

電圧定在波比 2.0以下

76～ 　
　　　300

3.8以下

20以上

1.6以下

300～　　
　　　　770

4.0以下

18以上

1.6以下

1,000～　　　
　　　　 1,336

4.5以下

15以上

1.8以下

5.5以下

15以上

2.0以下

1,336～　　　
　　　　 2,150

端子間結合損失

形 式 ４　分　配　器

項 目 ＣＳ-Ｄ４W

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

分配損失
［ｄＢ］ 8.0以下

［ｄＢ］
13以上

電圧定在波比 2.5以下

76～ 　
　　　300

7.5以下

20以上

1.6以下

300～　　
　　　　770

8.0以下

18以上

1.6以下

9.0以下

15以上

1.8以下

10.5以下

15以上

2.0以下

端子間結合損失

形 式 ６　分　配　器

項 目 ＣＳ-Ｄ６W

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

分配損失
［ｄＢ］

11.0以下

13以上

電圧定在波比 2.5以下

76～ 　
　　　300

10.0以下

20以上

1.6以下

300～　　
　　　　770

11.0以下

18以上

1.6以下

12.0以下

15以上

1.8以下

14.0以下

15以上

2.0以下

形 式 ８　分　配　器

項 目 ＣＳ-Ｄ８W

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

分配損失
［ｄＢ］ 12.5以下

［ｄＢ］
13以上

電圧定在波比 2.5以下

76～ 　
　　　300

12.0以下

20以上

1.8以下

300～　　
　　　　770

12.5以下

18以上

1.8以下

13.5以下

15以上

2.0以下

17.0以下

15以上

2.0以下

端子間結合損失

2,150～　　　
　　　　 2,602

6.5以下

15以上

2.0以下

2,150～　　　
　　　　 2,602

11.5以下

15以上

2.0以下

2,150～　　　
　　　　 2,602

16.0以下

15以上

2.0以下

2,150～　　　
　　　　 2,602

18.5以下

15以上

2.5以下

1,000～　　　
　　　　 1,336

1,336～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,336

1,336～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,336

1,336～　　　
　　　　 2,150

分　配　器

［ｄＢ］
端子間結合損失

テレビ共同受信６

分配器の電気的特性

形 式 ２　分　配　器

項 目 ＣＳ-Ｄ２Ｗ

周波数帯域
［ＭＨｚ］

分配損失
［ｄＢ］

［ｄＢ］

電圧定在波比

470～　　
　　　　770

4.0以下

18以上

1.6以下

4.5以下

15以上

1.8以下

5.5以下

15以上

2.0以下

端子間結合損失

形 式 ４　分　配　器

項 目 ＣＳ-Ｄ４W

周波数帯域
［ＭＨｚ］

分配損失
［ｄＢ］

［ｄＢ］

電圧定在波比

8.0以下

18以上

1.6以下

9.0以下

15以上

1.8以下

10.5以下

15以上

2.0以下

端子間結合損失

形 式 ６　分　配　器

項 目 ＣＳ-Ｄ６W

周波数帯域
［ＭＨｚ］

分配損失
［ｄＢ］

電圧定在波比

11.0以下

18以上

1.6以下

12.0以下

15以上

1.8以下

14.0以下

15以上

2.0以下

形 式 ８　分　配　器

項 目 ＣＳ-Ｄ８W

周波数帯域
［ＭＨｚ］

分配損失
［ｄＢ］

［ｄＢ］

電圧定在波比

12.5以下

18以上

1.8以下

13.5以下

15以上

2.0以下

17.0以下

15以上

2.0以下

端子間結合損失

2,150～　　　
　　　　 2,602

6.5以下

15以上

2.0以下

2,150～　　　
　　　　 2,602

11.5以下

15以上

2.0以下

2,150～　　　
　　　　 2,602

16.0以下

15以上

2.0以下

2,150～　　　
　　　　 2,602

18.5以下

15以上

2.5以下

分　配　器

［ｄＢ］
端子間結合損失

通信４０

470～　　
　　　　770

470～　　
　　　　770

470～　　
　　　　770

1,000～　　　
　　　　 1,489

1,489～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,489

1,489～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,489

1,489～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,489

1,489～　　　
　　　　 2,150
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通信４１テレビ共同受信７

機　器　名

記　号

回 路 図

シンボル

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

ＣＳ-7ＦＷ ＣＳ-77ＦＷ

Ｗ Ｗ

備考　(1)　記号及びシンボルの傍記Ｗは、2,602MHz用とする。
　　　　(2)　記号及びシンボルの傍記Ｓは、上り信号カット機能付とする。

75Ω

75Ω

75Ω

SWSW

75Ω

75Ω

ＣＳ-77ＦＳWＣＳ-7ＦＳW

テレビ端子１

テレビ端子1端子形 テレビ端子2端子形

0.8 1.5

1,336～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,336

1.8 2.0

ＣＳ-7ＦＷ(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

挿入損失
［ｄＢ］(以下) 0.8

76～ 　
　　　300

0.4

300～　　
　　　　770

0.6

形 式
項 目

2.5 1.6 1.6

2,150～　　　
　　　　 2,602

2.0

2.0

ＣＳ-7ＦＳW(上り信号カット機能付)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

形 式
項 目

10～55
双方向 片方向

-

1.0

2.0

40以上 1.0

2.0

3.0

2.0

70～300

1.0

2.0

2.0

2.0

片方向
300～770

双方向 片方向 双方向
1,000～1,336
双方向 片方向

1,336～2,150
双方向 片方向

1.5

2.0

2.5

2.0

2.0

2.5

3.0

2.5

2,150～2,602
双方向 片方向

5.04.0

2.5 2.5

テレビ端子１端子形の電気的特性

(以下)
電圧定在波比

電圧定在波比
(以下)

テレビ共同受信７

機　器　名

記　号

回 路 図

シンボル

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

ＣＳ-7ＦＷ ＣＳ-77ＦＷ

Ｗ Ｗ

備考　(1)　記号及びシンボルの傍記Ｗは、2,602MHz用とする。
　　　　(2)　記号及びシンボルの傍記Ｓは、上り信号カット機能付とする。

75Ω

75Ω

75Ω

SWSW

75Ω

75Ω

ＣＳ-77ＦＳWＣＳ-7ＦＳW

テレビ端子１

テレビ端子1端子形 テレビ端子2端子形

0.8 1.5

1,489～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,489

1.8 2.0

ＣＳ-7ＦＷ(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

470～　　
　　　　770

0.6

形 式
項 目

1.6

2,150～　　　
　　　　 2,602

2.0

2.0

ＣＳ-7ＦＳW(上り信号カット機能付)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

形 式
項 目

1.0

2.0

2.0

2.0

片方向
470～770

双方向
1,000～1,489
双方向 片方向

1,489～2,150
双方向 片方向

1.5

2.0

2.5

2.0

2.0

2.5

3.0

2.5

2,150～2,602
双方向 片方向

5.04.0

2.5 2.5

テレビ端子１端子形の電気的特性

(以下)
電圧定在波比

電圧定在波比
(以下)

通信４１
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通信４２ テレビ共同受信８

5.0 6.0

1,489～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,489

1.8 2.0

ＣＳ-77ＦＷ(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

470～　　
　　　　770

4.5

形 式
項 目

1.6

2,150～　　　
　　　　 2,602

7.0

2.0

端子間結合損失
［ｄＢ］(以上)

18 15 15 15

ＣＳ-77ＦＳW(上り信号カット機能付)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

形 式
項 目

6.0

2.0

7.0

2.0

片方向
470～770

双方向
1,000～1,489
双方向 片方向

1,489～2,150
双方向 片方向

7.0

2.0

8.0

2.0

8.0

2.5

9.0

端子間結合損失
［ｄＢ］(以上)

18 18 15 15 15 15

2.5

2,150～2,602
双方向 片方向

109.5

1515

2.5 2.5

テレビ端子２端子形の電気的特性

テレビ端子２

(以下)
電圧定在波比

(以下)
電圧定在波比

テレビ共同受信８

5.0 6.0

1,336～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,336

1.8 2.0

ＣＳ-77ＦＷ(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

5.0

76～ 　
　　　300

4.0

300～　　
　　　　770

4.5

形 式
項 目

2.5 1.6 1.6

2,150～　　　
　　　　 2,602

7.0

2.0

端子間結合損失
［ｄＢ］(以上)

13 20 18 15 15 15

ＣＳ-77ＦＳW(上り信号カット機能付)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

形 式
項 目

10～55
双方向 片方向

-

5.0

2.0

40以上 5.0

2.0

7.0

2.0

70～300

6.0

2.0

7.0

2.0

片方向
300～770

双方向 片方向 双方向
1,000～1,336
双方向 片方向

1,336～2,150
双方向 片方向

7.0

2.0

8.0

2.0

8.0

2.5

9.0

端子間結合損失
［ｄＢ］(以上)

13 13 20 20 18 18 15 15 15 15

2.5

2,150～2,602
双方向 片方向

109.5

1515

2.5 2.5

テレビ端子２端子形の電気的特性

テレビ端子２

(以下)
電圧定在波比

(以下)
電圧定在波比

通信４２
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通信４３テレビ共同受信９

機　器　名

記　号

回 路 図

シンボル

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

ＣＳ-7Ｆ-RＣＳ-7Ｆ-7

Ｒ

75Ω
75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

RWＷ

ＣＳ-7Ｆ-RWＣＳ-7Ｆ-7W

直列ユニット１端子形

回 路 図

シンボル

ＣＳ-77Ｆ-7 ＣＳ-77Ｆ-R

直列ユニット２端子形

ＣＳ-77Ｆ-7W ＣＳ-77Ｆ-RW

75Ω
75Ω

75Ω

75Ω

Ｒ

75Ω
75Ω

75Ω

75Ω

75Ω
75Ω

75Ω

75Ω

75Ω
75Ω

75Ω

75Ω

RWＷ

備考　(1)　記号及びシンボルの傍記Ｒは、終端抵抗器付を示す。
　　　　(2)　記号及びシンボルの傍記Ｗは、2,602MHz用とする。

直列ユニット１

機　器　名

記　号

テレビ共同受信９

機　器　名

記　号

回 路 図

シンボル

75Ω
75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

75Ω

RWＷ

ＣＳ-7Ｆ-RWＣＳ-7Ｆ-7W

直列ユニット１端子形 直列ユニット２端子形

ＣＳ-77Ｆ-7W ＣＳ-77Ｆ-RW

75Ω
75Ω

75Ω

75Ω

75Ω
75Ω

75Ω

75Ω

RWＷ

備考　(1)　記号及びシンボルの傍記Ｒは、終端抵抗器付を示す。
　　　　(2)　記号及びシンボルの傍記Ｗは、2,602MHz用とする。

直列ユニット１通信４３
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通信４４ テレビ共同受信１０

直列ユニット１端子形の電気的特性

ＣＳ-7Ｆ-7SW(中間用)(上り信号カット機能付き)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

結合損失
［ｄＢ］(以下)

逆結合損失
［ｄＢ］(以上)

形 式
項 目

項 目

周波数帯域
［ＭＨｚ］

結合損失
［ｄＢ］(以下)

形 式

直列ユニット２

(以下)
電圧定在波比

(以下)
電圧定在波比

テレビ共同受信１０

直列ユニット１端子形の電気的特性

ＣＳ-7Ｆ-7(中間用)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

1.8

結合損失
［ｄＢ］(以下)

12.0

逆結合損失
［ｄＢ］(以上) 15.0

2.5

76～ 　
　　　300

1.3

11.0

25.0

1.6

300～　　
　　　　770

1.8

12.0

20.0

1.6

2.0

13.0

18.0

1.8

3.4

15.0

15.0

2.0

1,336～　　　
　　　　 2,150

項 目 ＣＳ-7Ｆ-Ｒ(端末用)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

結合損失
［ｄＢ］(以下) 9.0

2.5

76～ 　
　　　300

8.5

1.6

300～　　
　　　　770

9.0

1.6

1,000～　　　
　　　　 1,336

10.0

1.8

11.0

2.0

1,336～　　　
　　　　 2,150

形 式

形 式
項 目

1,000～　　　
　　　　 1,336

3.8

13.0

18.0

2.0

4.2

15.0

15.0

2.0

1,336～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,336

ＣＳ-7Ｆ-7W(中間用)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

2.0

結合損失
［ｄＢ］(以下)

12.0

逆結合損失
［ｄＢ］(以上)

15.0

2.5

76～ 　
　　　300

1.8

12.0

23.0

1.8

300～　　
　　　　770

2.0

12.5

20.0

1.8

形 式
項 目

項 目 ＣＳ-7Ｆ-ＲW(端末用)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

結合損失
［ｄＢ］(以下)

10.0

2.5

76～ 　
　　　300

9.5

1.6

300～　　
　　　　770

10.0

1.6

1,000～　　　
　　　　 1,336

11.0

1.8

12.5

2.0

1,336～　　　
　　　　 2,150

形 式

2,150～　　　
　　　　 2,602

5.5

16.0

15.0

2.0

2,150～　　　
　　　　 2,602

13.0

2.0

直列ユニット２

(以下)
電圧定在波比

(以下)
電圧定在波比

(以下)
電圧定在波比

(以下)
電圧定在波比

通信４４

2.0

13.0

18.0

1.8

3.4

15.0

15.0

2.0

1,489～　　　
　　　　 2,150

1,000～　　　
　　　　 1,489

ＣＳ-7Ｆ-7W(中間用)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

結合損失
［ｄＢ］(以下)

逆結合損失
［ｄＢ］(以上)

1.8

12.0

20.0

1.6

形 式
項 目

2,150～　　　
　　　　 2,602

4.0

16.0

15.0

2.0
(以下)

電圧定在波比

470～　　
　　　　770

片方向
470～770

双方向
1,000～1,489
双方向 片方向

1,489～2,150
双方向 片方向

2,150～2,602
双方向 片方向

2.5

12.0

20.0

2.0 2.0

13.0

2.5

2.0

18.0

3.0

2.0

18.0

14.0

3.0

2.5

15.0

15.0

3.5

2.5

16.0

3.5

2.5

16.0

4.0

2.5

17.0

4.0

項 目 ＣＳ-7Ｆ-ＲW(端末用)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

結合損失
［ｄＢ］(以下) 10.0

1.6

11.0

1.8

12.5

2.0

形 式

2,150～　　　
　　　　 2,602

13.0

2.0
(以下)

電圧定在波比

470～　　
　　　　770

1,000～　　　
　　　　 1,489

1,489～　　　
　　　　 2,150

双方向 片方向 双方向 片方向 双方向 片方向 双方向 片方向
470～770 1,000～1,489 1,489～2,150 2,150～2,602

2.0 2.0 2.0 2.0 2.5 2.5 2.5 2.5

20.0

12.0

15.0 15.0 15.0

9.0 10.0 10.0 11.0 11.0 12.0 12.0 13.0

ＣＳ-7Ｆ-RSW(末端用)(上り信号カット機能付き)(2,602MHｚ対応)

【P 254】

◎　地上波デジタル化に
　伴い整理した。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信４５テレビ共同受信１１

ＣＳ-77Ｆ-7(中間用)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

2.0

結合損失
［ｄＢ］(以下)

16.0

逆結合損失
［ｄＢ］(以上) 15.0

2.5

76～ 　
　　　300

1.5

15.0

25.0

1.6

300～　　
　　　　770

2.0

16.0

20.0

1.6

1,000～　　　
　　　　 1,336

2.2

17.5

18.0

1.8

3.4

18.5

15.0

2.0

1,336～　　　
　　　　 2,150

形 式
項 目

13.0 20.0 18.0 15.0 15.0

1,000～　　　
　　　　 1,336

4.0

19.0

15.0

2.0

1,336～　　　
　　　　 2,150

15.0

ＣＳ-77Ｆ-7W(中間用)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

2.0

結合損失
［ｄＢ］(以下)

16.0

逆結合損失
［ｄＢ］(以上) 15.0

2.5

76～ 　
　　　300

1.8

15.0

25.0

1.8

300～　　
　　　　770

2.0

16.0

20.0

1.8

2.5

17.5

18.0

2.0

形 式
項 目

13.0 20.0 18.0 15.0

項 目 ＣＳ-77Ｆ-Ｒ(端末用)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

結合損失
［ｄＢ］(以下)

13.0

2.5

76～ 　
　　　300

12.0

1.6

300～　　
　　　　770

13.0

1.6

1,000～　　　
　　　　 1,336

14.5

1.8

15.0

2.0

1,336～　　　
　　　　 2,150

形 式

13.0 20.0 18.0 15.0 15.0

項 目 ＣＳ-77Ｆ-ＲW(端末用)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

10～ 　
　　　76

結合損失
［ｄＢ］(以下) 13.0

2.5

76～ 　
　　　300

12.0

1.8

300～　　
　　　　770

13.0

1.8

1,000～　　　
　　　　 1,336

14.5

2.0

15.5

2.0

1,336～　　　
　　　　 2,150

形 式

13.0 20.0 18.0 15.0 15.0

直列ユニット2端子形の電気的特性

2,150～　　　
　　　　 2,602

16.5

15.0

2.5

2,150～　　　
　　　　 2,602

5.0

20.0

15.0

15.0

2.5

直列ユニット３

(以下)
電圧定在波比

［ｄＢ］(以上)
端子間結合損失

(以下)
電圧定在波比

［ｄＢ］(以上)
端子間結合損失

(以下)
電圧定在波比

［ｄＢ］(以上)
端子間結合損失

(以下)
電圧定在波比

［ｄＢ］(以上)
端子間結合損失

テレビ共同受信１１

直列ユニット2端子形の電気的特性

直列ユニット３通信４５

1,000～　　　
　　　　 1,489

4.0

19.0

15.0

2.0

1,489～　　　
　　　　 2,150

15.0

ＣＳ-77Ｆ-7W(中間用)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

結合損失
［ｄＢ］(以下)

逆結合損失
［ｄＢ］(以上)

2.0

16.0

20.0

1.8

2.5

17.5

18.0

2.0

形 式
項 目

18.0 15.0

2,150～　　　
　　　　 2,602

5.0

20.0

15.0

15.0

2.5
(以下)

電圧定在波比

［ｄＢ］(以上)
端子間結合損失

470～　　
　　　　770

ＣＳ-77Ｆ-ＲW(端末用)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

結合損失
［ｄＢ］(以下)

13.0

1.6

1,000～　　　
　　　　 1,336

14.5

1.8

15.0

2.0

1,336～　　　
　　　　 2,150

形 式

18.0 15.0 15.0

2,150～　　　
　　　　 2,602

15.0

15.0

2.0
(以下)

電圧定在波比

［ｄＢ］(以上)
端子間結合損失

470～　　
　　　　770

項 目

ＣＳ-7Ｆ-7SW(中間用)(上り信号カット機能付き)(2,602MHｚ対応)

周波数帯域
［ＭＨｚ］

挿入損失
［ｄＢ］(以下)

結合損失
［ｄＢ］(以下)

逆結合損失
［ｄＢ］(以上)

形 式
項 目

片方向
470～770

双方向
1,000～1,489
双方向 片方向

1,489～2,150
双方向 片方向

2,150～2,602
双方向 片方向

2.0

16.0

20.0

18.0 18.0

17.0

2.0

15.0

18.0

2.5

15.0

18.0

19.0

2.5

15.0

15.0

19.0

3.5

15.0

20.0

3.5

20.0

4.0

21.0

4.0

20.0

18.0

15.0 15.0 15.0

(以下)
電圧定在波比

2.02.0 2.0 2.0 2.5 2.5 2.5 2.5

端子間結合損失

項 目

周波数帯域
［ＭＨｚ］

結合損失
［ｄＢ］(以下)

形 式

双方向 片方向 双方向 片方向 双方向 片方向 双方向 片方向
470～770 1,000～1,489 1,489～2,150 2,150～2,602

18.0 18.0 15.0 15.0 15.0 15.0

13.0 14.0 15.0 16.0 16.0 17.0

ＣＳ-77Ｆ-RSW(末端用)(上り信号カット機能付き)(2,602MHｚ対応)

(以下)
電圧定在波比

2.0 2.0 2.0 2.0 2.5 2.5 2.5 2.5

［ｄＢ］(以上)

［ｄＢ］(以上)
端子間結合損失

15.015.0

17.0

15.0

18.0

15.0

【P 255】

◎　地上波デジタル化に
　伴い整理した。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信４６ テレビ共同受信１２ 機器収容箱 ＴＶ

〔単位　mm〕

内　　　　　　　容
表　　　　　　　　　　示

機器収容箱

A
300
400
450

500
450
400
300
B

備考　(1)　寸法は、最小値を示す。
　　　　(2)　キャビネット形式及び鋼板の厚さは、端子盤の項による。
　　　　(3)　木板は、電線、機器を取付けるのに十分な大きさとする。
　　　　(4)　増幅器を収容するものは、放熱口を設ける。

分 　　　　　　類
記号

名 称
キ ャ ビ ネ ッ ト
形 　 　 　 　 式

寸 法

TV

-
1
2
3
4
5
6
7
8
9

500

600

600
1,000
1,100
1,000
1,200

表示例

記　　号

TV-T3 露出形折曲式で箱寸法450mm×450mm×120mmの機器収容箱

説　　　　　　　　明

木板

接地端子

A

B

T 露出形折曲式

ＮＰ

C

C

120

テレビ共同受信１２ 機器収容箱 ＴＶ

〔単位　mm〕

内　　　　　　　容
表　　　　　　　　　　示

機器収容箱

A
300
400
450

500
450
400
300
B

備考　(1)　寸法は、最小値を示す。
　　　　(2)　キャビネット形式及び鋼板の厚さは、端子盤の項による。
　　　　(3)　木板は、電線、機器を取付けるのに十分な大きさとする。
　　　　(4)　増幅器を収容するものは、放熱口を設ける。

分 　　　　　　類
記号

名 称
キ ャ ビ ネ ッ ト
形 　 　 　 　 式

寸 法

TV

-
1
2
3
4
5
6
7
8
9

500

600

600
1,000
1,100
1,000
1,200

表示例

記　　号

TV-T3 露出形折曲式で箱寸法450mm×450mm×120mmの機器収容箱

説　　　　　　　　明

木板

接地端子

A

B

T 露出形折曲式

ＮＰ

C

C

120

通信４６

【P 000】
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信４７ テレビ共同受信１３

防水キャップ又は溶接

備考　(1)　図は、アンテナマスト下部にSTPG38-50Aを使用した場合の一例を示す。
　　　　(2)　アンテナマストの管径及び管の仕様は、建築基準法施行令第８７条による
　　　　　 風圧力に耐えるものとする。
　　　　(3)　A=3,000を標準とする。

自　立　形　(ＡＵ用)

壁面取付形　(ＡＵ用)

50A

防水キャップ又は溶接

40Ａ

アンテナマスト

支持金具(底板付)

防水処理

アンテナマスト40Ａ

防水キャップ又は溶接

φ9押ボルト(2箇所)

呼び径12以上×300

アンカーボルト
t6×60(4箇所)

(4箇所鉄筋に溶接)

アンカーボルト
(4箇所)

A
2
5
0

7
0
0
以

上
7
0
0
以

上

500

700

A
7
0
0

t6
以

上

50A 5
0
0

7
0
0

アンテナマストの取付１

〔単位　mm〕

テレビ共同受信１３

防水キャップ又は溶接

備考　(1)　図は、アンテナマスト下部にSTPG38-50Aを使用した場合の一例を示す。
　　　　(2)　アンテナマストの管径及び管の仕様は、建築基準法施行令第８７条による
　　　　　 風圧力に耐えるものとする。
　　　　(3)　A=3,000を標準とする。

自　立　形　(ＡＶ・ＡＵ用)

壁面取付け形　(ＡＶ・ＡＵ用)

50A

防水キャップ又は溶接

40Ａ

アンテナマスト

支持金具(底板付)

防水処理

アンテナマスト40Ａ

防水キャップ又は溶接

φ9押ボルト(2箇所)

呼び径12以上×300

アンカーボルト
t6×60(4箇所)

(4箇所鉄筋に溶接)

アンカーボルト
(4箇所)

A
2
5
0

7
0
0
以

上
7
0
0
以

上

500

700

A
7
0
0

t6
以

上

50A 5
0
0

7
0
0

アンテナマストの取付１

〔単位　mm〕

通信４７

【P 257】

◎　地上波デジタル化に
　伴い整理した。
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改定理由標準図　平成25年版（案）標準図　平成22年版

通信４８ テレビ共同受信１４

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　アンテナマストの管径及び管の仕様は、建築基準法施行令第87条による
　　　　　 風圧力に耐えるものとする。

ＡＮＴ-3　自立形

ＡＮＴ-2　壁面取付形

50

ベースプレートt12以上

アンカーボルト(φ16×4)

7
0
0

5
0
0

1
0
0

700
500 100100

コンバータ

パラボラアンテナ

アンテナ取付金物

アンテナマスト

アンカーボルト φ16×4
(4箇所鉄筋に溶接)

アンテナマスト

防水処理

補強リブ(×4)t6以上

1
0
0

1
,2

0
0

5
0
0

7
0
080A

ＲＦＬ

アンテナ取付金物

(底板付き)
支持金具

支持金具

アンテナマスト
　　　

アンテナマストの取付２

〔単位　mm〕

ＡＮＴ－２

ＡＮＴ－３

7
0
0
以

上
7
0
0
以

上

テレビ共同受信１４

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　アンテナマストの管径及び管の仕様は、建築基準法施行令第87条による
　　　　　 風圧力に耐えるものとする。

ＡＮＴ-3　自立形

ＡＮＴ-1　壁面取付形 ＡＮＴ-2　壁面取付形

50

ベースプレートt12以上

アンカーボルト(φ16×4)

7
0
0

5
0
0

1
0
0

700
500 100100

コンバータ

パラボラアンテナ

アンテナ取付金物

アンテナマスト

アンカーボルト φ16×4
(4箇所鉄筋に溶接)

アンテナマスト

防水処理

補強リブ(×4)t6以上

1
0
0

1
,2

0
0

5
0
0

7
0
080A

ＲＦＬ ＲＦＬ

アンテナ取付金物

アンテナマスト

コンバータ

壁面棚金具

アンテナ取付金物

(底板付き)
支持金具

支持金具

アンテナマスト
　　　

アンテナマストの取付２

〔単位　mm〕

ＡＮＴ－１

ＡＮＴ－３

ＡＮＴ－２

7
0
0
以

上
7
0
0
以

上

通信４８

【P 258】

◎　ANT-1は使用実績が
　少ない為、削除した。
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通信４９ テレビ電波障害１ 増幅器、電源供給器       MA-1

(2)　電源供給器

入　力　電　圧　〔V〕
出　力　電　圧　〔V〕
周　　波　　数　〔Hz〕
出　力　電　流　〔A〕

安定度(出力電圧)　（温度-20～+40℃）
避　　　　　雷

100
30

50/60
3

入力電圧90～110Ｖにおいて出力電圧27～30Ｖ
入出力に避雷回路を有すること

(1)　増幅器

周波数帯域〔MHz〕

利得〔dB〕

定格出力レベル〔dB〕

帯域内周波数特性〔dB〕

利得調整範囲〔dB〕

利得安定度〔dB〕　（温度-10～+40℃）

入出力接栓座 Ｆ形接栓又はフィッティングコネクタ

UHF用

線　路　増　幅　器

470～770

-71以内

±2.0以内

10以上（連続可変）

104以上

32以上

耐雷性

±2.0以内

±15〔kV〕　（1.2×50〔μｓ〕）

備考　　増幅器は、防水形とし、メッセンジャーワイヤ、電柱又は壁面いずれにも取付
　　　　可能なものとする。

項　　　目

形 式
項 目 MA-1

テレビ電波障害１ 増幅器、電源供給器
VA・UVA・

VB-1・VB-2・

          MA-1

(2)　電源供給器

入　力　電　圧　〔V〕
出　力　電　圧　〔V〕
周　　波　　数　〔Hz〕
出　力　電　流　〔A〕

安定度(出力電圧)　（温度-20～+40℃）
避　　　　　雷

100
30

50/60
3

入力電圧90～110Ｖにおいて出力電圧27～30Ｖ
入出力に避雷回路を有すること

(1)　増幅器

幹　線　分　岐　増　幅　器

VA

出力端子
出力端子

分岐端子
VHF UHF

VHF用 VHF・UHF用

UVA

周波数帯域〔MHz〕

利得〔dB〕

定格出力レベル〔dB〕

帯域内周波数特性〔dB〕

利得調整範囲〔dB〕

 76～108
170～222

76～222 470～770

15以上 28以上

108以上95以上

0～-12

6.5

86.5

±1.0 ±1.0±2.0

2.5～-4 5～-7.5

93＊1

13

±2.0

2.5以下

雑音指数〔dB〕　（最大利得時）

入出力インピーダンス〔Ω〕

電圧定在波比

相互変調〔dB〕　（定格出力時）

混変調〔dB〕　（定格出力時）

利得安定度〔dB〕　（温度-10～+40℃）

ハム変調〔dB〕

入出力接栓座

電源電圧

15以下

75

-56以下

-60以下

-54以下-60以下 -63以下

±1.5以内 ±0.5以内

-46以下 -83以下 -80以下

75

2.0以下 2.0以下

-55以下 -73.5以下

12以下

－

Ｆ形接栓又はフィッティングコネクタ

AC25～30〔V〕　50/60〔Hz〕

分岐端子

VHF

76～222

25

105

±1.5

－

UHF

VB-1 VB-2

VHF用         UHF用

UVB

ＶＨＦ ＵＨＦ

線　路　増　幅　器

 76～108
170～222

 76～108
170～222

470～770

2.5以下 2.5以下 3.0以下

75 75

10以下

10以上

12以下

±2.0 ±2.0

10以上

115以上＊2

40以上
L:30以上
H:35以上

470～770

－

104.5＊1

75

2.0以下 2.5以下

-53.5以下

24.5

±2.5

15以下

-55以下

L:30以上
H:35以上
L:95以上
H:102以上

L:105以上
H:110以上

L:105以上
H:110以上

L:30以上
H:35以上

-55以下 －－

耐雷性

-60以下 -60以下

±2.0以内 ±2.0以内

-46以下 -46以下2波

-63以下

±1.0以内

-47以下 -49以下

±15〔kV〕　（1.2×50〔μｓ〕）

L:2波
H:5波{

-46以下　
L:2波
H:5波｛

備考　(1)　幹線分岐増幅器の分岐出力端子数は、4とする。
　　　　(2)　VHF用幹線分岐増幅器の分岐出力端子は、1端子形の使用も可とする。
　　　　

注　*1　UHF多チャンネル伝送時、運用レベルに注意すること。
　　 *2　アナログ7波とデジタル9波伝送時の値とする。ただしデジタル９波は-10ｄB
　　　　運用とする。

項　　　目

形 式
項 目 MA-1

通信４９

UVB ・

　　　　(3)　増幅器は、防水形とし、メッセンジャーワイヤ、電柱又は壁面いずれにも取付
　　　　　 可能なものとする。

UA・        

VHF・           

UA

相互変調〔dB〕　

最大伝送波 ９波

【P 259】

◎　地上波デジタル化に
　伴い整理した。
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通信５０ テレビ電波障害２ 分配器、分岐器、保安器 DA・CA

A A

A A A
(CA-101、151、201)

結合損失〔dB〕
1分岐
2分岐
4分岐

挿入損失〔dB〕

定在波比
逆方向結合損失〔dB〕
端子間結合損失〔dB〕

10形(Ｖ±1.0Ｖ±1.5) 15形(Ｖ±1.0Ｖ±1.5) 20形(Ｖ±1.0Ｖ±1.5)
1.5以下
2.0以下
2.5以下
1.8以下1.8以下

3.0以下
2.5以下

2.0以下
3.0以下
5.0以下
1.8以下
20以上
15以上

2.0以下

20以上
15以上

20以上
15以上

470～770 470～770 470～770

図示記号

図示記号

(3)　保安器

周波数帯〔MHz〕
入出力インピーダンス〔Ω〕

挿入損失〔dB〕
電圧定在波比
絶縁耐圧〔V〕

絶縁抵抗〔MΩ〕　（入出力端子間、出力端子-接地端子間）
避雷性　（入力端子、出力端子-接地端子間）

470～770
75

1.0以下
1.8以下

AC1,000(1分間)
1以上

5kV（10×200μｓ）のサージ電圧に耐えること。

(CA-102、152、202) (CA-104、154、204)

周波数帯域〔MHz〕

形 式
項 目

周波数帯域〔MHz〕
分配損失〔dB〕

定在波比

(1)　分配器

(2)　分岐器

項 目

1.8以下
8.0以下4.0以下

15以上端子間結合損失〔dB〕

CA-101、102、104

DA-4
470～770 470～770

1.8以下
15以上

CA-151、152、154 CA-201、202、204

DA-2

形 式

テレビ電波障害２ 混合（分波）器、分配器、
分岐器、保安器

MA・DA・CA

周波数帯域〔MHz〕
通過帯域損失〔dB〕

阻止帯域減衰量〔dB〕
入・出力VSWR

図示記号

(1)　混合（分波）器

76～108、 170～222
1.5以下
20以上
2.0以下

FM、VLO、VHI

A

A A

A A A
(CA-101、151、201)

  76～108
170～222

結合損失〔dB〕
1分岐
2分岐
4分岐

挿入損失〔dB〕

定在波比
逆方向結合損失〔dB〕
端子間結合損失〔dB〕

10形(Ｖ±1.0Ｖ±1.5) 15形(Ｖ±1.0Ｖ±1.5) 20形(Ｖ±1.0Ｖ±1.5)
1.5以下
2.0以下
2.5以下
1.8以下

1.0以下
1.0以下
1.5以下
1.6以下1.8以下

3.0以下
2.5以下

1.0以下
1.5以下

1.6以下1.6以下

20以上
25以上

1.5以下
2.0以下
4.0以下

2.0以下
3.0以下
5.0以下
1.8以下
20以上
15以上

2.0以下

2.0以下

20以上
15以上

25以上
20以上

20以上
15以上

25以上
20以上

470～770 470～770
  76～108
170～222

470～770
  76～108
170～222

図示記号

図示記号

(4)　保安器

周波数帯〔MHz〕
入出力インピーダンス〔Ω〕

挿入損失〔dB〕
電圧定在波比
絶縁耐圧〔V〕

絶縁抵抗〔MΩ〕　（入出力端子間、出力端子-接地端子間）
避雷性　（入力端子、出力端子-接地端子間）

470～770
75

1.0以下
1.8以下

AC1,000(1分間)
1以上

5kV（10×200μｓ）のサージ電圧に耐えること。

76～470
75

0.5以下
1.5以下

形 式
項 目 MA-1 摘　　　　　要

(CA-102、152、202) (CA-104、154、204)

周波数帯域〔MHz〕

形 式
項 目

周波数帯域〔MHz〕
分配損失〔dB〕

定在波比

(2)　分配器

(3)　分岐器

項 目

1.8以下
8.0以下 8.0以下

1.6以下
4.0以下 4.0以下

20以上 15以上端子間結合損失〔dB〕

CA-101、102、104

DA-4
76～108、 170～222 470～770 76～108、 170～222 470～770

1.6以下 1.8以下
20以上 15以上

CA-151、152、154 CA-201、202、204

DA-2

形 式

通信５０

【P 260】

◎　地上波デジタル化に
　伴い整理した。
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通信５１

ループコイル リード部

記　号 L1+L2

LPC-3

LPC-4

LPC-5

LPC-6

3,000以下

3,001～4,000

4,001～5,000

5,001～6,000

発光器 受光器

ベース

発光器の記号 L

FTR-S

FTR-W

FTR-R

10m以下

SPC 1.2

SPC 1.2又はSUS 1.2

(1)　ループコイル式検知器の記号

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　ループコイルの太さは、製造者の標準とする。
　　　　(3)　リード部の長さは、20m附属するものとする。

(2)　光線式検知器の記号

備考　図は、一例を示す。

L2

L
1

Ｌ

ポールSGP40A以上

受光器の記号

CDS-S

CDS-W

CDS-R

材　　質　・　材　　厚

駐車場管制１ 検　知　器

〔単位　mm〕

形　式

スタンド形

壁露出形

壁埋込形

LPC

FTR・CDS

ループコイル リード部

記　号 L1+L2

LPC-3

LPC-4

LPC-5

LPC-6

3,000以下

3,001～4,000

4,001～5,000

5,001～6,000

発光器 受光器

ベース

発光器の記号 L

FTR-S

FTR-W

FTR-R

10m以下

SPC 1.2

SPC 1.2又はSUS 1.2

(1)　ループコイル式検知器の記号

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　ループコイルの太さは、製造者の標準とする。
　　　　(3)　リード部の長さは、20m附属するものとする。

(2)　光線式検知器の記号

備考　図は、一例を示す。

L2

L
1

Ｌ

ポールSGP40A以上

受光器の記号

CDS-S

CDS-W

CDS-R

材　　質　・　材　　厚

駐車場管制１ 検　知　器

〔単位　mm〕

形　式

スタンド形

壁露出形

壁埋込形

LPC

FTR・CDS
通信５１

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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通信５２

赤

青 赤

青 赤

SGL-P
（天井つり下げ形）

SGL-S
（自立形）

SGL-W
（壁掛形）

L レンズ径

寸　　法

本　体 パイプ レンズ

材　　質　・　材　　厚

φ120
以上 SPC1.2

SGP25A
以上

SGP50A
以上

硬質ガラス
又は

耐熱アクリル

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　末尾にｗを付した場合は、両面形とする。（例：SGL-Ww）

本　体

材　　質　・　材　　厚

(1)　信号灯の記号

(2)　警報灯の記号

閃光数又は
点滅回数

120回/分以上 SPC1.2

グローブ

ポリカーボネート t2

備考　図は、一例を示す。

RSL
（警報灯）

青

パイプ

記　号

SGL-P

SGL-S

SGL-W

記　号

RSL

L

Lパイプ

－－

500
～

1,500

1,000

駐車場管制２ 信号灯、警報灯
SGL-P・SGL-S

SGL-W・RSL

〔単位　mm〕

赤

青 赤

青 赤

SGL-P
（天井つり下げ形）

SGL-S
（自立形）

SGL-W
（壁掛形）

L レンズ径

寸　　法

本　体 パイプ レンズ

材　　質　・　材　　厚

φ120
以上 SPC1.2

SGP25A
以上

SGP50A
以上

硬質ガラス
又は

耐熱アクリル

備考　(1)　図は、一例を示す。
　　　　(2)　末尾にｗを付した場合は、両面形とする。（例：SGL-Ww）

本　体

材　　質　・　材　　厚

(1)　信号灯の記号

(2)　警報灯の記号

閃光数又は
点滅回数

120回/分以上 SPC1.2

グローブ

ポリカーボネート t2

備考　図は、一例を示す。

RSL
（警報灯）

青

パイプ

記　号

SGL-P

SGL-S

SGL-W

記　号

RSL

L

Lパイプ

－－

500
～

1,500

1,000

駐車場管制２ 信号灯、警報灯
SGL-P・SGL-S

SGL-W・RSL

〔単位　mm〕

通信５２

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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通信５３

バー

本　体

バー

H

CGT-1
(バー直線形)

CGT-2
(バー屈曲形)

L L

駐車場管制３
ＣＧＴ-1

カーゲート
ＣＧＴ-2

H

3,000以下

L

2,300以上3,000以下

〔単位　mm〕

－バー直線形

－

バー屈曲形 CGT-2

CGT-1

－

形　　式

記　号 内　　容分　　類

バーの材質 G

A

鋼　製

グラスファイバ

アルミ

－

備考　図は、一例を示す。

記　　号 説　　　　　　　　明

例1 CGT-1

例2

バー直線形、バーの材質鋼製

CGT-1-A例3

CGT-2-G バー屈曲形、バーの材質グラスファイバ

バー直線形、バーの材質アルミ

例

表示例

バー

本　体

バー

H

CGT-1
(バー直線形)

CGT-2
(バー屈曲形)

L L

駐車場管制３
ＣＧＴ-1

カーゲート
ＣＧＴ-2

H

3,000以下

L

2,300以上3,000以下

〔単位　mm〕

－バー直線形

－

バー屈曲形 CGT-2

CGT-1

－

形　　式

記　号 内　　容分　　類

バーの材質 G

A

鋼　製

グラスファイバ

アルミ

－

備考　図は、一例を示す。

記　　号 説　　　　　　　　明

例1 CGT-1

例2

バー直線形、バーの材質鋼製

CGT-1-A例3

CGT-2-G バー屈曲形、バーの材質グラスファイバ

バー直線形、バーの材質アルミ

例

表示例

通信５３

【P 000】

◎　改定した理由を記入
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第　６　編　

中央監視制御設備工事

第　６　編　

中央監視制御設備工事

【P 000】
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中央監視１ 中央監視制御 信号入出力条件

項　目
中央監視
制御装置

信　号　線 現場機器

制 御

切替
CX

ON

OFF

CX

TX OFF

ON

入力信号は無電圧連続接点

切替指令は連続接点信号

調節器

DC 4～20mA

DC 4～20mA

監 視

計測

計測

設定

検出器

入　出　力　条　件

制 御

検出器

発信器

パルス幅時間：100msec以上
積算

・電力量
・給水量
・ガス量
　など

計測

変換器

DC 4～20mA

備考　図は一例を示す。

２４Ｖ

２４Ｖ

２４Ｖ

２４Ｖ

測温抵抗体
（Pt100）

・設 定

・温 度

・切 替

・発 停

・液位
・CO2濃度
・圧力・流量
・湿度　など

・電圧・電流
・電力・力率
　など

・状 態
・警 報
・故 障

中央監視制御 信号入出力条件

項　目
中央監視
制御装置

信　号　線 現場機器

制 御

切替
CX

ON

OFF

CX

TX OFF

ON

ON/OFF指令は
瞬時接点信号(約1秒)

入力信号は無電圧連続接点

切替指令は連続接点信号

調節器

DC 4～20mA

DC 4～20mA

監 視

計測

計測

設定

検出器

入　出　力　条　件

制 御

検出器

発信器

パルス継続時間：100msec以上
パルス間隔　　　：1 sec以上

積算

・電力量
・給水量
・ガス量
　など

計測

変換器

DC 4～20mA

備考　図は一例を示す。

２４Ｖ

２４Ｖ

２４Ｖ

２４Ｖ

測温抵抗体
（Pt100）

・設 定

・温 度

・切 替

・発 停

・液位
・CO2濃度
・圧力・流量
・湿度　など

・電圧・電流
・電力・力率
　など

・状 態
・警 報
・故 障

中央監視１

瞬時接点信号(約1秒)
ON/OFF指令は

瞬時接点信号(約1 sec)
ON/OFF指令は

【P 268】

◎　JIS記号に整合させ
　た。

◎　単位を整理した。
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